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序章 ハンセン病者の当事者性とその不在化  
第 1 節 問題の所在―隔離政策とハンセン病者―  
本研究は、近現代日本の「隔離政策」1の変遷におけるハンセン病者の「生」を当事者性
の視点から捉えることを試みた。国は隔離政策を推し進め、ハンセン病者は法で定められ
た療養所に「隔離収容」された。それは、家から療養所へ住む場所を移す、ということで
は決してなかった。家族、地域社会で担っていたさまざまな役割を失い、家、地域社会に
不在となったのである。療養所に「隔離収容」された本人のもとに家族が面会に来たり、
本人と家族との間で手紙のやり取りが続けられたり、断絶、とは言い切れない関係のあり
様も残されてはいた。しかしながら、「不在」の状態が常態化し、ハンセン病者は「不在化」
され、家や地域社会はハンセン病者が「不在化」した場となった。「ハンセン病者の不在」
とは、病を抱えながら生きる生の主体としての当事者、すなわち、生きようとする主体性
をもった当事者の、当事者性が不在化されることであった。本研究ではハンセン病者の当
事者性を、ハンセン病という病を抱えながら生きる生の主体としての当事者として有する
性質と定義する。  
社会から切り離された療養所のなかで入所者は、自らの人生に対し、生活の場、就職や
結婚、出産、子育てなどを自ら選択していくことが困難な状況下で生きることを強いられ
た。1915（大正 4）年に全生病院において院長光田健輔が療養所内での出生を防ぐために
断種手術を実施した。これは法的根拠のないままに実施され、戦後、優生保護法が制定公
布されると「癩患者」が優生手術の対象として明記された。戦中及び戦後間もない時代の
療養所では劣悪な環境のもと、入所者が付き添い看護や様々な患者作業を担って自らの療
養生活を維持しなければならない状況があった。ほかにも、園名 2の使用、外出の制限、
懲戒検束規定、郵便物や執筆したものの消毒など療養所からの管理を受け、様々な面で生
活上の制約を受ける状況が強いられた。そのような人権侵害の根本に隔離政策があった。 
隔離政策が継続されるなかで療養所入所者は、文芸活動や自治会活動を通して病を抱
え、隔離政策下での制約を受けた、受動的主体としてではあるが、能動化する当事者性を
具現化してきた。療養所の外、すなわち社会の側にハンセン病者の声や活動を受けとめて
きた人もいた。しかしながら、声の受け手の存在は、隔離政策からの解放、ハンセン病に
対する偏見・差別の解消につながる大きな動きにはならなかった 3。 
このように、隔離政策の変遷において、ハンセン病者は生の当事者としての主体性を有
して社会に存在しながらも、隔離政策や優生思想がもたらした制約によって受動性を有
                                                   
1日本のハンセン病史に関しては多数の先行研究による積み重ねがある。廣川（ 2011）の研究では「現
在のハンセン病史研究において自明の前提とされているハンセン病者の『絶対隔離』政策」に対し、
「これまでの『絶対隔離』政策史としてのハンセン病史において強調されてきた『断種』・『虐殺』な
どの『差別』や『被害』の諸相とは異なり、近代日本のハンセン病者がとりえたはずのオルタナティ
ヴな『生存』の様相」（廣川 2011:295）が明らかにされた。本研究は、近現代日本のハンセン病政策
の表記として、廣川（ 2011）や猪飼（ 1995b）などの研究成果をふまえて「隔離政策」とする。  
2家族に迷惑がかからないように、あるいは入所時に職員から勧められて、園名、つまり偽名を名乗る
入所者が多くいた。  
3蘭は「ハンセン病者たちが文芸活動や患者運動を通じて、それまでも多くを語ってきた―療養所の自
治会機関誌や個人の自費出版本、全患協の運動史は、その実体である―にもかかわらず、ストーリー
が産出されなかったのは、まさしく受け手であるわたしたちがその眼中に病者たちを入れてこなかっ
た（排除！）ということであろう」と指摘している（ 2004:313）。  
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し、そうした制約が強固にかつ固定されていった。さらに根強い社会的偏見・差別も加わ
って、ハンセン病者は社会とのつながりを奪われていた。ハンセン病者を排除した社会で
は、病者の声を聴き取ろうとする動きが育たず、病者が社会から置き去りにされるような
状態があった。のちに論ずるように「福祉」もこの例外ではなかった。この状態を本研究
ではハンセン病者の当事者性の不在化ととらえる。  
ハンセン病者が長く不在化された状態にあった社会では、その状況下でハンセン病者が
生きてきた歩み、社会から受けた偏見・差別、療養とはいえないような環境下での生活の
実態を「人権侵害」と「受けとめ」、被害からの回復が求められるようになった。不在とさ
れた人たちが、社会の人びとにその存在を認識されたのである。しかしながら、存在を認
識されたからといって、そのことがかれらを受容することにはつながらなかった。宿泊拒
否、葬儀への参列拒否、郷里へ帰ってくることに対する拒否感など、個別具体的な場で「受
け入れられない」事象として人権侵害が生じている。このことは、かれらが隔離政策とい
う制約の下で、どのように生きてきたのか、というかれらの生につながる当事者性が受け
入れられていないことを意味している。  
ハンセン病回復者は、生活の場や生き方を拘束する隔離政策から解放されたとはいえ、
いまだ解決されない問題が残るなかで、社会的偏見・差別や自己偏見から解放された状態
にあるとはいえない。ハンセン病回復者の生の解放を実現するために、本研究では、ハン
セン病者とかれらの当事者性を不在化させたまま成り立つ社会はなぜ、どのようにして形
成されたのか、という問いを立て、隔離された状況下で存在したハンセン病者の当事者性
とその不在化の様相を明らかにする。そして、不在化された当事者性の回復の困難さの今
日的所在をとらえ、その回復はいかにして可能となるのかを考察し、当事者性の回復に向
けた視座を提示することが本研究の目的である。このような問題の所在において、本研究
がその対象として照射するのがハンセン病者の当事者性とその不在化の様相である。  
 
第 2 節 研究の位置づけ―ハンセン病者と「福祉」―  
 本研究の学問的基盤は社会福祉学である。そのことはハンセン病者と「福祉」との関わ
りのあり方を考えるという研究上の関心、社会福祉研究がハンセン病者の生の解放に十分
に寄与してこなかったという問題に基づく。わたしたちの社会では、誰もが生の主体とし
ての当事者でありながら、生きていくうえで様々なことを自ら選択し、自分らしく生きる
権利の保障が政策や社会の偏見・差別によって制約される人たちが存在してきた。このこ
とは一人ひとりの人権を保障するために「福祉」はどのような役割を担うのかという根本
的な問いにつながっていく。そうした問いに応えていくための示唆として、本研究では、
ハンセン病隔離政策という枠のなかで生きてきたハンセン病者を取り上げ、かれらの当事
者性が時代状況下でどのように存在し、あるいは不在化されていたのかを取り上げる。  
2001 年の熊本地裁判決の内容を受け、厚生労働省の委託事業として 2003（平成 15）年
度（2003 年 6 月～2004 年 3 月 31 日）に行われた「ハンセン病問題に関する事実検証調査
事業」は、その目的を「ハンセン病患者に対する隔離施策が長期間にわたって続けられた
原因、それによる人権侵害の実態について、医学的背景、社会的背景、ハンセン病療養所
における処置、『らい予防法』などの法令等、多方面から科学的、歴史的に検証を行い、再
発防止のための提言を行うこと」においていた。検証事業の報告である『ハンセン病問題
3 
 
に関する検証会議最終報告書』（以下、最終報告書）のなかで「ハンセン病強制隔離政策に
果たした各界の役割と責任」として「医学界」「法曹界」「教育界」「宗教界」と並んで「福
祉界」が位置づけられている。最終報告書における「福祉界」の範囲は、社会福祉事業、
社会福祉制度、社会福祉援助、社会福祉専門職、社会福祉研究、「社会福祉援助」に限定さ
れない福祉的実践（ボランタリーな実践）としてその対象は広く設定されている。  
戦後、民主主義国家となり、「基本的人権の尊重」を謳った日本国憲法のもとにあっても
ハンセン病者を隔離する政策に変化は見られず、1953（昭和 28）年「らい予防法」改正案
が成立し、隔離政策は継続された。1956（昭和 31）年にローマで開催された国際らい会議
において「いかなる他の特殊な法規をもつくることなく」「すべての差別待遇的な諸法律は
撤廃されるべき」との決議がなされたこと、社会福祉の歩みにおいてはコミュニティ・ケ
ア、ノーマライゼーション理念の移入や 1981 年の国際障害者年で障害者の「完全参加と平
等」の理念が打ち出されるなど、よりよく生きることが目指されていく中でも、ハンセン
病者の置かれた隔離の状況、社会的偏見・差別の根強さは変わらなかった。  
隔離政策が継続されるなかで「福祉界」に求められたのは、ハンセン病という病を抱え
て生きる一人ひとりの、人間としての尊厳および人間らしい生活を保障すること、すなわ
ち隔離政策からの解放にあったといっても過言ではない。しかしながら、そのような社会
を構築することに寄与できなかったのは、「福祉界」が療養所のなかから入所者たちが訴え
てきた声を十分に聴くことができなかったこと、かれらが隔離政策から解放され、社会で
多様なつながりをもちながら生活する生の主体としての当事者であることの視点が欠如し
ていたという問題点を指摘できる。  
「最終報告書」では、ハンセン病問題への「福祉界」の関わりについて次のような見解
が示された。  
 
福祉界は問題を完全に医療の手にゆだねて背景に退き、そこに献身的に働く人々を
美化し、隔離という枠に依存し、そこに逃避したという非難を避けることはできない。
生涯にわたる完全な隔離が、その個人の人間としての尊厳をどれほど傷つけ、人格を
無視したものであるかの認識が、人権の大切さを掲げる職業集団としてはまことに不
充分であった 4。 
 
 ここで示された「隔離という枠に依存」したことを、最終報告書では「予防法の枠内で
の福祉」として次のように述べている。  
 
   療養所はほぼ完全に自足的な社会を構成し、社会から患者を隔離すると共に自らを
も隔離し、生活保護や国民年金といった基本的な社会福祉・社会保障制度からも自ら
を切り離し、らい予防法の枠内で、国の全額負担の「福祉」を提供するという体制を
作り上げた。療養所の設備や処遇の改善についても同じである。原則は譲らない代わ
りに、社会との積極的なつながりを決して「公認」しなかったこと、そしてそのなか
で提供された福祉は、その意味できわめて独特のものであった。それは患者と家族を、
                                                   
4財団法人日弁連法務研究財団 HP より引用（ http://www.jlf.or.jp/work/pdf/houkoku/saisyu/12.pdf p.376）  
4 
 
依然として根強い社会の偏見と差別からまもるという一定の効用を果たすものであり
つつ、他方そのままでは偏見も差別もますます不気味な、不可解な世界へのそれとし
て存続し続けるのを放置する、という両刃の剣でもあった 5。 
 
 国立療養所への隔離を継続することで生活の場を社会から切り離し、そこで営まれる生
活の一切が国の全額負担の「福祉」として提供される体制が、すなわち「予防法の枠内で
の福祉」となる。そうした仕組みは、療養所にいれば生活が保障され、社会の偏見・差別
からも守られるという環境をつくりあげた。「公共の福祉」と「社会予防」の観点において
国として譲れなかったハンセン病「患者」の「完全収容」策は、ハンセン病という病を抱
えながら生きる人が主体的に生きようとする可能性を著しく低下させた。  
 先に引用した「生涯にわたる完全な隔離が、その個人の人間としての尊厳をどれほど傷
つけ、人格を無視したものであるかの認識が、人権の大切さを掲げる職業集団としてはま
ことに不充分であった」という指摘は、「人権と社会正義」の原理を基盤として、「人びと
のエンパワーメントと解放」を促す役割を担うソーシャルワーク実践からも大きく逸脱し
ていたことを示唆している。木原活信は「解放のソーシャルワーク」という論考 6において
2000 年に開催された国際ソーシャルワーカー連盟（ IFSW）の大会で採択された「ソーシャ
ルワークの定義」について以下のように述べる。  
 
   ソーシャルワークは何をすることなのかという本質的議論の中で、これまでしばし
ば生活環境の調整、社会への適応、あるいは個人のセラピー的な治療が中心的な主題
として扱われてきたが、ソーシャルワークがこの定義に明記されているような「人間
の解放」ということにどれだけ注意を払い、そのことについて十分に吟味してきたの
であろうか。（木原 2007：44） 
  
そして、木原は同論考で「IFSW の最新のソーシャルワークの定義を中心に、社会福祉に
おける解放の概念そのもの」（木原 2007：45）についての検討をすすめている。木原の取
り上げた IFSW（2000）のソーシャルワークの定義 7を以下に引用する。  
 
   ソーシャルワーク専門職は、人間の福利（  ウェルビーング）  の増進を目指して、
社会の変革を進め人間関係における問題解決を図り、人びとのエンパワーメントと解放
を促していく。ソーシャルワークは、人間の行動と社会のシステムに関する理論を利用
して、人びとがその環境と相互に影響し合う接点に介入する。人権と社会正義の原理は、
ソーシャルワークの拠り所とする基盤である。  
                                                   
5同上、 p.376。  
6横田恵子編（ 2007）『解放のソーシャルワーク』世界思想社、 pp.41-69 所収。 
72000 年 7 月 27 日モントリオールにおける総会において採択、日本語訳は日本ソーシャルワーカー
協会、日本社会福祉士会、日本医療社会事業協会で構成する IFSW 日本国調整団体が 2001 年 11 月 26 
日決定した定訳。 http://www.socialwork-jp.com/IFSWteigi.pdf より。「人々のエンパワーメントと
解放」の促進、「人権」、「社会正義」の原理は、 2014 年にメルボルンで開催された国際ソーシャルワ
ーカー連盟（ IFSW）と国際ソーシャルワーク学校連盟（ IASSW）の総会において採択された「ソーシャ
ルワークのグローバル定義」にも引き継がれている。  
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 この定義の解説では、ソーシャルワークについて「人びととその環境の間の多様で複雑
な相互作用に働きかける。その使命は、すべての人びとが、彼らのもつ可能性を十分に発
展させ、その生活を豊かなものにし、かつ、機能不全を防ぐことができるようにすること
である」と記載されている。この記載にあるように、すべての人々が有するその人の可能
性の十分な発展と、その生活の豊かさを目指すことを使命とするソーシャルワーク専門職
は、ハンセン病という病を抱えながら生きてきた一人ひとりに対して、ここに明記された
点を十分認識して実践をなしえていたのであろうか。「ソーシャルワークの定義」に明記さ
れた、「人びとのエンパワーメントと解放」、「人権と社会正義」は、ハンセン病という病を
抱えながら生きてきた一人ひとりの当事者性のあり様を映し出したものであるのだろうか。
「ソーシャルワークの定義」の採択が 2000 年であるとはいえ、定義に明記された内容を過
去の実践とつなげ、これからの実践に生かしていくことは重要である。  
本研究は、社会福祉学を基盤とする研究として、ハンセン病問題における社会福祉研究
の見落としを指摘し、ソーシャルワークの価値である「人びとのエンパワーメントと解放」、
「人権と社会正義」を、ハンセン病者の当事者性とその不在化の様相から問い直す試みで
もある。そして、当事者の痛みの共有を可能とする社会形成への視座を提示する点に本研
究の意義がある。  
 
第 3 節 研究の課題  
第 1 節で述べたように、本研究ではハンセン病者の当事者性を、ハンセン病という病を
抱えながら生きる生の主体としての当事者の有する性質と定義する。そして、隔離政策の
長期かつ強固な実施、社会的偏見・差別によってハンセン病者は客体化され、排除される
とともに、社会の側には病者の声の聴き手、すなわち病者の当事者性の受け手が育たず、
生の当事者として主体性を認められなかったことを「当事者性の不在化」としてとらえる。
「当事者性の不在化」とは、病を抱えながら生きる生の主体である当事者が、隔離政策下
での制約のもとで、病者であることを受け入れたり、政策の対象として客体化されたり、
さらに運動の場における能動性さえもが抑圧されたりすることで、主体性の保持を困難に
していく過程をいう。  
本研究では、ハンセン病者の当事者性を論じるうえで、近代社会における強い主体の下
でハンセン病者が客体化されたという視点から、似田貝香門による「〈受動的主体の主体
化〉」論に示唆を得ている 8。似田貝（2008:xix）は「〈受動的主体性〉」について、「否応な
しに他者からの働きかけを受けつつ、他者と自分自身に働きかけるという力能」であると
し、「ときに〈受動的＝能動的主体性〉と表現することもある」と述べる。そこには、「従
来のような、受動性／能動性の二分法的な考え方ではなく、その同時性がこの概念のテー
マである」との意図がある。日本のハンセン病者を対象とした隔離政策が近代化過程で進
められてきたことを省みると、ハンセン病者の当事者性は、発病、隔離政策や優生思想の
制約によって受動性を引き受けつつ、同時に能動性を有していたと捉えることができる。  
本研究は、このような問題意識のもとに成り立つ研究であり、その課題は以下の 3 点で
                                                   
8阪神･淡路大震災の被災者の自立支援に関する似田貝香門 (2008)の研究で提示されたテーマ。似田貝
（ 2008:xix）は「『近代社会』の主体論の前提であった能動的主体象を『強い存在』と考え、これに対
し、『弱い存在』の主体象を、〈受動的主体〉とした」と述べる。  
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ある。  
 
（1）課題 1：ハンセン病者の当事者性の不在化がなぜ生じたのか 
本研究では、ハンセン病者の生に大きな影響を及ぼした隔離政策の変遷を時間軸とし、
「隔離政策」、「優生思想」、「国・公・私療養所および療養所内の活動・運動」をハンセン
病者の当事者性に影響を与える要素として分析の対象に設定した（図序-1）。図序-1 では
隔離政策の変遷において現れるハンセン病者の「病者としての当事者性の受容」、「当事者
性の客体化」、「受動性の下での能動化」、「当事者性の回復の困難」という当事者性の 4 つ
の様相を示すとともに、そのハンセン病者の当事者性を規定し不在化する社会的枠組みの
形成過程を現している。本研究では図序-1 を研究枠組みとし、隔離政策の変遷とハンセン
病者の当事者性に影響を与える要素との関連で変容するハンセン病者の当事者性を、第 1
章から終章の各章において論じている。ハンセン病者の当事者性の 4 つの様相とその不在
化については次項の課題 2 および図序-2 の説明で述べる。以下、図序-1 について概説す
る。 
本研究は、近代以降を取り上げ、明治政府による隔離政策成立以前のハンセン病者の状
況に触れたうえで、隔離政策の対象とされた病者の当事者性が、なぜ社会で不在化された
のかを論じる。  
隔離政策の開始とともに、長期間にわたって社会から隔離されたハンセン病者の声は、
戦前から戦後を通じて書くこと、詩・短歌・俳句を詠むといった文筆・文芸活動に現れて
いた。療養所入所者と小説家、詩人、俳人、歌人といった文学者との交流もあった。しか
しながら、そうした活動や交流のなかで現れていたかれらの声は、戦後という時代に入っ
ても広く社会で受けとめられたり、隔離状況から解放されたりする状況には至らなかった。
人の生活の営みに深く関わるはずの福祉実践者や社会福祉研究も隔離政策の問題点を指摘
し、隔離状況からの解放に貢献することはなかった。第 1 章では、戦後の療養所入所者と
限られた聴き手によって生み出された書籍や療養所で発行されていた機関誌を取り上げ、
戦後の隔離政策下で現われていたハンセン病者の当事者性を明らかにする。入所者の声は
「らい予防法」廃止という大きな転機を迎えるまで、限られた社会的な関係において受け
とめられていたこと、すなわち聴き手の不在によって不在化されていた（第 1 章）。 
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本論文は、ハンセン病者が不在化されていた戦後の状況について問題提起することから
始め（第 1 章）、病者が地域社会で生計を営み社会的な関係を保持していた時代に遡ること
で不在化の過程を論じていく。ハンセン病は、近代以前から忌避される病として認識され
ていた。国策としてハンセン病者の「隔離収容」が開始される以前、かれらは在宅での療
養、経済的に余裕のある場合には専門病院や私立療養所に入院・入所、草津温泉などで温
泉治療のために滞在していたほか、生活に困窮していた者は「浮浪患者」として地域社会
に存在していた。家族や親族による扶養が見込めないなど療養の途を有していない者が自
治集落を形成することもあった。このように隔離政策が開始される以前および「隔離収容」
の対象が限定的であった時代には、ハンセン病者は病による痛み苦しみや不自由さなどを
抱え受動的主体として存在していた。このことを「病者としての当事者性の受容」として
示した（第 2 章）。 
その後、ハンセン病者は国の政策、社会の偏見・差別、優生思想によって社会に存在し
てはならない病としての意味づけを付与された。国立および連合府県立療養所（以下、公
立療養所）9への強制的な隔離収容の実施を通してかれらの当事者性は、法制度下での「当
事者性の客体化」という様相に変容した。そしてハンセン病者の当事者性が社会的に不在
となる状況が作り上げられた。戦後、ハンセン病者は「基本的人権の尊重」を謳う日本国
憲法のもとにありながらも、在宅療養者を残らず国立療養所へ「隔離収容」し、結果とし
て「完全収容」をめざす国の方針によって、「保護の客体」として固定され、依然として国
立療養所での隔離状況におかれ不在化されたままとなった（第 3 章）。 
戦後の民主化を背景として、隔離政策下で客体化されたハンセン病者はさまざまな体験
を経て、能動的主体への契機を得た。一つ目は、患者運動の生成過程で現われた。戦後の
国立療養所では民主主義の成立を契機として、人権闘争、新薬予算獲得運動、入所者の全
国組織の結成という患者運動の基盤が形成された。そして「らい予防法」改正闘争によっ
て、入所者は自分たちの要求や隔離政策の不当性を強く主張した。「らい予防法」改正は隔
離政策の継続という結果に終わったが、入所者の要望が 9 項目の附帯決議となったこと、
運動する主体としての役割を男性入所者が獲得することにつながった。しかしながら、入
所者によるその後の運動は療養所内での生活改善を主たる目的とし、入所者と国との間で
進められた。そのため、社会とのつながりが形成されなかったこと、入所者が優生思想を
内面化させていたこと、「らい予防法」が生活の砦として機能し、法の撤廃を運動過程で強
く主張できなかったという限界をともなっていた。こうした点において、入所者の能動性
の現れは、隔離政策下での制約による「受動性の下での能動化」という当事者性の様相と
して示された（第 4 章）。  
二つ目の能動的主体への契機は、自らの生きてきた経験を聴き手に対して語る、という
行為にみられた。本研究では国立療養所で患者運動、自治会活動、自治会史の編纂などに
たずさわった男性入所者 3 名にインタビューを行い、そのうち 2 名のライフストーリーを
                                                   
91907（明治 40 年） 7 月 22 日「内務省令第 20 号『道府県癩療養所設置区域』」が公布されたことによ
って、全国を 5 地区に分割して「各地区において、一つの療養所を複数の府県が連合して設置し、運
営し、これに国庫補助が支出されるという複雑な、そして他に例をみない組織となった」（山本
2006:75）。山本では連合府県立療養所を「公立療養所と略称する」（同上 2006:75）とあり、本研究で
もこれに倣い、引用文を除いて「公立療養所」と表記する。  
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分析した。両名とも運動や自治会活動にたずさわる過程で能動的主体としての役割を獲得
して生きてきた入所者であり、語り部として自らの人生を語る活動も続けてきた。患者運
動や自治会活動はその相手が療養所長や厚生行政であり、それらは療養所入所者の要望を
交渉する対象、入所者を管理する存在であった。それに対して、自らの生きてきた経験は
社会の側の不特定多数の他者や調査研究者といった「聴き手」すなわちかれらの経験を受
けとめる者に向けて語られた。桜井・小林（ 2005:114-115）や蘭（ 2004:57-58）が述べる
ように、ライフストーリーを語ることを通して語り手自身がエンパワーメントされるとい
う過程に能動的主体への契機があった（第 5 章、第 6 章）。このことは、運動によって能動
性を現してきた男性入所者の陰で、声の聴き手が存在せずに当事者性が不在化されていた
女性入所者の当事者性の変化につながるものでもあった（第 7 章）。 
ハンセン病者の当事者性の不在化と当事者性の回復の困難さは、日本においてのみ生じ
たものではない。それは韓国のハンセン病者においても生じた問題であった。韓国では日
本の植民地支配下にあった時代、日本の隔離政策を模倣して「朝鮮癩予防令」が施行され
た。植民地支配からの解放後、1963 年に隔離政策は終結し、以後、韓国では政府による定
着村事業の推進によって自活可能なハンセン病者は定着村で生計を立てていく選択肢を得
た。日本のハンセン病者と異なり、韓国のハンセン病者は定着村で子どもを産み育て、生
活を営むことが可能であった。しかしながら、ハンセン病者に対する差別・偏見のため地
域住民とのコンフリクトや教育からの排除などを経験した。そのような地域社会からの排
除や差別の経験は、現在においても回復者やその家族にとって「心の壁」として残り続け
ている。  
補論で述べるように、日本では国立療養所という場において、男性入所者を中心とする
患者運動が生成・展開され、運動を通して要望・主張する能動的主体としての側面が現れ
た一方、韓国では隔離政策から解放されたとはいえ、国が病者を管理する体制があった。
このことは、韓国のハンセン病者がハンセン病政策やハンセン病者のおかれた状況につい
て、社会問題として提起する契機を得にくく、結果として現代においてもハンセン病回復
者や家族の困難が社会的に受けとめられていないという、当事者性の回復の困難さの現れ
といえる（補論）。  
日本では 1996（平成 8）年に「らい予防法」が廃止された後、療養所入所者らによる国
賠訴訟、原告勝訴判決、ハンセン病問題に関する検証事業といったハンセン病隔離政策に
対する糾弾の動きが現れた。社会の人びとは、このような動きを通して、ハンセン病問題
は人権問題であったことを認識した。回復者をとりまく社会的コンテクストは大きく変化
したようにみえたが、個別具体的な場では回復者への拒否的な対応が生じた。さらに、「ハ
ンセン病問題基本法」の制定によって進められた国立療養所の地域開放の取り組みは、様々
な課題を抱えて進捗状況が芳しくない。韓国における回復者にみられたように、日本にお
いてもハンセン病者の当事者性の回復の困難さが現れている（終章）。  
以上、図序-1 を概説した。ハンセン病者の当事者性は、社会的な関係の維持、形成の余
地があった時代から、社会的な関係を剥奪されて強制的に「隔離収容」されていく時代、
さらには隔離状況が固定化する時代のなかで、隔離政策および優生思想、社会に根付いて
しまった偏見・差別の影響を強く受けながら変容していった。そして、ハンセン病者を内
包する社会は、かれらが地域社会で生活する主体として存在することを認めず、その結果、
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ハンセン病者の当事者性は不在化の様相を強めていった。  
 
（2）課題 2：ハンセン病者の当事者性はどのように現れ、その不在化はどのように生じた
のか 
 前節で「福祉界」には療養所のなかから入所者たちが訴えてきた声を十分に聴くことが
できなかったこと、かれらが隔離政策から解放され、社会で多様なつながりをもちながら
生活する生の主体としての当事者であることの視点が欠如していたという問題点を指摘し
た。ここでは当事者性の不在化の様相を読み解くことを課題とする。  
ハンセン病者の当事者性は、隔離政策の変遷に沿いながら、かれらの当事者性に影響を
与える要素との関わりによって変容し、いくつかの様相をみせた。ハンセン病者の当事者
性が時代状況下でどのように現れて、不在化されていくのかを 4 象限の図に位置づけたも
のが図序-2 であり、本研究ではこれを分析枠組みとして用いている。図序 -2 は、縦軸に
「隔離政策下での制約による受動性」の「強弱」を、横軸に「ハンセン病者の主体性」の
「強弱」を設定した。以下、それぞれの象限に現れるハンセン病者の当事者性とその不在
化の様相を示す。  
ハンセン病者として生きることと「病者としての当事者性の受容」（第Ⅲ象限） 
日本におけるハンセン病隔離政策の変遷をたどると、ハンセン病者は 1907（明治 40）
年の「癩予防ニ関スル件」（以下、法律第 11 号）制定によって隔離の対象となった 10。同
法の成立以前、ハンセン病者は公衆衛生策の対象とはなっておらず、在宅での療養生活、
資力の無い者は物乞い生活をするなど、生活場所は非限定的であった。国が対策に乗り出
す以前、ハンセン病者への救済事業を担っていたのは海外からの宣教師、国内の宗教家で
あった。また、群馬県の湯之沢、熊本県の本妙寺では病者による自治集落が形成されるな
ど、病者の集住地域も存在しており、生活および治療の場所は多様であったといえる。当
時はハンセン病に対して有効な治療法は確立されておらず、病者は病による身体の不自由
さや苦痛を引受けながら生活をしていたが、自治集落で生活していた病者には受苦的な生
き方とは異なる、弱いながらも主体性が見られる当事者性が現れていたといえる。ハンセ
ン病者に対しては中世、近世から続く忌避が存在していたが、かれらの社会的な関係が剥
奪されるものではなく、地域共同体のなかでハンセン病者の生活は営まれていた 11。第Ⅲ
象限-①において、ハンセン病者の当事者性は、病による受苦を抱えながらも弱い主体性
を帯び能動的に生きる可能性を有しており、それは病者であることを受け入れながらの生
活であった。  
1907（明治 40）年に「癩予防ニ関スル件」が制定される。同法は、明治時代に成立が
                                                   
10山本は「法律第 11 号の公布によりハンセン病患者の保護、隔離の実施が決まった」と述べる（山本
2006:73）。  
11廣川は「前近代のハンセン病史研究」について、「大まかにいって二つのハンセン病史研究の方法論
が存在」していると述べる。そして、「近世史研究における近年の研究成果は、ハンセン病者が他の被
差別民と密接に関係し重層的な支配関係の下にあることを明らかにしており、その存在形態について
も在宅・『共生』 /病者の集住をめぐって実証研究が積み重ねられつつある」こと、「こうした身分制論
的なハンセン病者へのアプローチ」以外に、「近世以前の『癩者』観・『癩』病観の性格を明らかにす
る研究」があると述べる（ 2001:13-14）。 
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目指されながら廃案となった救貧法案を補完するものとして位置づけられている 12。「癩
患者ニシテ療養ノ途ヲ有セス且救護者ナキモノハ行政官庁ニ於テ命令ノ定ムル所ニ従ヒ療
養所ニ入ラシメ之ヲ救護スヘシ但シ適当ト認ムルトキハ扶養義務者ヲシテ患者ヲ引キ取ラ
シムヘシ」と規定されたように、生活に困窮し、救護者のない者を救護する対象として療
養所に入所させるとしていた。つまり、隔離の対象は限定的であり、在宅での療養も可能
であった。公立の療養所として開設された全生病院では入院者によって『山櫻』、私立療
養所として 1916 年に開設された「聖バルナバミッション」では『高原』という文芸雑誌
が発行されており、こうした活動のなかにも「病者としての当事者性の受容」という状態
が現れていたといえる（第Ⅲ象限-②および第Ⅱ象限 -③）。 
隔離政策の推進強化と「当事者性の客体化」（第Ⅱ象限） 
法律第 11 号は、その後 1931（昭和 6）年に「癩予防法」へと改正され、同法によって
資力の有無を問わず、「癩患者ニシテ病毒伝播ノ虞アルモノ」（第三条）が隔離収容の対象
とされた 13。同法では法律第 11 号において「被救護者」との記載が「入所患者」へと改
められた。ここにおいて、「癩予防法」は救護法的性格を有するという性質から、公衆衛
生対策に関わる法律としてその性質が変わったとみることができる。山本は、法律第 11
号から「癩予防法」への主な改正点の一つとして「強制入所」を挙げ、「第三条の一によ
って患者の強制隔離政策が実行段階に入ったといえる」と述べる（山本 2006:186）。そし
て、戦時体制という特殊な時代状況下で進められた「無らい県運動」によって全国から
「癩」という病気をなくす動きが強まっていく 14。国は療養所の拡張計画を進める中で、
「癩予防ニ関スル件」の施行にともなって設置された公立の療養所とともに国立の療養所
を設置する方針を定め、1927（昭和 2）年「国立療養所官制」を公布した（財団法人厚生
問題研究会編 1988（記述編）：204）。1915（大正 4）年、全生病院内において男性患者へ
の断種手術が実施され、1916（大正 5）年になると療養所入所者に対する罰則規定として
                                                   
12『社会福祉の歴史―政策と運動の展開』で土井洋一は、明治 30 年代に国会に提出された救貧法関係
法案として恤救法案、救貧税法案、救貧法案と、国会未提出となった窮民法案を示し、これらの法案
が相次いで挫折したことを補完するものとして登場した特別法のなかで救貧的規定を含むものについ
て「伝染病予防法（ 1897）、北海道旧土人法（ 1899）、精神病者監護法（ 1900）、癩予防ニ関スル件
（ 1907）などがこれにあたる」と述べている。そして「これらの諸法規は、いずれも公費負担の節減
と親族扶養への押しつけ、ないし治安上の要請や隔離思想で貫かれており、先の救貧法諸案以上に部
分的で、多くの制約をもっていたことはいうまでもない」と指摘している（右田・高澤・古川編
2001： 228）。  
13廣川は「 1931 年法が『絶対隔離』を可能にした法律であるという通説的理解」について再検討する
ことを指摘し（ 2001:22）、同書で詳細な分析を行っている。そして、「従来の研究には、ハンセン病関
連法制を検討する上で大きな問題点がある」とし、「病者の処遇を検討する際に、もっぱら 1907 年法
から 1931 年法への法改正時における入所対象者の拡大という部分にのみ注目し、各府県レベルでのハ
ンセン病関連法制については、府県ごとに官民が協力して行われたとされる『無癩県運動』を叙述の
対象とする際にすら、ほとんど閑却されたままであることである」と指摘する（廣川 2011:32）。 
14山本は「無らい県運動」について「昭和 4 年（ 1929）愛知県の方面委員数十名が愛生園での患者の生
活を視察し、帰県してから愛知県よりらいを無くそうという民間運動を始めたことが発端」となった
という経緯に触れたうえで、「その後日中戦争の開始とともに、この運動の様相が変化してきた」と指
摘する（山本 2006:127）。つまり、戦時体制下で「浮浪らい（患者）の取締り、らい部落の解消、自
宅療養をしている患者の療養所への隔離収容などが強力に推進されるようになり、明治末から当局が
その方針としてきた絶対隔離が、強力な国家権力を背景に着々実施され始めた」と論じている（同上
2006:127）。  
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懲戒検束に関する施行細則が定められた 15。こうした動きのなかで、隔離政策下での制約
による受動性が強まりハンセン病者は療養所内で取締、管理、優生手術の対象とされて、
ハンセン病者の「当事者性の客体化」という状態へと変容していった。優生手術が実施さ
れたこと、療養所長に懲戒検束権が与えられたこと、戦時体制という特殊な時代状況下で
の「無らい県運動」の実施は、隔離政策の強化、民族浄化と相まった優生思想によって隔
離政策下での制約による受動性が強まっていくことでもあった 16。ハンセン病者の生活場
所は国立・公立・私立療養所へと限定され、社会から不在化されていくことになった
（第Ⅱ象限-③）。 
戦後においても隔離政策は継続された。 1948（昭和 23）年に制定された優生保護法に
おいて、「癩患者」への優生手術の実施が明記された 17ことで、ハンセン病者への優生手
術は法的根拠をもって実施されることになった。また、戦後制定された日本国憲法と憲法
第 25 条の規定についてオカノユキオは「これにより、国は国家財政の許す範囲において
国民の生活に対して保障すべく努めなければならない、義務を負うことになった」とし、
「このことを療養所の規定に関して云うならば、国は入所患者の医療についてはもちろ
ん、その生活面についてもできる限りの配慮をすべきことを責務として負った」（オカ
ノ：6）と解釈する。こうした時代の動きは、国と国立療養所入所者の「保護 -被保護」関
係の固定化につながるものであったと考えられる。入所者の安定した生活の責任が国に求
められたこと、優生手術の実施が法的裏付けをもって実施されるようになったことはハン
セン病者の客体化を強めたといえる。  
 
                                                   
15「一九一六年、癩予防ニ関スル件施行規則（一九〇七年発令）第五条に所長の懲戒検束権についての
二項・三項を加え、続いて懲戒検束に関する施行細則を定めるとともに、謹慎室・監禁室（監房）の
工事を終えている」（成田 2009： 200）。成田は懲戒検束権を「適正な手続きを欠いた警察権のような
ものといってよい」と指摘する（成田 2009:200）。  
16廣川（ 2011）が指摘するように、 1931 年法の施行が「絶対隔離」政策につながったとする解釈は検
討の余地がある。本研究では、隔離政策の変遷において「優生手術の実施」、「療養所長への懲戒検束
権の付与」、「無らい県運動」の展開を通して、ハンセン病者を対象化する状況がつくりあげられたこ
と、それらのことによってハンセン病者の当事者性は「当事者性の客体化」に変容したと捉えてい
る。  
17優生保護法第二章（医師の認定による優生手術）第三条第三項に「本人又は配偶者が、癩疾患に罹
り、且つ子孫にこれが伝染する虞れのあるもの」、第三章（医師の認定による人工妊娠中絶）第十四条
第三項に「本人又は配偶者が癩疾患に罹つているもの」と規定された。  
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図序-２：ハンセン病者の当事者性とその不在化の様相（分析枠組み） 
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隔離政策の制約による「受動性の下での能動化」（第Ⅰ象限） 
 戦後、ハンセン病隔離政策について、厚生行政および国会議員の見解は「隔離のための
隔離」ではなく「予防のための隔離」を行って「完全収容」の達成を目指すことにあった。
この点から、厚生行政および国会議員という国政に関わる側の見解のなかに、ハンセン病
者の当事者性の不在化を常態化する要因があったと捉えることができる。戦後の民主化を
契機として、国立療養所では「人権闘争」、「プロミン予算獲得運動」に象徴される、生活
状況の改善を目指した入所者の運動が生成されていく。こうした動きは国立療養所入所者
の全国組織の結成につながり、 1952（昭和 27）年から 1953（昭和 28）年には国立療養所
入所者による「らい予防法改正闘争」が展開され、厚生行政と入所者の対立的な関係のな
かで 1953（昭和 28）年に「らい予防法」が成立した。戦前期の隔離法との違いは、予防に
重点がおかれたこと、入所者の医療、福祉を図ること、差別的取り扱いの禁止が明記され
たこと等にある。さらに、入所者の運動を受けて、「らい予防法改正に関する附帯決議」9
項目が決定された。その後、入所者らの運動、すなわち「全患協運動」は生活改善要求を
掲げて厚生行政への陳情行動や交渉として実践を積み重ねていった。 
このような戦後国立療養所入所者によって展開された「全患協運動」を通して、運動の
主体であった男性入所者の内に隔離政策の制約による「受動性の下での能動化」がみられ
た（第Ⅰ象限-④）。しかしながら、こうした運動が入所者側からの一方向的なものにとど
まり、社会との双方向的な関係のなかで展開されなかった点に日本のハンセン病患者運動
の限界も指摘できる。さらに、優生手術を受けさせられる対象であることを入所者自身が
内面化していたこと、国立療養所という場がかれらにとって生活の砦となっていたことで
「らい予防法」の撤廃を求められない状況があったこと、こうした点に隔離政策下での制
約による受動性を入所者が内面化させていたという特徴を指摘できる。  
隔離政策の終結～ハンセン病問題検証期に現れる「当事者性の回復の困難」（第Ⅳ象限） 
「らい予防法」は「らい予防法の廃止に関する法律」が 1996（平成 8）年に制定された
ことで廃止された。法の廃止をめぐっては入所者の間で廃止を求める意見、廃止に否定的
な意見が存在し、「らい予防法」の廃止は国立療養所入所者の総意ではなかった。  
「らい予防法」が廃止された後、1998 年に国立療養所入所者が国に対して損害賠償を求め
て「『らい予防法』違憲国家賠償請求事件」（以下、国賠訴訟）を起こした。国賠訴訟の原
告となった入所者は、かれらがその個別具体的な人生の過程でハンセン病に罹患したとい
うことで「隔離収容」される対象となり、生涯の大半を国が設置した療養所の中で過ごす
ことを余儀なくされたこと、それにともなってかれらの人権が様々なかたちで侵害されて
きた事実を証言した。それは隔離政策によって家族や社会との関係が断ち切られたこと、
身体障害を重症化させるような「患者作業」が療養所生活のなかで強いられたこと、断種・
堕胎という優生手術を自らの身体に受けさせられるとともに新たな生命までも奪われると
いった事実であり、その証言は厚生大臣（当時）および国会議員の違法性および過失を認
めることにつながった。 
 国賠訴訟をめぐっては 2001 年 5 月 11 日に出された熊本地裁判決、それに対する国の控
訴断念といった一連の経緯が新聞、テレビ等のマスメディアで大きく取り上げられた。こ
うした過程を経て、「ハンセン病」が人権に関わる問題を含むという認識は社会的に共有さ
れたといえる。その後、厚生労働省から財団法人日弁連法務研究財団に委託された「ハン
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セン病問題に関する事実検証調査事業」が実施され、その最終報告書が 2005 年 3 月厚生
労働省に提出された。また 2005 年には「ハンセン病に対する偏見や差別を解消し、ハンセ
ン病問題における歴史の教訓を、これからの社会のあり方へと引き継ぐこと」を目的とす
る「ハンセン病市民学会」が立ち上げられ、市民がハンセン病問題について自ら考え、ハ
ンセン病回復者と共に取り組む社会的な基盤が出来上がってきた。  
「らい予防法」の廃止、国賠訴訟という戦後のハンセン病問題に関する大きな転換点と
なった出来事は、ハンセン病という病を抱えながら生きてきた人たちにとって「能動的主
体」への契機となった（第Ⅳ象限-⑤）。 
 「能動的主体」への契機をむかえ、これからの人生を主体的に生きようとした回復者た
ちに、社会は否定的な態度をとった。それが象徴的に現われたのが 2003 年 11 月に熊本県
にある温泉ホテルが療養所入所者の宿泊を拒否した事件である。ほかにも、本研究で取り
上げた国立療養所入所者へのインタビューでは、親族の葬式への参列を拒否された話が語
られたり、「らい予防法」が廃止となって郷里へ帰ってくるのではないかと不安にかられた
家族がいたことが示唆されたりするなど、家や地域社会から存在しなくなった本人を、家
族や親族が受け入れない事例が生じた。家族や親族といった身近な関係性から一般社会に
いたるまで、ハンセン病者の当事者性の回復の困難さを示す状況が顕在化した。  
 
（3）課題 3：ハンセン病者の当事者性の回復はいかにして可能となるのか  
国賠訴訟の後、ハンセン病問題をめぐっては、その根本的な解決を目指して 2009 年 4 月
から「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」（通称ハンセン病問題基本法）が施行さ
れた。その前文には「ハンセン病の患者であった者等が、地域社会から孤立することなく、
良好かつ平穏な生活を営むことができるようにするための基盤整備は喫緊の課題」である
ことが明記されている。このことを具体的にするものとして、国立ハンセン病療養所の将
来構想があり、各園では将来構想計画の策定についての話し合いや、策定された計画をも
とに実現に向けた話し合いが進められていった。  
とくに、療養所の土地、建物、設備等を地域住民に対して利用提供する「療養所の地域
開放」「療養所の社会化」の取り組みが、ハンセン病問題の被害回復のための重要な取り組
みとして入所者や関係団体、所在自治体に認識されている。しかし、入所者の高齢化、各
療養所の立地条件、将来構想実現に対する国の消極的な取り組み姿勢という現状を前に、
各園それぞれの将来構想計画実現にはさまざまな課題が存在する。  
国立療養所の地域開放の取り組みについて全国 13 園の入所者自治会へのアンケート調
査とヒアリング調査をもとに現状と課題を考察したところ、いずれの園でも個人的な関係
や交流といったレベルでの地域や社会とのつながりはみられるものの、ハンセン病問題基
本法に示された療養所の施設、建物等の資源を地域住民の利用に供することができるとす
る点での施設自体の地域開放においては具体的な進展が見いだせないところもあるのが現
状であった。  
 
第 4 節 研究の方法、本研究における調査の概要と倫理的配慮、用語の表記 
（1）研究の方法 
 研究を進めるにあたって、本研究では図序 -3 で示したように文献研究、質的調査、実
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地調査、量的調査を行った。課題 1 の当事者性が不在化された社会的枠組みの形成過程に
ついては、先行研究を用いて制定された法律の特徴とその対象、隔離政策が開始される以
前から病者の救済を行っていた宗教家による救済事業の位置づけを整理した。そして、ハ
ンセン病者が不在化されてゆく社会のあり様を記述しながら、課題 2 のハンセン病者の当
事者性の現れとその不在化の様相について、戦前期の私立療養所で発行されていた文芸誌
『高原』の分析、『全患協運動史』や『全患協ニュース』を用いて戦後の患者運動史の分
析、先行研究を用いて療養所の女性入所者の声の分析を行った。また、患者運動および自
治会活動にたずさわった入所者へインタビューを行い、ライフストーリーの分析を行っ
た。 
 
課題 3 の当事者性を回復することの困難さの今日的所在については、第二次世界大戦
中、日本の植民地支配下で日本のやり方を模倣して隔離政策が進められた韓国のハンセン
病政策の歩みと病者組織の特質の分析を韓国での実地調査と文献をもとに行った。また現
在日本で進められている国立療養所の地域開放の取り組みについてアンケート調査を実施
して検証し、日本と同様に社会的偏見・差別が残る韓国の現状をふまえて、当事者性を回
復すること、当事者の声や生きてきた歴史を継承することに関わる課題を考察した。  
 
（2）調査の概要と倫理的配慮 
次に、調査の概要と倫理的配慮について述べる。  
 一つ目は、ハンセン病問題基本法にもとづく全国 13 園の将来構想の現状と地域とのか
かわりのあり方を把握するために入所者自治会に対するアンケート調査を 2011 年 12 月
22 日～2012 年１月 20 日にかけて実施した。本調査は「国立ハンセン病療養所と地域の関
係にみる生活支援の社会的基盤形成に関する研究」日本学術振興会科学研究費補助金  研
究活動スタート支援（研究課題番号： 22830127、2010 年度～2011 年度）によるものであ
る。 
図序-３：研究の方法 
 
 
隔離政策の通史的整理（文献研究） 
救済事業の位置づけ（文献研究） 
文芸誌分析（文献研究） 
運動史分析（文献研究） 
ライフストーリー分析（質的調査） 
女性の声の分析（文献研究） 
韓国のハンセン病政策と病者組織の分析 
（実地調査） 
療養所の地域開放の検証（量的調査） 
課
題
１
・
課
題
２ 
課
題
３ 
当事者性が不在化された社会的枠組みの形成過程 
当事者性とその不在化の様相 
当事者性を回復することの困難さの今日的所在 
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二つ目は、「当事者運動における国立ハンセン病療養所の入所者自治会の果たした役割
～隔離政策下を生きてきた当事者として～」というテーマのもと、戦後のハンセン病患者
運動、入所者自治会活動に携わってきた 3 名の療養所入所者に半構造化面接法によるイン
タビュー調査を実施した（表序-1）。聞き取りにあたって設定した調査項目は、①ハンセ
ン病隔離政策下での患者運動の歴史、②入所者自治会が患者の生活改善や生活保障に対し
て果たした役割、③自身が入所者自治会に参加するきっかけ、④自治会の経験が自身の生
き方にどのような影響を与えたのか、⑤自身が置かれた状況をどのように捉えていたの
か、⑥これまでの人生をどのような思いで生きてきたのか、の 6 点である。3 名のうち 1
名の調査協力者は在日韓国・朝鮮人の方であり、上記 6 点のほかに「国立療養所のなかで
在日韓国・朝鮮人患者がおかれてきた状況について」焦点化して聞き取りを行った。  
 インタビュー調査は 2014 年 3 月、9 月、12 月および 2016 年 2 月に実施し、インタビュ
ー時間は一人 1 時間半程度を目安とした。調査にあたっての倫理的配慮は「立教大学コミ
ュニティ福祉学部・研究科倫理指針」、「日本社会福祉学会倫理指針」に基づいている。調
査協力者に対しては、調査依頼文書および調査趣旨を記載した書類を郵送で送付の上、調
査協力の同意を得た。また調査を始めるにあたり、事前に作成した「インタビューへの同
意書」の内容を口頭で説明した後、調査協力への同意を確認し同意書にサインをいただい
た。この調査は「ハンセン病回復者における『当事者性の不在』を通した福祉実践の課題
に関する研究」日本学術振興会科学研究費補助金  若手研究 B（研究課題番号：
25780346、2013 年度～2016 年度）によるものである。  
 
表序-1：調査対象者について 
対象者 性別 療養所入所年  調査実施年月  所属 取りあげる章 
A さん 男性 1952（昭和 27）年 2014 年 3 月 
2016 年 2 月 
全療協 4 章、5 章 
終章 
B さん 男性 1945（昭和 20）年 2014 年 9 月 入所者自治会 4 章 
C さん 男性 1945（昭和 20）年 2014 年 12 月 入所者自治会 4 章、6 章 
終章 
 
三つ目は、日本の隔離政策と対比するための研究として位置付けた韓国のハンセン病問
題に関わる調査である。韓国のハンセン病政策の歴史的経緯、定着村事業の展開過程を整
理し、ハンセン病者をめぐる人権認識の状況、ハンセン病者による当事者組織の特質の把
握を試み、2016 年 2 月および 2017 年 2 月に韓国調査を実施した。聞き取りの対象とした
のは、ハンセン病回復者の生活施設である聖ラザロマウル、民間支援団体である韓国キリ
スト教ハンセン人宣教会（旧  韓国救らい協会）、ハンセン病回復者の当事者組織である
韓国ハンセン総連合会、医療福祉事業団体の韓国ハンセン福祉協会である（表序-2）。こ
の調査は「ハンセン病回復者における『当事者性の不在』を通した福祉実践の課題に関す
る研究」日本学術振興会科学研究費補助金  若手研究 B（研究課題番号：25780346、2013
年度～2016 年度）によるものである。  
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表序-2：韓国調査対象団体、施設について  
施設、機関名  調査実施年月  所在地 取り上げる章 
聖ラザロマウル  2016 年 2 月 京畿道 補論 
韓国キリスト教ハンセン人宣教会  2016 年 2 月 ソウル特別市  補論 
韓国ハンセン総連合会  2016 年 2 月 
2017 年 2 月 
ソウル特別市  補論 
定着村（1 か所） 2016 年 2 月 京畿道 補論 
韓国ハンセン福祉協会  2017 年 2 月 京畿道 補論 
 
（3）用語の表記 
 本研究では、蘭由紀子、坂田勝彦らにならい、ハンセン病という病気の罹患経験をもつ
人びとの生の経験を汲み取ることを含意し「ハンセン病者」という呼称を用いる。ただ
し、文脈に応じて「入所者」、「患者」、「回復者」という呼称を用いる場合もある。  
 また、病気の呼称について、文献、資料のなかで「癩」「らい」と表記されている場合
は「癩」「らい」をそのまま使用する。それ以外については「ハンセン病」を用いる。  
 
第 5 節 論文の構成と各章の概要 
 本研究は論文の全体を概観し、研究の枠組みと分析の枠組みを提示する序章、研究の枠
組みと分析の枠組みを用いながら、ハンセン病者の当事者性とその不在化の様相を明らか
にする第 1 章から第 7 章、日本のハンセン病者の当事者性と対比的に検討するために韓国
におけるハンセン病者の当事者性を論じた補論、第 1 章から補論までの議論をふまえて当
事者性の回復の困難さの現状があることを終章において論じている。以下、各章の概要を
示す。 
 
図序-４ 論文の構成  
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【第１章】ハンセン病をめぐる社会の認識と研究動向（文献研究）  
【第２章】「病者としての当事者性の受容」（文献研究）  
【第４章】「受動性の下での能動化」（文献研究、インタビュー調査）  
【第５章】  
「能動的主体への契機①」  
（インタビュー調査）  
【第６章】  
「能動的主体への契機②」  
（インタビュー調査）  
【第７章】「女性の当事者性」（文献研究）  
【終章】「当事者性の回復の困難」（文献研究、アンケート調査）  
【序章】問題の所在、研究の位置づけ、研究の課題（研究の枠組み、分析の枠組み）  
 
課題３  ハンセン病者の当事者性の回復はいかにして可能となるのか  
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【第３章】「当事者性の客体化」（文献研究）  
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性 
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第 1 章 ハンセン病をめぐる社会の認識と研究動向―ハンセン病者の当事者性の様相―  
戦後隔離政策が継続されるなかで療養所入所者は文芸活動や自治会活動を通してかれら
の声を出版物として刊行してきた。そうした声の受け手は、入所者に句作の指導などを行
っていた俳人・詩人や療養所へ聞き書きに訪れていた有志の訪問者など、少数ではあった
が存在し、そうした外部の人間との交流から生まれた書籍があった。また、療養所で発行
されている機関誌は入所者や職員の文芸作品を発表する場、社会との交流を育む場として
機能しており、本章ではそうした機関誌の役割を先行研究から整理して論じた。しかしな
がら、当事者性の受け手が社会の側に存在しながらも、社会から隔離される状況からの解
放にはいたらなかった。 
論文件数の推移と動向をもとに、ハンセン病者が置かれた社会的状況の変化を捉えてみ
ると、「らい予防法」廃止以降にハンセン病政策を問題化する研究が本格的に進められ、
その後の様々な視点での研究の蓄積、国賠訴訟後の検証事業等によってハンセン病をめぐ
る研究の多様な広がりを指摘することができる。さらに、ハンセン病をめぐる先行研究の
研究対象および研究方法に関する動向を、（ 1）「らい予防法廃止前後期（～ 1997 年）」、
（2）「国賠訴訟関連期～ハンセン病問題検証期（1998 年～2005 年）」、（3）「ハンセン病問
題検証期以降（2006 年～2008 年）」という 3 つの時期区分を設定し、それら先行研究の分
析対象と視点を整理した。時期ごとの先行研究内容の整理を通して、研究の対象を「隔離
政策」、「病、差別」、「救療事業やその担い手」、「在日韓国・朝鮮人および韓国のハンセン
病者」、「個人の営み」、「患者運動」、「地域、自治、沖縄」、「優生思想」、「文芸、文学」の
9 項目に分類した。先行研究において明らかにされてきた内容をハンセン病者の当事者性
という視点で捉え直しを試み、わたしたちの社会からは見落とされてきたハンセン病者の
当事者性の多様な側面が先行研究の積み重ねによって明らかにされてきたことを明らかに
した。そして、社会福祉領域の研究について、研究の蓄積をみれば肯定的な評価はできる
が、ハンセン病者の切実な声を聴くことができなかったところに限界を指摘した。  
 
第 2 章 戦前期の文芸誌『高原』にみる「病者としての当事者性の受容」  
第 2 章では私立療養所「聖バルナバミッション」の病者が発行していた文芸誌『高原』
を分析対象として取り上げている。『高原』は、「癩予防法」の制定を背景に隔離政策が推
進、強化され、国立・公立療養所への「隔離収容」によって病者が客体化されていきつつ
あった戦前期、①病者の自由な表現の場として機能していたこと、②限定的ではあるが誌
面を通して社会的な関係が保たれていたこと、③病によって社会（地域や家）での居場所
を失った悲しみや喪失を抱えながらも、日々を豊かに生きようとすることを可能とした。
そうした特質をもつ『高原』に「病者としての当事者性の受容」が現れていたことを論じ
た。「病者としての当事者性の受容」という当事者性の様相は、第二次世界大戦の戦火が
強まる中で、私立療養所の閉鎖にともなう国立療養所への入所、そのなかで病者が管理さ
れる対象となってゆくことを通して「当事者性の客体化」へと変容していく。  
ハンセン病が公衆衛生策の対象として位置付けられる明治期から本格的に「癩予防」策
の実施が進められる昭和初期においては、病者として生きる当事者の「生」が社会に存在
していたといえる。ハンセン病者として生きることは、ハンセン病者が社会的・文化的に
意味づけられた病を負うこと、「伝統的な疾病観念」（波平 1984:111）の影響を受ける、
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という特質を有しており、それは「差別」や「忌避」と結びついていた。仏教の教義が差
別の源泉となっていた中世社会から、近現代は科学的に感染する病であることが裏付けら
れたことによる差別へと変化していった。そして、明治維新による封建制度の打破にとも
なって得られた移動の自由が、ハンセン病者を「浮浪患者」として地域のなかで可視化さ
せるという状況を生み出した。当時、ハンセン病者が集住していた地域の状況をみると、
差別や忌避の対象ではありながらも、一般の人々との交流から疎外されていない状況もあ
り、社会的な関係を形成する余地があったとみることができるし、熊本の本妙寺集落や群
馬の湯之沢集落 18などでの生活からは、弱い主体性を帯び能動的に生きる可能性を有して
いた病者の当事者性の現れを捉えることができる。また、行き場のない病者を救済してい
た私立療養所の位置を近代慈善事業のなかで捉え、その先駆性が特徴の一つにあることを
示す一方で、私立療養所は国策の強化、進展のなかで国立療養所を補完する役割を担うよ
うになったことを論じた。  
第 2 章で取り上げる『高原』誌とその基盤となっていた「聖バルナバミッション」は病
者自治集落として存在していた湯之沢集落との関係で、病者の「自立と自律」を可能とす
るような運営が成されており、そのような地域およびミッション事業の特性をふまえて、
『高原』の特徴を明らかにした。結果として、戦況の深刻化によって「聖バルナバミッシ
ョン」が閉鎖され、湯之沢集落も解散するなかで『高原』も廃刊、病者は国立療養所へと
生活の場所を移すことになった。こうした隔離政策の進展にともない、病者は客体化され
る存在になっていった。  
 
第 3 章 隔離政策と「当事者性の客体化」―国と病者の関係に着目して―  
日本の隔離政策の歴史に関する先行研究の成果をふまえ、戦前から戦後に至るまで一貫
して「隔離収容」の枠組みが承認され続けた背景を整理し、そうした枠組みのなかで、ハ
ンセン病者の「当事者性の客体化」が国との「保護―被保護」関係を通して固定化された
ことを論じた。戦後、国立療養所で起きた「人権闘争」から、 1953（昭和 28）年の「ら
い予防法」改正までの期間、国の「らい予防策」をめぐり国会で議論された内容をもと
に、当時の厚生行政、国会議員の「らい予防策」に対する論点を示していく。そこでは、
厚生行政、国会議員のいずれもが「らい予防策」における病者の「隔離収容」を前提に、
戦後は「完全収容」を目指して議論が進められていた。 1953（昭和 28）年に起きた「ら
い予防法闘争」は国立療養所入所者による国への異議申し立て運動の主要なものである
が、入所者は戦後も依然として強固であった「隔離収容」の枠組みに対し、「強制収容」
条項、罰則規定の撤廃を目指し、予防法闘争を進めていった。療養所への収容方法として
の「強制」的側面を取り除く、という点で譲歩せざるをえなかったかれらの訴えは、かれ
ら自身が「隔離政策」の枠組みを引き受けることがかれらの生活保障につながったことの
表れとして捉えることができることを論じた。 
 
 
                                                   
18湯之沢については「湯の沢」、「湯之澤」、「湯之沢」という表記がみられる．また現在では「湯之沢集
落」という形で表記しているものもある。本研究では、引用を除き「湯之沢集落」と表記する。  
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第 4 章 戦後国立療養所における「受動性の下での能動化」  
「受動性の下での能動化」について論じている。隔離政策下の国立療養所で入所者が能
動性を顕していくのは、戦後という時代においてであった。敗戦後、療養所入所者に選挙
権・被選挙権が附与された。療養所職員でもあったオカノユキオはこのことについて「患
者に社会の一員としての自覚を与えるとともに、政治への関心を急激に高めることに力が
あった。戦後訪れた民主化の風潮に刺戟され患者の自治組織の確立は急速に進み、各療養
所では、それ迄らい療養所が包懐していた矛盾の解決を自らの手で解決しようとする動き
があわたゞしく展開されるに到った」（オカノ :6-7）と述べている。 
選挙権・被選挙権の附与、民主化、という戦後の変化のなかで、療養所入所者たちは能
動化の契機を得た。その後、国立療養所栗生楽泉園での「特別病室」の実態を発端とする
「人権闘争」、新薬プロミンの獲得運動など、入所者自らが生活および治療の環境に対し
て組織的な運動を進めていく。それは、入所者による国立療養所を管理・制約の場から人
権闘争や「癩予防法」改正をめぐる患者運動の場へと転換する動きであった。戦後の変化
によって能動化の契機を得た入所者たちは、隔離政策による制約はありながらも「全患
協」を結成し、組織的に運動を展開した。このことを「受動性の下での能動化」という状
態として捉えた。しかしながら、そうした「受動性の下での能動化」には限界があり、そ
の限界を、①優生手術をめぐる入所者の受けとめ、②「らい予防法」の改正と廃止をめぐ
る複雑な状況の 2 点から示した。  
 
第 5 章 全患協・全療協運動にたずさわること―「能動的主体」への契機①― 
 全患協・全療協運動、入所者自治会活動に従事し続けた方（ A さん）へのインタビュー
を取り上げている。インタビューでは、療養所での生活において A さんが従事してきた自
治会活動、全患協運動・全療協運動、語り部としての活動とともに、息子、夫、ハンセン
病元患者、キリスト教信徒という A さんの持つさまざまな側面から本人の当事者性が語ら
れた。A さんの語りから A さん自身の当事者性の様相を「受動性の下での能動化」の現
れ、「当事者性の客体化」の内面化、「能動的主体」への契機として論じた。  
 
第 6 章 入所者自治会活動にたずさわること―「能動的主体」への契機②― 
入所者自治会に長く携わり、療養所入所者の生活改善を担ってきた C さんへのインタビ
ューを取り上げている。C さんは戦後の混乱した状況にあった療養所において、「生活改
善同盟」という組織に関わって 10 代という若さながら先輩入所者と療養所の自治に貢献
し、入所者の医療や生活を守る基盤である自治会を築いてきた一人である。さらに、「労
務外出」という園外に働きに出た経験、全患協本部での仕事や自治会活動において運動史
や自治会史の編纂作業にも携わってきた。また C さんは、在日韓国・朝鮮人であり、在日
韓国・朝鮮人入所者であることの当事者性を有して生きてきた人でもある。 C さんの語り
には、能動的に戦後の混乱期を生き抜いてきた当事者であること、そのような歩みは積極
的な選び取りというよりは「仕方なく」やるようになった状況のなかで、自治会活動や運
動のなかに「面白さ」や「意義」を見いだそうとした C さん独自の視点が現れている。入
所者のなかで「病気になってよかった」という病の経験の意味づけを語る人がいる一方、
C さんは家族への思いから「病気になってよかったとは思わない」ということを語った。
22 
 
ここには、「当事者性の客体化」が本人の人生にもたらした葛藤や解決しえない思いが現
れていると捉えることができる。  
 
第 7 章 隔離政策下を生きる／た女性の当事者性 
国立療養所で生きてきた女性の声を聴きとった先行研究や既存文献を用いて、女性の語
りに焦点をあて、彼女たちの歴史を聞き取ることの意義を論じた。「ハンセン病隔離政
策」、「家父長制」、「優生思想」という制度や思想の重畳化した抑圧の構造と聴き手の不在
によって、女性の主体的な生の営みや経験が社会から隔離され続けてきたことで女性入所
者の当事者性は不在化されてきた。それは、男性入所者の能動性の現れの陰で置き去りに
されてきた課題であったといえる。療養所で生活する女性の存在や彼女たちが受けてきた
「産むこと」「育てる」ことの権利の剥奪といった歴史的事実が社会の中で可視化されて
こなかったこと、問題として強く認識されてこなかったことは、社会が女性への人権侵害
の事実を黙認してきたことに等しい。しかしながら、そのような黙認された歴史のなかで
も、先行研究や既存文献のなかで現れる女性の声には「私の人生」を生きようとする主体
性が見出される。第 7 章ではそうした点を女性入所者の主体的な「生」の契機の可能性と
して示し、幾重にも重なっている抑圧の構造を「女性史」（ her-story）の視点をもって読
み解いていくところに、女性の「能動的主体」への契機が見出されることを論じた。 
 
補論 韓国のハンセン病者の当事者性―韓国のハンセン病政策の特質と病者組織の位置づけから  
日本のハンセン病隔離政策と対比するための研究として位置付けた韓国のハンセン病問
題について、韓国のハンセン病政策の歴史的経緯、地域での自活、子どもを産み育て、家
族を築くことが可能であった韓国の「定着村事業」の展開過程を整理し、ハンセン病者を
めぐる人権認識の状況、ハンセン病者による当事者組織の特質を、韓国での聞き取り調査
を踏まえて論じた。韓国ではハンセン病者の人権について、近年ではハンセン病者と一般
の人との境がなく生活が可能となっていること、医療の場においては一般病室で他の患者
と一緒に入院生活ができること、飲食店や公共交通機関の利用における不便がないことな
ど、ハンセン病回復者への差別や偏見はかつてよりも軽減されていることが聞き取り調査
によって把握できた。しかしながら、定着村においては、定着村で生活していることや定
着村について、周囲や自分の家族に話すことが現在でもためらわれるなど、未だに解決す
ることが難しいハンセン病者とその家族が抱える課題が残されている。韓国の定着村事業
は、地域での自活、子どもを産み育て家族を築くことが可能であったが、当事者の立場か
らは必ずしも成功事例として捉えることができないという評価がある。韓国においては、
ハンセン病者が抱える課題や葛藤は個人に内在化され、かれらの当事者性が社会的には依
然、不在化された状況にあることを論じた。 
 
終章 ハンセン病者の当事者性を回復することの困難さの今日的所在  
ハンセン病者の人権をめぐる認識については社会的に共有され、改善される面がありな
がらも、いまだにかれらの当事者性が不在化された状態から回復することには困難がある
ことを論じた。日本では、ハンセン病問題基本法を枠組みとする療養所の将来構想計画に
おいて、療養所を地域に開放することの具体的な取り組みに課題がある。本研究において
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実施した国内および韓国調査を通し、日韓のハンセン病者は、社会の認識や支援の面で改
善は見られるが、家族や地域との分断が依然としてあり、そこに人権認識の課題と当事者
性を回復していくことへの課題がある。韓国では定着村事業の推進によって「隔離収容」
から解放されたように思われる病者が地域住民とのコンフリクトや偏見・差別にさらされ
てきた。社会に聴き手の存在しない状況で不在化されてきたハンセン病者の当事者性が受
けとめられることは地域との関係のあり方を模索していくことでもある。  
 さらに、わたしたちの社会は今後、語り部となっている当事者が亡くなる、つまり不在
の状況に直面する。語り手の不在という将来を見据えたときに、わたしたちの社会におい
て不在化されてきたハンセン病者の当事者性を継承していくことが課題となる。語り手が
いなくなったとき、生の主体としての当事者であったかれらの当事者性を現すものは、文
芸誌や機関誌、手記や自治会史といった出版物や国立ハンセン病資料館等に収められてい
る資料となる。それらを読み解いていく作業を積み重ね、かれらの「痛みの共有」が可能
となる社会を形成することが当事者性の回復につながると考えられる。  
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第 1 章 ハンセン病をめぐる社会の認識と研究動向―ハンセン病者の当事者性の様相―  
第 1 節 戦後隔離政策継続期における療養所入所者の声の現れと聴き手  
（1）ハンセン病隔離政策の変遷と療養所入所者の声  
序章で述べたように、近代以降の日本ではハンセン病者を療養所に「隔離収容」する政
策が進められた。隔離政策の下、ハンセン病者の存在、生活、人生は長い期間にわたって
社会の中で隠蔽され、ハンセン病者だけではなく、その家族および親族も社会的な差別・
偏見の対象となってきた。  
「らい予防法」が 1996 年に廃止された後、 1998 年に国立療養所入所者が国に対し損害
賠償を求めて「『らい予防法』違憲国家賠償請求事件」（以下、国賠訴訟）を起こした。国
賠訴訟の原告となった入所者は、かれらがその個別具体的な人生の過程でハンセン病に罹
患したということで「隔離収容」の対象となり、生涯の大半を国が設置した療養所の中で
過ごすことを余儀なくされたこと、それにともなってかれらの人権が様々なかたちで侵害
されてきた事実を証言した。それは隔離政策によって家族や社会との関係が断ち切られた
こと、身体障害を重症化させるような「患者作業」が療養所生活のなかで強いられたこ
と、断種・堕胎という優生手術を自らの身体に受けさせられるとともに新たな生命までも
奪われるといった事実であり、その証言は厚生大臣（当時）および国会議員の違法性およ
び過失を認めることにつながった。  
 国賠訴訟をめぐって 2001 年 5 月 11 日に出された熊本地裁判決、それに対する国の控訴
断念といった一連の経緯が新聞、テレビ等のマスメディアで大きく取り上げられた。こう
した過程を経て「ハンセン病」が人権に関わる問題を含むという認識は社会的に共有され
たといえる。  
 社会の側の認識に対し、国立療養所入所者は 1970 年代半ば以降、各療養所入所者自治会
編纂による療養所史、患者運動の記録としての運動史を発刊し、隔離政策の下で自らや先
輩療養者たちがどのように生き抜いてきたのかを著している。文献の主たる書き手は男性
たちであるが、かれらは文章を書き現すことによってそれぞれの声を発信してきた。表 1-
1 は戦後のハンセン病に関連する文献について整理したものである。横軸に「隔離政策継
続期」、「隔離政策の終結期」、「ハンセン病問題の検証期」という時期区分を設定し、縦軸
に書籍の内容を位置づけ、各文献を年代別に整理している。本章では第 4 章で述べるよう
に、戦後の民主化を背景としてハンセン病者の客体化された当事者性が能動化する契機と
なっていること、戦前期の療養所では入所者に対する検閲が厳しかったことをふまえ 19、
戦後に出版されている文献をリストにまとめている。また、第 2 節の先行研究動向の分析
とあわせて文献リストを作成したため 2009 年 1 月末時点までのものを対象としている 20。 
                                                   
19島比呂志は、戦前の療養所における検閲の厳しさを北条民雄の日記をもとに示し、ものを書くことに
対する北条の置かれていた時代と比べ「ただ、彼と異なるところは、私の場合はすでに新憲法の施行
によって『基本的人権』の自覚があり、『言論出版』を旗印にして、検閲と闘うことができたというこ
とであろう」と述べている（ 1996:20）。  
20出版されているすべての文献を網羅しているわけではない。女性入所者に関わる作品は可能な限り載
せるようにした。 
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（2）療養所入所者の声とその聴き手―当事者性の受け手―  
 表 1-1 に掲載した療養所入所者の作品、入所者に関わる作品には、入所者と出会い、か
れらの声を聴き、出版につなげた媒介者の存在によって世に出されたものが含まれている。 
療養所入所者の作品で著名なものとしてあげられる北条民雄の『いのちの初夜』（ 1955）
の初出は 1936 年『文學界』2 月号である。荒井（2011:135）は「北条民雄の衝撃的な登場
の後、文壇ではその特異さを表現するために『癩文学』なる言葉が頻繁に登場するように
なる」と述べており、北条民雄は戦前期の「癩文学」を代表する作家であった。  
『この命ある限り』（1955）の著者玉木愛子は 1887（明治 20）年大阪に生まれ、1892（明
治 25）年に発病、自宅療養の後、 1919（大正 8）年に熊本県に開院した回春病院へ入院、
1933（昭和 8）年に国立療養所長島愛生園に転園し、 1969（昭和 44）年に亡くなった。玉
木は療養生活のなかで句作に励むようになり、1954（昭和 29）年に大浜書店から句文集『真
夜の祈』が出版された 21。その後自伝として出版されたのが『この命ある限り』である。『真
夜の祈』を刊行した大濵亮一は、玉木の作品との出会いについて「私が愛子さんを知った
のは一九四三年、喀血のため静養中に、矢内原先生から雑誌『清流』を借読し、同誌に掲
載されていた彼女の俳句に感激したことに始まる」（玉木 1986：377）と述べている。玉木
が両目を失明し、手足も不自由な状態であることを知って「こうした極限状況ともいうべ
き悲惨な環境のなかにある女性が、苦難と悲哀をのりこえて、静かに、清く明るく澄みき
った心境で感謝と賛美にあけくれている生活を僅か一七文字の短詩に美しく表現されてい
るのを見て、私はいたく驚き、深い感動を覚えた」（玉木 1986：378）。彼女の存在を知った
後、大濵自身が書店を開業したことで玉木の句集を出版するにいたった。『真夜の祈』、『こ
の命ある限り』は口述筆記によって編集、刊行されている。玉木の死後、彼女の遺稿集と
して大濵の企画によって出版されたのが『わがいのち  わがうた―絶望から感謝へ』（ 1986）
である。  
「らい予防法闘争」のさなかに出版された『いのちの芽』（ 1953 年）は、国立療養所入所
者と詩作を通じて交流のあった詩人大江満雄が編纂した。大江がハンセン病に関して著し
た文章が木村哲也の編集で『癩者の憲章―大江満雄のハンセン病論集』（ 2008）として纏め
られている。詩集『いのちの芽』は、全国の国立療養所入所者のなかから選ばれた 68 人の
作品が収録されている。この詩集は「癩予防法施行四十周年記念に全国の療養所から募集
した作品と、厚生省で計画していた『療養文芸』のために募集した作品と、私が新しい方
法で集めた作品」から構成されている（木村編 2008：21）。木村は『癩者の憲章』の解説中
『いのちの芽』の出版経緯について、厚生省の原田正二という人物が中心となって「厚生
省で全国のハンセン病療養所や結核療養所の入所者の文芸を集めて『療養文芸』の刊行が
企画されているときだった。しかしこの計画は GHQ の反対により頓挫する。集められ宙に
浮いていた作品を大江が引き取り『いのちの芽』となって陽の目を見たのである」（同上
2008：271）と述べている。  
1970 年代に入ると、多磨全生園入所者で、北条民雄と親交のあった光岡良二の『いのち
の火影―北条民雄覚え書』（ 1970）、沖縄愛楽園に入所していた青木恵哉の『選ばれた島』
                                                   
21玉木の生育歴については『わがいのち  わがうた』（玉木愛子 1986）に収められた「玉木愛子関連略
年譜」（ pp.368-371）を参照した。  
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（1972）、群馬県草津町に存在した「湯之沢部落」について書かれた山本よ志朗・加藤三郎
の『御座の湯口碑』（1972）、多磨全生園入所者の大竹章による『らいからの解放』（ 1970）、
藤本としの『地面の底が抜けたんです』（ 1974）などが出版されている。藤本の『地面の底
が抜けたんです』も彼女が生活していた邑久光明園を訪れていた飯河梨貴（「交流の家（む
すびのいえ）22」初代管理人）氏の聞き書きによって纏められたものである。大島青松園の
入所者で詩人であった塔和子の詩集も 1970 年代以降、出版されている。  
さらに、1987 年に海声社から出版された『名ぐはし島の詩―長島愛生園に在日朝鮮人・
韓国人を訪ねて』は、岡山県の長島愛生園に 4 年かけて聞き書きに通い続けた喜田清によ
って纏められている。喜田の聞き書きの媒介者となったのは久保紘章（当時四国学院大学
教授）であり、「私がお手伝いしたのは、喜田さんを自治会を通して朝鮮・韓国の人たちの
『槿
き ん
友
ゆ う
会』に橋渡ししたこと」（喜田 1987：232）と記されている。喜田は「民衆の歴史は
民衆自身で掘り起こし、語り伝えてゆきたい」（同上 1987：225）との思いに裏打ちされ、
「自分の国の言葉と文字を奪われていた」（同上 1987：225）瀬戸内海の島の療養所で暮ら
し続ける在日韓国・朝鮮人の入所者たちの聞き書きを行った。当初、喜田が活動していた
市民団体「ユーテサークル」のガリ版月間ニュースに連載していたものを久保が出版社に
すすめたことで書籍として刊行されるにいたったという（同上 1987：239）。 
社会を変える大きな動きにつながらないまでも、戦後の療養所入所者と文芸活動を通じ
て交流していた詩人や療養所を訪問していた人によって当事者の声が書籍というかたちで
著されていた。  
当事者の声を聴くことについて、ソーシャルワークの分野から考察をしているのが久保
紘章である。久保は「ライフ・ヒストリーとソーシャルワーク」（ 1992）という論文で「援
助の過程としてのライフ・ヒストリー」と「生の過程としてのライフ・ヒストリー」とい
う表現を用いている（久保 1992:151） 23。久保は、ソーシャルワークが関心を向けてきた
のは利用者の問題解決を主眼とする「援助の過程としてのライフ・ヒストリー」であった
が、「それは利用者のあらゆる面にアプローチするのではなく、課題を中心とし、問題を限
定し、焦点化するので、『ライフ・ヒストリー』の扱いはその範囲内に限定される」という
課題を指摘する（同上 1992:152）。「生の過程としてのライフ・ヒストリー」とは、利用者
の抱える問題解決に焦点化されるのではなく、「生命、生活、人生」を捉えようとするトー
タルなライフ・ヒストリーである。久保は「生の過程としてのライフ・ヒストリー」がソ
ーシャルワークのなかで与えるインパクトを 3 点挙げている。それは、「問題の周辺ではな
く、人間存在としてみようとする視点」、「ワーカーの視野の拡大」、「利用者にとっての意
味」である（同上 1992:155）。 
久保の提起する「生の過程としてのライフ・ヒストリー」は、本項で取り上げた「療養
所入所者の声とその聴き手」について考えるための示唆を与えてくれる。入所者の声の聴
                                                   
22交流の家（むすびのいえ）とは、奈良市にある、ハンセン病回復者のための宿泊施設。「『らい復権セ
ミナーセンター』として 1967 年にフレンズ国際労働キャンプ（ FIWC）関西委員会によって建設」され
たもの。「 1963 年、ハンセン病快復者が宿泊施設の利用を拒否された事を知った FIWC 関西のメンバー
が呼びかけ、奈良市の大倭紫陽花邑から土地の提供を受けて、ハンセン病快復者と社会を結ぶセンタ
ーとして建設」という経緯がある。 https://mognet.org/fiwc/musubi.html より。  
23 久保は川田誉音がソーシャルワークの過程を「援助の過程」と「生の過程」に分けた、という点を
援用している（久保 1992:151）。  
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き手となった人たちは、入所者を「人間存在」という視点で理解し、ハンセン病を患いな
がら生きてきた人の「生」を聞き取っていたと捉えることができる。ハンセン病者の「生」
に触れ、その「生」を聴き手が主体的に受けとめようとしてきたことに、ハンセン病者の
当事者性の現れの場が社会で形成されようとしたという意義を指摘できる。  
 
（3）ハンセン病者の当事者性が現れる場―機関誌、文芸活動―  
 第 3 項では療養所機関誌、療養所での入所者の文芸活動についての先行研究を取り上げ、
各論文を概説する。これらの先行研究は機関誌や文芸活動といったものが、当事者性が現
れる場としての機能を有していたことを示している。本研究では第 2 章において、戦前期
に私立療養所で発行されていた文芸雑誌に「病者としての当事者性の受容」という当事者
性の様相がみられたことを論じる。以下、ハンセン病者をめぐって機関誌が社会との関係
形成に寄与した点、療養所での文芸活動および機関誌のもつ特質と入所者の営みに意義を
見いだそうとする 4 篇の論文について検討する。  
 
①「内面的世界に広がる社会関係― A．シュッツの社会関係論からみたハンセン病の意味世
界」（中村文哉 2001）。同論文で中村は、沖縄愛楽園における文芸活動について、入園者自
治会史『命ひたすら』で書かれている戦前と戦後の文芸活動の記載を取り上げている。愛
楽園では 1938 年、園の機関誌である『済井出』に職員、入所者の文芸作品が掲載されたこ
とが「文芸活動交流の端緒」であった（中村 2001：91）。終戦後の文芸活動の復興は「本土
療養所からの沖縄出身者の引き上げに同行した『星塚敬愛園』の看護婦であった『井藤道
子』の存在と、1952 年 4 月 10 日に刊行された『愛楽誌』の刊行」にあると指摘する（同
上 2001：92）。井藤が文芸を愛する引揚者たちと愛楽園文芸愛好会を組織し、年 2 回の懸
賞文学に応募したことが戦後の愛楽園における文芸活動の基盤固めにつながったという。  
さらに、沖縄を代表する作家が園内を訪れ、入所者との交流が始まったことをきかっけ
として園外の文芸人が選者として愛楽園文芸に関わっていった（同上 2001:92）。こうした
戦前から終戦後にかけての愛楽園の文芸活動の歩みをふまえ、中村は機関誌が「純粋な文
芸メディアとしてだけではなく、入所者や園内で働く人たちの情報交換の場を提供する園
の総合機関誌という性格」をもっていたこと、「『愛楽誌』が『社会』に園内事情を公にす
る唯一のメディアであったと同時に、『社会』に対する啓発のためのツールでもあった」と
いう特徴を指摘する。  
 
②「国立ハンセン病療養所における文化的実践の諸相」（有薗真世 2007）。療養所における
集合的実践について考察している有薗は同論文で療養所の文芸活動について「ハンセン病
療養所の文化的活動のうち、最も有名なのが、『ハンセン病文学』と呼ばれる文芸活動の領
域であろう」と述べる（有薗 2007:46）。そして、療養所でそのような文化的活動が活発に
行われてきた要因について「創作の意欲と才能を持つ人々が存在していたということに加
えて、施設管理者の側からの積極的な働きかけを挙げることができる」（同上 2007:46）と
述べる。有薗は従来の先行研究において文芸活動も含めた療養所内の集合的実践が「隔離
政策における『抵抗』か『適応』かという二項対立的な枠組みのなかで、そのどちらかに
属するものとして把握されてきた」と指摘する（同上 2007:47）。その枠組みのなかで、「自
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治会や運動体など政治的組織を拠点とする集合的実践は『抵抗』として、それ以外の実践
（文化的・宗教的活動など）は療養所生活への『適応』を促すものとして、活動の特質が
位置付けられてきた」（有薗 2007:47）。 
有薗はこうした療養所の集合的実践を「抵抗」か「適応」かという二者択一的な視点で
とらえることが「あくまで隔離する側からみた解釈」である点を指摘し、「患者の側からみ
た集合的実践の諸相」を明らかにすることを試みた。有薗（ 2007）においては、全盲の患
者によるハーモニカバンドの「あおいとり楽団」を取り上げて、療養所職員と入所者が「敵
対的関係であるという前提」から解放され、療養所職員の中にも患者に寄り添いながら、
患者の創作活動の支え手としてかかわった存在が指摘された。  
 
③「ハンセン病療養所における機関誌の役割と意味」（山田富秋 2009）。同論文は「国立ハ
ンセン病療養所長島愛生園の神谷書庫の成立の経緯と邑久光明園の園誌である『楓』の果
たした役割」について考察している（山田 2009:137）。山田は療養所入所者の陶芸や音楽
などの趣味、文章や文芸による自己表現といった活動について坂田（ 2007）や有薗（2007）
らの先行研究に触れながら、入所者の活動を療養所の管理・支配に対する従属と抵抗とい
う両義的意味を持つものとして位置付けている（同上 2009：139）。そして長島愛生園にお
いて機関誌などの資料収集を担ってきた入所者のインタビューから機関誌が療友の「心の
声の軌跡」を記録する重要な場所として意味づけられていたこと（同上 2009：155）、邑久
光明園の機関誌『楓』が、室戸台風で壊滅的な打撃を受けた外島保養院の入院者たちが全
国に分散委託された後の「元患者同士をネットワークで結び、互いにコミュニケーション
を行うための場所であり続けた」（同上 2009：155）ことを明らかにした。そして坂田（ 2007）
の「〈隔離〉を生きるなかで構成される共同性」という視点から、園内の機関誌のもつ「隔
離に抗する共同性」という特質を示している（同上 2009:155）。 
 
④「『終わり』と向き合うハンセン病者―過去の想起と共同性」（坂田勝彦 2009）。同論文
は「国立ハンセン病療養所『多磨全生園』で 1970 年代に入所者が行った生活記録の取り組
みをもとに、隔離下に置かれた人々がいかなる社会的世界を構成してきたかを明らかにす
る」ことを目的としている（坂田 2009:30）。このなかで坂田は療養所入所者によってすす
められた 1970 年代の資料収集において、かつての療養所側の入所者に対する統制が「文芸
作品についても、療養所の生活を巡る不満などを綴る記述は許されなかった」という影響
を及ぼしていたこと、したがって「資料に刻印された統制の影響を巡って、何が資料であ
り、またいかにしてそれらから過去を想起するか」という問題に入所者自らが直面したこ
とを述べる（同上 2009:34）。そのような問題に直面するなかでも入所者たちは「それまで
入所者の間で語られてこなかった日常の様々な出来事」を口述によって聞き取り、それを
機関誌『多磨』に掲載した。  
坂田は、このような聞き書きの取り組みと資料収集に携わった入所者へのインタビュー
から「ハンセン病療養所では長い間表現の自由が制約されたがゆえに、入所者には、自ら
の経験を自由に語るといった営み自体、想定されてこなかった。そのため、自らの語りが
たい過去の経験については、現在もそうであるが、当時はそれ以上に、積極的に語りだす
ことを多くの人々は躊躇せざるをえなかった」（同上 2009：35）と述べている。しかしな
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がら入所者たちによる生活記録の聞き書きという営みが、入所者自身にとってみずからの
存在の意味を残していくものとして理解されたのではないかと坂田は考察する。さらに、
ある入所者によって行われた『多磨』誌への全 44 回にわたる機関誌の書誌の連載について
取り上げ、その入所者がこれまでの誌上の作品を考察するなかで「自らも幾度となく寄稿
したこの雑誌が、療養所で生きてきたそれら無名の編集者や書き手たちの協働を通して約
半世紀に渡り刊行され続けてきた過去を想起する」ことにつながったと述べている（同上
2009:36）。 
 ここに取り上げた 4 篇の論文は、隔離政策下の制約による受動性が強まり、その状態が
持続するなかでも、療養所入所者たちによって、かれらの声が現れる場が生成されていた
こと、かれらは病を抱え隔離政策下での制約を受けた受動的主体としてではあるが、能動
化する当事者性を具現化してきたということを示している。  
 次節では、ハンセン病を対象とした研究論文を取り上げて論文件数の推移と論説の動向
を把握し、研究上におけるハンセン病者の当事者性への視点を示す。  
 
第 2 節 研究動向にみるハンセン病者の「当事者性の不在化」  
―ハンセン病をめぐる論文件数の推移と論説の動向から―  
論文情報ナビゲータ CiNii で 2009 年 1 月 24 日、「ハンセン病」をキーワードに検索を
行ったところ、該当したのは 2,224 件であった。発表された年が記載されているもので最
も古いのは 1974 年「化学療法によるハンセン病の臨床経過と予後の研究 1-らい腫型の菌
の消長」（滝沢英夫）という医療分野の論文であった。一番古いものから「らい予防法」が
廃止される前年の 1995 年までの 21 年間で発表されている論文件数は 87 件、「らい予防法」
が廃止された 1996 年から熊本地裁判決が出される前年の 2000 年までの 5 年間に発表され
ているものは 582 件、2001 年以降 2009 年までが 1,555 件となっていた。論じられている
分野は医療、法律、社会、歴史、宗教、社会福祉、建築など様々であるが、医療分野にお
けるハンセン病の症例研究に関わるものが多いことが特徴的である。  
該当した 2,224 件の論文件数の内訳は 1990 年～1992 年までが毎年一桁台、 1993 年～
1995 年までがそれぞれ 10 数件ずつとなっている。その後「らい予防法」廃止の 1996 年に
なると 41 件、国賠訴訟提訴の 1998 年が 150 件、2000 年が 102 件、熊本地裁判決が出され
た 2001 年が 224 件となっている。論文件数が最も多いのは 2005 年の 245 件、次いで 2006
年の 240 件と続く。熊本地裁判決が出された 2001 年について、ハンセン病回復者をとりま
く状況が大きく転換した時期と捉え、それ以前の論文件数を数えると「ハンセン病」に関
するテーマについて議論が多くなってきたのは 1996 年に「らい予防法」が廃止されて以降
になってからとみることができる。  
このことを、杉山（2005a）は「らい予防法廃止の方針が明らかになった 1995 年頃から
ハンセン病への関心が高まり、マスコミでもしばしば報じられ、研究として取り上げられ
るものも多くなった。しかし、筆者が見た限りでは、こうしてハンセン病に注目が集まる
1995 年頃より前から、この問題を真摯に研究していたのは、島比呂志や大竹章といった療
養所入所者以外では、全国障害者問題研究会のリーダーでもあった清水寛や部落史研究で
の業績の多い藤野豊、あるいは病人史の川上武ぐらいであって、ほとんど無視されていた
分野であるといっても言い過ぎではない」（杉山 2005a:1）と指摘する。隔離政策が終わり
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を迎えるという段階になって、日本のハンセン病隔離政策の問題点や隔離政策下でハンセ
ン病者が抑圧されていたことに気がつく人が現れた。問題が認識されるまで、序章で示し
た「病者としての当事者性の受容」、「当事者性の客体化」、「受動性の下での能動化」とい
うハンセン病者の当事者性の様相は、社会の認識を得られない状況で潜在し、研究の対象
として不在化されてきたということを表している。  
年代別に内容をみていくと、「らい予防法」が廃止される 1996 年前後には「ハンセン病
隔離」、「絶対隔離」、「らい予防法廃止」といった隔離政策の問題点を指摘する内容の論説
がみられる。国賠訴訟が提訴された 1998 年から 2002 年頃までの論説には熊本地裁判決の
法令解説やハンセン病者の人権に関して「人権回復」や「人間回復」をテーマとする論説
が出てきている。またこの時期から「らい予防法」廃止後の状況、国賠訴訟の熊本地裁判
決に関わって雑誌で特集が組まれていくようになる。順を追ってみていくと『法学セミナ
ー』「特別企画ハンセン病患者の人権回復を」（ 1998）および「特別企画ハンセン病―問わ
れる専門家の責任」（2000）、『法と民主主義』「特集人間開放に向けた新たな前進―ハンセ
ン病国賠訴訟がもたらしたもの」（ 2001）、『判例時報』「ハンセン病訴訟判決をめぐって」
（2001）、『法学セミナー』「緊急特集裁かれた『絶対隔離政策』―ハンセン病訴訟確定」
（2001）、『部落』「特集ハンセン病隔離政策の人権侵害」（ 2001）、『部落解放』「特集まだ終
わっていないハンセン病問題」（ 2002）、『ひょうご部落解放』「特集みんなが知った？ハン
セン病」（2002）、『人権と部落』「特集真の人権回復・人間回復を」などである。  
ハンセン病問題に関する事実検証調査事業が開始された 2002 年以降になると、検証事
業のなかで明らかとなった胎児標本問題 24や 2003 年の国立療養所入所者に対する宿泊拒否
事件に関する論説、検証会議で出された最終報告書への言及や韓国及び台湾のハンセン病
回復者らの補償問題をテーマとした論説がみられる。そしてハンセン病問題基本法が成立
した 2008 年には基本法をめぐる特集、療養所の将来構想に関わる議論などもみられる。  
 またハンセン病に対して「癩」、「らい」という呼称が用いられてきた歴史的経緯をふま
え、CiNii で「癩」をキーワードに検索を行ったところ最も古いもので 1925 年「癩病療養
所拡張と増設」（朝鮮朝日）から、2008 年「文学にみる障害者像ヴェンセスラウ・デ・モラ
エス著 花野富蔵訳『癩者』」（清原工）まで 453 件の論文記事が該当した。453 件のうち、
「らい予防法」が廃止される前年の 1995 年までに掲載されている件数は 364 件、1996 年
以降は 89 件となっている。掲載されている論文のタイトルを一覧すると、 1925 年の論文
から 1995 年までに発表されたもののうち症例研究に関する内容が 253 件と多くを占めて
おり、1996 年から 2008 年までをみると症例に関する研究は 6 件と少なくなっている。  
医療分野以外では「救癩事業」や「救癩史」をテーマとする輪倉一広（「『癩予防ニ関ス
ル件』（ 1907 年法律第 11 号）制定の評価に関する一考察」（ 2002）他 6 件）、キリスト教社
会事業史研究の中で「救癩政策」とキリスト教をテーマとする杉山博昭（「ハンナ・リデル
と救癩政策」（ 1995）、「山室軍平と救癩」25（1996））、社会思想史研究の澤野雅樹（「癩者の
生―最後の社会の向こう側」（ 1992）、「文明国家と癩者の存在―大正期における救癩事業の
                                                   
24ハンセン病市民学会が発行している『ハンセン病市民学会年報』の 2006 年版では胎児標本問題に関
する小特集が組まれている。  
25杉山のキリスト教救癩事業に関する論考は『キリスト教福祉実践の史的展開』（大学教育出版、
2003）にまとめられている。  
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展開について」（1993））、社会事業史研究の遠藤興一（「救癩事業と癩文学」（ 1977））、日本
近現代史研究の藤野豊（「法律『癩予防ニ関スル件』の成立とキリスト教主義療養所」（ 1990）、
「改正『癩予防法』の成立と絶対隔離への道」（ 1991）他 4 件）、近代日本のハンセン病史、
部落問題の歴史研究者滝尾英二 26（「日本・朝鮮近代ハンセン病史・考（ 5）小鹿島『癩』療
養所・植民地政策の究明の視点」（ 1998）他 2 件）らの論文がある。 
次節では上述してきたハンセン病をめぐる論文の動向をふまえ、これまでに発表された
ハンセン病に関わる論文および書籍のなかから、ハンセン病者の当事者性の様相を捉える
うえで主要と思われるものを取り上げ、それらの分析対象と視点を整理する。取り上げる
論文および著作は 1990 年代以降 2008 年までに発表されたものとする 27。 
 
第 3 節 先行研究にみるハンセン病者の当事者性の様相  
―研究対象および研究方法に関する動向から―  
本節では前節で取り上げたハンセン病をめぐるトピックスから（ 1）「らい予防法廃止前
後期（～1997 年）」、（2）「国賠訴訟関連期～ハンセン病問題検証期（ 1998 年～2005 年）」、
（3）「ハンセン病問題検証期以降（ 2006 年～2008 年）」という 3 つの時期区分を設定して
ハンセン病関連の研究における分析対象と視点を整理する。  
 
（1）「らい予防法」廃止前後期（～ 1997 年） 
CiNii を用いた「ハンセン病」をキーワードとする論文検索で最も古い 1974 年の論文か
ら 1995 年までの 21 年間に発表された論文タイトルを一覧すると、その大半は医療分野に
おけるハンセン病の症例研究となっている。医療分野以外のものとして、ハンセン病回復
者の大竹章による「ハンセン病患者の生存と人権」（ 1984）、療養所入所者への聞き書きを
まとめた喜田清による「ハンセン病療養所入所者の聞き書きを終えて」（ 1987）、清水寛の
「第 2 次世界大戦と障害者－1－太平洋戦争下の精神障害者―ハンセン病者の生存と人権」
（1990）、藤野豊の「ハンセン病対策史における優生主義の台頭」（ 1990）などハンセン病
者の人権について言及する論説が登場し始めている。こうした論説は、図序 -2 で示したⅡ
象限からⅠ象限に関わる「当事者性の客体化」を可視化する試みとして捉えることができ
る。 
杉山（2005a）が指摘するように「らい予防法」が廃止される以前はハンセン病に関する
事柄を「人権問題」として捉えている論文はそれほど多くなかったといえよう。しかし、
そうしたなかでも窪田暁子（ 1990b）の「草津聖バルナバミッションの理念と事業―医療ソ
ーシャルワークの先駆的モデルとして」は、群馬県草津町に 1916 年から 1941 年まで存在
したハンセン病者への救療事業「聖バルナバミッション」の実践を取り上げてハンセン病
者に対する生活権の保障や人権尊重に関するテーマを提起しており、「らい予防法」廃止以
前に発表されている論文のなかで取り上げておくべき主要なものとして位置づけられる。  
ハンセン病に関わる論文が増加し始めた 1990 年代の主要な著作としては、ハンセン病
                                                   
26滝尾による朝鮮ハンセン病史の研究は『朝鮮ハンセン病史―日本植民地下の小鹿島』（未來社、
2001）としてまとめられている。  
27本章の初出となる論文「ハンセン病と人権をめぐる研究動向―分析対象と視点に着目した予備考察」
執筆時において、 2009 年 1 月末までを検索の対象としたため。  
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に関する通史をまとめた山本俊一の『日本らい史』（ 1993）や、「医療政策をとおして日本
ファシズムを究明する」（藤野 1993:3）とした藤野豊の『日本ファシズムと医療』28（1993）、
ハンセン病隔離政策に対するキリスト者の役割を批判的に研究した荒井英子の『ハンセン
病とキリスト教』（ 1996）を挙げることができる。  
「らい予防法」廃止前後の時期は史的資料を用いながら、清水の社会的に排除されてき
たハンセン病者の人権について論じる研究、窪田の医療ソーシャルワークの視点からキリ
スト教救療事業の特徴を分析する研究、藤野、滝尾らによる隔離政策を優生思想や日本の
近代化との観点から批判的に研究していく論文、杉山や荒井のように日本の近代化過程に
おいてキリスト教救癩事業に関わった活動家やキリスト教が果たした役割などを批判的に
研究する論文が蓄積されていった。この時期は、窪田（ 1990b）を別として、「当事者性の
客体化」を生み出した隔離政策の実態、そのような状況を作り出した要因の一つとして実
践の担い手を対象とする研究が主であったとみることができる。  
 「らい予防法」が廃止された 1996 年には「らい予防法」や「らい予防法廃止」という
キーワードがタイトルに含まれた論文が登場し、法制度に対する批判や問題点を指摘する
内容が増えていく。そのような制度、政策を分析対象とする研究とは異なる視点でハンセ
ン病者に関わる研究を行ってきたのが社会学の蘭由岐子と中村文哉である。蘭はハンセン
病者のライフヒストリーの聞き取りを実践してきた『「病い」の経験を聞き取る』（ 2004
年）の著者である。彼女が「ハンセン病 /病者/療養所研究」に着手したのは 1993 年であ
った（蘭 2006:1）。 
蘭の当初の関心は「療養所世界」の把握にあり、「療養所の歴史的展開を政策史によっ
てあきらかにすると同時に、その歴史のもとに生きた人びとの人生の来し方を聞くこと」
（同上 2006:1）を第一に調査を行っていた。そのような研究を進めていく中で「制度的
考察からあきらかになるハンセン病患者の人生像は、あくまでもその『最大公約数』的な
ものでしかない」（蘭 1996b:1）ことを指摘し、「ハンセン病患者によって『生きられた世
界』は個人の語りを通してのみ豊かに表出されうるのだ」（蘭 1996b:2）という観点から
ライフヒストリーの手法を用いた研究を進めていくようになる。そのような蘭自身のハン
セン病に関する研究方法の変遷が 2006 年に発表された論文「社会学的生活史研究の現在
―『ライフヒストリー』から『ライフストーリーの社会学』へ」に表れているといえる。
蘭と同じように国立療養所でのフィールドワークを重ねてきた中村文哉による論文もこの
時期以降に現れてくる。ここでは「沖縄におけるハンセン病問題―その生活誌からみるも
うひとつの沖縄」（ 1997）が発表されている。 
 ハンセン病史を法制度や政策の面から分析し、論じる視点とは異なり、蘭や中村による
社会学領域における質的研究は「病者の個別的で多様な経験を描きだすことによって、一
枚岩的な『被害者』像を異化する試み」（有薗 2008:333）という特徴をもった研究として
位置づけられている。このことは、ハンセン病者の当事者性の様相が当事者の語りを聴く
研究を通して可視化されていくものであったといえる。  
                                                   
28藤野は同書を「本書は、けっして近代日本におけるハンセン病の通史ではない」とし、「ハンセン病
に対する政策とそのもとにおける患者の状態を克明に提示することにより、日本において優生主義が
『超医療管理』政策へと普遍化される過程、すなわち医療政策から見た日本ファシズムの確立過程と
その矛盾を明らかにすることができると考えるのである」（藤野 1993:4）とその目的を論じている。  
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（2）国賠訴訟関連期～ハンセン病問題検証期（ 1998 年～2005 年） 
社会福祉分野で杉山博昭の他にハンセン病に関する研究が発表され始めるのは「らい予
防法」廃止後の時期からとみることができる。萩原康生（ 1998）や戸澤友美恵（ 2000）に
よってハンセン病者の声を聞き取ることに重きをおいた研究がなされている。萩原
（1998）は「歴史上の文書とひとりの（元）患者さんの語り（ライフ・ストーリー）によ
って、ハンセン病の持つ意味、彼と他者との相互作用の意味（存在するが可視的でない意
味を含む）、元患者さんの生き方を読み取っていきたい」（萩原 1998:63）として「元患
者」の聞き取りから差別と排除の構造を読み解くことを試みている。戸澤（ 2000）は「こ
れまで虐げられてきたハンセン病患者の声を通して現状と問題点を理解し、何に悩み、怒
り、不安を感じているか、今後どの様な生活やケアを望んでいるのかを知ること」
（2000:153）を目的とした研究である。  
社会福祉の視点から国立療養所の在日韓国・朝鮮人たちが生きてきた歴史を取り上げる
研究を進めてきたのが金永子（ 1999a、1999b、2003）である。金（ 2003）は国立療養所に
隔離収容された在日韓国・朝鮮人たちが「ハンセン病という病気そのものとの闘い、日本
国政府の絶対隔離政策との闘い、ハンセン病に対する偏見・差別との闘い、さらには在日
朝鮮人差別との闘い」という過酷な状況を生きてきたことに触れながら、「在日朝鮮人ハ
ンセン病患者・回復者の全体像を浮き彫りにする手がかり」を提供しようとする試みとし
て自身の研究を位置づけている（金 2003:107-108）。金の研究のようにハンセン病者のな
かでもマイノリティとして位置づけられる在日韓国・朝鮮人入所者に関わる研究は、本研
究で問題提起しているハンセン病者の「当事者性の不在化」のなかでも見落とされてきた
問題として重要な視点といえる。  
さらに、日本の在日韓国・朝鮮人のみならず韓国のハンセン病者を対象とした研究には
佐瀬・神馬・若井（2004）があげられる。佐瀬らは「国際保健学の立場から、治癒後また
は隔離施策廃止後、ハンセン病元患者がハンセン病療養所や、ハンセン病元患者の定着村
に居住し続ける理由と過程」をインタビュー調査から検討している（佐瀬・神馬・若井
2004:209）。佐瀬らは日本の療養所で生活する在日韓国・朝鮮人入所者について「在日入
所者はマイノリティのなかのマイノリティであった。そのように、日本の生活様式に同化
（assimilate）しなくてはならなかった。そのように、療養所の生活に順応（ adapt）せ
ざるをえなかった。その結果本調査より、在日入所者は韓国と心理的・物理的に疎遠にな
ったことが示唆された」ことや、かれらにとって「国籍上の母国への帰還は現実的でない
ことが示された」（同上 2004：250）と述べている。  
また 2002 年、2003 年、2004 年、2005 年にはハンセン病者の支援実践をテーマとする
和田謙一郎、守本友美の論文が発表されている。守本（ 2005）および和田（2004）ではハ
ンセン病者の社会復帰に向けた支援の取り組みについて論じられており、とくに守本
（2005）ではハンセン病者の語りに耳を傾けるという視点を用いて具体的な支援を実践し
ていくことが論じられている。  
蘭や中村に続くハンセン病者の生活史に関する質的研究として天田城介（ 2003、
2005a、2005b）や桑畑洋一郎（2005）、本多康生（2004、2005a、2005b）らの研究がこの
時期から発表されている。蘭や中村の研究がハンセン病者の病いの経験、かれらの多様な
意味世界を読み解くことに焦点をあてているのに対して、桑畑や本多は「療養所入所者の
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『主体性』を描きだそうとする」、「『生活者』として生き抜こうとする個人の営為に着目
する」（有薗 2008:333）といった新たな視点からの質的研究として位置づけられている。
とくに本多はハンセン病回復者を生活者の視点でとらえ、彼らへの支援について考察を行
っている。  
2003 年には国立療養所入所者がハンセン病元患者であることを理由に熊本県にある温
泉ホテルへの宿泊を拒否されるという事件が起きた。この事件における療養所入所者とホ
テル側のやり取りをめぐって、療養所自治会宛てに入所者らを非難するような内容の文書
が送り付けられた。これらの抗議文書は療養所の自治会によってまとめられ「差別文書綴
り」と名づけられた。この「差別文書綴り」に現れていたハンセン病者を差別する社会の
側の論理を読み解こうとしたのが蘭（ 2005）と好井（2006）による論考である。  
さらに、「らい予防法」と「優生保護法」について、国立療養所の女性たちに着目して
書かれたものに古川和子の「らい予防法と優生保護法」（ 2003）、療養所における「子ども
をもつ」ということについて論じた青山陽子の「子どもをもつこと―ハンセン病療養所に
おけるタブー」（2005）は、女性たちの声に関わる貴重な論考といえる。  
史的資料を用いた研究としては中村茂（ 1999）、森修一（2003）、廣川和花（2005）らを
あげることができる。三者の研究はいずれも群馬県吾妻郡草津町に存在し、ハンセン病者
が集住していた「湯之沢集落」に関する内容である。森（ 2003）の論文は「湯の沢部落の
歴史的実態、大正時代から昭和初期に帝国議会において湯の沢部落を中心としてなされた
自由療養地議論の展開と消滅、自由療養地をのぞむ患者たちの姿とその顚末、などから日
本の隔離政策の成立の過程を観ると共に、湯の沢部落の存在と日本の隔離政策の関連を考
察することを目的としてなされる」（森 2003:149）とする内容である。廣川（ 2005）は湯
之沢集落と同集落でキリスト教宣教師コンウォール・リーによって展開されていたハンセ
ン病者への救療事業「聖バルナバミッション」との関係を中心に「湯之沢部落が持ち得
た、強制隔離とは異なる方向性の療養形態、すなわち自由療養地の可能性を湯之沢部落の
政治・経済・社会的側面より検討する」（廣川 2005:23）研究を行っている。  
森と廣川が湯之沢集落という地域や病者の自治のあり様に着目している一方、中村
（1999）は湯之沢集落と聖バルナバミッションの歴史を捉えながら、ハンセン病者の人間
としての尊厳を大切にしながら活動したコンウォール・リーの思想的な背景について研究
している 29。 
また、ハンセン病者への救療事業に従事した宗教家、ハンナ・リデルと彼女が開設した
「回春病院」、彼女の思想について取り上げたものとして猪飼隆明の研究がある。猪飼は
研究の成果を『ハンナ・リデルと回春病院』（ 2005a）、『「性の隔離」と隔離政策―ハン
ナ・リデルと日本の選択』（2005b）に著している。猪飼（ 2005a）はハンナ・リデルの生
涯を取り上げている。『「性の隔離」と隔離政策―ハンナ・リデルと日本の選択』について
猪飼は「ハンナの、ハンセン病についての認識、患者救済の思想を、全面的に描き出すこ
とによって、一方では、草津湯之沢の実態とメアリ・コンウォール・リーへのそれへのか
かわりとの相違を明らかにし、そして何よりも、日本政府が選んだ『癩予防』政策・隔離
                                                   
29中村（ 1999）の研究は 2007 年に『草津「喜びの谷」の物語  コンウォール・リーとハンセン病』（教
文館）として出版されている。  
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政策が如何なる意味をもつものであるかを明らかにしようとした」（猪飼 2005b：274）と
述べている。  
「らい予防法」廃止前後に多くみられたハンセン病史における隔離政策の問題点を明ら
かにしようとする内容から、療養所入所者や退所者の生活支援、生活保障といった具体的
な問題を当事者の視点に立って考察する内容が増えてきた点、地域との関係に着目する視
点をもった研究、私立療養所の特質に関する研究がなされている点をこの時期における研
究の特徴としてあげることができる。ハンセン病者の当事者性の様相では、図序-2 で示
したⅢ象限に現れる「病者としての当事者性の受容」、Ⅳ象限に現れる「当事者性の回復
の困難」に関わる研究としてみることができる。  
 
（3）ハンセン病問題検証期以降（ 2006 年～2008 年） 
 この時期、羽江忠彦、天田城介、桑畑洋一郎によって発表された「ハンセン病者のたた
かい・年表稿」（2006）や中島吉弘の「ハンセン病問題の深層構造と人権思想―近代日本
における患者人権闘争の意義と射程」（ 2006a）は、隔離政策下でハンセン病者が実践して
きた闘争の歴史を考察の対象としている。羽江らは同論稿でハンセン病者が「人権の主体
として自らを問う存在として在り続けた、といっても過言ではない」（羽江、天田、桑畑
2006:45）として、隔離政策の下で自らの主体的な生を実現するために闘い続けたハンセ
ン病者の運動の歴史を丁寧に集め年表を作成している。  
中島（2006a）は患者の人権闘争の歴史を取り上げながら、「ハンセン病患者・回復者た
ちによってねばり強く展開された人権闘争に内在しつつ、彼らによって体現されることに
なった人権思想の意義と射程を考察しようとする試みである」（中島 2006a:114）とし
て、「ハンセン病患者の人権回復をめざした長く苦難に満ちた闘いは、新法廃止後に国家
賠償請求訴訟として司法判断を求めるところとなったが、そこに示されているのは単なる
係争問題ではなく、すぐれて近現代日本社会そのものの深層にある『不正義の構造』への
異議申し立てであり、それへの反省と自覚への促しであった」（同上 2006a：140）と指摘
する。そして、同論考での考察を通して明らかとなったことについて、「『公共の福祉』の
内実とは構造的暴力として作動する『生産力ナショナリズム』に他ならなかったという点
なのである」（同上 2006a：141）と論じている。中島は人権思想の根底へと思索を掘り下
げてゆくと、わたしたちが「受苦する弱者となりうる普遍的可能性を自己の他在として受
け入れる」という「叡知」が立ち現われてくること、「社会の公正原理として構想される
人権思想とは、自己と他者の受苦可能性への推量を可能にする根源的な想像力の所産」で
あると述べる（同上 2006a：141）。 
 ハンセン病者の生活史に関わる質的研究としては有薗真代（ 2007、2008）や坂田勝彦
（2007、2008）の論文が発表されている。両者の研究はインタビュー調査の方法を用いた
研究である。有薗は国立療養所で生活してきた在園者の生活に関わる諸実践に焦点をあ
て、坂田は「隔離」ということに焦点をあてながら療養所での患者作業や退所者たちの
「社会復帰」について論じている。  
2008 年には検証会議に携わった 3 名の研究者（井上英夫、窪田暁子、内田博文）によっ
てハンセン病問題をめぐる被害について、社会福祉との関連から課題を提起した内容の講
演や論説が発表されている。井上（ 2008）と内田（2008）の論説はともに法学の分野から
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のものである。井上（ 2008）は「隔離収容」政策によってもたらされた被害の根幹に民主
主義の欠落や人権意識の希薄さを指摘している。内田（ 2008）は「ハンセン病問題の検証
と社会福祉分野における課題」として人権論にもとづいて社会福祉を構築しなおすことを
指摘している。窪田（ 2008）は「一貫した隔離の主張を支えたものは、日本から、ハンセ
ン病そのものを抹殺する、根絶する、そのために最も徹底した方策をとる、という発想で
あったのである」として、ハンセン病「根絶」の思想を指摘する。そしてハンナ・アーレ
ントの『イエルサレムのアイヒマン』を用いてナチスのジェノサイドに携わった人々の「無
思想性」が多大な人権侵害の歴史的事実を引き起こしたことを論じ、ハンセン病者が被っ
た「人生被害」の根底に「人権という問題についての無思想性」（窪田 2008:57）を指摘し
ている。  
 ハンセン病問題の検証期以降にみられる論説は、ハンセン病者が実践してきた能動的な
主体への契機につながる闘いの歴史や個別の実践に着目しており、図序-2 で示したⅠ象限
の「受動性の下での能動化」を捉えたものであるといえる。また、検証事業のなかで明ら
かになった被害の実態に着目して社会の側の問題性を指摘しながら人権を捉えていこうと
した井上、内田、窪田の論説からは、証言者としての役割を担った回復者の能動的な主体
への契機に関わる要素を見て取ることができる。  
 
第 4 節 ハンセン病をめぐる研究の多面的な広がりと社会福祉領域の研究の評価  
 前節までに取り上げた先行研究の整理を通して、研究の対象を「隔離政策」、「病、差
別」、「救療事業やその担い手」、「在日韓国・朝鮮人および韓国のハンセン病者」、「個人の
営み」、「患者運動」、「地域、自治、沖縄」、「優生思想」、「文芸、文学」の 9 項目に分類し
た。本節では、9 項目に分類した研究の特徴と意義を整理し、先行研究の蓄積をふまえた
社会福祉領域研究の評価について論じる。  
 
隔離政策を捉える研究  
 藤野や滝尾のような歴史研究のなかで日本のハンセン病政策の問題点を批判的に研究し
ているもの、内田のように法学の分野から隔離政策の問題点やハンセン病者に対する人権
侵害の実態を捉えていこうとするもの、窪田のように隔離政策によってもたらされた「被
害の質」を検証していこうとするものがある。「当事者性の客体化」を生み出した政策と
いう枠組みの実態、「当事者性の客体化」の内容がこうした研究を通して明らかにされて
きたといえる。  
 
病、差別に着目した研究 
 川上・岡上（1973）や波平（1984）の研究によって、医療の歴史を通してハンセン病者
が社会的に排除されてきたことやハンセン病者が社会的・文化的に意味づけられた病を抱
えながら生きてきたことが明らかにされた。蘭（ 2005）や好井（2006）の論考では、現代
社会においても依然としてハンセン病者を排除する論理が強固に存在することが明らかに
された。こうした研究は歴史における「病者としての当事者性の受容」の側面、現代にお
けるハンセン病者の「当事者性の回復の困難」を捉えるものである。  
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救療事業やその担い手に着目した研究  
史的資料を用いながら外国人宣教師や日本人キリスト者による救療事業を対象とする、
窪田（1990b）、杉山（1995、1996）、荒井英子（1996）、中村茂（1999）、輪倉（ 2002）、猪
飼（2005a、2005b）らの研究において、私立療養所の位置づけや役割、実践を担ったキリ
スト者の思想が明らかになった。こうした研究からは、時代状況下での限界はありつつも
「病者としての当事者性の受容」を見落とさず、かれらの生活支援を担った私立療養所の
福祉的意義が見出される。  
 
在日韓国・朝鮮人および韓国のハンセン病者に着目した研究  
 金永子（1999、2003）、佐瀬・神馬・若井（2004）の研究では、日本のハンセン病者の
なかではマイノリティとして位置づけられる在日韓国・朝鮮人が療養所で形成された階層
構造のなかでいかに生き抜いてきたのか、また日本社会ではほとんど省みられることのな
かった韓国のハンセン病者の生きてきた歴史が明らかにされている。ハンセン病者の当事
者性を理解するうえで、民族による偏見・差別の視点を見落としてはならないこと、韓国
のハンセン病政策は日本の植民地支配の時代から続く歴史的課題であることを示してい
る。 
 
個人の営みに着目した研究  
 蘭、中村、坂田、有薗らの社会学分野の研究は制度や政策的な側面からはこぼれおちて
しまうようなハンセン病者固有の経験を読み解いていこうとするものである。また社会福
祉分野からの萩原（1998）の研究はハンセン病者の声を聞くことを通して、差別の構造を
解読するという視点を持っている。また、個人の営みとの関連において、戸澤（ 2000）、
守本（2005）、和田（2002、2003、2004）ら社会福祉分野からの研究はハンセン病者の支
援に関わることを対象として、ソーシャルワークにおける価値や支援のあり方を考える視
点を持った研究であるといえる。久保（ 1992）が意義を示したソーシャルワークにおける
「生の過程としてのライフ・ヒストリー」への視点が、これらの研究によって具現化され
つつある、と捉えることができよう。また、こうした研究を通して、ハンセン病者の「当
事者性」は一つの側面からは語りえない、多様性を有するものとして理解することができ
る。 
 
患者運動に着目した研究 
 後藤（1996）、羽江・天田・桑畑（2006）、中島（2006a）、有薗（2012）らの国立療養所
入所者によるたたかいの歴史、全患協運動に関わる研究では、入所者の運動を通してかれ
らが人権の主体であったことを捉えようとする視点、国策に対抗する入所者の姿、隔離政
策下での入所者の運動は「全患協」という一つの組織体によって成り立つものではなく、
複数の運動体から生成されたという運動の多面性を読み解く視点が現れている。これらの
研究を通して、戦後国立療養所における「受動性の下での能動化」のあり様が明らかにさ
れている。  
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地域、自治、沖縄に着目した研究  
 森（2003）、廣川（2005）の「湯之沢集落」を対象とする研究では隔離政策下での病者
の自治的な生活の営みが明らかにされた。また最近の論考として天田（2013）では「本妙
寺集落」での病者の自治的な生活の営みが論じられた。こうした研究は病者の自治を可能
とした政治経済的構造との関連性において研究がなされている。また戦後、アメリカ軍の
占領下におかれた沖縄県の国立療養所「愛楽園」に関する中村文哉、桑畑の研究は、隔離
政策下でのハンセン病者の生活が「日本」という括り方では捉えきれないことを明示する
貴重な研究である。廣川や天田の研究では、病による受苦を抱えながらも能動的に生きる
可能性を有していた「病者としての当事者性の受容」の現れが示されている。 
 
優生思想とハンセン病者を捉える研究 
 古川（2003）、青山（2005）のほか、第 7 章で取り上げる山本・加藤（2008）、黒坂
（2009）らの研究では、ほとんど聴き取られることのなかった療養所の女性たちの声のな
かに、優生思想によって客体化された女性の当事者性が明らかにされている。  
 
文芸活動、文学を対象とした研究  
 本章の第 1 節第 3 項において、療養所機関誌がハンセン病者の当事者性の現れの場とし
て機能していたことを中村文哉（ 2001）、有薗（2007、2008）、坂田（2009）、山田
（2009）らの先行研究レビューにおいて示した。また、戦前期の療養所文芸誌を取り上げ
た荒井（2011）や田中（2013）の研究においては、戦前期の文芸誌や文芸活動に現れる病
者の生の営みや病を抱えながら生きることの切実さ、豊かなネットワークが形成されてい
たことなどが明らかとなっている。先に示した病者自治集落にみられた病による受苦を抱
えながらも能動的に生きる可能性を有した「病者としての当事者性の受容」の現れがこう
した文芸誌研究においても示されていると捉えることができる。  
 
 ここまで述べてきたように、ハンセン病をめぐる研究は「らい予防法」廃止以後から
質、量ともに積み重ねられてきたといえる。本章はこれらの先行研究において明らかにさ
れてきた内容をハンセン病者の当事者性という視点で捉えなおすことを試みた。わたした
ちの社会からは見落とされてきたハンセン病者の当事者性の多様な側面が先行研究の積み
重ねによって明らかにされてきたといえる。  
本研究はここに取り上げた先行研究の成果をもとに成り立つものであるが、とくに本研
究が位置づく社会福祉領域の研究については、本多康生が 3 つの系譜に分類をしている
30。本多は「第 1 の系譜は、社会福祉事業としての日本のハンセン病事業を考察する研
究」であり、「1950 年代にリデル・ライト記念養老院長」であった杉村春三を「嚆矢」と
し、邑久光明園職員であった森幹朗の「新しき時代の新しい療養所」（ 1956）と「新しい
ライ療養所の在り方」（1957）を挙げる。第 1 の系譜は「初期には療養所関係者から、現
在の療養所中心主義への批判と一般社会福祉の普遍性からの公的ハンセン病事業の逸脱を
                                                   
302011 年 9 月 24 日に開催された SPSN（社会政策研究ネットワーク）第 89 回研究会コメントペーパー
「志村（根本）久仁子氏『ハンセン病問題と社会福祉について』」における内容。本多氏は当日の志村
氏の第一報告「ハンセン病問題と社会福祉について」に対する討論者としてコメントを行った。 
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問題化した試み」であった。しかし、かれらの批判は「療養所入所者や関係者からの無視
や糾弾を被り、現実の体制変革」にはつながらず、その後、「内外のキリスト者の活動を
丹念に追った森（1963）から数十年の懸隔を経て」、窪田暁子、輪倉一広、杉山博昭、平
田勝政らの研究によって「再興」しつつある（本多 2011:1）。第 2 の系譜は「ハンセン病
国家賠償訴訟によって生じた福祉界の専門家的自省に基づく社会福祉倫理による隔離政策
批判」であるとし、窪田（ 2008）らが挙げられている。本多は第 2 の系譜の限界として
「これらの福祉専門職は、現実の療養所の医療・福祉職による援助実践を正確に把握して
おらず、その批判も内部の援助者にはリアリティのあるものとして届かない」点を指摘す
る（同上 2011:1）。第 3 の系譜は「同じく国賠訴訟後に生じた、療養所内外の SW の入所
者に対する援助実践に着目した諸研究」で和田・守本（ 2002）「元ハンセン病患者に対す
る老後支援」や守本（ 2005）「相談援助活動における『語り』―被爆者とハンセン病回復
者への援助事例を通して」が挙げられている（同上 2011:1）。 
本多による 3 つの分類には位置づけられていないが、先述した社会福祉領域からの萩原
（1998）、戸澤（2000）、金永子（1999a、1999b、2003）らの研究はハンセン病者の当事者
性の様相に関わる研究として重要である。さらに、第 1 節第 2 項で取り上げた久保
（1992）はハンセン病者について直接的に論じている内容ではないものの、ソーシャルワ
ークという専門領域が「ライフ・ヒストリー」をどのように受けとめていくのかという示
唆に富むものであった。 
このように、療養所中心主義や隔離政策への批判的視点、ハンセン病者の「生」に関わ
る視点など、社会福祉領域の研究がハンセン病者をめぐって果たしてきた役割は肯定的に
評価できる。しかしながら本研究は、序章で触れたハンセン病問題における「福祉」の課
題のひとつとして、社会福祉領域の研究の限界を指摘しなければならないと考える。その
ことは、本多（2011）が指摘したように、第 1 の系譜が当時の「現実の体制変革」につな
がらなかったこと、第 1 と第 2 の系譜との間の隔たり、療養所で働く専門職への不十分な
理解、に現れているといえる。さらに付け加えると、「らい予防法」が廃止されてから療
養所入所者や退所者の「生の過程としてのライフ・ヒストリー」を捉えようとする動きが
現れたという、現実認識の不十分さを指摘できる。  
「いま・ここ」を生きるハンセン病者の切実な声に耳を傾け、かれらが社会でどのよう
に生きていくことを望むのか、かれらの生活や人生を共に考えようとすることに社会福祉
領域の研究が十分に貢献できなかったことは「福祉」の課題の一つであるといえる。  
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第 2 章 戦前期の文芸誌『高原』にみる「病者としての当事者性の受容」  
第 1 節 病者としての当事者性―明治期から昭和初期にかけて― 
（1）病者としての当事者性 
わが国のハンセン病者に対しては、1907（明治 40）年「癩予防ニ関スル件」の制定によ
り「癩患者ニシテ療養ノ途ヲ有セス且救護者ナキモノハ行政官廳ニ於テ命令ノ定ムル所ニ
從ヒ療養所ニ入ラシメ之ヲ救護スヘシ」として、まず「浮浪患者」が 1909（明治 42）年に
設置された全国 5 か所の公立療養所に隔離された。ハンセン病者は公衆衛生策の対象とな
り、法制度のもとで「隔離収容」や優生手術の対象として客体化されていく。はじめに、
国策の対象となる以前の病者の社会での位置づけから、ハンセン病者の「病者としての当
事者性」の現れについて述べる。  
今では「ハンセン病」という呼称が広く用いられるようになったこの病は、長らく「ら
い」、「かったい」などといった名称でよばれていた。国立療養所の女性入所者は、次のよ
うに記している。  
 
もの心つくまでの私の記憶では、大正・昭和の初期にはハンセン病などという病名
は聞かなかった。“かったい”“なりんぼう”“天刑病”“業病”そして癩等、人間の仲
間に入ることは許されない別物として扱われた。嫌悪と侮辱に充ちた冷たい視線をあ
びて生きてきた。ハンセン病という病、そしてその病を患った人々は、その昔「かっ
たい」「なりんぼう」「癩者」と呼ばれていた。（津田 1998:102）。 
 
これは多磨全生園に入所していたある女性の言葉である。また、邑久光明園に入所して
いた藤本としは以下のように語っている。  
 
今はハンセン氏病なんて言いますけど、以前はライとかかったいとか言ってました。
もうあまり使わなくなりましたけれど……園の中でも、ライという言葉は、なるべく
使わないようにしてられるようですね。あたしなどはひょいと出ますけど。それにこ
の中では、その言葉は必要ないのです。みんなそうなんですから。書くとき以外はね。
ですから、どうしても言わねばならん時は、本病と言ってます。（藤本 1974:317） 
 
現代において、「ハンセン病」と呼ばれる病気とそれを患う人びとは、かつては「かった
い」「なりんぼう」と呼ばれ、また前世の生き方と結び付けられる「天刑病」、「業病」とし
て忌み嫌われる存在、つまり「文化的に意味づけされた」（波平 1984:110）病であった。ハ
ンセン病者の「病者としての当事者性」は、こうした社会的・文化的に意味づけられた病
を負うこと、「伝統的な疾病観念」（波平 1984:111）の影響を受ける、という特質を有して
おり、それは「差別」や「忌避」と結びついて社会に存在していた。このような「疾病観
に大きな変化が生じた」（波平 1984:110）のが、わが国の近代化とその過程での病に対す
る変化である。生瀬は「中世の『癩者』は、近現代のように『病の感染』をおそれて差別
されたのではない」こと、「その差別の源泉は仏教の教義」にあり、「近代では『感染』と
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いう科学的根拠とされるものが患者たちを苦しめることになった」と整理している 31（生
瀬 2001:30）。 
 ハンセン病者が社会のなかで可視化される背景として、山本（ 2006）は、明治維新とい
う社会変動がもたらした影響を以下のように論じている。  
 
明治維新という一つの大きな社会変動は、患者の生活に大きな影響を与えたに違い
ない。江戸時代という厳しい封建制度の下では、患者も一般住民と同じく他の場所に
移住することは困難であったのでその多くは生まれ故郷に肩身を狭くして居住を続け
るか、あるいはせいぜい地域の患者たちが集まって集落生活を営む程度であった。と
ころが維新後は人民の移住が自由となり、中でも貧困で地域社会からの重圧に苦しん
でいた患者は故郷を遠く離れ、浮浪生活に身を投ずるようになったと思われる。（山本
2006:15） 
 
 封建制社会において、人々は土地を離れて生きることができなかった。しかし、明治維
新による封建制度の打破にともなって得られた移動の自由が、ハンセン病者を「浮浪患者」
として地域のなかで可視化させるという状況を生み出した。故郷を離れた病者が集住して
いたのは「熊本本妙寺（清正公）、金刀比羅宮（香川県）、湊川神社（神戸）、布引の瀧（神
戸）、熊野本宮（和歌山県）、身延山（山梨県）、池上本門寺（東京）、浅草寺（東京）、七里
法華（千葉県）、草津温泉（群馬県）、白旗神社（群馬県）」（山本 2006:16）といった神社仏
閣、温泉地であった。このような集住地の形成のなかで、経済活動や地区内での自治活動
に従事するなど、病による身体の不自由さや苦痛はありながら、受苦的な生き方とは異な
る、弱いながらも主体性が見られる生活を営んでいた。つまり、ハンセン病者の当事者性
は、病による受苦を抱えながらも弱い主体性を帯び能動的に生きる可能性を有しており、
それは病者であることを受け入れながらの生活であった。第 1 章の先行研究の整理で触れ
たように、本妙寺は天田（2013）、湯之沢は廣川（2011）の研究等において、そこでの病者
の能動性を有した生活が明らかにされた。  
こうした集住地において自活していた病者がいる一方、在宅生活から離れることを余儀
なくされ、療養できる環境や資力がなく、劣悪な状況におかれる病者も存在した。こうし
た病者の救済にあたったのが、海外からの宣教師であり、かれらは私立療養所を開設し、
救済事業を行った。  
 
（2）私立療養所の位置―近代慈善事業の特徴から―  
明治維新という社会変動によって生み出された貧困問題と、それに対する慈善事業の萌
芽ともいえる明治初期、病者の救済の場となったのが図序-1 で示した「私立療養所」であ
り、そのいずれもが宗教的背景をもって設立された。これらの宗教を基盤とした私立療養
                                                   
31仏教の「らい観」については、山本（ 2006： 6）においても、「らいの業病観」の発生時期について
述べられており、「平安朝時代後半に、らい観に大きな変動のあったことがうかがわれる」とあり、さ
らに「遅くとも十二世紀末には、らいは非人とされたばかりでなく、その中でも最も不浄視されるよ
うになった」（山本 2006:7-8）ことが述べられている。  
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所の設立の経緯、特徴については、山本俊一『日本らい史（増補版）』（ 2006）32、キリスト
教の救済事業に焦点をあてたものとしては杉山博昭『キリスト教ハンセン病救済運動の軌
跡』（2009）、特定の私立療養所に焦点をあてたものとしては猪飼隆明『ハンナ・リデルと
回春病院』（2005a）、『「性の隔離」と隔離政策』（ 2005b）、輪倉一広『司祭平服と癩菌―岩
下壮一の生涯と救癩思想』（ 2015）などの先行研究が詳しい。共同体を追われたり、在宅で
の生活が困難となった病者は「救済の対象」として慈善事業家の目にとまるようになった
のである。  
封建制社会から資本主義社会への移行期であったこの当時は、「地租改正以降の新しい
窮乏層が出現し、維新による旧共同体の崩壊と相まって、都市にはスラムが出現する」（窪
田 1988:98）といった状況であり、そのような新たな貧困層への政府としての対策は未整
備の状況にあった。このような時期に、欧米から日本にわたってきた女性のキリスト教宣
教師によって様々な慈善事業が展開された。  
窪田は「日本における近代慈善事業期、年代的には 19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて、
新しい慈善事業の創立者、また経営者として現れた女性社会事業家たちは、どのような条
件の下にその力を蓄えた人々であったのか。事業創立者の社会的・教育的背景を考察して
わが国の社会事業成立の背景に関する一つの資料を提起しよう」（同上 1988：87）という
目的のもと、日本において慈善事業創設を担った女性社会事業家を取り上げ、イギリス、
アメリカからの女性宣教師の役割について取り上げている。  
明治 20 年代、「国の貧困問題に対する政策対応が未だみられないなか」、イギリス、アメ
リカからプロテスタントの女性宣教師たちが来日し、主に児童福祉領域において社会救済
事業が始められるとともに、彼女たちは多くの教育施設、特に女子の高等教育施設を建て
てわが国女子教育の基礎を築いた、と窪田は評価する（同上 1998:98）。そうした時期に、
ハンセン病者への救済事業もまた女性宣教師の活動として始められた。窪田（1998）はハ
ンセン病者への救済事業について、以下の様に述べる。  
 
ハンセン病患者への働きかけは、明治期のキリスト教宣教師たちによって開かれた
もう一つの社会事業領域である。カトリックではテストヴィドが、1887（明治 20）年
神山復生病院を建て、その病死後、これはベルトランに引き継がれて御殿場に 20 数名
の患者を収容していた。引き続いて、熊本、東京、そして遅れて草津と、各地にハン
セン病者のための施設を開設したのは、いずれも英・米からやってきたプロテスタン
トの婦人宣教師たちであった。熊本に回春病院をつくったハンナ・リデル（ 1855～1932）、
その姪で事業を助けたエダ・ハンナライト（ 1870～1950）、目黒慰廃園を創設したミス・
ヤングマン、また、草津の聖バルナバミッションの主宰者マリー・ヘレナ・コンウォ
ール・リー（ 1857～1941）は我が国の救癩事業を文字通り創設し、それらを育て、幾
多の困難を超えて担い続けた女性たちであった。（窪田 1988：103）  
 
 窪田（1998）では「救癩事業」に対する評価はなされていないものの、当時の社会にお
                                                   
32山本俊一『日本らい史』の初版は 1993 年発行、増補版（第 1 刷）は 1997 年に発行されている。本研
究では 2006 年に発行された増補版（第 3 刷）を使用している。  
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いて生活困窮や療養生活に困難を抱える病者を対象として救済事業が行われたという点で、
外国人宣教師によるハンセン病者救済事業の先駆性を指摘することができる。  
杉山は、「キリスト教は近代初期以来、慈善事業に活発に取り組み、日本の社会福祉の先
駆となってきた。その際、常に目前の課題に取り組むというパターンをもつ」というキリ
スト教慈善事業の特徴を指摘する（杉山 2009:38）。ここに、「隣人愛」に象徴されるよう
なキリスト教思想を根底にすえた慈善事業の特質、すなわち困難を抱える者を目の前にし
て自らが突き動かされるというボランタリーミッションが現れている。こうした事業は杉
山（2009）が指摘するように「隔離を目指していたわけではない」、病者の精神的慰安や生
活支援を目的とした実践として理解することができる。社会からの「隔離」を志向するの
とは異なる、私立療養所での病者救済事業のなかには、後述するような文芸誌の発行、文
芸活動がなされていた。 
ここまで見てきたように、国家による「癩予防策」が実施される以前のハンセン病者は、
集住地において自活をしたり、「救済」を受ける対象として私立療養所で生活するというか
たちで社会に存在しており、それはかれらが生涯を通じて社会から切り離される「隔離」
に結びつくものではなかったということがわかる。かれらは、地域共同体から生活の場を
追われ、排除されてはいたが、病者集住地区や社会からの「隔離」を指向するのとは異な
る私立療養所の存在によって自活、自律的な生活の可能性をもって社会に存在していた。  
私立療養所は「癩予防ニ関スル件」第 4 条で「主務大臣ハ私立ノ療養所ヲ以テ第一項の
療養所ニ代用セシムルコトヲ得」とあり、公立療養所の代用施設としての役割が規定され
た。つまり、国策である隔離政策遂行の一役を担う施設として、「癩予防策」の枠組みにお
いて隔離政策を「補完」する位置づけが与えられたといえる。  
次節では隔離政策が推進、強化されていくなかで戦前期の私立療養所で発行されていた
文芸誌を取り上げて、そこに現れた「病者としての当事者性の受容」という様相を示して
いく。  
 
第 2 節 「病者としての当事者性の受容」―戦前期における文芸誌の機能―  
（1）戦前期における私立療養所の文芸誌『高原』の特徴  
坂田（2012：11）、荒井（2011:23）はハンセン病療養所で形成された生活文化、すなわ
ち「隔離による文化」について言及している。両者が用いている「隔離による文化」とは
国立療養所多磨全生園の入所者であり入所者の自治的な運営がなされていた「ハンセン病
図書館」に長らく携わった山下道輔の言葉である。山下は「隔離による文化」を「諸外国
には見られない、日本だけの隔離されたがゆえに生じた文化」と述べている。そして、入
園者の文芸について「人間がどん底に、極限の世界に追い詰められる。その中で『生き
る』とはどういうことだったのか。どん底の叫び、『いのち』の叫びが綴られた文芸、こ
の中に歴史は凝縮されていると思う」と語っている 33。ハンセン病を患った人々によって
織りなされた文芸作品は、社会からの差別・偏見、隔離政策および優生保護法といった制
約を受けながら生きてきたかれらの当事者性の現れであり、そうした文芸作品が掲載され
                                                   
33山下道輔（ 2002）「バリアフリー図書館を―隔離による文化の行方」大岡信・大谷藤郎・加賀乙彦ほ
か編『ハンセン病文学全集』第 2 回配本付録、晧星社。  
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た「文芸誌」は時代状況に影響を受けて変容する当事者性の現れの場として機能してきた
といえる。  
本節では、「癩予防法」の制定を背景に、隔離政策が推進、強化され、国立、公立療養
所への「隔離収容」によって病者の当事者性が客体化されていきつつあった戦前期に、文
芸誌は①病者の自由な表現の場として機能していたこと、②限定的ではあるが誌面を通し
て社会的な関係が形成されていたこと、③病（癩）によって社会（地域や家）での居場所
を失った悲しみや喪失を抱えながらも、隔離政策の制約による受動性はいまだ弱く、そこ
に能動的に生きようとする営みを通じて「病者としての当事者性の受容」という状態が生
み出された、という点において、戦前期に私立療養所「聖バルナバミッション」の病者が
発行していた文芸誌『高原』を取り上げる。  
本研究において、戦前期の『高原』にみられた病者の文芸活動を取り上げるのは、個々
の作品の批評を目的とするのではなく、俳句や短歌などの創作活動を通して、病者たちが
病者として生きる自身を見つめ、病との共存を模索し、そのような過程を経て「病者とし
ての当事者性の受容」という様相がみられたことを示すこと、またこうした当事者性の様
相の現れの場は国の隔離政策の進展・強化にともなって失われていくことを示すことにあ
る。  
 
（2）戦前期における療養所文芸誌に関する先行研究 
戦前期のハンセン病療養所文芸誌を取り上げた先行研究としては荒井（ 2011）、田中
（2013）、阿部（ 2013）が挙げられる。荒井（ 2011）は療養所における病者たちの文芸活動
を取り上げることについて、「果たして隔離された患者たちは、自分たちの生命の意味をい
かなる言葉で紡ぎ上げてきたのか。療養所という特異な医療・生活空間の中で、患者たち
が詩を綴り、小説を書き、独自の雑誌を作り上げていくことに、いかなる意味が存在して
いたのか。また、そこから生み出された文学表現に、文壇・医療・公衆衛生・軍事・天皇
制・民主主義といった諸々の社会規範や政治力学がいかに作用してきたのか。あるいはそ
れらの表現がいかに患者たちの生の諸相にフィードバックされ、自己同一性に作用してい
たのか。本書は、具体的な文学表現に着目しながら、これらの複雑に絡み合う力学を解き
明かしていくことを目的としている」（荒井 2011：24）と述べている。  
そして、療養所における文芸活動が、患者の慰安や娯楽を目的とするのではなく隔離政
策推進のための対外的な宣伝効果や患者の思想統制という役割を果たしていたこと、戦前
戦後の文学作品を対象として療養所で行われた優生手術を患者たちが受け入れざるを得な
くなる心理状態の検討、『いのちの初夜』で有名な北条民雄作品の分析、近代日本の皇族に
よる文学が果たした社会的機能、国立療養所長島愛生園の女医・小川正子の『小島の春』
の分析、国立療養所多磨全生園の機関誌『山櫻』を取り上げた患者たちの「戦争詩」の分
析、戦後の療養文芸の分析、などを行っている。  
荒井（2011）は『山櫻』について「同誌はハンセン病療養所で刊行された雑誌の中で、
現存するものの中では最も歴史が古く（ 1919 年 4 月創刊）、文芸欄も充実しているという
意味で、資料的に極めて貴重なものであると考えられる」と指摘する（同上 2011：220）。
また多磨全生園入所者自治会史では、創刊当初は「同好者の私的なグループ誌であった『山
櫻』が、病院の機関誌」となり（多磨全生園入所者自治会編 1979:60）、「名実ともに病院の
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機関誌として、対外的に広く病院の存在を紹介宣伝しうるようになった」（同上 1979:130）
という特徴が挙げられている。  
 田中（2013）は、九州療養所の同人誌『檜の影』（ひのかげ）を取り上げて、患者たちの
短歌による交流について分析している。『檜の影』とは 1909（明治 42）年全国 5 か所に設
けられた公立療養所の一つ「九州療養所」（後の国立療養所菊池恵楓園）の入所者たちによ
って 1924 年 6 月に創刊された同人雑誌であり、「全生病院がこれより早い 1919 年 4 月に
機関誌『山桜』を創刊していたとはいえ、『檜の影』は療養所における初期の文学雑誌の一
つであった」（田中 2013：198）という特徴をもつ。田中（2013：198）は『檜の影』に着目
する点として、療養所の短歌会として最も古いこと、医師の内田守が関与し入所者の作歌
を支援したこと、療養所の垣根を超えた入所者の短歌のネットワーク形成を促進したこと
を挙げている。そして同誌の特徴として「療養所における作歌の理論がより多く掲載され
ている」ことを指摘する（同上 2013：199）。 
 阿部（2013）は大島青松園で 1932（昭和 7）年から 1944（昭和 19）年まで発行されてい
た『藻汐草（もしおぐさ）』を取り上げて「大島の療養所で発行された逐次刊行物『藻汐草』
を読み、それを論じ、これをもとにして歴史を編むときの観点や論点を確認するとともに、
この長期にわたって刊行されつづけてきた総合誌が、癩そしてハンセン病をめぐる療養所
とそこに生きた療養者のなにをあらわすのかをみてゆくこととする」とその目的を述べて
いる（阿部 2013：1）。阿部（2013）は『藻汐草』について療養所で刊行された「逐次刊行
物」、「総合誌」ととらえている。  
 荒井（2011）や田中（2013）の先行研究からは、ハンセン病者による文芸活動がかれら
独自の世界を構築し、病による受苦を抱えながらも弱い主体性を帯び能動的に生きる可能
性を有していた「病者としての当事者性」の現れの場として機能していたことを指摘でき
るのではないだろうか。また、田中（2013）が指摘する「入所者の短歌のネットワーク形
成」という点について、戦前期の療養所ではそれぞれの療養所で発行されている機関誌が
互いに寄贈されていた。1936（昭和 11）年の『楓』創刊号をみると、寄贈図書のリストに
『藻汐草（大島療養所）』、『愛生（長島愛生園）』、『甲田の裾（北部保養院）』、『高原（聖バ
ルナバ醫院）』、『檜の影（九州療養所）』、『山櫻（全生病院）』、『星光（星塚敬愛園）』とい
った同時期の公私療養所からの寄贈図書の名前が掲載されている。  
 
表 2-1：戦前期の公私療養所で発行されていた雑誌  
療養所名  雑誌タイトル  創刊年  
全生病院【公立】  『山櫻』  1919 年 4 月  
九州療養所【公立】  『檜の影』  1924 年 6 月  
北部保養院【公立】  『甲田の裾』  1930 年 12 月  
長島愛生園【国立】  『愛生』  1931 年 10 月  
大島療養所【公立】  『藻汐草』  1932 年 4 月  
聖バルナバ醫院【私立】  『高原』  1932 年 12 月  
外島保養院【公立】  『楓』 1936 年 5 月  
星塚敬愛園【国立】  『星光』  1936 年 3 月  
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次節では、『高原』という病者文芸誌の特質を、①『高原』発刊の基盤となった「聖バ
ルナバミッション」とよばれた宣教師による救療事業について概説したうえで、②公立お
よび国立療養所の機関誌との違いを指摘し、③『高原』の有した多面的な機能を整理して
示す。  
 
第 3 節 『高原』の特質―聖バルナバミッションという基盤―  
（1）病者の自治集落で行われた救療事業「聖バルナバミッション」  
『高原』に現れた病者の文芸活動の基盤となっていたのは「聖バルナバミッション」と
よばれた救療事業である。「聖バルナバミッション」は、群馬県吾妻郡草津町において
「ハンセン病者」の一集落として成立し、 1902 年には一つの行政区として位置づけられ
た「湯之沢集落」（1887～1942）で「英国教会福音宣布協会（ Society for the 
Propagation of the Gospel）」（中村 2007：86）の宣教師メアリ・ヘレナ・コンウォー
ル・リー（Mary Helena Cornwall-Legh）によって 1916 年から展開され、1941 年まで続
けられた事業である。同事業は主に湯之沢区の人びとへのキリスト教伝道活動を目的とし
て開始され、コンウォール・リーはその活動と共に同区の中でも特に、生活に窮していた
「ハンセン病者」への救療事業を展開した。 1916 年に保護を必要とする女性のための生
活ホームを用意したことを始めとして徐々にホーム数を増やし、最も多いときには 232 名
（1930 年）がそれらの生活ホーム（総称：聖バルナバホーム）で共同生活を営んでいた
（徳満 1937=藤野編 2002：125）。 
 聖バルナバミッションおよびコンウォール・リーに関する既存文献には、聖バルナバホ
ームで生活していた当事者による『湯之澤聖バルナバ教会史』、聖バルナバミッションに
関わった聖公会の司祭貫民之助による『コンウォール・リー女史の生涯と偉業』などが残
されている。先行研究の主たるものとしては窪田暁子の「 M．H．コンウォール・リー」
（1985）と「草津聖バルナバミッションの理念と事業―医療ソーシャルワークの先駆的モ
デルとして」（1990b）、中村茂の『草津「喜びの谷」の物語  コンウォール・リーとハンセ
ン病』（ 2007）があげられる。この中で聖バルナバミッションを福祉の視点から捉えてい
るものは窪田による 2 編であり、中村（2007）の研究はリーの英国時代に関する研究に重
点を置いた形で論じられている。またハンセン病者の療養形態についての研究を行った廣
川（2011）『近代日本のハンセン病問題と地域社会』においては聖バルナバミッションと
同事業運営の基盤となった湯之沢集落について詳細にまとめられている。これらの先行研
究によって、湯之沢区は隔離政策が強化される過程において、病者による自治性が存在し
ていた場であること、「聖バルナバミッション」は湯之沢集落のなかで特に生活に困窮し
ていた病者を支援する機能を果たしていたことなどが明らかとなった。湯之沢集落に関す
る既存文献および廣川による先行研究をもとに、草津町、湯之沢集落、聖バルナバミッシ
ョンの関係を図 2-1 に、『湯之澤聖バルナバ教会史』に記載されている「聖バルナバミッ
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ション」の運営していたホームおよび関連事業、活動団体を図 2-2 に示した 34。 
                                                   
34図 2-1 および図 2-2 は、日本社会福祉学会第 56 回大会における自由研究発表の当日資料として作
成、使用したものである。  
 
草津町（上町） 
湯之沢集落（下町） 
聖ﾏｰｶﾞﾚｯﾄ館 
聖ﾊﾞﾙﾅﾊﾞ幼稚園 
聖ﾃﾓﾃ館 
町議会 
草津消防組合(1900) 
草津小学校 
（ハンセン病に罹患していない湯之
沢の子どもたちは草津小学校へ） 
現存建物 
 
 
 
【聖バルナバ医院】 
図２-１：草津町，「湯之沢集落」，聖ﾊﾞﾙﾅﾊﾞﾐｯｼｮﾝ関係図（1930年:湯之沢の人口
803名） 
   :草津町（上町），     :湯之沢集落（下町），     :BM 
うわ,     :下町 
草津電鉄（1926全線開
通） 
乗車拒否に対して,協定成立（1927） 
（各ホームの建物は空き家等を購入して増設） 
境界門柱設置（1915） 
交通を禁止 
湯之沢区長 
区長代理 
町会議員 
部落協力委員 
 
【宿屋組合（旅館）】 
 
事務員１名,評議員 10名 
 
隣保班 
 
【労働共救会】（1909） 
 
【湯之沢消防組】（1911） 
上町の火事にも対応 
 
 
 
【消費組合】（1927） 
 
 
 
治療のために来草した浴客 
 
 
 
【聖望小学校】 
下町の子どもたち(病児)のため 
【独身女性ホーム】 
 
 
【夫婦ホーム】 
 
 
【独身男性ホーム】 
 
【児童ホーム】 
 
 
【聖愛幼稚園】 
下町の子どもたち(病児)のため 
階
層
構
造 
【聖バルナバ教会】 
（湯之沢における伝道の拠点） 
【商業組合】 
商店 16軒，豆腐屋２軒，薬屋，肉屋，呉服店，洋食店，
古物商，建具店等で構成．（洋服仕立て店，理髪店は上町
の組合に所属） 
 
町税納入,内 7割は還付金
として湯之沢に返還 
ﾊﾞﾙﾅﾊﾞﾎｰﾑ:ﾘｰ(責任者) 
自宅からの送金，治療費がなくなると退
草，あるいは湯之沢での生活に窮する＝
生活において不安定な要素がある． 
部落内の病床訪問も行う 
聖バルナバミッション 
【準ホーム】 
  
 
草津聖バルナバ教会 
（伝道活動の拠点,教会委員設置.1930年時点の
信徒数 569名） 
 
 
上 町 
下 町 
霜 間・栗 生 
聖ﾊﾞﾙﾅﾊﾞ幼稚園 
1917年,上町住民のため 
「愛隣幼稚園」として設置 
現存 
聖ﾏｰｶﾞﾚｯﾄ館 
1924年,ﾊﾝｾﾝ病に罹患していない
子どもたちのためのﾎｰﾑとして設置 
ホームとして設置） 
現存 
聖ﾃﾓﾃ館 
1930年,ﾊﾝｾﾝ病に罹患していない子ども
たち(男児)のためのホームとして設置 
として設置） 
現在の草津聖バルナバ教会 
霜間聖ｽﾃﾊﾟﾉ館 
（1919年,男性ﾎｰﾑとし
て設置） 
 
 聖ｼﾞｬｲﾙｽ館 
（1925年,男性結核ﾎｰﾑ
として設置） 
 
 聖ﾋｭｰﾍﾞﾙﾄ館 
（1925年,男性感染症ﾎ
ｰﾑとして設置） 
 
 聖ﾌﾗﾝｼｽ館 
（1928年,男性ﾎｰﾑとし
て設置） 
 
 
独身女性ホーム 
聖ﾏﾘｱ館,聖ﾍﾚﾅ館,聖ｴ
ﾘｻﾞﾍﾞﾂ館 
独身男性ホーム 
聖ｽﾃﾊﾟﾉ館,聖ｴﾄﾞﾓﾝﾄﾞ
館,聖ｼﾞｭﾘｱ館 
夫婦ホーム 
聖ﾙｾ館,聖ﾘﾍﾞｶ館 
1930年 6月解散,館員は
準ホームに編入 
準ホーム 
聖ｵｰｶﾞｽﾁﾝの家,聖ﾓﾆｶ
の家,聖ｱﾝの家,聖ﾊﾟｳﾛ
の家,聖ﾙｶの家 
 
児童ホーム 
聖ニコラス館 
 
聖バルナバ医院 聖愛幼稚園 
（下町の子ども
達=病児のため） 
聖望小学校 
（下町の子ども
達=病児のた
め） 
舎監 舎監 舎監 舎監 舎監 
図２-２：聖バルナバミッション（1930年:ﾎｰﾑ員数は最大の 232名） 
館主（リー） 
日曜学校 
※各ホームは「舎監」（ミッション関係者や,ホーム員の中から任命された）が責任者となって,運営されていた.独身ホームで生活している人たちの内，軽症の
人がミッション関連事業（医院手伝い,幼稚園･小学校･日曜学校の教師など）の働き手として従事していた． 
  ﾐｯｼｮﾝ関連事業，      ﾊﾞﾙﾅﾊﾞﾎｰﾑ，      各種団体・行事 
【伝道に関する団体】：代祷会,婦人伝道補助会,伝道文庫,子羊会,聖ﾊﾞﾙﾅﾊﾞ･ｷﾞﾙﾄﾞ,伝道隊,聖書販売部,訪問隊 
【女性たちのため】：聖ﾊﾞﾙﾅﾊﾞ婦人会,女子愛友会 
【男性たちのため】：青年会,小兵士団 
【音楽団体】：ﾊｰﾓﾆｶﾊﾞﾝﾄﾞ,ﾌﾞﾗｽﾊﾞﾝﾄﾞ,音楽研究会(1931～) 
【各種行事･集会】：諏訪神社祭礼伝道,運動会(青年会),音楽会(青年会),バザー(青年会),家庭集会,信徒修養会,聖書講義会暗誦会(男性
ﾎｰﾑ特種集会),按摩会＆点字会,白樺社(男性ﾎｰﾑ特種集会),英語会, (男性ﾎｰﾑ特種集会),ローマ字会 
※霜間とは,湯之沢から三キ
ロほど離れたところにあっ
た場所のこと．栗生は霜間の
近くにあった．ミッションで
はこれらの地に男性ホーム
を設置した． 
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「聖バルナバミッション」はコンウォール・リーを運営者として、病者のなかから舎監
を選定し、病者の自立と自律が尊重された実践として窪田（ 1990）において評価されてい
る。「聖バルナバミッション」は実践の基盤となった湯之沢集落の存在と同集落との関係
によって成立していた。草津町という地域社会において草津町 -湯之沢集落-聖バルナバミ
ッションは排他的な関係によってではなく、それぞれの利害関係を調整しながら存在し、
同地域社会における病者と一般住民の社会的な関係も限定的ではありながら形成されてい
たと捉えることができる。草津町という地域社会と湯之沢集落という病者自治集落、その
なかで運営された私立療養所「聖バルナバミッション」という病者としての当事者性を排
除しない空間的な基盤によって『高原』という雑誌の独自性を捉えることが可能となる。  
 『高原』は「聖バルナバミッション」によって運営されていた生活ホームの病者のうち
文芸愛好家であった人びとによって 1932（昭和 7）年 12 月に作られた。その発行につい
て、『湯之澤聖バルナバ教会史』では「聖ステパノ館入館中ニハ早クヨリ短歌・俳句・創作
等の文藝愛好者ガ多カツタガ、ソノ作品ヲ機関誌ニ纏メテ發行スル迄ニハ至ラナカツタ。
シカシ、昭和七年十二月先ヅ廻覧誌トシテ文藝愛好者間ニ廻覧トシ御互ヒノ文學向上ニ資
スル事ニナツタ。トコロガ鶴田一郎院長夫妻ヲ初メ各ホーム先輩等ノ支持ヲ得又全生園山
櫻出版部ノ御厚意ニヨツテ、昭和八年十二月（第弐巻壱弐號）ヨリ活版印刷ニ附スルコト
ニナリ、ホーム、部落ハ勿論社會各方面ヘモ頒布スル事ニナツタ」（徳満・貫 1982:335）と
して、回覧誌であったものが公立療養所全生病院山櫻出版部の協力を得て活版印刷となっ
たことが書かれている。そして、聖バルナバミッションおよび湯之沢部落が閉鎖される直
前の 1941（昭和 16）年 2 月の終刊号（通巻 100 号）まで、 10 年にわたり聖バルナバホー
ムで生活していた病者の文芸誌として存在していた。 
 
（2）公立および国立療養所機関誌との違い  
 次に、公立および国立療養所機関誌と『高原』の違いをみていく。表 2-2 は、戦前に
発行されていた『山櫻』、『愛生』、『高原』について、多磨全生園、長島愛生園、栗生楽泉
園の各入園者自治会史に記載されている箇所を表にまとめたものである。『高原』につい
ては『湯之澤聖バルナバ教会史』中の記載も併記した。  
 
表 2-2：『山櫻』『愛生』『高原』の歩み（創刊、休刊、復刊、誌面内容）  
『山桜』→『多磨』（全生病院） 『愛生』（長島愛生園）  『高原』（聖ﾊﾞﾙﾅﾊﾞ医院）  
【創刊】  
・多磨全生園の機関誌『多磨』
の前身となる『山桜』は、明治
45 年に全生病院に収容された
栗下信策という人物が他の同
病者とともに大正 8 年 4 月に発
刊した（倶会：60）。 
・「大正期はずっとガリ版の同
人誌といった形で出し続ける
が、昭和 3 年御大典記念として
【創刊】  
・「昭和 6 年 10 月、“来た
り、見たり、勝ちたり”の
三 V を表紙にデザインした
創刊号が田尻敢（医師）の
編集で発行された。内容は
園長の巻頭文から職員や外
来者の寄稿、患者の原稿は
主として文芸作品で体験記
が加わるというもので、こ
【創刊】  
・「聖ステパノ館入館中ニ
ハ早クヨリ短歌・俳句・創
作等の文藝愛好者ガ多カ
ツタガ、ソノ作品ヲ機関
誌ニ纏メテ發行スル迄ニ
ハ至ラナカツタ。シカシ、
昭和七年十二月先ヅ廻覧
誌トシテ文藝愛好者間ニ
廻覧トシ御互ヒノ文學向
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病院で手動式の印刷機を買い、
11,12 月合併号が初めて活字三
〇頁の雑誌として出される。同
時に当初は同好者の私的なグ
ループ誌であった『山桜』が、
病院の機関誌となり、それを印
刷する「山桜出版部」は昭和 6
年設立される財団法人全生互
恵会の一部門となってゆく」
（倶会：62） 
・「昭和 4 年 9 月に『山桜』は
開院 20 周年特大号というのを
出している。（略）初めての記念
号として所内生活のあらゆる
部面 －舎長、学校、付添い、
保母、消防、購買部、農芸、畜
産、山桜、図書室、芝居、文芸
など―の消息を関係する多く
の患者に書かせており、幼稚だ
が気負いのみなぎった号で当
時 を 伝 え る 得 難 い 資 料 で あ
る。」（倶会： 62） 
・謄写版であった『山桜』は
昭和 3 年に活版となったの
ち、昭和 5 年に「さらに本式
な平台印刷機を買ってモータ
ーで動かす印刷作業」が始ま
ると、発行部数を増やし、「名
実ともに病院の機関誌とし
て、対外的に広く病院の存在
を紹介宣伝しうるようになっ
た。患者の文芸活動がにわか
に活発になるのはそれ以降で
ある」（倶会：130）。 
・その後、俳句、短歌、詩、
創作といった患者の文芸活動
が活発になっていった。『倶会
一処』によれば、全生病院で
は大正年間に俳句が盛んであ
り、『ホトトギス』『山茶花』
の形はそのごも長く踏襲さ
れた」（隔絶：262-263） 
・『愛生』発行の母胎である
慰安会（昭和 6 年 4 月発足）
の性格が「本園の別働隊」
（愛生園年報）であり、編
集、財源も長い間患者のタ
ッチできないところでなさ
れたため、その内容は園の
方針を直接反映するもので
あった。そのため患者にと
っては大きな出来事であっ
た長島事件さえほとんど誌
面にのぼっていない。（略）
やがて療養所決戦体制紙上
座談会（昭和 19 年）など戦
時 体 制 に 直 結 さ れ てい っ
た。それにもかかわらず入
園者にとって唯一の外部へ
の窓であった誌面へは、文
芸を中心に多数の作品が集
まり、その中から明石海人
などを生み出したことは特
筆されてよい。」（隔絶：263）
➡激化する戦争の中、通巻
124 号で 1944（昭和 19）年
７月号を最後に廃刊。 
上ニ資スル事ニナツタ。
トコロガ鶴田一郎院長夫
妻ヲ初メ各ホーム先輩等
ノ支持ヲ得又全生園山櫻
出 版 部 ノ 御 厚 意 ニ ヨ ツ
テ、昭和八年十二月（第弐
巻壱弐號）ヨリ活版印刷
ニ附スルコトニナリ、ホ
ーム、部落ハ勿論社會各
方面ヘモ頒布スル事ニナ
ツタ。（教会史:335） 
・戦前、聖バルナバホーム
の患者たちによって文芸
誌『高原』が発行されてい
た（風雪：369）。 
・1932（昭和 7）年 12 月
1 日。文芸誌『高原』創刊。
バルナバホーム患者によ
り短歌を主に俳句、詩、散
文を集め毎月発行。昭和
16 年 2 月、湯ノ沢解散に
ともない 100 号を以って
廃刊。（風雪：408） 
【廃刊】  
・「文藝ヲ通ジテ教會信徒
ノ間ニ、又各療園トノ交
友ヲ深メ、病者生活ノ向
上ニ寄與シ、一面當ミツ
ションノ消息ト刻々ノ事
業ノ模様ヲ内外ニ傳ヘル
等大キナ役割ヲ果シテキ
タ『高原』誌ハ、昭和十六
年二月第百號記念兼終刊
號ヲ以テ廢刊スル事ニナ
ッタ。（教会史：348）」 
・1932（昭和 7）年 12 月
16 日。国立療養所栗生楽
泉園開所式。  
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『アヲミ』『草』などの俳誌に
投稿するものが増え、昭和 2
年には『芽生会」というグル
ープが結成され、職員中の俳
人も参加して俳誌『芽生』が
創刊された。  
・「昭和 7 年 9 月号『山桜』
は、初めて『文芸特集号」と
いうものを出した。全国の友
園療養所をも対象にして創
作、随筆、詩、短歌、俳句各
種目の作品を公募し、各選者
の選考を経た入選作と選評で
一冊の号を編んだものであ
る。（略）昭和 11 年の第三回
にきて、創作欄に豊島与志雄
という本格的な選者を得るこ
とになる。それ以降、 18 年ま
で一年も欠かさず、文芸特集
号は出され、戦後も 24 年以
降、この全国文芸募集は、『山
桜』の最も華やかな仕事とし
て継続された。他に発表の場
所のある短詩型文芸と異なっ
て、創作志望の患者たちにと
っては、年一回の文芸特集が
唯一の文字どおりの登竜門で
あり、所内における創作活動
は、この『山桜』特集号に刺
激されて、伸び育っていった
と言える」（倶会： 133-134） 
・「『山桜』休刊までの間に三
冊の文芸特集号が出されてい
る。創作選者は 16,17 年が豊
島与志雄、18 年が阿部知二で
あった」（倶会：152） 
・「昭和 19 年に入ると、『山
桜』も二四頁、一六頁と薄っ
ぺらになり、表紙からも絵が
消える。園内の生活の様相
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は、12 節『飢えと戦争」が語
るとおりのものになってくる
のだから、そのなかで詩を作
りものを書いているというだ
けでも驚くべきことかもしれ
ぬ」（倶会：154） 
【休刊】  
・『山桜』は 1944（昭和 19）
年 7 月号を最後に休刊する
が、それは「厚生省で開催さ
れた全国らい療養所所長会議
で各療養所の機関誌を一斉に
休刊して多少とも国策に順応
しようとの協議が成立した」
という理由にあった（倶会：
150） 
多磨全生園入所者自治会編『倶会一処』（ 1979）、栗生楽泉園患者自治会編『風雪の紋』（ 1982）、
長島愛生園入園者自治会編『隔絶の里程』（ 1982）、徳満唯吉・貫民之介（ 1982）『湯之澤聖バル
ナバ教会史』をもとに作成。『倶会一処』からの引用は『倶会』、『風雪の紋』からの引用は『風
雪』、『隔絶の里程』からの引用は『隔絶』、『湯之澤聖バルナバ教会史』からの引用は『教会史』
と記載。  
 
公立である「全生病院」と国立療養所である「長島愛生園」で発行されていた『山櫻』
と『愛生』について、創刊当初は「同好者の私的なグループ誌であった『山櫻』が、病院
の機関誌」となり（多磨全生園入所者自治会編 1979:60）、「名実ともに病院の機関誌とし
て、対外的に広く病院の存在を紹介宣伝しうるようになった」（同上 1979:130）こと、
『愛生』については、「『愛生』発行の母胎である慰安会（昭和 6 年 4 月発足）の性格が
『本園の別働隊』（愛生園年報）であり、編集、財源も長い間患者のタッチできないとこ
ろでなされたため、その内容は園の方針を直接反映するものであった」（長島愛生園入園
者自治会編 1982:263）として、療養所機関誌としての役割や制約があったことが記され
ている。これに対して、聖バルナバホームの病者によって創刊、発行された『高原』は、
「本誌は何の機關誌でもなく自由な文藝愛好家のための文芸誌ですから健康者病者の別は
ありません、どなたも入會して作品を發表して下さい」 35として、対象を限定しないかた
ちで投稿者を募っていた。  
また、『高原』第 4 巻第 8 号から終刊号まで、その編集に中心的に携わり、自らも多数
の作品を投稿し続けた廣坂美津夫は、『高原』と公立や国立療養所機関誌の違いを以下の
ように記している。  
 
                                                   
35『高原』第 2 巻第 12 号、 1933 年。  
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それに今一つ所謂療養所の機關雜誌とならないこともそのお蔭である。兎も角も
一つの雜誌を發行出來るやうに仕向けて呉れて、後は、財的にも作品にも凡てに病人
で自由勝ってにするやうに任せて呉れたのは大なる幸福であつた。他所の療院では機
關雜誌である關係上大分壮健者―職員が手助けてゐるやうである。高原はあべこべ
で、全責任は病者の主幹たる徳満唯吉君の手にある。檢閲も統制も何もかも徳満主幹
の一存にある。私はただ事務を引受けてゐるのみで所謂下請負である 36 
 
 また、別の巻号では、「壮健者」の作品に県名を付けて、患者の作品ではないことを読
者に分かるようにするという工夫について、以下のように述べている。  
 
今號より壮健者の作品（短歌）に限り氏名の上に縣名を付することにした。依つて
爾今氏名の上に縣名を付してある人々は皆病者ではなく壮健者にして本誌の援助者同
情者であると理解して頂き度い。これは前々から考慮してゐたのであるが最近本誌が
諸方面より注目されるに到つて之等壮健者の作品をも皆病者の作品としての理解の上
に批評され、大變な迷惑を及ぼしてゐるので、斯くては誠に申譯の無いことであり何
うしてもなんとか區別をしなければならないと考へてゐたのである。元来私の編輯方
針は作品本位であつて、其人の社會的地位や壮健であるか病氣であるかなどは藝術鑑
賞の上からは區別をつけてはならぬとの見解を堅持してゐるのであるから誌上で區別
するなんぞ言ふことは避け度いと考へて來たのである。然し多年の經驗上から編輯發
行人が皆病者である關係から世間の人々は一様に其の作品を病者のものとして解釋す
るのは無理からぬ所がある。かと言つて他療養所の機關誌の如く、職員欄と患者欄と
を區別するのも信念が許さない日本中何處の短歌雜誌を見てもそんな區別はない。  
 其處で考慮の上今月から壮健者に限り縣名を付することにした 37。  
 
 こうした記述から読み取れるように、病者による自治的な運営によって成立していた聖
バルナバミッションの同病者のなかから誕生した『高原』には、公立および国立療養所に
みられた職員と患者という、管理する側と管理される側という非対称的な関係とは異な
る、水平的な病者同士の関係において文芸活動が行われていたという自由度の高さ、編集
にあたっていた病者自身にも「壮健者」、「病者」という区別なく作品を載せようとしてい
た点に公立および国立療養所における機関誌との違いを指摘することができる。  
 
（3）『高原』の多面的な機能 
 先述のように『高原』発刊のメンバーは聖バルナバホームで生活していた病者であり、
かれらはキリスト教徒であった。したがって、『高原』には毎号、誌面の最初に「聖言」
として聖書の言葉が掲載されている 38。また、ミッションの管理者であったコンウォー
ル・リー女史についての記載もたびたびみられる。かれらにとって苦しみであったこの世
を生きることを根底で支えていたのは、リー女史であり、キリスト教の信仰であった。こ
                                                   
36廣坂美津夫（ 1938）「湯之澤雑筆（十） /○異論あり」『高原』第 7 巻第 3 号、 p.11。 
37廣坂美津夫（ 1938）「湯之澤雜筆（十五） /○編輯辯」『高原』第 7 巻第 11 号、 p.9。 
38 ただし、第 4 巻第 3 號まで、それ以降は信仰に関わる文面が記載されている  
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うした点から、『高原』は「宗教誌」としての特徴も有していたが、単なる伝道のための
道具となりえないことも意図されていた。そのことについては、「聖バルナバ医院」の院
長であり、『高原』発行において財政面、また同人達への作歌の指導においても重要な役
割を果たしていた鶴田一郎の考えによるものが大きい。鶴田は「終刊号」のなかでこの点
を以下のように述べている。  
 
（略）やりかけたら徹頭徹尾やるべきで、見苦しい三號雜誌で終るなら始めから止
すがいいがと廣坂氏其他に話したものだ。幸いに四方各位の御援助と同人諸君の精進
によつて終りを完ふせられたのは嬉しい。それから今一つは是を傳道に駆使しないと
いふ事であつた。何故ならよくこんなミツション關係ある所での發行物は文藝が混同
されてしもうことがあるからだ。リー教母が諒解してくれられたのが幸であつた 39。 
 
 また、廣坂もこの点、以下のように述べている。  
 
（略）「高原」は財政の上に於いても作品の上に於いても鶴田院長殆ど一人に功績
が掛けてゐるのである。こんなことを書くと院長に小言を云はれるが、これを言はな
いと私の辯明が成立たぬので發表するのである。私共同人皆が院長様から手解きをさ
れた。たとへ鬼子でも院長の生んだ子供である。院長さんから「高原」のことなどは
もう知らぬ、どうなとしろ！」言われれば其月から「高原」が廢刊だ。つぶれる。院
長様がゐなかつたら「高原」は創刊出來なかつたであらう。院長様が頑張つてゐなか
つたら、たとへ出來ても、宗教雜誌、傳道雜誌となつてしまつてゐたであらうと思
ふ。高原が現在宗教味を多分に持ちながらも、宗教雜誌に偏しないのも其點にある。
耶蘇臭くならない耶蘇の雜誌、これは最上のものだと私も考へてゐる 40。 
 
 文芸誌としての独自性を保つことを可能にしたものは、雑誌刊行にあたって作り手に上
記のような「こだわり」があったからだといえる。  
また、『高原』は聖バルナバホームのメンバーたちの文芸作品を発表する場であった
が、そうした文芸作品を投稿していた病友が亡くなると、追悼の誌面が企画されたり、
「高原日誌」と題する誌面では聖バルナバミッションでの日々の生活状況や運動会、クリ
スマスの祝会などの行事が紹介されたり、ミッションの基盤となっていた湯之沢集落の様
子を紹介する記事などもみられるなど、聖バルナバミッションの生活・活動記録として多
面的な機能を有していた雑誌であった。さらに、草津を離れたリー女史からホーム員たち
へのメッセージも掲載された。病者たちに「リーかあさま」と慕われた女史の存在は、聖
バルナバホームの病者にとってかれらの生を支えるものであり、『高原』は女史と病者を
つなぐ媒介となっていた。こうした点から、『高原』は文芸誌としての役割をもって、病
者の文芸活動に貢献し、さらに聖バルナバミッションの生活・活動記録、湯之沢集落の紹
介など、当時、ミッションで生活していた病者の声や生活状況を病者自身が自由に表現で
                                                   
39鶴田一郎（ 1941）「廢刊に臨み御援助を賜ひし各位に感謝の意を表し併せて同人に別辞を呈す」『高
原』第 10 巻第 2 号、 p.3。  
40廣坂美津夫（ 1938）「湯之澤雑筆（十） /○異論あり」『高原』第 7 巻第 3 号、 p.11。  
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きる場であったこと、リー女史と病者たちの関係をつなぐ媒介として機能していた、とい
う特徴を指摘することができる。  
俳句や短歌などの創作活動は、かれらが病を抱えて生きる苦悩や悲しみ、日常を送るな
かでの喜びなど、病者としての生き様を言葉にして表現することであった。創作活動を積
み重ねるなかで、病者たちは病者として生きる自身を見つめ、病との共存を模索していた
と捉えることができる。このような日々の営みが、病者としての当事者性の受容につなが
っていったと考えられる。  
 
第 4 節 『高原』に掲載された病者の声と『高原』の廃刊  
（1）病者であることと客体化される存在であることのはざま  
これまで見てきたように公立および国立療養所における機関誌に対して、聖バルナバホ
ームの病者によって創刊された『高原』は、「本誌は何の機關誌でもなく自由な文藝愛好家
のための同人文藝誌ですから健康者病者の別はありません、どなたも入會して作品を發表
して下さい」として、対象を限定しないかたちで投稿者を募っていた。このような病者健
康者の区別をせず、開かれた言説の空間を志向していたことのほかに、『高原』は国策であ
る「救癩事業」とは一線を画す立場をとること、病者の生活や生命の声を載せようという
かれらの気持ちがみられる記述がある。『高原』の編集同人として名を連ねていた秩父明水
は次のように述べている。  
 
我々病者に殘された唯一の道である文藝、それが我等の生涯の使命、生命の道で
ある以上如何にさゝやかなものであつても、それは純粹な、眞面目な我らの聲でなけ
ればなるまいと思ふ。従來わが病者文藝は單に救癩事業の一種の方便として發達し、
社會も斯く之を遇して來た様である。實際癩者に文藝なしと云はるゝ程、一般の標準
から見るならば病者のそれは程度の低いものでもあり、作者の境遇上から云つても止
むを得ない發展過程であつたかも知れない。  
然し、我々が作品する場合に於いて之を他の方便との意識を以つてするならばそ
れは明らかに病者文藝の自殺的堕落である。斯かる作品は眞の我々の聲ではない。方
便としての文藝、それは凡そ意味がない。我々は嚴に戒心して最も崇高な所謂藝術の
爲の藝術に精進しなければならない。高原は純正な唯一の病者文藝誌である。そこに
は自由で純眞な我等の聲、生活、生命の響がきかれなければならない。望むらくは自
由に、眞剣に、而して懸命に、共々文藝の大道を進みたいものである 41 
 
 さらに、秩父と同じく編集同人として中心的存在であった廣坂は以下のように述べてい
る。 
 
（略）一口に言へば私は癩を患つて居り、發病以來すでに二十年を超えてゐる。そ
して草津温泉に籠り、世の中と絶つてより十四年になる。私の肉体は一寸油斷をすれ
ば恐るべき菌のために生き乍ら崩えてゆくのである。私の過去は肉体と病菌と生活と
                                                   
41秩父生（ 1935）「病者文藝の爲に」『高原』第 4 巻第 2 号、 p.１。  
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の絶え間なき鬪争であり、現在も將來も愈よ此の鬪ひは激しくこそなれ止む時はない
のである。然し私は『落膽をせず、我らが外なる人は壞るれども、内なる人は日々新
たにならん」ことを念願として、唯精神力だけで生きてゐる人間である。身体は不健
康でも精神のみは健康のつもりであり、虚無的などとは凡そ縁遠い人間である。隠遁
思想などは微塵もないつもりであり、肉体さへ清まれば何時でも社會の第一線に飛び
出したい念願に満たされてゐるのである。然し肉体と精神のギャップは如何とも爲し
難い。その嘆きが、その叫びが歌となつて吐き出されてゐるのである。世の中に背を
向けてゐるのではなく世間が吾々に背を向けてゐるのである。癩が如何なるものかを
知らずして唯無暗と恐れ避けてゐるのである。私は世人から憐れみを求めてゐるので
はない。私が世間に出ることによつて病菌の撒布するのを恐れるから自制抑壓して山
の中を一歩も出ないのである。病み籠つてゐても清き一票は投じて來てゐるのである。
非常時局の國家体制の中には病人（廣義の）も含まつてゐるのである 42。 
 
 これらの文章を読むと『高原』は健康者、病者の区別なく投稿を認めていることに加え、
国家による救癩事業に加担する役割からは一線を画し「自由」な文芸活動の場であろうと
していたことがわかる。それは、「癩予防策」によって客体化される当事者性への抵抗とし
ても理解することができる。その一方で、病者から出される郵便物は消毒を経て届けられ
るという以下の記述がある。  
 
湯の澤には草津郵便局の分室というものが設けられてあつて、下町の病者から出る
郵便物はみんな此處で消毒されて社會へ出るのである。故にこの點も何等心配はない
と思ふ。「高原」の發送は皆事務所の加藤先生に依って爲され、印刷所は全生病院であ
るからこれ又消毒の點に遺憾はない 43。 
 
 このような記述からは、「癩」を病んだ者が消毒される対象であることを了解しているか
れらの気持ちがみてとれる。  
 
（2）聖バルナバミッションの解散と『高原』の廃刊 
 第二次世界大戦の戦況が深刻化していったことで聖バルナバミッションの経営は次第に
困難となり、解散の時を迎えた。1941（昭和 16）年 4 月末の解散に先立ち、1938（昭和 13）
年から国立療養所への入所が促され、入所する者に対しては「一金五拾圓」が支給される
という発表がなされた（徳満・貫 1982：341）。この発表に対して男子ホームの入館者たち
は「激昂シ責任者タル秋山司祭ニ經營ノ誠意ナキ事ヲ責メ、又他ノ先生達ト屡々相談會ヲ
持チ、リー教母ノ偉業ヲ經續サレン事ヲ申シ入レタ」（同上 1982：343）。そうした状況の
なか、数名が退館し、聖バルナバミッションのホーム員数は「昭和十五年末に於テハ、男
子ホーム四拾八名婦人ホーム二拾五名準ホーム拾三名の計八拾六名」となった。その後、
戦況の悪化にともなって国内外からの援助が困難となり、事業継続が不可能となったこと
                                                   
42廣坂美津夫（ 1940）「湯之澤雜筆（三十）」『高原』第 9 巻第 10 号、 pp.8-9。 
43廣坂美津夫（ 1937）「湯之澤雜筆（三）」『高原』第 6 巻第 8 号、 p.25。  
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で「昭和十六年四月末限リ、聖バルナバ・ホーム及ビ附属事業一切ヲ解散スル事」が決定
した（同上 1982：345）。解散によって在館者たちは「全生園へ兄姉九名、愛生園へ兄姉八
名、其ノ他ノ兄姉の大部分ハ栗生楽泉園ヘ入園」となった（同上 1982：345）。 
 戦争による当時の苦境、雑誌発刊に用いる紙の入手困難、『高原』が終刊をむかえること
になるかもしれない状況について、廣坂は次のように記している。  
 
紙の入手難愈よ深刻となつて、表紙用の紙がなかなか購へず今度も亦其爲に、内容
は例月通り出來てゐながら如何ともする能はず、唯草津の山奥で呆然としてゐるのみ
である。今後と雖も見通しつかず唯々加藤先生の手を煩はすのを坐視してゐるのみの
有様である。因つて従前通りの一日發行が嚴守出來るか否か今の所保障がつかない。
本誌の如うな小資本で病者經營のものは最早困難となつて來た。然し、やれる所まで
はやる覺悟である 44。  
 
   時恰も新体制愈よ整はんとして我等の身邊益々急迫を告げて來た我等は此の國家擧
げての新体制に恊力せんが爲めに、此の新春第一号を送るに際し、新たなる決意と發
奮と犠牲の精神を以つて多年續けて來た我等の愛する「高原」を物資節約のいけにえ
として捧げんものと決心した。何れ次號の百號記念號に於いて詳述の心算である。多
分百號を以つて終刊號となるかも知れない 45。 
 
 そして、「終刊号」のなかで『高原』の果たした役割、ミッションの閉鎖について、廣坂
は以下のように記している。  
 
創刊以來短歌を寄せられし人は百四五十名に上り、其他俳句詩文章等誌上に名を連
ねし人々を合すれば凡そ二百數十名にも上るであらうか以て本誌の使命も果し得たと
思ふ。純粹に病者自身の經營編輯になるものとしては他に餘り類が無いのであるから、
所謂癩文學史とでも言ふべきものがあれば消す事の出來ぬ業跡を殘したと信ずべきだ。 
 
    聖バルナバホーム及び附屬事業一切は昭和十六年四月末日限り解散と決定した。
從つてバルナバの患者一同は各自希望の病院へ四散する。多分大多数は栗生樂泉園へ
入るであらう。但し聖バルナバ醫院診療所のみは湯之澤消滅の時まで存續する。  
  斯くてリー母多年苦心經營のホームは、後継者無き爲めに消滅せんとしてゐる。
吾々は之から愈よ悲惨になつて行くであらう。併し生き抜かう！安心して下され 46。 
 
戦時下の深刻な物資の不足は『高原』の発行作業を困難にさせていった。そして、「聖バ
ルナバミッション」の閉鎖、「湯之沢集落」の解散によって群馬県草津町に形成されていた
ハンセン病者の自治的な空間は消滅し、かれらの居住の場は国立療養所へと一元化された。
国策の枠組みに集約されまいとして声を発信してきた病者としての当事者性の現れの空間
                                                   
44廣坂美津夫（ 1940）「編輯室より」『高原』第 9 巻第 6 号、 p.14。  
45廣坂美津夫（ 1941）「編輯室より」『高原』第 10 巻第 1 号、 p.12。  
46廣坂美津夫（ 1941）「編輯室より」『高原』第 10 巻第 2 号、 p.29。  
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も、こうした時代状況の影響を受けて失われていった。  
図序-1 で示したハンセン病者の当事者性とその不在化の様相において、本章で取り扱っ
た『高原』と病者の文芸活動に現れていた当事者性は、隔離政策下での制約による受動性
が「強」く、病者の主体性が「弱」い、第Ⅱ象限-②から③に位置づく。先述のように『高
原』の発刊は 1932（昭和 7）年 12 月であり、資力の有無を問わず病者を隔離収容の対象と
した「癩予防法」が制定され、全国的に「癩予防策」が強化される時代にあたる。この時
代から、病者の生活場所は国立・公立・私立療養所へと限定されるようになり、国策によ
って病者の社会的な関係がはく奪されていった。そうした状況が深刻になるなか、当時の
病者としての当事者性が表現されていた場が『高原』であった。第Ⅱ象限から第Ⅰ象限へ
と移行していく過程で、国と病者の保護―被保護関係が固定化され、病者は客体化されて
いった。次章では、ハンセン病者を国立療養所への隔離収容の対象として位置づけ、その
位置づけと実践を戦後も維持することになった厚生行政の視点をみていく。  
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第 3 章 隔離政策と「当事者性の客体化」―国と病者の関係に着目して―  
第 1 節 「癩予防ニ関スル件」、「癩予防法」における国と病者の関係―「主体―客体」―  
『国立療養所史（らい編）』（国立療養所史研究会編 1975）のなかで、国立療養所長島愛
生園長（当時）であった高島重孝は「我が国のらい事業は、20 年即ち two decade をもっ
て、一時代と画すると都合が良いと考える」と述べ、表 3-1 のような時期区分をしている。
そのなかで「最も著明なる 20 年は、昭和 5 年から昭和 25 年までの two decade である」
として、この 20 年間で「予防医学的見地からのらい事業の一応の完成を見た」とする。具
体的には、国立療養所第１号である長島愛生園設立、貞明皇后御内帑金御下賜とらい予防
協会の設立、各種らい予防事業関連団体の発足、公立から国立への移管といった日本のら
い予防対策に関する主要事業が整備され、そうした基盤を支えたものが貞明皇后の「御仁
慈」であった。（国立療養所史研究会編 1975:9-10）。また、「昭和 25 年（1950 年）以降の
2decade は、更生医学の時代といえる。社会復帰および Rehabilitation が盛んに行われ、
実施された時代で、昭和 28（1953）年のらい予防法改正が、転機の Key point となって
いる」と述べている。  
 
表 3-1：ハンセン病政策の変遷（高島および植園の時期区分をもとに筆者作成 47）  
 時期  内容  備考（筆者追記）  
1 1886（明治 19）年～  
1906（明治 39）年  
内外の宗教家および慈善事業家の救らい
活動の時代  
 
2 1907（明治 40）年～  
1929（昭和 4）年  
浮浪徘徊するらい患者の隔離収容の時代  
【 1907：癩予防ニ関スル件 /浮浪患者の救護】 
伝染病であるとの
認識に基づく対策  
3 1930（昭和 5）年～  
1950（昭和 25）年  
御仁慈にもとづく予防医学実施時代  
【 1931：癩予防法 /在宅患者にも隔離対象
拡大】  
戦後、新薬プロミ
ン登場、「治る」病
気へ  
4 1951（昭和 26）年～  
1970（昭和 45）年  
更生医学の時代  
【 1953：らい予防法 /隔離政策の継続】  
「らい予防法」改
正闘争  
5 1971（昭和 46）年～  社会福祉の時代  
【 1996：らい予防法の廃止に関する法律】 
療養所内の生活保
障重視  
 
 高島の評価にある「予防医学的見地からのらい事業の一応の完成」がみられたなかに、
国と病者の関係はどのようなものとなっていたのか、この時代に形成された国と病者の関
係性に、ハンセン病者の「当事者性の客体化」の背景をみることができると考える。先行
研究においてハンセン病隔離政策の変遷、「癩予防ニ関スル件」（ 1907 年）、「癩予防法」（1931
年）、「らい予防法」（1953 年）の内容については明らかとなっているところであるが、本
章においても図 3-1 を用いてあらためて法律の特徴を整理し、隔離政策の変遷における国
と病者の関係の変化をとらえ、病者が客体化されていく過程を示す。  
                                                   
47高島重孝が『国立療養所史（らい編）』の「第 1 部らい百年史年表」の「まえがき」で述べている
「らい事業」の時期区分（国立療養所史研究会編 1975:9-10）および、植園八蔵（当時菊池恵楓園福
祉室長）が「第 2 部らい療養所活動とその変遷」の「 8.らい対策立法の展開と福祉」で述べている時
期区分（同上 1975:88-93）を、筆者が表に整理した。  
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国家（明治政府）が「癩」を公衆衛生策の対象とする以前、地域社会で生活していたハ
ンセン病者の救済にあたっていたのは宗教家であった。かれらの開設した私立療養所の具
体的な開設年については図序 -1 に示したとおりである。私立療養所で救護された病者の数
は 40～70 名程度と少数であり、多くは浮浪状態にあった（国立療養所史研究会編 1975:89）。
1897（明治 30）年ベルリンで開催された第 1 回国際らい会議においてハンセン病が伝染病
であること、隔離という方法が最良であると決議された（同上 1975:89）、（山本 2006：41）。
1989（明治 32）年 3 月の衆議院において「癩病患者及乞食取締ニ関スル質問が提出された
ことにより、1900（明治 33）年に内務省による第 1 回「らい実数調査」が実施され、患者
総数は 30,359 人と把握された（厚生省五十年史編集委員会編（資料編）1988：1062）。1905
（明治 38）年には渋沢栄一、大隈重信らが癩予防相談会を開催し、これが癩予防法上程の
ための大きな力となった（同上 1988：1072）。 
その後、1902（明治 35）年 3 月に「癩患者取締ニ関スル建議案」を斎藤寿雄が議会へ提
出するが不成立、1904（明治 37）年に「らいを予防すべき疾患」とする「伝染病予防法中
改正法律案」を山根正次が議会に提出するが、「らいは削除」された（国立療養所史研究会
編 1975:13）。1906（明治 39）年 2 月山根正次は「癩患者取締法案」を議会に提出するが不
成立となった（同上 1975：13）。同年 4 月、内務省は第 2 回「らい一斉調査」を実施、こ
れにより患者数は 23,815 名、住所不定患者は 1,182 名、「らい施設」入所者数は 226 名と
把握された（同上 1975：13）。こうした過程を経て、1907（明治 40）年「癩予防ニ関スル
件」（以下、法律第 11 号）は制定された。厚生省五十年史編集委員会編（資料編）（ 1988：
272）にあるように同法の制定時の内容は「 (1)府県連合立らい療養所を設置し、浮浪らい
患者を収容 (2)らい菌に汚染した家屋について ,消毒その他予防法を講ずる (3)医師がらい
患者を診断したとき,死体を検案したときの届出 (4)指定医師の患者又はその疑いある者の
検診」であり、浮浪患者の収容を目的とするものであった。  
序章で述べたように法律第 11 号は、当時成立が目指されながらも挫折した救貧法案を
補完する位置づけを有していた。ハンセン病者のうち「浮浪」生活を送っていた者が国の
救護の対象として規定され、国と病者との間に「救護―被救護」関係が形成された（図序
-1）。国がハンセン病者を救護の対象かつ「隔離収容」の対象として位置付けたという点に
おいて、国は病者を客体視し、客体化することによって「主体―客体」の関係が形成され
たといえる。  
 その後、法律第 11 号の第 1 次改正（1916/大正 5 年 3 月）において療養所内の秩序維持
と犯罪らい患者の懲戒を目的とする療養所長の入所患者に対する懲戒検束権が規定された
48。また、1915（大正 4）年には全生病院において院長光田健輔が療養所内での出生を防ぐ
ために断種手術を実施した。こうした流れのなかで、療養所に収容された病者への管理体
制が確立されていった。 
 1919（大正 8）年に内務省は「らい一斉調査」を実施、患者数 16,261 名、入所者数は 1,491
名と把握された。内務省保健衛生調査会はこの調査と「壮丁らい」患者数との比較から、
                                                   
48 懲戒検束権が規定された背景には、「当初の療養所は、専ら浮浪らい患者を収容したため、また収容
を急いだため、必ずしも十分な処遇が得られなかったこと等により療養所の内外において犯罪を犯す
場合もあり、非行患者対策もまた大きな難題であった」ことがある（厚生省五十年史編集委員会編
（記述編） 1988： 204）。  
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全国の患者数を 26,343 名と推定した（国立療養所史研究会編 1975:16）。 1920（大正 9）
年、保健衛生調査会第 4 部が、根本的らい予防策要項を決議、患者 1 万人収容を目標とし、
公立療養所の増設と拡張、国立療養所の新設、自由療養区の設定を内容とした（同上 1975：
16）。しかしながら、保健衛生調査会は財政上の理由から１万床計画を 5 千床計画に変更
し、10 か年計画で公立療養所を 4,500 床に拡張し、別に 500 床の国立療養所を新設する計
画を立てた（同上 1975：16）。こうして国内のハンセン病者を隔離収容する環境の整備が
進められていった。1925（大正 14）年の「らい一斉調査」では患者数 15,351 名、入所者
数 2,176 名、病床数 2,308、1930（昭和 5）年の「らい一斉調査」では患者数 14,261 名、
入所者数 3,261 名、病床数 3,718 となっている（同上 1975：17-18）。 
1931（昭和 6）年 3 月に貞命皇后の下賜金によって「財団法人癩予防協会」が設立、渋
沢栄一が会頭となった（同上 1975：19）。そして同年 4 月、法律第 11 号の第三次改正によ
って同法は「癩予防法」と改題 49、「本法により患者救護費弁償制が廃止、本籍氏名を申告
せず入所可能となる。予防上必要あれば、本人が希望すれば、すべて入所可能となる」と
内容を新たにしたのであった（同上 1975：19-20）。国内にいるハンセン病者は「癩予防法」
のもと療養所へ入所の対象とされ、その費用は「国または地方」の負担となった（図 3-1）。
法第 11 号の条文第 4 条に記載された「被救護者」は「入所患者」へと改められている。国
立療養所多磨全生園のケースワーカーであった佐藤献が社会福祉専攻の学生見学者に対す
る講演を行った要旨が『多磨』誌 50の 49 巻 10 号（1968）年に掲載されている。そのなか
で「癩予防法」への改正について以下のように述べている。  
 
扶養義務者に対する患者引取義務、および救護費弁償制度が撤廃され、患者は本籍
を追及される必要がなくなり、偽名で罷り通ることとなり、自発的に入所を希望すれ
ば入れることができることとなつたのです。一般の公的救済が拒否されていたといつ
ていい位厳格な制限を受けた当時、破格な処遇でした。反面、らい予防上必要とあれ
ば患者を療養所へ送ることができるようにもなり、財政的裏づけがあつて療養所を拡
張しさえすれば、完全隔離も可能な、いわゆる絶対隔離政策の法的根拠が成立したと
もいえます。既に、昭和四年に、療養所長に懲戒検束権が付与されていることを銘記
しておくべきでしょう 51。 
 
1968（昭和 43）年に国立療養所のケースワーカーから上記のような指摘が講演のなかで
なされていたことは、重要なことではないだろうか。  
「癩予防法」によって療養所への入所の仕組みが大きく変わったことで、ハンセン病者
は救護の対象としてではなく、公衆衛生策の対象として位置づけが変化していった。つま
り、社会の人びとにハンセン病という病が広く感染することを防ぐ、という側面が強化さ
れたのである。この時代を対象とする先行研究のなかで遠藤興一（ 1977）の「救癩事業と
                                                   
49山本は「癩予防法」という名称について「この法律は形式的には法律第一一号の改正であるが、内容
的にはかなり充実したものとなったので、『癩予防法』と呼ばれることとなった」と述べている（山本
2006： 185）。  
50国立療養所多磨全生園の機関誌。佐藤の講演要旨は「偽名  社会福祉専攻の学生見学者に対する口演
の要旨」（ pp.2-6）として掲載されている。  
51佐藤（ 1968）『多磨』 49（ 10）、 p.5。  
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癩文学」を取り上げて、ハンセン病者をとりまく社会状況の一端をとらえてみたい。  
遠藤（1977）は明治期以降の救癩事業について、「癩」を題材とする文学作品 52を用いて
論じている。救癩事業を論じる前提として「制度の展開過程」を整理し、「法律第 11 号の
存在意義も、その規定からわかるように医学的な意味での予防立法というよりは、国家権
力によって浮浪癩患者を社会的に隔離するとともに、その費用は家族、地域社会に強制支
出させたに留まったという評価に落ち着く。以上の弊害が克服される為には、法律第 11 号
が癩予防法となり、国立療養所の整備、発展が進み、医療費が貧富に関わりなく無料化さ
れる昭和 6 年まで俟たなければならなかった」と述べる（遠藤 1977:62-63） 53。 
そして「昭和 10 年代における」救癩事業の実態を「癩文学作品」を手がかりとして明ら
かにしている。遠藤は文学作品に現れる「救癩事業の実態」を「癩患者の苦悩」、「処遇活
動」、「家と地域」に分類して論じている。この論文では、当時の「癩予防」の宣伝活動の
実態、「癩患家指導活動」がどのような人々によって行われていたのか、「『家』と『地域』
社会は患者をとりまいて」どのような影響を及ぼしたのか、という点を取り上げている。
そして、明治期以降の制度の展開過程で「国家の汚辱」という「癩問題社会化の根底には
純医学的要求とは異質な動向があった」こと（同上 1977:60）、財団法人癩予防協会を中心
とする「癩予防」の宣伝事業の様子、医師の小川正子らの検診活動、方面委員大会の資料
を通して地域社会が「癩患者」を「アウト・ロー」として判断していたこと（同上 1977:78-
79）、患者宅の訪問活動を「県衛生課員」や「警察署員」などが担当していた事実から当時
の政策に「治安的企図」が認められること（同上 1977:84）、「この国の文化的風土は圧倒
的に患者の社会権を剥奪したところに成立した」（同上 1977:90）ことなどを論じている。 
遠藤（1977）では「癩予防」事業推進の担い手（医師、行政職員、民間団体など）がそ
れぞれの役割を遂行したことが述べられる。また「家制度に基づく共同体相互扶助機能は、
実は癩感染機能ともむすびつき、閉鎖性が強ければ強いほど感染率は高くなった」として
「自足的生活機能を維持できる農村地域」は「“癩部落”」として成立し、そこに「天刑、
遺伝思想が裏打ちされていれば地域相互関係の疎隔は決定的な方向へ向かわざるを得ない
のである」と述べられている（同上 1977:92）。ハンセン病者への社会的偏見・差別ゆえに
共同体の中に病者を隠して閉鎖的な場が出来上がっていた一方で、そのような病者の「治
療、予防」への道を開くのが「癩患家指導」や医師の検診活動であった（同上 1977:93）。  
「癩予防法」下でのハンセン病者の歴史は、藤野や山本などこれまでの先行研究の成果
に加え、近年の廣川（ 2011）の研究で明らかにされたことなどをふまえると、一つの側面
だけで解釈することはできない。しかしながら、社会的にハンセン病者を「隔離収容」の
対象者として客体視し、病者が客体化される構図がつくられつつあったことは指摘できる
のではないだろうか。このような時代状況の下、序章で述べた「無らい県運動」54は展開さ
                                                   
52病者の作品に限定せず、小川正子の『小島の春』（ 1938）や神谷美恵子『極限の人』（ 1973）なども取
り上げている。 
53遠藤（ 1977）では「癩予防法」の特徴、法律第 11 号からの変更点などについての記述はみられない
が、 1934（昭和 9）年度の福島県方面委員大会で「癩患者を強制収容」することが「取締法規の明記
する処」と理解されていたことに対して「これは法令解釈としては間違いで、無条件の強制収容はで
きない」と述べている（遠藤 1977:79）。  
54廣川（ 2011）は「国家による法的な側面での隔離強化を、民間団体や個人も関与した『無癩県運動』
が支えたという構図」が現在のハンセン病史把握において強固な枠組みであることを指摘し、「国家の
隔離政策に対置する形で、ハンセン病者の民間・地域からの排除を『無癩県運動』と措定し、近代日
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れていた。  
その後、図序-1 で示したように全国に国立療養所が開設され、1936（昭和 11）年には内
務省衛生局が「癩根絶一万床 3 ヶ年計画」を発表している（同上 1975：22）。さらに 1940
（昭和 15）年 7 月に熊本県のハンセン病者自治集落であった「本妙寺集落」の解散 55、1941
（昭和 16）年 2 月熊本県の私立療養所回春病院が経営困難のため解散、同年 4 月群馬県の
私立療養所聖バルナバミッションが経営困難のため解散、 5 月に湯之沢集落の解散、 1942
（昭和 17）年 8 月には目黒慰廢園が経営困難のため閉鎖、と第二次世界大戦下で私立療養
所の閉鎖、ハンセン病者の自治集落の解散が続き、生活の場を失った病者は国立療養所へ
移転させられていった。第 2 章で述べたように、病者の自治集落、私立療養所は弱い主体
性を帯びながら能動的に生きる可能性を有した「病者としての当事者性の受容」の現れの
場であった。そのような場が失われ、国立療養所への隔離収容が一層進められたことは、
社会における病者の客体化が進んだということであり、病者の当事者性は「当事者性の客
体化」へと変容していった。第二次世界大戦のさなかであった 1944（昭和 19）年には沖縄
県で軍部による患者の強制収容が開始、療養所定員の倍の収容となった（同上 1975：25）。
同年 12 月には「傷痍軍人癩療養所」として駿河療養所が設立、翌 1945（昭和 20）年 6 月
より傷痍軍人の収容が開始された。  
 
第 2 節 「牧人権力」論からみた「主体―客体」の実態としての「保護―被保護」関係  
「癩予防法」への改正以降の国と病者との関係は、国策としての「隔離収容」の対象と
いう点から「主体―客体」の関係として捉えることができる。本節では、「隔離収容」策の
主体としての国、「隔離収容」策の対象として客体化される病者、という「主体―客体」と
いう関係性の具体的なあり様について、病者が「収容」された国立療養所での療養所長と
入所者における、管理する主体と管理される客体という関係を通して考察してみたい。こ
の点は、武田徹（1997）が指摘するフーコーの「牧人権力」という枠組みを用いることで
説明することができる。武田は公立療養所全生病院長、国立療養所長島愛生園長を歴任し
た光田健輔や、光田健輔のもと長島愛生園で働いた神谷美恵子 56らについて、牧人として
の役割を担っていたことを指摘している。光田健輔は隔離収容政策の強力な推進者として
の側面をもつ一方、園長としては「患者へ細かな配慮を行う医師」（武田 1997：120）とい
う側面をもっていた。このことを武田は光田のもつ両義性として捉えている。  
「牧人権力」とは、フーコーによって権力メカニズムとして紹介されている「〈牧人＝司
                                                   
本の国家と社会が一体となってハンセン病者隔離を推進してきたという図式的な理解のもとで、その
『無来県運動』の実証研究すら蓄積されていない現状は、ハンセン病者の、その生存してきた地域か
らの排除のメカニズムという病者差別の根幹をなす部分を論じるに十分たり得るのか」と疑問を呈す
る（廣川 2011:32-33）。  
55天田は本妙寺集落の「消滅」について、「戦時動員体制 /戦時福祉国家化体制期においては本妙寺集落
をなにゆえに放っておけなくなったのか」と問い、「統制の強化や軍事権力・警察権力の肥大化という
『もっともな理由』のほかに、おそらくは、戦時動員体制 /戦時福祉国家化体制における乞食労働・都
市雑業労働自体がまさに政治経済構想の変容にともなって著しく『先細ってきた』ことによって、い
わば本妙寺集落の人たちの生存が困難になったこと、そのことでいわば『目につく患者』が増大した
ことにあるのではないかと思うのだ」と述べる（天田 2013:46）。  
56精神科医。 1957 年から 1972 年まで国立療養所長島愛生園に精神科医として勤務。『極限の人』
（ 1973）、『生きがいについて』（ 1966）他著書多数。  
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祭制〉」のことである（フーコー＋渡辺 2007：124）。「牧人」とはキリスト教における羊飼
い、つまり神であり、キリスト教社会においては「司祭」がその役割を果たしてきた。フ
ーコーによれば、「キリスト教がローマ帝国内で、政治的・社会的に一つの組織力となった
時に、キリスト教は、それまでローマ世界には全く知られていなかったこの〈牧人型権力〉
を導入した」（同上 2007：128）。フーコーは「〈牧人型権力〉」の特徴を 3 点指摘している。
1 点目は、「〈牧人＝司祭〉がいるということは、すべての個人にとって、自ら
、 、
を
、
救う
、 、
義務
、 、
が
、
ある
、 、
ということを意味する」こと（同上 2007：129）。2 点目は、「義務付けられた救済」
を「強制すること」ができるのは「〈牧人＝司祭〉」であって、「〈牧人＝司祭〉」はそのゆえ
に個人の行動のすべてを知り、監視し、管理する力を個人に及ぼし得る立場にあること（同
上 2007：130）。3 点目は、「キリスト教社会においては、〈牧人＝司祭〉は、他者に対して
〈絶対の服従〉を要求することのできる人物」であること（同上 2007：130）という特徴で
ある。このような「〈牧人＝司祭〉」によって西洋世界の人々は「服従が普遍化されたシス
テムのなかにいる」という社会を生きているという（同上 2007：130-131）。 
 武田は「牧人式支配システムの特徴は、指導され、支配される側を導くことで、指導し、
支配する側もまた救われるという相補性を有していることだ」と「〈牧人型権力〉」の内に
みられる「慈愛の精神」についても触れ、光田が医師という「人を指導することで自ら救
われるという特徴を有する職業」であること、入所者のエピソードとして紹介される、光
田が「患者一人一人の名前、病状を克明に記憶していた」という点において、「光田たちこ
そ、この牧人の典型ではないか」と論じている（武田 1997：129）。 
 「〈牧人型権力〉」はキリスト教社会において導入されたことや、キリスト教における「救
済」の視点など、日本のハンセン病療養所を西洋世界におけるキリスト教社会と同等に捉
えることの難しさはある。しかしながら、療養所長が入所者を管理しつつ、かれらへの配
慮も行うという「〈牧人＝司祭〉」の役割を担ったことで、国立療養所という空間が「服従
が普遍化されたシステム」となっていたと捉えることはできよう。  
 光田は「隔離収容」を前提とする「癩予防策」の徹底を志向し、政界に働きかけること
を通して「隔離収容」の体制整備を進めた。「隔離収容」という目的を遂行するために療養
所では「〈牧人＝司祭〉」的な役割を担い、「管理者」として、ときに入所者にとっての「慈
父」として存在していたという点から、「保護 -被保護」の関係が療養所長と入所者の間に
形成されたとみることができるのではないだろうか。つまり、ハンセン病者は療養所にお
いては、管理されながらも「保護される」対象としての性質を有したということである。  
武田は「国民すべてに基本的人権があると謳う 1946 年憲法はしょせんは建前論として
しか機能しておらず、人権思想はハンセン病患者たちまでカバーしていなかった。そんな
綻びの結果、正規の民主的手続きを経て、彼らの人権を蹂躙する法律が、ふたたび作られ
てしまう」と述べ、ハンセン病者を排除したメカニズムが「日本の近代化システムそのも
のに根を下ろしているからだと考えるべきだろう」（同上 1997：69）と指摘する。このメ
カニズムには、武田が援用する「牧人型権力」という権力性、そこから生み出された「保
護―被保護」関係が影響してきたと考えられる。  
日本国憲法第 25 条とハンセン病隔離政策との関係について、刑法学の専門家でありハ
ンセン病問題検証会議の副座長も務めた内田博文は「国は、憲法第二十五条をプログラム
規定と解釈することによって、国民の生活保障を国の義務ではなく、国による恩恵、裁量
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とした。これにより、生存権の保障は国益に合致する限りでのそれに変質することになっ
た」と述べ 57、「それは『らい予防法』が謳った『患者の医療、福祉、更生指導、教育』（第
一条、第二条、第十三条、第十四条）や『親族の援護』（第二十一条）、『被扶養児童の福祉』
（第二十二条）に関しても同様であった。患者・家族の生存権は国民の生存権から切り離
され、強制隔離政策を遂行するために必要な限り、しかも恩恵と裁量という形でしか認め
られなかった。患者・家族の『権利主体性』は認められず、『保護の客体』にとどめられた」
と解説する（無らい県運動研究会編 2007：50）。内田の解説をふまえれば、国と国立療養
所入所者の「保護―被保護」関係が、日本国憲法第 25 条における生存権の規定によって固
定化されたと捉えることができる。  
次節では、戦後の国立療養所で起きた「人権闘争」から、1953（昭和 28）年の「らい予
防法」改正までの期間、国の「らい予防策」をめぐり国会で議論された内容をもとに、当
時の厚生行政、国会議員、療養所長らのうちにあった、ハンセン病者を客体視する視点を
示していく。  
「らい予防策」に関して議論された国会会議録については、藤野豊が編纂した『近現代
日本ハンセン病問題資料集成（戦後編）』に収められているが、本章では、国会会議録検索
システム（簡単検索） 58を利用し、「癩」「らい」「予防」をキーワードとして、1947（昭和
22）年の第 1 回国会から 1953（昭和 28）年までの期間を検索対象とした。そのうえで、検
索条件に該当した国会会議録の内容について、「収容」、「隔離」をキーワードとして本文中
の検索を行った。そして、戦後の「らい予防法」制定に至るまでの過程で、厚生行政、国
会議員が「らい対策」、「隔離収容」、「患者」についてどのような見解を以て議論を進めて
いったのか、表 3-2 に整理した。次節では表 3-2 を資料として、戦後の「らい予防策」が
病者の「完全収容」を最終的な目標とし、「隔離収容」を前提とする政策が継続されたこと、
その根底には療養所を安心して治療が受けられる場としていくことで、入所者の福祉の増
進を図っていくという視点、つまり入所者を「保護の客体」として固定化していくという
構図ができあがっていったことを示す。隔離政策の枠組みに変化がもたらされなかったこ
とによって、病者が客体化される状況は戦後も持続され、社会との接点を奪われたまま、
かれらの当事者性は不在化されていったということになる。  
山本は、「らい予防法」改正にいたる背景として「敗戦後の民主化によって、それまで抑
圧されてきた患者の人権がいちじるしく高揚するとともに、このような動きが社会的に支
持されるようになってきた」こと、「らい治療薬の出現」という二点を挙げている。しかし、
「この二つの強力な要因の前に立ちはだかったのが、長い間培われたらいに対する偏見で
あった」と述べる（2006：260-261）。そして、「らい予防法」改正について「戦後の状況の
中ではらい予防法の改正は必至の勢いであったが、問題は、社会防衛の理念に立って制定
された旧法を、新たな患者人権の擁護という観点からどこまで改正するかという点にあっ
た。国会における法案審議にあたって患者運動が非常な高まりをみせたが、結局改正は小
                                                   
57「プログラム規定」とは、基本的人権に関する憲法規定のうち、政治的・道義的意義を示すことにと
どまるもの（三省堂  スーパー大辞林 3.0）  
58国会会議録検索システム（簡単検索）  
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_logout.cgi?SESSION=40155 
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幅にとどまり、多くの患者は失望した」と評価する（同上 2006：261）。  
山本（2006）の指摘する「らいに対する偏見」は、厚生行政や国会議員の発言に現れて
おり、政策策定を担う側の人々に内面化されたハンセン病への偏見認識が、「隔離収容」を
前提とする「らい予防策」の継続につながったともいえる。当時の人々はハンセン病対策
において「隔離収容」が最適の策であることを疑わなかった、そのことは隔離される対象
であった病者においても承認せざるをえない事実であった。このような認識は病者が自ら
を「保護される」存在として位置付けていくことにつながったのではないだろうか。  
 
第 3 節 戦後の隔離政策の趣旨―「完全収容」による「保護―被保護」関係の持続―  
（1）1947（昭和 22）年：「予防のための隔離」、「完全隔離」、「完全収容」  
1947（昭和 22）年に毎日新聞記事で掲載されたことを契機として、国立療養所栗生楽泉
園内の特別病室（重監房）における人権蹂躙の実態が明らかとなった。この事件をきっか
けとして「人権闘争」と呼ばれた入所者の異議申し立ての実践が国との間で行われた。次
章では、入所者に現れた「受動性の下での能動化」の実態をみるという目的で、入所者自
治会関係者からのヒアリングを用い、「人権闘争」の発端から、入所者と国とのやり取り、
特別病室の運用について疑問を呈した国会議員の発言を取り上げている。  
それに先立つ本節では、「人権闘争」にかかわって、 1947（昭和 22）年 9 月 18 日、9 月
26 日、11 月 6 日の厚生委員会会議録をみていく。  
 
発言①武藤運十郎議員（9 月 18 日） 
武藤議員が「特別病室」の運用にかかわっての質問をした際、「問題はさらに深いのであ
つて、これは國家の癩對策というものに根本的な缺陷があるのではないかと考えます。厚
生省は右のごとき事實に對していかなる處置をとろうとするか」と、国の「癩対策」の「根
本的な欠陥」を指摘した。そして「御承知の通り癩は遺傳ではなくして傳染であるという
ことは學界の定説」、「この際從來の癩患者に對するやつかい者扱い、あるいは臭いものに
はふたをしろというような隠す一點ばりであつた政策を捨てまして、根本的な對策を立て
なければならないと思います」、「すなわち豫防のために隔離をする。隔離のための隔離で
はないのであつて、豫防のために隔離をすると同時に、治療に萬全を盡して患者に對して
光と希望を與えるという方針を立てなければ、再びかような問題が起つてくるのではない
か」と発言した。  
 
発言②武藤運十郎議員（9 月 26 日） 
 特別病室の実地調査に参加した武藤議員がその調査報告を行った。9 月 18 日に指摘した
ように再び「政府の癩對策というものが、ほとんど眞劍に行われていなかつた」と発言し
た。さらに、「ただ單に隔離するということでなくて、治療という方面に力を注がなければ
ならないと思うのであります。癩豫防に一番いい方法は、從來完全隔離と言われておるこ
とは、今さら申し上げるまでもない」こと、「現在日本における約十箇所の官公私の療養所
に收容されております癩患者は一萬に滿たないのでありまして、未收容というか、浮浪癩
というか、ルンペン、レプラが非常に多い。あるいは二萬、三萬という者が未收容として
放置されておるのであります。非常にこれは恐るべきことでありまして、至急當局はこの
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癩患者の實態調査を全國的に行いまして、これを完全に隔離するということが最も重要な
問題である」として療養所に「収容」されていない者を放置せずに「完全隔離」を目指す
ことを主張した。  
また、「なお私どもが參りまして非常に恐れをなしたこと」として「癩患者が待遇が惡い
ために、われわれもラジオを賣り、着ておる着物をはいで賣り、たけのこ生活を送つてお
るのだということを申しております。これを職員について聽いてみますと、なるほどそう
である。園内に古物商、古着商が最近どんどんはいつてくる。しかも未消毒のままこれが
どんどん出ていくという。そういうことを聽きまして、私は實に戰慄を覺えたのでありま
す」とあるように「消毒」の徹底を促している。  
 
発言③一松定吉厚生大臣  
 特別病室の問題について、一松定吉厚生大臣（当時）が詳細な報告を行った。その報告
のなかで、前述の武藤議員からなされた国の「癩対策」の欠陥という指摘に対して、「ほん
とうに人權擁護ということに向い、明るき生活を彼らをしてさすような、哀れなるこれら
の人々に對して、樂しく明るくこれらの病氣を治して、そうして世人から疎んぜられる哀
れなる患者をして十分に療養に努めさせて、一面には社會の秩序を亂さぬようによく言う
てきかせて、そうしてこれらの改善をはからなければなりません」として入所者の「人権
擁護」と、一方での「社会秩序」の維持を関連付けて発言をした。  
 
発言④東龍太郎厚生技官 
発言③の一松大臣に続き、実地調査報告を行った東厚生技官は、武藤議員の指摘する国
の「癩対策」の欠陥について、「必要な療養所、病床數等を完備いたしまして、かつ療養所
の患者の生活竝びに治療を十分に改善して全國の癩患者が進んでこれらの療養所に入所し
て、いわゆる完全收容と申しますか、全癩患者を收容し得て、しかもそれに對して治療の
目的を達するようにいたしたい。すなわち最近におきましては、癩治療ということに對し
て、非常に大きな光明を見出しつつありますから、治療を目的とするところの全癩患者の
收容ということを、一つの國策としてでも取上げていくようにいたしたい」として「完全
収容」を達成するために、「患者が進んで」入所するような療養所の環境を整えていくこと
を示した。  
 
（2）1948（昭和 23）年：「社会から根絶」、「生活の安定」  
発言⑤榊原亨衆議院議員 
 1948（昭和 23）年 6 月 4 日の衆議院において、榊原亨議員は「救癩施設に関する緊急質
問」を提出し、「私は、最近激増しつつあります癩患者の犯罪に対する処置並びに癩病に対
する救癩事業そのものにおいて、はなはだ遺憾の点多く、これが緊急の対策を要するもの
ありと考えます」と発言した。そして「元來癩病という病は、ほとんど不治のものであり
まして、恐るべき傳染病であることは、今日一般に認められているところでございます。
しかして、これら癩病をまつたく社会から根絶一掃するためには、完全なる治療法のなき
今日としては、どうしても癩病の患者を一般社会から隔離收容して、その傳染源を断ち切
るよりほかに途がないのであります」とし、「すなわち、これらの隔離收容せられました癩
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患者は、自分自身の病気を治すというよりも、むしろ私ども一般の健康な國民に癩病を傳
染させないために、みずからを犠牲といたしまして、孤独な、さびしい生活をもつて一生
を終るのでありまして、ここに救癩事業が数多い社会事業の中で最も重要な意義を有する
という理由がある」と発言、「癩」は「社会から根絶一掃」が必要な「恐るべき傳染病」で
ありそのために「隔離収容」するより方法がないとした。また、榊原委員は、患者は国民
のためにみずからを犠牲にしている存在という認識を表している。  
 
発言⑥武藤運十郎議員  
 1948（昭和 23）年 11 月 27 日の厚生委員会において、武藤議員から「國立癩療養所の施
設並びにその生活改善に関する請願」の説明がなされた。その説明で武藤議員は、同請願
が「全國五箇所の國立癩療養所」入所者による共同請願であることを述べ、「しかしながら
癩患者がこれをあえて請願するゆえんのものは、國家の癩患者隔離政策が所期の目的を達
成するためには、入所患者の生活安定が絶対の條件であり、これなくしてはなお社会に存
在する多数の癩患者をいかに強制的に收容いたしましても、これが徒労に終ることを確信
し、この悲しむべき病を根絶し、文化的祖國再建のための運動に協力せんとする癩患者の
切なる願いから、請願をする次第でございます」と請願が提出された背景を説明した。  
 
発言⑦東龍太郎厚生技官  
 武藤議員の発言⑥に対して答えた東厚生技官は「癩に対する根本的の対策というものを
確立する」うえで「癩予防法」の改正、「積極的な癩対策」の樹立を示唆した。そして、「癩
というものは、普通の社会から締め出していわゆる隔離をして、結局その隔離をしたまま
で、癩療養所に一生を送らせるのだというふうな考えではなく、癩療養所は治療をすると
ころである、癩療養所に入つて治療を受けて、再び世の中に活動し得る人が、その中に何
人か、あるいは何百人かあり得るというようなことを目標としたような、癩に対する根本
対策」という「終生」にわたる隔離ではないあり方を述べていた。  
 
（3）1950（昭和 25）年：「無癩計画」 
発言⑦苅田委員、尾村厚生技官、青柳委員  
 国立療養所栗生楽泉園で起きた患者の撲殺事件に関わる厚生委員会が 1950（昭和 25）年
2 月 15 日に開かれた。その委員会での苅田委員、尾村厚生技官、青柳委員からは病気の根
絶、絶滅、「無癩計画」といった発言がなされた。苅田委員からの「厚生省の方では、ほん
とうに日本の癩患者を絶滅したいという御決意はあるわけですか」との質問に対して尾村
厚生技官は「さようでございます」と答えている。また、青柳委員は「文化国家には癩が
ほとんどないということを聞いております。日本もまた文化国家の列に入ろうとする以上、
ここに癩をなからしめる計画がなければなりません」として戦前期にみられた「文化国家」
としての体面に関連して「無癩計画」の必要性を発言している。尾村厚生技官は「一番の
根本はやはり收容施設の増加、そこにおける治療生活内容の向上が最後の根本策になると
思います」として療養所の増床を目指していることを述べた。  
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（4）1951（昭和 26）年：「在宅患者全員収容」 
発言⑧久下勝次厚生事務官  
 1951（昭和 26）年 5 月 29 日の厚生委員会において星塚敬愛園の増床に関する請願につ
いて説明した久下厚生事務官の発言には「将来在宅癩患者の全員収容ということによつて、
将来癩に関する禍根を断つような措置に向つて進みたいと考えておる次第」として、在宅
患者の「全員収容」を目指すことを述べた。  
 
発言⑨谷口弥三郎委員、橋本龍伍厚生大臣  
1951（昭和 26）年 7 月 26 日の厚生委員会における谷口委員は、「癩」は先が見えてきつ
つあるが、それでも地方にはまだ「収容」されていない患者がいることについて発言した。
それに対して橋本厚生大臣は「今日登録された患者の未収容の者は約二千あると言われて
おります」とし、「それから未登録で、従つて未収容の者は、これは見方によりますが、ま
あ二、三千あるのじやないか。或いはもう少し多いと見る人もありますけれども、これを
何とかして収容して問題の解決を図りたいと思つております。ただ今日のところでは収容
することが相当むずかしい状態にある。普通収容のできるような者は大体収容し終りまし
て、今日ではやはり家族に対する気持あたりからして、頑強に収容を拒否して、まあ行く
と必ず逃げてしまうといつたようなものがある」と答え、「未収容」の状態にある者は、家
族のことを考えて「収容を拒否」していると発言した。そしてそのような人たちについて
は、「病院とベットを作るほかに、そういう人たちが生活の上でも安んじて収容されるし、
又気持の上でも村人に嫌われておるよりは病院に行つたほうがよいのだというような、本
当に安らかな気持で行き得るような、本当の救癩事業、例えば残つた老人の保護だとか或
いはいなくなつた後の農地を誰が耕すかというようなこと、誰が手伝うかなどということ
も必要なんであります」と、自ら進んで入所を希望するような「救癩事業」の必要性につ
いて発言した。  
 
（5）1952（昭和 27）年：「癩予防法」改正、「強制収容」  
発言⑩井上なつゑ委員、山口正義公衆衛生局長、藤森眞治委員  
 1952（昭和 27）年 12 月 4 日の厚生委員会では、井上委員から「この頃患者がやかまし
くて、癩療養所に入院するのに非常に強制的にやられるので、憲法違反とか人権蹂躪とか
何とかで、癩予防法を改正してくれないかという声が出ておりますが、このことについて
ですが、予防法を改正するのに、もう少し医療社会事業家というものを癩療養所か保健所
かどつかお雇いになる計画がないか」との質問がなされた。これに対して山口公衆衛生局
長は「癩予防法」改正の考えはないこと、また「癩患者の収容のために特に医療社会事業
家を増員する、或いは雇うというような予算は現在のところは計上いたしておりませんが、
保健所におりますそういう係の人を、その衝に当つて、今患者が訴えておりますような点
は十分注意して行きたいと考えております」と発言している。  
 藤森委員長は「ちよつと癩で私から申上げたいのですが、いつか本委員会で癩について
まあ証人のかたに御証言を願つたことがあるのですが」と「三園長証言」について触れ、
「あのときに強制収容という言葉が非常に強く出ておりますので、これはまあ学者として
いろいろお考えになつた上での用語がよくなかつたのだと思うのですが、療養所で、かれ
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これ問題が起きておりますのは、一番問題になつておるのは強制収容の問題らしい。小委
員会でも、癩の小委員会で曾つて強制収容はよろしくない、完全収容という言葉を使うの
が妥当でないかということに一応皆さん小委員会では御了承願つたように思つておるので
すが、公文書のほうでお使いになる折にはそういうその言葉が果して適切かどうかわかり
ませんが、そういうふうな意味の、ふんじばつてでも連れて行くのだというような感じで
はなくて、すべての条件をよくして気持よく収容所へ入れるのだというような意味の完全
収容という言葉でならば、或はいろいろな表現をして頂けば非常にこれは円満になるのじ
やないかと思いますが」と発言し、患者が進んで入所に至るようにして「円満」な「収容」
のあり方を示唆した。  
 
（6）1953（昭和 28）年：「癩予防法」改正案、「患者の福祉」、「完全収容」  
発言⑪小山進次郎厚生事務官  
 「癩予防法」の改正をめぐっての 1953（昭和 28）年 5 月 30 日の厚生委員会において、
小山厚生事務官は「現行の癩予防法を改めまして、一面においては癩予防という問題に対
してもつと的確でありますると同時に、他面におきましては、癩予防法にほとんど現われ
ておりませんでしたところの、癩患者の福祉をはかるという考え方を盛り込んで行くこと
をいたさなければならないということが、前国会においていろいろ研究されました結論で
ございました」とし、「前国会で癩予防法案を提出いたしたのでありまするが、何分検討に
多くの時間を要しました結果、提案する時期がきわめておそくございましたので、遂に解
散によつて、衆議院も通過することができないというような事情であつたのであります。
これを今国会ではぜひとも提案いたしたいと考えております」と、改正案の提案を発言し
た。 
 
発言⑫聖成稔厚生技官  
 同委員会において、聖成厚生技官は「現在わが国には約一万五千名の癩患者があると考
えております」とし、「そのうち約一万名の者は療養所に入所いたしまして療養中でござい
ますが、残りの五千のうち約二千名が登録未収容患者として、つまり都道府県の衛生当局
の癩の台帳に載せられておる患者でございますが、いまだ療養所へ入らないで在宅してお
るという現状でございます」と在宅患者の状況を説明した。さらに、「潜在患者」の存在に
ついて「さらに残りの三千」程度であろうと発言した。そして「合計一万五千の癩患者が
現在わが国におるわけでございます。かつて明治年間に三万以上を数えました癩患者が、
ここまで減少して参つたということが言えるかと思うのであります」として国の対策を評
価した。そしてこれまでの「癩対策」が「癩」の「根絶」をめざして進められたことを振
り返り、未だ療養所に入所していない患者については、「一面に国立療養所のベッドを充実
いたしまして、他面に先ほど申し上げておりますような在野の約五千と推定されておりま
す癩患者をことごとく療養所へ完全収容をいたしまして、かくすることによりまして先ほ
ど申し上げるように癩予防の目的を達したい、かように考えておるわけでございます」と
国として「完全収容」を実現して「癩予防」の目的達成をとげる旨を発言した。  
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発言⑬武藤運十郎委員、山縣勝見厚生大臣  
 1953（昭和 28）年 6 月 22 日の衆議院予算委員会では、「癩予防法」の改正をめぐって国
立療養所入所者がハンスト、作業拒否を行っている状況にあることが武藤委員から報告さ
れた。これについて山縣厚生大臣は「政府も憂慮」していること、「癩予防法改正案等に対
しましては、ただいま政府におきましては考慮中でありますから、政府の意図するところ
をよく了解していただきまして、善処いたしたい」と発言した。武藤委員からは「患者並
びにその家族の強制検診の問題、強制入所はあくまでも納得勧奨で行い、非人間的な強制
収容はしない、それから患者を犯罪人扱いにせず、逃走罪、無断外出に対する罰則、人権
侵害である患者の登録制、園長の懲戒検束権、苛酷なこういうふうな予防法、それから秘
密保持に関した問題に等つきまして、患者はもう少し患者の人権を考えてもらいたいとい
うことを言つておる」と、入所者の希望が伝えられた。  
 山縣大臣は「患者の方々からの希望であり、またいろいろ問題になつております点でご
ざいますが、ただいま仰せの通り、それを全部入れますかどうか、ただいま検討中」と答
えている。そして、「隔離」について「どういたしましても隔離ということが伴うもの」、
「患者に対しては検診をして行かなければならない。検診を自発的に受けていただけばい
いのでありますが、どうしても検診を受けていただけない場合におきましては、いわゆる
公共の福祉と社会予防上の見地から、予防隔離を受けていただかなければならない」とし
て「公共の福祉と社会予防上の見地」という点からの「予防隔離」の必要について発言し
た。 
 
発言⑭山口正義公衆衛生局長  
1953（昭和 28）年 6 月 24 日の厚生員会において、「癩予防法」改正案の内容と、療養所
入所者の要望について山口公衆衛生局長から説明がなされた。そのなかで「現行法の表現
がやや簡素に過ぎる嫌いがある」こと、「法の中に患者の福祉という面について表現が十分
できていない」という点を勘案し、全国会に厚生省から改正案を提出したが、結果として
「廃案」となった経緯が説明された。そして「この前私どもが国会に御審議をお願いしま
すために提出いたしました案の内容」について入所者から「この前に提出いたしました改
正案では、勧奨によつて、そしてそれでもどうしても入らないときは命令を出す。それで
もどうしても入所しないときに強制収容するというような、三段構えにいたしまして、又
所内の秩序維持という項目で、検束というような事項を省きまして、又患者の福祉という
事項につきましても法文に明記するというようなことをいたしましたのでございますが、
やはり強制収容という文句が残つている」こと、「所長に或る程度の処分の権限を与えてあ
るということが困る」、「検束の規定を省きました代りに、入所している患者が繁りに外出
するということは公衆衛生上よくないという建前から、この前の改正案では、入所患者に
在所の義務を課してあるわけでございますが、そしてそれを拒否した場合には罰則」とい
った点に異議が出され、厚生省に陳情があったことが報告された。  
そして、山口公衆衛生局長と医務局次長が多磨全生園の入所者に対して「癩という疾患
は伝染性疾患である。伝染病であるからして、やはり公共の福祉という公衆衛生というこ
とを考えなければならないので、患者の希望、それから公衆衛生、公共の福祉、両方勘案
して、妥当な線を出さなければならないと思う」と返答したこと、厚生省としては「現在
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の法律が、表現が非常に簡便に過ぎております。又福祉の面も法律の中に余り明記してご
ざいませんので、そういう点を入れ、又最近の患者の希望なんか等もよく勘案いたしまし
て、併しこれは公衆衛生立法でございますので、その点十分勘案いたしまして、妥当な原
案を作つて、国会で御審議をお願い申上げたい、そういうふうに考えているわけでござい
ます」と発言した。  
厚生大臣、厚生技官、国会議員の発言①から⑭をみていくと、戦後の「らい予防策」が
ハンセン病者の「完全収容」を最終的な目標とし、「隔離収容」を前提とする政策が継続さ
れたこと、その根底には療養所を安心して治療が受けられる場としていくことで、入所者
の福祉の増進を図っていくという視点、つまり入所者を「保護の客体」として固定化して
いくという構図ができあがっていったことがみてとれる。「癩予防法」改正案をめぐっては
厚生省の担当者と入所者との懇談という、直接やり取りする場が設けられはしたものの、
国の見解について入所者側の納得を得ようとするものであり、入所者の希望を反映する方
向ではなかった。さらに、「隔離収容」の必要性については、「公共の福祉」や「社会予防
上の見地」といった点が引き合いに出され、あくまでも社会とハンセン病者を切り離そう
とする視点が現れている。隔離政策の枠組みに変化がもたらされなかったことによって、
病者が客体化される状況は戦後も持続され、社会との接点を奪われたまま、かれらの当事
者性は不在化されていったということになる。  
 
 
 
 
表 3-2：隔離収容、癩予防法に関する見解  
―1947（昭和 22）年～1953（昭和 28）年国会会議録  
 発言者  発言内容  会議録情報  
①  武 藤 運 十 郎
委員  
・以上のような事實が報告されております。これは報告
されいてる事實のうちのごく一部でありますけれど
も、これはたまたま現われた數箇の現象でありまして、
私の考えるところによりますれば、問題はさらに深い
のであつて、これは國家の癩對策というものに根本的
な缺陷があるのではないかと考えます。厚生省は右の
ごとき事實に對していかなる處置をとろうとするか。
單に責任者の處分をするとか、あるいは今起つている
患者の當面の要求を滿足させるとかいうようなことだ
けによつてこの問題を解決しようとするならば、それ
はまことに彌縫策でありまして、この癩問題の根本を
解決するものではないと私は考える。御承知の通り癩
は遺傳ではなくして傳染であるということは學界の定
説であります。ゆえにこれを隔離によつて豫防し、療養
によつて輕快ならしめ得ることもまた争えないことで
あります。歐州におきましても、癩は一時非常に流行い
1947（昭和 22）年 9 月
18 日  
第一回国会  
厚生委員会議録 15 号  
（ 草 津 特 別 病 室 の 実
態について）  
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たしましたけれども、適切な施設によりまして急激に
その數が減じております。たとえばノールウエーでは
十七世紀から十九世紀まで非常に流行いたしまして三
百人くらいあつた。それが現在では七十人に減つてい
る事實がある。英獨のごときはほとんど二十人くらい
という話であります。殊に昭和五年におきましてはド
イツではわずかに五人になりまして、患者は醫學上貴
重な標本となつて、大切に保護保存されているという
ような事實をわれわれは聞いておるのであります。日
本におきましては、癩患者は公稱一萬五千ということ
を言われておりますけれども、實際は三萬ないし五萬
あるということであります。この際從來の癩患者に對
するやつかい者扱い、あるいは臭いものにはふたをし
ろというような隠す一點ばりであつた政策を捨てまし
て、根本的な對策を立てなければならないと思います
が、この點について厚生省はいかにお考えになつてい
るか。すなわち豫防のために隔離をする。隔離のための
隔離ではないのであつて、豫防のために隔離をすると
同時に、治療に萬全を盡して患者に對して光と希望を
與えるという方針を立てなければ、再びかような問題
が起つてくるのではないか と私は考えるのでありま
す。  
②  武 藤 運 十 郎
委員  
・以上のいくつかの問題を通じて私どもが考えました
ことは、今まで癩というものに對する當局の考え方、癩
對策というものが、全然なつていないということであ
ります。こういうふうないくつかの問題が起るのも、す
でに數年前からぶすぶす起りつつあつた問題が爆發し
たにすぎないのでありますが、その根本というのは政
府の癩對策というものが、ほとんど眞劍に行われてい
なかつたというところに根本的な原因があると思いま
す。たとえば日本には癩患者が幾人おるかというふう
な實態調査ができておりません。あるいは一萬五千人
くらいだろうと言い、あるいは二萬人くらいだろうと
言い、ある者は三萬人から五萬人は間違いなくあると
いうようなことが言われているだけでありまして、い
ずれも推定であつて、最近における實態調査というも
のがない。從つてこの實態調査に基いたところの施設
が行われるはずがないのであります。この癩の治療は
非常にむずかしいのだそうでありますが、最近はズル
フアミン劑で非常にいいものがアメリカあたりででき
1947（昭和 22）年 9 月
26 日  
第一回国会  
厚生委員会議録 17 号  
（ 草 津 特 別 病 室 の 実
地調査報告）  
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たということを聞いております。こういうふうなもの
を當局において至急輸入されるなり、あるいはまたこ
れと同じものを製造するような施設をつくるなりし
て、ただ單に隔離するということでなくて、治療という
方面に力を注がなけれ ば ならないと思うのでありま
す。癩豫防に一番いい方法は、從來完全隔離と言われて
おることは、今さら申し上げるまでもないのでありま
すけれども、現在日本における約十箇所の官公私の療
養所に收容されております癩患者は一萬に滿たないの
でありまして、未收容というか、浮浪癩というか、ルン
ペン、レプラが非常に多い。あるいは二萬、三萬という
者が未收容として放置されておるのであります。非常
にこれは恐るべきことでありまして、至急當局はこの
癩患者の實態調査を全國的に行いまして、これを完全
に隔離するということが最も重要な問題であると考え
るのであります。なお私どもが參りまして非常に恐れ
をなしたことは、癩患者が待遇が惡いために、われわれ
もラジオを賣り、着ておる着物をはいで賣り、たけのこ
生活を送つておるのだということを申しております。
これを職員について聽いてみますと、なるほどそうで
ある。園内に古物商、古着商が最近どんどんはいつてく
る。しかも未消毒のままこれがどんどん出ていくとい
う。そういうことを聽きまして、私は實に戰慄を覺えた
のであります。こういう點については當局としては至
急適切な處置をとられまして、癩患者の着物が未消毒
のまま市井に出るということのないように、十分注意
せられたいと思うのであります。なお研究所の施設そ
の他適切なる施設を考えると同時に、癩對策について
もう少し筋金を入れて、眞劍に問題を解決するように
努力をしてもらわなければ、日本の癩というものはい
つまで經つてもやまないということを確信いたした次
第であります。  
③  一松定吉  
（厚生大臣）  
・最後に私申し上げておきますが、こういうような不都
合なことが今日までこの昭和の時代において行われて
おつたということはまことに申譯ございません。これ
はただちにこれらのことを是正いたしまして、ほんと
うに人權擁護ということに向い、明るき生活を彼らを
してさすような、哀れなるこれらの人々に對して、樂し
く明るくこれらの病氣を治して、そうして世人から疎
んぜられる哀れなる患者をして十分に療養に努めさせ
1947（昭和 22）年 11
月 6 日  
第一回国会  
厚生委員会議録 28 号  
（ 一 松 厚 生 大 臣 草 津
調査報告）  
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て、一面には社會の秩序を亂さぬようによく言うてき
かせて、そうしてこれらの改善をはからなければなり
ませんので、それらの手は今著々打つております。  
④  東龍太郎  
（厚生技官）  
・次に御質問の第三は、癩豫防對策上根本的な缺陷があ
ると思うかどうかという御趣旨だつたと思います。す
なわち癩は傳染病であり、隔離によつて防止し得べき
ものであり、またすべきものである。いろいろ歐米等の
例もおあげになつての御質問でありました。これに對
して御指摘のことは、私どもといたしましては十分是
認いたさなければならないのであります。必要な療養
所、病床數等を完備いたしまして、かつ療養所の患者の
生活竝びに治療を十分に改善して全國の癩患者が進ん
でこれらの療養所に入所して、いわゆる完全收容と申
しますか、全癩患者を收容し得て、しかもそれに對して
治療の目的を達するようにいたしたい。すなわち最近
におきましては、癩治療ということに對して、非常に大
きな光明を見出しつつありますから、治療を目的とす
るところの全癩患者の收容ということを、一つの國策
としてでも取上げていくようにいたしたいというふう
に私ども當局としては考えております。  
1947（昭和 22）年 11
月 6 日  
第一回国会  
厚生委員会議録 28 号  
（ 東 政 府 委 員 草 津 調
査報告）  
⑤  榊原亨委員  ・私は、最近激増しつつあります癩患者の犯罪に対する
処置並びに癩病に対する救癩事業そのものにおいて、
はなはだ遺憾の点多く、これが緊急の対策を要するも
のありと考えますので、以下諸点につき、法務総裁並び
に厚生大臣の責任ある御答弁を要求する次第でありま
す。  
 元來癩病という病は、ほとんど不治のものでありま
して、恐るべき傳染病であることは、今日一般に認めら
れているところでございます。しかして、これら癩病を
まつたく社会から根絶一掃するためには、完全なる治
療法のなき今日としては、どうしても癩病の患者を一
般社会から隔離收容して、その傳染源を断ち切るより
ほかに途がないのであります。すなわち、これらの隔離
收容せられました癩患者は、自分自身の病気を治すと
いうよりも、むしろ私ども一般の健康な國民に癩病を
傳染させないために、みずからを犠牲といたしまして、
孤独な、さびしい生活をもつて一生を終るのでありま
して、ここに救癩事業が数多い社会事業の中で最も重
要な意義を有するという理由があるわけであります。  
1948（昭和 23）年 6 月
4 日  
第二回国会  
本会議第 55 号  
（榊原亨君提出、救癩
施 設 に 関 す る 緊 急 質
問）  
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⑥  武 藤 運 十 郎
委員  
・國立癩療養所の施設並びに生活改善に関する請願に
つきまして、その請願の要旨を説明いたしたいと存じ
ます。まず申し上げておきたいことは、この請願は全國
五箇所の國立癩療養所すなわち栗生樂泉園、東北新生
園、駿河療養所、菊地惠楓園、星塚敬愛園の入所患者一
同合計三千二百七十六名の共同請願でございます。  
・なお癩患者の希望要項を簡單に申し上げます。一、癩
患者の社会的取扱いに対しては、あくまで科学精神と
人道主義の精神に基いて、患者の基本的人権を尊重す
べきことを規定すること。二、癩に関する正しい教育並
びに啓蒙方針を科学的に確立することを規定するこ
と。三、療養所に入所して一定期間治療を受けた者で、
医師の診断の結果病毒傳播のおそれなしと認定された
者に対しては、本人の申請により軽快退所を許可をす
ることを規定すること。四、癩患者の身上に関する祕密
保持を嚴守すること。五、癩患者が癩療養所に入所する
ことによつて、その家族が生活の保護を要する状態に
ある場合には、保護を行わなければならないことを規
定すること。六、職業を禁止または廃止された場合に
は、必要と認められる生業資金の交付を行うことを規
定すること。七、必要以上の恐怖観念を一般國民に與え
ないように配慮せられること。最後に第十二、癩の根本
的対策を確立し、それを積極的に実施されたいのであ
ります。以上申し上げました請願の十二項目は、すべて
癩療養所に終身隔離されている癩患者の切実なる血の
叫びであります。それぞれの項目の解決のためには、そ
れに伴う相当の経費を必要とし、かつ現下の國家財政
の困難を思うとき、そこに大きな隘路が存在すること
は、十分に認識しておるのであります。しかしながら癩
患者がこれをあえて請願するゆえんのものは、國家の
癩患者隔離政策が所期の目的を達成するためには、入
所患者の生活安定が絶対の條件であり、これなくして
はなお社会に存在する多数の癩患者をいかに強制的に
收容いたしましても、これが徒労に終ることを確信し、
この悲しむべき病を根絶し、文化的祖國再建のための
運動に協力せんとする癩患者の切なる願いから、請願
をする次第でございます。どうかすみやかに政府が癩
患者の意のあるところを了察されまして、癩の根本的
対策に思いをいたされ、積極的にこれが実施に奮起せ
られることをお願いする次第でございます。  
1948（昭和 23）年 11
月 27 日  
第三回国会  
厚生委員会議録 5 号  
（ 國 立 癩 療 養 所 の 施
設 並 び に 生 活 改 善 に
関する請願について、
武藤委員の報告）  
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⑦  東龍太郎  
（厚生技官）  
・また一番重大な問題であります癩に対する根本的の
対策というものを確立することは、これはきわめて緊
急必要事でありまして、この点につきましては癩予防
法等との関係もあり、あるいは癩予防法の改正という
ことも考えまして、予防局とも十分打合せいたしまし
た上、積極的な癩対策というものを樹立いたしたいと
存じております。  
・癩というものは、普通の社会から締め出していわゆ
る隔離をして、結局その隔離をしたままで、癩療養所に
一生を送らせるのだというふうな考えではなく、癩療
養所は治療をするところである、癩療養所に入つて治
療を受けて、再び世の中に活動し得る人が、その中に何
人か、あるいは何百人かあり得るというようなことを
目標としたような、癩に対する根本対策――癩のいわゆ
る根絶策といいますか、全部死に絶えるのを待つ五十
年対策というのではなく、これを治癒するということ
を目標としておる癩対策というようなものを立てるべ
きじやないかと私ども考えております。  
1948（昭和 23）年 11
月 27 日  
第三回国会  
厚生委員会議録 5 号  
上 記 武 藤 委 員 の 報 告
への回答  
⑦  苅 田 ア サ ノ
委員  
 
 
 
 
 
 
 
 
尾村厚生技官  
苅田委員  
 
 
 
 
 
 
 
青柳一郎委員  
 
 
・とにかく患者の数は現存收容されている人以外にも、
また登緑されておる人以外にも、相当あると見なくて
はならぬと思いますけれども、こういうことが一年、二
年と收容が遅れれば遅れるだけ、伝染する人たちもた
くさんふえると思うので、これはほかの経費は節約し
ても、一日も早くこういう病気を根絶するために、ぜひ
厚生当局の方で努力していただきたい。かように考え
るわけです。  
・厚生省の方では、ほんとうに日本の癩患者を絶滅し
たいという御決意はあるわけですか。  
・さようでございます  
・実際癩の患者があるということはだれ一人いいこと
はないし、当人はもちろんのこと、非常に悲惨な生活な
のですから、厚生省の方でほんとうに癩を根絶するの
だという強いお望みがおありになるのであれば、これ
はどうしても予算がなくてはできないのですから、予
算措置についてもつと私どもにでも協力を求められ
て、癩根絶のためのりつぱな施策を立てるということ
をやつていただきたい。  
・文化国家には癩がほとんどないということを聞いて
おります。日本もまた文化国家の列に入ろうとする以
上、ここに癩をなからしめる計画がなければなりませ
1950（昭和 25）年 2 月
15 日  
第 7 回国会  
厚生委員会議録 5 号  
（ 楽 泉 園 患 者 撲 殺 事
件 。 癩 の 対 策 に つ い
て。各委員の質問と政
府委員の回答）  
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尾村厚生技官  
ん。無癩計画につきまして政府御当局の御意見を承り
ますとともに、絶えず献身的にこの事業に当つておら
れます先生方の、それに関しましての御説明を承りた
いと思います。  
・最初の点については、実は無癩運動、癩の国策といた
しまして、医務局としてはそのうちの收容施設の経営
だけを持つておりますので、全般的のことをお話する
のはちよつと越権かと思います。またわからぬところ
もありますからいかがかと思いますが、しかしながら
先ほど他の説明員から御説明いたしました通り、一番
の根本はやはり收容施設の増加、そこにおける治療生
活内容の向上が最後の根本策になると思いますので、
その点につきましては、厚生当局としては来年度三千
ベッド増加のみならず、引続き一齊検診等で発見され
た全癩患者を入れて、しかもいい治療ができるに足る
療養所をさらに増床して行きたい、こういうつもりで、
現に医務当局ではおります。  
⑧  久下勝次  
（厚生事務官） 
・日程第六〇、第六一、星塚敬愛園の増床に関する請願
でございます。これは御承知の通り、国立癩療養所にお
きまして、二千床の増床の予算が昨年来認められてお
るのであります。それによりまして、とりあえず星塚敬
愛園には三百床だけ増床をいたすことにいたしておる
のであります。一方二千床のうちの一千床は、熊本県の
菊池恵楓園の隣接の地に土地を得ることができました
ので、ここに一括して増床をいたすことにいたしまし
た。近く工事を落成いたして、落成式をあげる運びに至
つておるのであります。さしあたり私どもとしいたし
ましては、こういうようなことによりまして九州地方
における癩患者の収容につきましては、一歩を進める
ことができると考えております。しかしながら、これを
もつて全国の在宅患者全部左収容するわけにも参りま
せんので、私どもとしては、将来在宅癩患者の全員収容
ということによつて、将来癩に関する禍根を断つよう
な措置に向つて進みたいと考えておる 次第でありま
す。  
1951（昭和 26）年 5 月
29 日  
第 10 回国会  
厚生委員会議録 31 号  
（ 星 塚 敬 愛 園 の 増 床
に 関 す る 請 願 に つ い
て）  
⑨  谷 口 弥 三 郎
委員  
 
 
・最近癩の問題はだんだん先が見えて来たような気持
もいたしますけれども、なお日本にはかなりのまだ地
方にも癩患者がおりますし、従つてこれを収容する上
におきましても、或いは癩を研究するということがど
1951（昭和 26）年 7 月
26 日  
第 10 回国会  
厚生委員会議録 1 号  
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橋本  龍伍  
（厚生大臣）  
こでも、世界各国にもできておらんような関係であり
まするが、特に日本におきましては癩患者がほかの部
面と違つて非常はたくさんあるのでありまして、是非
この際癩の研究を国家が十分にやらせる、言い換えれ
ば、結核の国立の療養所などはすでに数カ所できてお
りますが、癩に関する国立の療養所などは、全然一カ所
もないという状況でありますから、これを国が国立の
研究所でもこしらえて、本気になつてこれを研究すれ
ばかなりの成果を挙げることができはせんだろうか。  
・今日登録された患者の未収容の者は約二千あると言
われております。それから未登録で、従つて未収容の者
は、これは見方によりますが、まあ二、三千あるのじや
ないか。或いはもう少し多いと見る人もありますけれ
ども、これを何とかして収容して問題の解決を図りた
いと思つております。ただ今日のところでは収容する
ことが相当むずかしい状態にある。普通収容のできる
ような者は大体収容し終りまして、今日ではやはり家
族に対する気持あたりからして、頑強に収容を拒否し
て、まあ行くと必ず逃げてしまうといつたようなもの
がある。或いは又老人、子供を抱えておつて田舎で百姓
をしておる。自分がいなくなると困るからということ
で、病気でありながらやつておる。そういう者はなかな
か病院に入らないといつたようなものが残つておるわ
けであります。従つて病院とベットを作るほかに、そう
いう人たちが生活の上でも安んじて収容されるし、又
気持の上でも村人に嫌われておるよりは病院に行つた
ほうがよいのだというような、本当に安らかな気持で
行き得るような、本当の救癩事業、例えば残つた老人の
保護だとか或いはいなくなつた後の農地を誰が耕すか
というようなこと、誰が手伝うかなどということも必
要なんであります。  
（癩の対策、癩の研究
について、谷口委員の
質 問 と 橋 本 厚 生 大 臣
の回答）  
⑩  井 上 な つ ゑ
委員  
 
 
 
 
 
 
 
・この頃患者がやかましくて、癩療養所に入院するの
に非常に強制的にやられるので、憲法違反とか人権蹂
躪とか何とかで、癩予防法を改正してくれないかとい
う声が出ておりますが、このことについてですが、予防
法を改正するのに、もう少し医療社会事業家というも
のを癩療養所か保健所かどつかお雇いになる計画がな
いか。そういうような費用の予算を組んでないのかど
うか。非常に癩患者の問題にいたしておりますのは、そ
うした強制収容ということと、それから秘密の漏洩と
1952（昭和 27）年 12
月 4 日  
第 15 回国会  
厚生委員会議録 6 号  
癩 予 防 法 改 正 に つ い
て、「強制収容」という
言葉について  
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山 口  正 義
（ 厚 生 省 公
衆衛生局長）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
藤 森 眞 治 委
員長  
いうことを非常に心配いたしておる。  
・御指摘のように癩予防法の改正につきましてはいろ
いろの要望が出ております。併し現在のところ私ども
は現在の法律を改正する考えは持つておりません。た
だ御指摘のように癩患者の収容或いは健康診断という
ことにつきまして、秘密漏洩を非常にいやがります。こ
れは当然のことで、その衝に当る者も十分その点は注
意して行わなければならないと思うのでございます。
又癩予防法にもその点は規定がございます。実際に当
りまして只今御指摘のように健康診断或いはその患者
収容に参りますときに人目に立つようなことがあつて
は困りますので、私どものほうではその衝に当る、これ
は大体県の職員が当つておりますが、県の職員或いは
保健所の職員にその点を十分更に注意して、秘密漏洩
或いは一般の人たちに知らせる、わかるというような
ことのないようにやつて行きだいと、こう考えており
ます。ただこの癩患者の収容のために特に医療社会事
業家を増員する、或いは雇うというような予算は現在
のところは計上いたしておりませんが、保健所におり
ますそういう係の人を、その衝に当つて、今患者が訴え
ておりますような点は十分注意して行きたいと考えて
おります。  
 
・ちよつと癩で私から申上げたいのですが、いつか本委
員会で癩についてまあ証人のかたに御証言を願つたこ
とがあるのですが、あのときに強制収容という言葉が
非常に強く出ておりますので、これはまあ学者として
いろいろお考えになつた上での用語がよくなかつたの
だと思うのですが、療養所で、かれこれ問題が起きてお
りますのは、一番問題になつておるのは強制収容の問
題らしい。小委員会でも、癩の小委員会で曾つて強制収
容はよろしくない、完全収容という言葉を使うのが妥
当でないかということに一応皆さん小委員会では御了
承願つたように思つておるのですが、公文書のほうで
お使いになる折にはそういうその言葉が果して適切か
どうかわかりませんが、そういうふうな意味の、ふんじ
ばつてでも連れて行くのだというような感じではなく
て、すべての条件をよくして気持よく収容所へ入れる
のだというような意味の完全収容という言葉でなら
ば、或はいろいろな表現をして頂けば非常にこれは円
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満になるのじやないかと思いますが  
⑪  小山進次郎  
（厚生事務官） 
 
 
 
 
 
 
 
・癩予防法は、前国会においても、当委員会においてい
ろいろ御考究を願つたのでございますが、現行の癩予
防法では新しい時代に対処するものとして不十分であ
るということについては、関係者ひとしく認めるとこ
ろ広ございますので、いずれにせよ、この現行の癩予防
法を改めまして、一面においては癩予防という問題に
対してもつと的確でありますると同時に、他面におき
ましては、癩予防法にほとんど現われておりませんで
したところの、癩患者の福祉をはかるという考え方を
盛り込んで行くことをいたさなければならないという
ことが、前国会においていろいろ研究されました結論
でございましたので、そういつた趣旨に基きまして、前
国会で癩予防法案を提出いたしたのでありまするが、
何分検討に多くの時間を要しました結果、提案する時
期がきわめておそくございましたので、遂に解散によ
つて、衆議院も通過することができないというような
事情であつたのであります。これを今国会ではぜひと
も提案いたしたいと考えております。  
 
1953（昭和 28）年 5 月
30 日  
第 16 回国会  衆議院  
厚生委員会議録 2 号  
小山説明委員より、癩
予防法改正について  
⑫  聖成稔  
（厚生技官   
公 衆 衛 生 局
結 核 予 防 課
長）  
 
・まず癩の現状でありますが、現在わが国には約一万五
千名の癩患者があると考えております。そのうち約一
万名の者は療養所に入所いたしまして療養中でござい
ますが、残りの五千のうち約二千名が登録未収容患者
として、つまり都道府県の衛生当局の癩の台帳に載せ
られておる患者でございますが、いまだ療養所へ入ら
ないで在宅しておるという現状でございます。さらに
残りの三千が、これは私ども潜在患者と申しておりま
すが、明確につかまえておりませんが、大体その程度潜
在しておる患者だろうと考えるわけであります。合計
一万五千の癩患者が現在わが国におるわけでございま
す。かつて明治年間に三万以上を数えました癩患者が、
ここまで減少して参つたということが言えるかと思う
のであります。  
・癩対策でございますが、癩対策は、他の結核その他の
疾病と異なりまして、これは伝染病ではございますけ
れども、特殊な予防方法がございませんので、ただいま
申し上げまするように、癩が伝染病であるという点か
らいたしまして、そうして比較的患者の数も少いこと
1953（昭和 28）年 5 月
30 日  
第 16 回国会  衆議院  
厚生委員会議録 2 号  
公 衆 衛 生 局 結 核 予 防
課長より、らい対策に
ついて報告  
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でございますから、これをことごとく療養所に収容い
たしまして、そこで患者さんたちには療養に専念して
いただくと同時に、社会全体から見ますならば、いわゆ
る隔離の目的を達することによりまして、わが国から
癩を根絶いたしたい、かように考えて、多年癩予防の仕
事が行われて参つたわけでございます、この線に沿い
まして、厚生省といたしましては、現在十箇所の国立癩
療養所が全国にあるわけでございます。  
・さらに二十八年度におきましても一千ベッドを増床
いたしたい、かように大蔵当局に予算を要求しておる
ような状況でございます。そこで一面に国立療養所の
ベッドを充実いたしまして、他面に先ほど申し上げて
おりますような在野の約五千と推定されております癩
患者をことごとく療養所へ完全収容をいたしまして、
かくすることによりまして先ほど申し上げるように癩
予防の目的を達したい、かように考えておるわけでご
ざいます。従いましてこの癩予防の仕事の基礎をなし
ます癩予防法につきましても、先ほど総務課長から御
報告のございました通り、前国会におきまして古い癩
予防法を廃止いたしまして、新しい癩予防法を御制定
いただくということで法案を提案申し上げたのでござ
いますが、審議未了に終つた次第でございます。  
⑬  武 藤 運 十 郎
委員  
 
 
 
 
山縣勝見  
（厚生大臣）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・そこで今度は問題をかえまして、もう一つ伺いたいの
ですが、これは厚生大臣に伺いたい。今全国の癩患者
は、癩予防法の改正案に非常に反対いたしまして、ハン
ストをやつておる、あるいは作業拒否をやつておる、こ
れは事非常に重大だと思う。これについて、一体厚生省
当局はどういう対策を持つておるか。  
・癩患者の方々が、癩予防法に対して、政府が何らかの
改正案を本国会に提出するという予想のもとに、ただ
いま仰せのような動きがありますることは事実であり
ます。ただいま熊本の菊池恵楓園、それから多摩の全生
園、あるいは武藤さんのところでよく御承知だと思い
ますが栗生の楽泉園、これらにつきましては、実は政府
も憂慮いたしておりますが、何分にも癩患者のことで
ありますから、何とか手を尽して、そういうことのない
ように、政府の意図も、従来係員を派遣して周知してい
ただき、ハンスト等のことのないように実は努力いた
しておる次第であります。なお今後とも、作業拒否に対
しましては、これは癩患者の日常に関係がございます
1953（昭和 28）年 6 月
22 日  
第 16 回国会  
衆 議 院  予 算 委 員 会
議録 7 号  
癩 予 防 法 改 正 案 を め
ぐる患者のハンスト、
作業拒否について、改
正案について  
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武藤委員  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
山縣勝見  
（厚生大臣）  
 
るので、職員等が非常勤務をいたしますとか、あるいは
将来、場合によりましては、職員を雇い入れるとか、あ
るいはハンストの重症者に対しましては、重症舎に入
れまして手当をするとか、万全を期しております。なお
同時に御心配になつております癩予防法改正案等に対
しましては、ただいま政府におきましては考慮中であ
りますから、政府の意図するところをよく了解してい
ただきまして、善処いたしたいと思つておる次第であ
ります。  
・癩患者の希望しておりますのは、患者並びにその家族
の強制検診の問題、強制入所はあくまでも納得勧奨で
行い、非人間的な強制収容はしない、それから患者を犯
罪人扱いにせず、逃走罪、無断外出に対する罰則、人権
侵害である患者の登録制、園長の懲戒検束権、苛酷なこ
ういうふうな予防法、それから秘密保持に関した問題
に等つきまして、患者はもう少し患者の人権を考えて
もらいたいということを言つておるようでございます
が、ただいま私が申し上げましたことは、患者の要求で
もございます。これについて、厚生省がもし今国会に案
を出されるとするならば、御考慮がいただけるという
ふうに解釈をしてよろしいのでありましようか。  
・ただいま御指摘になりました点は、主として患者の
方々からの希望であり、またいろいろ問題になつてお
ります点でございますが、ただいま仰せの通り、それを
全部入れますかどうか、ただいま検討中であります。但
し強制検診等につきましては、これはもう早期検診を
いたしまして、そうして癩患者は、御承知の通り癩の特
殊性から、どういたしましても隔離ということが伴う
ものであります。これは学説等もいろいろありますが、
そういうことを申し上げる時間がありませんから、た
だ隔離をいたす、従つて入所をしていただく、それに対
しまして、まずもつて患者に対しては検診をして行か
なければならない。検診を自発的に受けていただけば
いいのでありますが、どうしても検診を受けていただ
けない場合におきましては、いわゆる公共の福祉と社
会予防上の見地から、予防隔離を受けていただかなけ
ればならない。但しその際におきましても、秘密保持と
いうことのお話がありましたが、夜間検診をやるとか、
あるいはまたこれが町とか村の話題になりませんよう
な処置をとつて行く、これは、法律は御承知でありまし
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ようから御説明申し上げませんが、強制検診と申しま
すけれども、これは言葉が当らぬと思うのでありまし
て、これは十分考慮をいたしてやりたい。但し検診をど
うしても受けないという際において、法制上根拠があ
りませんと、癩の特質上、あるいは予防上、あるいは公
共の福祉に反することになるのでありますから、最小
限度のことはいたしたい。なおまた所長の職務につい
て、徴戒、検束のお話がありましたが、検束というよう
な意味を、従来の考え方で、たとえば監禁をいたします
とかいうふうなことは、これはできるだけよしたい、か
ように考えております。  
⑭  山口正義  
（ 厚 生 省 公
衆衛生局長）  
・癩の問題につきましての御質問でございますが、現在
の癩予防法は御承知のように明治四十年に制定されま
して、その後数回の改正がございまして、現在この現行
法の癩予防法に基いて癩予防行政を実施いたしておる
のでございますが、数年来患者は現在の法律が非常に
形が古い、而もその第四条第一項に規定してございま
す患者の収容という言葉が、即時強制を意味するもの
であり、強制収容であるから困る。それから第四条の二
に規定してございます、所長に与えてございます。所内
の秩序維持のためからでございますが、療養所長に懲
戒検束の権限を与えてございますが、それが憲法に違
反するのではないかというようなことなどを申してお
ります。又患者並びに家族の秘密を保持するという建
前からいたしまして、都道府県知事、或いは市町村にい
ろいろ患者の検診、或いは収容というような仕事をし
てもらうのは困る、癩療養所長に直接やつて欲しいと
いうような希望があつたのでございます。併しまあい
ろいろ検討いたしまして、私どものほうといたしまし
ては、現行法の表現がやや簡素に過ぎる嫌いがあると
いうことも認められるのでございます。又法の中に患
者の福祉という面について表現が十分できていないと
いうような点も勘案いたしまして、前国会に一応私ど
ものほうで改正案を作りまして、御審議を願うように
提出したのでございますが、衆議院の厚生委員会の審
議が終つたところで国会が解散になりまして廃案にな
つたのでございます。その後患者のほうといたしまし
ては、この前私どもが国会に御審議をお願いしますた
めに提出いたしました案の内容につきまして、やはり
強制収容という文字が残つている。つまり収容につき
1953（昭和 28）年 6 月
24 日  
第 16 回国会  
厚生委員会議録 3 号  
癩 予 防 法 改 正 案 の 内
容、患者の要望につい
て  
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ましては、現行法におきましては極めて簡単に入所せ
しむべしという言葉でございますが、それもこの前に
提出いたしました改正案では、勧奨によつて、そしてそ
れでもどうしても入らないときは命令を出す。それで
もどうしても入所しないときに強制収容するというよ
うな、三段構えにいたしまして、又所内の秩序維持とい
う項目で、検束というような事項を省きまして、又患者
の福祉という事項につきましても法文に明記するとい
うようなことをいたしましたのでございますが、やは
り強制収容という文句が残つている、或いは所長に或
る程度の処分の権限を与えてあるということが困る、
或いは検束の規定を省きました代りに、入所している
患者が繁りに外出するということは公衆衛生上よくな
いという建前から、この前の改正案では、入所患者に在
所の義務を課してあるわけでございますが、そしてそ
れを拒否した場合には罰則というようなことがござい
ますので、そういうことが怪しからんというようなこ
とで、私どものほうにもしばしば陳情もございます。先
生がたのほうにもいろいろ陳情申上げているというこ
とを承わつているのでございます。先般来私どものほ
うで係官、或いは担当の課長などが参りまして、いろい
ろよく事情を話して、又向うの意見も聞いておつたの
でございますが、なかなか納得いたしません。それで先
月末から数カ所の癩療養所におきまして、患者が作業
拒否、これは医務局の所管になりますので、或いは医務
局長から申上げるのがいいことかと存じますが、患者
が療養所の中で軽作業に従事しておりますが、そうい
う作業は絶対に一切やらない。或いは療養所によりま
しては、草津の栗生楽泉園でございますが、患者がハン
ガー・ストライキをやるというようなことを始めたの
でございまして、現在数カ所の療養所において作業拒
否が行われております。ただハンガー・ストライキのほ
うは、これは生命の危険もございますし、相当重症患者
もおりましたので全部病院に収容し、現在はそういう
状態はないのでございます。それで私も書面では患者
の言分はよく聞いておつたのでございますが、この問
題が起りましてから私療養所に行つておりませんが、
一昨日、只今中山先生がおつしやいましたように、国立
療養所は医務局の所管でございますので、そのほうの
所管の医務局の次長と私と二人で多摩全生園へ参りま
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して、初めは患者の代表者と会うつもりで、懇談するつ
もりで行つたのでありますが、三百人ばかりの患者が
集まりまして、それといろいろ話をしたのでございま
す。患者は只今まで書面で言つて参つておりますよう
に、強制健康診断廃止、強制収容廃止、或いは入退者に
対して、所長から都道府県知事に通知をするというこ
とを廃止してくれ、或いは伝染力もそう強くないから
患家の消毒をやめてくれ、或いは在所の義務を外して
くれ、所長に処分権を与えていることをそれをやめて
くれというようなことを繰返して私に話しておりまし
た。私どもといたしましては、患者に対しまして、患者
の希望ということは今までの書面でも十分私もわかつ
ているつもりであるし、又本日、君たちからいろいろ話
を聞いたりで、十分わかつている。ただ癩という疾患は
伝染性疾患である。伝染病であるからして、やはり公共
の福祉という公衆衛生ということを考えなければなら
ないので、患者の希望、それから公衆衛生、公共の福
祉、両方勘案して、妥当な線を出さなければならないと
思うと、そういうふうに答えておいたのでございます。
私どもといたしましては、この前の国会にも提案いた
しましたときに申上げたのでございますが、現在の法
律が、表現が非常に簡便に過ぎております。又福祉の面
も法律の中に余り明記してございませんので、そうい
う点を入れ、又最近の患者の希望なんか等もよく勘案
いたしまして、併しこれは公衆衛生立法でございます
ので、その点十分勘案いたしまして、妥当な原案を作つ
て、国会で御審議をお願い申上げたい、そういうふうに
考えているわけでございます。  
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第 4 章 戦後国立療養所における「受動性の下での能動化」  
第 1 節 戦後の国立療養所の特徴―人権闘争、患者運動の場―  
本章では戦後の国立療養所で現れた「受動性の下での能動化」という当事者性について
論じる。ハンセン病者にとって治療および療養の場であるはずの国立療養所は、医療と福
祉から切り離された環境にあり、戦中及び戦後間もない時代の療養所では劣悪な環境の中
で入所者が付き添い看護や様々な作業を担って自らの療養生活を維持しなければならない
状況があった 59。さらに園名の使用、外出の制限、懲戒検束規定など園からの管理、制約の
もとに生活を送ることが強いられ、入所者たちは自らの人生に対し、生活の場、就職、結
婚、出産、子育てなどを自己選択する可能性を奪われたなかで生きることを余儀なくされ
た。隔離政策によって「隔離収容」の対象に、そして収容された療養所では療養所長や職
員による管理の対象となり、法的根拠のない状況下で優生手術が行われるなど、法制度下
および療養所内でのハンセン病者の当事者性は「当事者性の客体化」といえる状態となっ
た（図序 -2 第Ⅱ象限）。  
こうした「当事者性の客体化」に変化がみられるのは、戦後という時代においてであっ
た。敗戦後、療養所入所者に選挙権・被選挙権が附与された 60。オカノユキオはこのことに
ついて「患者に社会の一員としての自覚を与えるとともに、政治への関心を急激に高める
ことに力があった。戦後訪れた民主化の風潮に刺戟され患者の自治組織の確立は急速に進
み、各療養所では、それ迄らい療養所が包懐していた矛盾の解決を自らの手で解決しよう
とする動きがあわたゞしく展開されるに到った」（オカノ:6-7）と述べている。選挙権・被
選挙権の附与、民主化の動きのなかで「当事者性の客体化」という当事者性が能動化する
契機がおとずれたのである。  
また、全国ハンセン氏病患者協議会編（ 2002）では、「敗戦はハンセン氏病患者に何より
も貴重なおくり物をした。公民権と新薬プロミンである」として「プロミン治療」のもた
らした成果が述べられている（全国ハンセン氏病患者協議会編 2002：70）。このように「敗
戦」によってもたらされた「戦時」から「戦後」という時代の転換は療養所入所者の生活
状況を大きく変えるものであった。国立療養所栗生楽泉園での「特別病室」の実態を発端
とする人権闘争、新薬プロミンの獲得運動など、入所者は自ら生活および治療の環境に対
して組織的な運動を進めていく。それは、入所者による国立療養所を管理・制約の場から
人権闘争や「癩予防法」改正をめぐる患者運動の場へと転換する動きであった。  
患者運動を展開する基盤となったのは、療養所入所者が結成した組織である。差別的処
遇が行われた療養所において、入所者は自らの生きる権利を国に向けて訴えていくため、
1951（昭和 26）年、国立療養所 7 園（星塚、菊池、駿河、東北、松丘、多磨、栗生）の入
所者自治会により「全国国立癩療養所患者協議会」という全国組織を発足させ、患者運動
を展開した。そのような組織化された運動の前提として、戦後間もない時期に「人権闘争」
や「プロミン獲得運動」といった入所者による「療養所内の処遇改善」に対する運動が行
                                                   
59全国ハンセン氏病患者協議会編（ 2002）『全患協運動史―ハンセン氏病患者のたたかいの記録』（復
刻）や各療養所の入所者自治会史などに詳しく書かれている。  
60普通選挙法において「公私の扶助を受ける者には選挙権が与えられていなかったが、隔離されたハン
セン病患者も公私の扶助を受ける者とされ、選挙権が奪われていた」（財団法人日弁連法務研究財団ハ
ンセン病問題に関する検証会議編 2007： 113）  
89 
 
われたこと、各園で入所者自治会が発足・再発足したことは、隔離政策下での制約による
「受動性の下での能動化」の契機として捉えることができる。  
 児島（1973）は「MSW からみた患者像・患者運動」という論考で日本の患者運動について
「いわゆる患者運動が生活
 マ マ
が生まれたのは、戦後民主主義の台頭と並行している」と述べ
る（児島 1973＝白澤・岩間編 2011:190）。そして「国民が政治の主人公であるという民主
主義の思想を医療にあてはめれば、当然患者こそ医療・医療保障の主人公でなければなら
ない。しかし、現実の医療・医療保障は、主人公でなければならない患者が不在のまます
すめられてきたといってもいいすぎではない」（児島 1973＝白澤・岩間編 2011:190）、とわ
が国の戦後の医療体制のあり方の問題点を指摘した。児島は「患者不在」の医療体制の事
例を紹介した後、「このような状況の中で患者たちが自覚して立ち上がったのは、患者の権
利―即ち生命と健康に関する権利の回復を求めたものであり、患者運動とはまさに復権の
運動であるということができよう」（児島 1973＝白澤・岩間編 2011:191）と述べた。  
そして、患者運動をこのように捉えたうえで、運動の内容を①治療方法の研究や医療ミ
ス・医療過誤の追及など、医療の内容そのものにかかわるもの、②治療機関や治療スタッ
フの充実、医療費負担の軽減、患者の生活保障など医療条件の整備にかかわるもの、③社
会的偏見の除去、患者、回復者の社会的うけいれ体制など患者や回復者と社会とのかかわ
りをとりあげるもの、という三つに大別し、「さまざまな患者運動はこれらの三つを内容と
し相互にくみあわせながら発生し発展していく」と述べる（同上 1973＝2011：191）。児島
の指摘を踏まえれば、国立療養所入所者の展開した患者運動とは、主として②、③の内容
を含んでおり、戦後の民主主義の確立を背景として成立した「復権の運動」といえる。  
 立岩は、国立療養所についての連載において「日本の患者運動は、集められてしまった
人たちから、集められてしまったから始まった。環境をよくすること、わるくなることが
ないように運動するのは当然のことだった」（立岩 2016：9）と述べ、「ハンセン病療養所
にも結核療養所と似た性格があった」こと、生活の場を護ろうとする志向は結核療養所よ
りも強かったと述べている。そして、「運動は、施設があった上でその実際に対して抗議し、
要求する運動としてあった」というハンセン病療養所における運動の特徴を指摘する（同
上 2016:9）。 
自分たちの置かれている環境の不当さを認識し、「闘い」という形で運動を始めたこと、
入所者の声を園に伝える窓口としての役割を担っていた入所者自治会の発足には、自分た
ちのいのち、生活は自分たちで守るという入所者の生存権への強い意志、自分たちを強制
的に隔離収容した国への怒りが込められていた。入所者自治会の活動や患者運動は、抑圧
や差別的状況下で「生きていかなければならない」ことを背景として形成された、かれら
の能動的な当事者性の現れであった。それらは 1949（昭和 24）年の「プロミン獲得」、1953
（昭和 28）年の「らい予防法改正闘争」、 1950～51（昭和 30～31）年にかけてみられた療
養所内への留置場設置反対運動、「らい予防法改正闘争」以後に行われた医師、看護婦、職
員の増員と待遇改善を求める運動、等といった療養所における生存と生活に関わる様々な
訴えとして表明された。こうした全患協運動について、ある療養所入所者は、「私は戦後全
患協という運動体に結集した患者運動も、患者として立派な自立の過程であると思ってい
るし、こういう集団としての方向を、現在の私たちの生活と健康を守り、真の更生をかち
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とるため欠くことのできない道だと考えています」と述べている（全国ハンセン氏病患者
協議会編 1987:532）。  
序章および第 1 章で述べたように、隔離政策の継続は、戦後の日本社会が生活支援を担
う福祉関係者も含め、療養所の外の社会にいるわたしたちが、生存や人生に関わる療養所
入所者の切実な声を受けとめることができなかったことを意味している。隔離政策という
ハンセン病者を抑圧する仕組みや社会の偏見・差別の眼差しに翻弄されながらも社会に声
を発してきたということは、療養所入所者のうちに、隔離政策の制約による「受動性の下
での能動化」という様相が現れたこととして捉えることができる。  
しかしながら、入所者の運動が入所者側からの一方向的なものにとどまり、社会との双
方向的な関係のなかで展開されなかった点に日本のハンセン病患者運動の限界も指摘でき
る。ここで示す運動の限界とは入所者による「運動史」や「自治会史」が 1970 年代半ば以
降に発刊されながらも、それらを対象として研究が進められるのが「らい予防法」廃止に
向けた動きが見え始める 1990 年代に入ってからであったこと、運動の中心は男性入所者
でありジェンダーという視点からみたときには性差のアンバランスがあったこと、研究対
象としてのハンセン病者が隔離政策の被害者として客体化されて捉えられてきたことに表
れている。  
本章では療養所入所者が隔離政策下の制約があるなかで、能動的に生存や生活に関わる
要求を始めた 1947（昭和 22）年の栗生楽泉園での「人権闘争」以降、「らい予防法廃止」
に至るまでの「全患協」を基盤として展開された「全患協運動（後に全療協運動）」に焦点
をあて、そうした運動の過程に「受動性の下での能動化」という当事者性の様相を示す。  
 
第 2 節 国立療養所入所者の患者運動に関わる先行研究  
患者運動に関わる既存文献としては、日本の患者運動についてまとめられた長宏（ 1979）
の『患者運動』、ハンセン病療養所入所者による主要なものに『全患協ニュース縮刷版』、
各園入所者自治会史、『全患協運動史』、『復権への日月』がある。またハンセン病患者運動
に焦点をあてた論稿には、後藤（ 1996）「法的差別の撤廃に向けて」、羽江ら（ 2006）「ハン
セン病者のたたかい・年表稿」、中島（ 2006a）「ハンセン病問題の深層構造と人権思想―近
代日本における患者人権闘争の意義と射程」、有薗（ 2012）「病者の生に宿るリズム―ハン
セン病患者運動の「多面性」に分け入るために」、荒井（ 2012）「患者運動と療養文芸」が
あげられる。  
 後藤（1996）の論考は「ハンセン病患者への差別を国家が扇動した象徴としての『らい
予防法』の廃止を見据えながら、法律が廃止される今こそ、歴史のなかにハンセン病患者
の存在を深く刻み込んでおかなければならないという確信のもとに、古代から現代までの
日本の歴史のなかで、ハンセン病患者への差別がどう形成され、どう変容してきたかを追
求した」とする藤野豊編（ 1996）『歴史のなかの「癩者」』に収められた論文である。  
 同論考では「らい予防法」の成立以後、同法廃止に向けて検討が開始されるまでの時間
軸において、同法をめぐる全患協運動の動きを① 1953～64（昭和 30 年代）…予防法改正要
求の再燃期、②1965～74（昭和 40 年代）…予防法改正の沈静期、③ 1975～93 年（昭和 50
年代～平成 5 年）…「慎重論」の台頭期、④ 1994～現在（平成 6 年～現在）…予防法「廃
止」要求の拡大期、に区分している。そのうえで①③④の時期に焦点をあてて、法廃止ま
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での全患協運動の運動方針、国の動向を整理し、なぜ「らい予防法」が 40 年以上も放置さ
れ続けたのかという疑問を明らかにしようとしている。  
 羽江ら（2006）では、ハンセン病患者を「人権の主体としての自らを問う存在としてあ
り続けた、といっても過言ではない」と述べ、各療養所入所者自治会、患者の動向を年表
としてまとめている。  
 中島では「国策としての隔離・撲滅政策とこれに対抗するハンセン病患者・回復者の戦
前・戦中・戦後にみられる人権闘争＝運動の変遷、とりわけ 1952（昭和 27）年 10 月から
1953（昭和 28）年 8 月にかけて展開された「癩予防法」改正闘争期に照準を定めて、彼ら
における人権思想の形成過程を明らかにしたい」（中島 2006a:122）という目的において患
者運動が取り上げられている。  
有薗は「ハンセン病患者運動の多面性を捉える視点」として①ハンセン病患者運動が「直
接行動」から「交渉」へと質的に変化したこと、②ハンセン病患者運動に関わる複数の運
動体の布置を読み解く作業として、「ハンセン病者の運動＝全患協運動とみなされている
が、ハンセン病患者運動の展開は、「全患協と国家の対決」という単一の枠組みによって説
明できるものではない。ハンセン病者が提起した問題と全患協の主張を同一視する分析は、
「隔離」という政策的手段をめぐる複雑な動きと、それに対峙する運動が直面してきた様々
な葛藤を見落としてしまうことになる。療養所外の運動体としては、全日本国立医療労働
組合と日本患者同盟（結核患者の運動組織）が、ハンセン病者の運動と支援協力関係にあ
った。療養所内の運動体としては、在日朝鮮人・韓国人患者による組織（「在日朝鮮人・韓
国人ハンセン氏病患者同盟」）と、視覚不自由者による組織（「全国ハンセン病盲人連合協
議会」）を重要な活動として挙げることが出来る」（有薗 2012：19）ことを指摘する。その
うえで、「ハンセン病者の運動に通底する思想を浮き彫りにすること」（同上 2012：19）を
課題としている。有薗は「ハンセン病患者運動の根幹にあるもの」は「経済格差の拡大を
抑止する機能をもつ要素をみつけだし、それを共有と再配分に向けて組みかえてゆく平等
主義的原則」であるとし、「この原則は、戦前・戦後を通じてハンセン病者の政治的活動に
一貫して存在するものであり、同病者の集まる療養所のなかでつちかわれてきた、ひとつ
の生活思想を反映したものであるといえよう」と述べる（同上 2012：38）。さらに、「かれ
らの運動の根底にあるものとして、平等主義的原則のさらに内奥にある、もうひとつ別の
力の存在」として「病に規定された身体のリズム、隔離政策によって均質化された生の様
式、これらの呪縛を一気呵成にふりほどこうとする激しさを秘めた、病者に独特の矜持で
ある」と指摘する（同上 2012：38）。 
ハンセン病に関する先行研究は多数あるが、そのなかで研究対象として患者運動を取り
上げたものは少ない。ハンセン病患者運動に関する先行研究では、全患協運動の歴史のな
かに患者の人権思想の形成をみる、「らい予防法」廃止までの全患協運動の時系列的な整理
を通して長年にわたる隔離政策継続の要因を明らかにする、ハンセン病患者運動に関わる
多様な主体との関係のなかでみられるハンセン病患者運動の多面性をとらえ運動に通底す
る思想を明らかにする、という患者運動の「思想性」や、患者運動の特徴・運動をめぐる
主張の異なりを見出そうとする視点があげられる。  
患者運動は、当事者からも先行研究の対象としても「闘い」として位置付けられ、運動
主体である患者は「闘う主体」として捉えられてきた。また、多様な関連団体との相互関
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係において運動が展開されていったという点からは、同病者だけの連帯によるものではな
く、多様な病者の集団、組織や関連団体が連帯するなかで、社会に対する要請を実践する
という特質をもっていたことを指摘できるし、その運動の意義は安定した療養生活の獲得
という成果として見出すことができる。しかしながら、強固な隔離主義の下、隔離政策の
撤廃を前面に出して運動を展開できなかったという点に運動の限界が現れている。  
 
第 3 節 国立療養所入所者による運動の生成―「受動性の下での能動化」の実態―  
 本節では、戦後の国立療養所における運動の生成過程において「受動性の下での能動化」
の現れの契機となった「人権闘争」、「プロミン獲得運動」について入所者へのヒアリング
と国会会議録、既存文献をもとに整理し、そうした運動の積み重ねが、入所者による全国
組織の結成、1953（昭和 28）年の「らい予防法」闘争につながっていった経緯をみていく。  
 
（1）人権闘争（栗生楽泉園）： 1947（昭和 22）年 
 戦後、日本国憲法のもとで、国立療養所入所者に「人権」に対する強い自覚が現れると
ともに、かれら自身が国立療養所の運営に対して異議申し立てを行うようになった。特徴
的な出来事は、1947（昭和 22）年に毎日新聞記事で掲載されたことをきっかけとして顕在
化した、国立療養所栗生楽泉園内の特別病室（重監房）における人権蹂躙の実態である。
これは「人権闘争」と呼ばれた。国立療養所栗生楽泉園の入所者はこのとき、療養所職員
の不適切な運営に対して異議申し立てを行い、その結果厚生省は患者側の要求を認めると
いう大きな成果につながった。ここでは、栗生楽泉園での「人権闘争」、「プロミン獲得運
動」の内容について、入所者 B さんへのヒアリングをもとに「受動性の下での能動化」の
現れを示していく。B さんは 1926（大正 15）年、北関東の生まれで、1945（昭和 20）年に
国立療養所栗生楽泉園に入所した。 B さんは軍隊に入隊中であったが、発病し、兵役免除
となって療養所に収容された。療養所へは「らい患者護送中」と書かれた郵便車に乗って
移送されたという 61。  
「人権闘争」当時のことを B さんは次のように語っている。  
 
B：人権闘争、これはね昭和 22 年。22 年のときにララ物資というのが入ってきたん
だね。ララ物資横流ししたり、そういう状況がわかって傷痍軍人の連中が壁新聞、新
聞紙に書いて不正行為をしたと風呂場の中に書いて、それがもとで、次は選挙権が与
えられまして、要するに松根油（しょうこんゆ）という松の根っこを掘ってそこから
油をとって飛行機を飛ばすということが山に積んであったのね。選挙権が与えられま
したから、参議院か衆議院の補欠選挙があったんですよ。そのときに共産党の議員の
方が２名ほどきまして、今の楽泉園の福祉室の前に山積みしてあったから。あなたた
ちは何をやってるんだと、そういう発言をされまして、私たちは松の根っこをのこぎ
りで切って細かくして、薪に燃やすんだといっておったら、君たちは療養所の中に入
ってそんなことをして何事だと、人権を無視してるんじゃないかということが始まり
になって、人権闘争というものが始まって、その時に特別病室というものがあったか
                                                   
612014 年 9 月 27 日、 B さんへのインタビューより  
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らね、それを訴えたわけだね  
 
当時、松根油をとるために切った松の根を片づける作業をしていた入所者の作業内容が
発端となって、特別病室をめぐる「人権闘争」につながっていく。入所者による患者大会
が開かれ、「本省に行って、厚生省だね、そこへ行って陳情をしたわけ」という動きへと発
展した。これによって国会議員たちの調査団が来園することになった。その時の様子は、
「それから国会から調査団が来るわけだね。群馬県出身の武藤運十郎先生ほか、5、6 名く
るわけだね。患者のいうことを聞いて、特別病室の中に入っていくわけだね。そうすると、
もうこんな人権無視することがありえないということでね」というものだった。  
1947（昭和 22）年 8 月 28 日の参議院厚生委員会で楽泉園の特別病室について質問を行
ったのは武藤運十郎議員である。武藤議員は自身の選挙区でのことであり特に関心を寄せ
ているとして、楽泉園内の特別病室に監禁された患者の獄死について掲載された毎日新聞
の記事内容を紹介している。そして、「私は療養所の内部の実情、はたしてかような虐待の
事実、人道問題に関するような事実があったかどうかお調べ願いたいと思う」（厚生委員会
議録:101）と、政府による実地調査を求める発言を行った。これに対し、一松定吉厚生大
臣（当時）は、毎日新聞の同記事を読んで早速実地調査員を派遣したことを回答している。
この厚生省担当者らによる実地調査の後、国会議員の調査団も実地調査を行い、それぞれ
1947（昭和 22）年の 9 月 18、26 日、11 月 6 日の厚生委員会で報告がなされた。  
国立療養所栗生楽泉園入所者自治会による『風雪の紋―栗生楽泉園患者 50 年史』では、
「人権闘争」の結果について、「当園での患者人権闘争は、厚生省にとって、もはや社会的、
政治的にも放置できない事態となってきており、ましてそのたたかいの炎が現に多磨全生
園に飛び火し、さらに他療養所へも拡大する恐れが生じてきた」ため、1947（昭和 22）年
9 月 18 日大臣代理として、医務局長東龍太郎、療養所課長加藤英市他 2 名が楽泉園に派遣
されたと記述されている。このときの厚生省と入所者との交渉の結果、患者の要求はほぼ
認められた。入所者が要求した内容とは、生活保護法による扶助金の支給、半強制労働の
廃止、患者による運営協議会の設置、患者の衣食住の最低限度の支給、不良職員の追放、
保育児童の待遇並びに設備改善、特別病室（一切の監禁室）の撤廃、治療資材の充実及医
療施設の改善、といった内容でありこれらがほぼ認められたのである。東と患者代表との
間で交わされた「回答記録」について、楽泉園入所者の沢田五郎は、「この東龍太郎の回答
はその後の全国ハンセン病患者にとって宝といってよいものだと思う」（沢田 2002:157）
と評価する。  
ここで重視するのは、次の沢田の指摘である。沢田は「この時点では、闘争の全般を通
じて本病者の強制収容、強制隔離は不当という意見は患者側からも強く打ち出されていな
い。経験に照らして伝染力は微弱であるとの考えに基づき、強力な伝染病であるかのよう
なやり方は改めてもらいたいという意見に留まっている。当時は、厚生省当局、国会議員
及び園外の人は、それがどれほど患者にたいして好意的な人であっても、隔離そのものに
疑問を投げかけた人はなく、厳重隔離を前提とした意見であったことは記憶してよいこと
だと思う。」（同上 2002：160-161）と述べている。  
ここには、当時の「らい予防策」の対象として「隔離収容」された入所者、実施する側
であった行政、国会での議論を担った議員いずれにも、「らい予防」には「隔離」を前提と
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する、という強固な枠組みがゆるぎなきものとして認識されていたことが示されている。
このような点は、第 4 節で述べる「当事者性の客体化」が固定されるという状況に影響を
及ぼしているといえる。 
 
（2）プロミン獲得運動： 1949（昭和 24）年 
 人権闘争の後、1949（昭和 24）年にハンセン病の新薬プロミンを獲得する運動が始まる。
B さんは 1945（昭和 20）年に入所しており、当時のことを次のように語っている。  
 
B：それで昭和 20 年に私が来たんだけど、このときはセファランチンという薬があ
るわけさ、結核のね。セファランチン、なおらんちん、死にらんちん、ということで
ございましたね。だからそのときに中国に出兵した〇さんていう人、この方は弟が楽
泉園にいたんだね。兄貴が、私も 2、3 回会いましたけどね。この方が来たわけ。林芳
信先生（注：当時多磨全生園園長）にお願いしてお金を出すから新しい新薬があった
ら頼みますと。それで薬局行って、埃を払って、静脈だからね、5 グラムずつ、どんど
んどんどんと打って一か月、二か月、三カ月、四か月、五か月、六か月打ったらたち
どころによくなってしまったね。それが結局各療養所に風の便りに聞いて、プロミン
獲得運動が始まるわけだね。これが 24 年だね。24 年に結局当時の厚生大臣が渡辺さ
んという人だね、それから大蔵大臣が池田隼人さんていう人が大蔵大臣。のちには総
理大臣ね。貧乏人は麦飯を食べなさいと。いうことで。あのときは 7,000 万の要求を
するんですよ。それで 7,000 万まかりならんということで 5,000 万の予算がつくわけ
ね。それで 5,000 万の予算がついて、要するに、吉富製薬でもって作るわけね。プロ
ミンを。石館プロミンをね。それで全国の療養所には、だいたい当時 13 か所では 13,000
人くらいの入所者がいたんだね。それで 5,000 万でもって全員に投与できないから、
栗生楽泉園では児童が要するに 40 人いましたから、児童を対象に私たちはようする
に 30 歳まで生きればいいということで、児童に託してやったわけだね。その後やっぱ
りどんどんくるから抽選をやったね。抽選ほど不公平なことがなかったわけだな。要
するに病気の軽い人が当たって、病気の悪い人が当たらないと、いうことで福祉の分
館に行って、まき割りもってがらがらと割ったり、煙突に上ってストをやったりした
よね。そういうハプニングがあったわけだね  
 
 B さんが語るプロミン治療のための予算が削減されたことについて、『全患協ニュース』
第 37 号（1954 年 5 月 15 日）では、駿河療養所医官馬場省二（当時）が「議会のプロミン
予算削減の報がもたらされた折、全患者躍起して予算復活要請を当局に迫った本館裏の
物々しかった光景」と記述されている 62。多磨全生園では 1948（昭和 23）年にプロミン獲
得促進委員会を結成、上述の予算削減に際しては、全生園、楽泉園の入所者がハンストを
行って抗議した（全国ハンセン氏病患者協議会編 2002：71）。このような入所者の運動に
よって、新薬による治療が全国療養所で開始され、「大風子油治療では全く考えられなかっ
た」治療の進展によって「幾つかの薬を併用する科学療法が現実のものとなり、ハンセン
                                                   
62馬場の記述については『全患協運動史』 p.71 に記載がある。  
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氏病は不治ではなく、可治の病となった」（同上 2002：71）。 
 立岩は「プロミン獲得」に関して「プロミンの獲得闘争については、必要なものは必要
なのだから、経営者側も含め、対立がおこることはない。労働者も経営者も支持する。そ
うした闘争はいくらかを得ることになる」と述べている（立岩 2016：9-10）。立岩（2016）
のいうように、「対立がおこることはない」ようにみられるなかにも、予算要求額をめぐっ
て入所者たちは抗議の声を上げたのである。運動の結果、 5,000 万の予算はついたのであ
るが、B さんのいた栗生楽泉園では大人たちの配慮によって子どもたちへの投与が優先さ
れ、その後抽選方式で分配されるという「不公平な」状況が強いられたのである。  
 
（3）らい予防法闘争： 1952（昭和 27）年～1953（昭和 28）年 
 「人権闘争」、「プロミン獲得運動」に引き続いて、大きな動きとして現れたのは 1951（昭
和 26）年の全国国立癩療養所患者協議会の発足 63、同年 11 月の参議員厚生委員会での「三
園長証言」とそれをきっかけとして高まりを見せた「らい予防法」闘争である。「三園長証
言」で論点となっている内容が表 4-1 である。戦後という時代の変化に即応し「癩予防法」
の改正、改善の必要性について意見を求められた光田健輔（当時長島愛生園長）、林芳信（当
時多磨全生園園長）、宮崎松記（当時菊池恵楓園園長）の三園長がそれぞれに患者隔離の必
要性、療養所の拡張を強調した。  
林園長は「まだ約六千名の患者が療養所以外に未収容のまま散在しておるように思われ
る」として「これらの患者は周囲に伝染の危険を及ぼしておるのでございますので、速か
にこういう未収容の患者を療養所に収容するように、療養施設を拡張して行かねばならん」
と「未収容患者」の収容とそのための療養所拡張を主張している。  
光田園長も「その残つておる患者を早く収容しなければならん」と「収容」の必要性を
述べ、療養所職員の勧奨に応じない患者については「強権を発動」しなければ解決に結び
つかないという趣旨の発言をしている。さらに、「又男性、女性を療養所の中に入れて、そ
れを安定せしめる上においてはやはり結婚させて安定させて、そうしてそれにやはりステ
ルザチヨン即ち優生手術というようなものを奨励するというようなことが非常に必要があ
る」と療養所内での優生手術の必要性について発言している。  
宮崎園長は「何故に癩患者は隔離しなければならないか、隔離を以て臨まなければなら
ないかという、結核患者はなぜ隔離しなくてもいいかということの根本問題を一つはつき
りして、私どもは隔離の根本理念を確立して頂きまして、患者が如何ように申し参りまし
ても、こういう方針だと私ども確信を以て患者の隔離を断行できるような理論的な裏付け
をして頂きたい」と、「隔離」の必要性を強調した。さらに、「今の現在の法律では私ども
はこの徹底した収容はできない」、「幾ら施設を拡充されましても、そういつたいわゆる沈
澱患者がいつまでも入らないということになれば、これは癩の予防はいつまでたつても徹
底いたしませんので、この際本人の意思に反して収容できるような法の改正ですか、そう
いうことをして頂きたい」と、「強制性」をもって「隔離収容」をすすめる要望を述べてい
る。 
                                                   
631952（昭和 27）年に、「全らい患協」から「全患協」へと名称変更（全国ハンセン氏病患者協議会編
2002:199）。  
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表 4-1：三園長証言（国会会議録を転記、下線・太字は筆者）  
 発言者  発言内容  会議録情報  
 梅 津 錦 一 委
員長  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
林芳信  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・本日は社会保障制度に関する調査中、特に小委員会
を設けまして目下研究中の癩に関する件を案件にいた
します。参考人の先生の御列席を頂きまして、非常に
この委員会として光栄に存ずるわけでありますので、
順序不同でございますが、御紹介申上げます。  
 国立療養所多磨全生園長の林芳信先生、国立予防衛
生研究所長の小林六造先生、国立療養所長島愛生園長
の光田健輔先生、国立療養所熊本恵楓園長の宮崎松記
先生、名古屋大学教授の久野寧先生の五名でございま
す。  
・癩予防は結核の問題と共に我が国では極めて重要な
事業でありまして、その病気の性質から見ますると、
むしろ結核より困難な仕事であると思われるのであり
ます。参議院厚生委員会におきましては、前国会以來
特に小委員会を設けて癩の問題の調査に当つて参りま
したが、本日はこの方面の権威者のかたがたにお集ま
りを頂いて、いろいろと懇談的に御意見を伺いたいと
存じます。  
・癩予防法も時代に即応いたしまして改正、改善等の
必要を考えておるのでありますが、これらの問題は極
めて多角的でありますから、どうぞ皆様がたからそれ
ぞれ御関心の点についてお話を頂きたいのでございま
す。  
・我々が推定いたしますると、大体一万五千の患者が
全国に散在して、そのうち只今は約九千名の患者が療
養所に収容されておりますから、まだ約六千名の患者
が療養所以外に未収容のまま散在しておるように思わ
れます。でありますから、これらの患者は周囲に伝染
の危険を及ぼしておるのでございますので、速かにこ
ういう未収容の患者を療養所に収容するように、療養
施設を拡張して行かねばならんと、かように考えるの
であります。  
・癩予防及び治療の問題でございますが、先ほど申し
ましたように、癩予防は現在のところ伝染源であると
ころの患者を療養所に収容するということが先ず先決
問題でございますが、癩予防の知識普及ということも
必要でございますし、又一方現在癩予防法はもうすで
に制定になりましてから四十四年を経過しております
1951（昭和 26）年 11 月
8 日  
第 12 回国会  
厚生委員会議録 10 号  
通称「三園長証言」  
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光田健輔  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
宮崎松記  
 
 
 
 
 
 
 
 
る古いものでございますし、時勢に適合するように適
当に改正されることが至当であろうと考えます。  
・これは先ほど林君が言うたように、まだよく詮索す
るというと余計にあるかもわかりません。その残つて
おる患者を早く収容しなければならんのでありますけ
れども、大概これが多年努力されて入院を親切に指し
示して、何回も何回も県庁のかたとか或いは療養所の
職員が勧めるのでありまするけれども、これに応じな
い者が非常にたくさんでございます。そういうような
者に強制的にこの癩患者を収容するということが、今
のところでは甚だそういうところまで至つていないの
であります。知事が伝染の危険ありと認めるところの
者は療養所に収容するということになつておりますけ
れども、次第次第に……元は警察権力の下にあつたの
でありますけれども、今日は一つも経費がないと言つ
たらおかしいですけれども、主に保健所の職員に任せ
てあるようなのであります。これは以前よりは非常に
このために収容もむずかしいようになつております。
この点について、特に法律の改正というようなことも
必要がありましよう。強権を発動させるということで
なければ、何年たつても同じことを繰返すようなこと
になつて家族内伝染は決してやまないと、これが第一
番と第二番に御諮問になつたことに対する私の意見で
ございます。  
 それから予防治療、予防するのにはその家族伝染を
防ぎさえすればいいのでございますけれども、これに
よつて防げると思います。又男性、女性を療養所の中
に入れて、それを安定せしめる上においてはやはり結
婚させて安定させて、そうしてそれにやはりステルザ
チヨン即ち優生手術というようなものを奨励するとい
うようなことが非常に必要があると思います。  
・癩予防法制定当時はいわゆる癩収容所への対象を浮
浪徘徊の癩患者に限つておりましたので、いろいろな
困難もありましたけれども、とにかく患者を収容の対
象とすればよかつたのでありますが、その後収容の対
象の限定を解かれまして、すべての癩患者、在宅有財
の癩患者もこれを収容するということになつて参りま
して、そういたしますると、患者自身を入れるだけで
は解決が付きませんで、どうしてもそれに付随して起
りまする社会問題を全面的に解決いたしません限り、
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患者を収容しろということは実際無理になつておりま
す。從いまして單なる患者の収容というだけでは将來
癩問題の解決は困難でありまして、これに付随して起
る社会問題を徹底的に解決するということが必要にな
つて参ると思います。  
・この癩の隔離の問題で十分根本的に考えて頂かなけ
ればならない問題でありまして、私ども今までただ癩
は隔離するということでよつてまいりましたが、只今
患者の自覚と申しますか、そういうことから同じ伝染
病である結核は、私の所には丁度道を隔てて隣りに国
立の結核療養所があります。そこの患者はまあ出て歩
く。併し事癩患者になると一歩この境界を出てもつか
まつて懲戒検束をやるとか、周囲からやかましく抗議
をされるというのはなぜかということをたびたび質問
を受けるのであります。何故に癩患者は隔離しなけれ
ばならないか、隔離を以て臨まなければならないかと
いう、結核患者はなぜ隔離しなくてもいいかというこ
との根本問題を一つはつきりして、私どもは隔離の根
本理念を確立して頂きまして、患者が如何ように申し
参りましても、こういう方針だと私ども確信を以て患
者の隔離を断行できるような理論的な裏付けをして頂
きたいと思います。  
・それから予防効果の問題でありまするが、私は癩は
努力すればするほどそれに比例して効果が挙るものだ
と思つております。反対に折角やつた癩予防対策も中
途半端なものでありますれば、いつまでも解決いたし
ませんで長く禍根を残す。癩問題はやるならば徹底的
にやるという方針をとつて頂きたいと思います。いつ
までもだらだらやつているのは禍根をいつまでも残す
だけでありまして、この際若しおやりになるならば徹
底的にいわゆる完全収容、根本的に解決をして頂くと
いうことにして頂きたいのでございます。  
・戰争の影響によりまして癩の増加することは從來の
歴史にも見られていますことでありまして、戰争中並
びに戰後におきましては当然癩が増加するであろうと
いうことが考えられます。併し戰争状態の回復に從い
まして癩も又当然減少して來るとは考えますが、この
際癩予防対策の度を決して緩めないように、最後の完
全収容に向つて努力を傾注して頂きたい のでありま
す。  
99 
 
谷 口 弥 三 郎
委員  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
宮崎松記  
・先刻來いろいろお話の中にも出たようであります
が、癩の患者も浮浪者とか或いは貧困者とかいうのは
かなり収容されて、残つているのはいわば沈澱してお
る在宅患者である、これを強力に収容するというのに
は、現在の法律では強制的にこれを収容することがな
かなか不可能であるというようなお話もありましたの
ですが、実はこの前の小委員会をやりました当時、厚
生省のかたあたりからの話を聞くというと、今の癩の
予防法でも収容は強制的にできんことはないというよ
うな、そう心配はないようなお話があつたりしておる
のですが、実際は如何でございましようか。  
・今の現在の法律では私どもはこの徹底した収容はで
きないと思つております。それは今やつております今
の法によりますと、勿論罰則は付いておりませんし、
いわゆる物理的な力を加えてこれを無理に引張つて來
るということは、これは許されませんし、結局本人が
頑強に入所を拒否しました場合には私はできない、手
を拱いて見ておらなければならない。幾ら施設を拡充
されましても、そういつたいわゆる沈澱患者がいつま
でも入らないということになれば、これは癩の予防は
いつまでたつても徹底いたしませんので、この際本人
の意思に反して収容できるような法の改正ですか、そ
ういうことをして頂きたいと思つております。  
 
 このような療養所長の発言は、当時の療養所入所者に怒りをもって受けとめられた。1952
（昭和 27）年に入ると、「全らい患協」の「らい予防法改正に関する意見書」の提出、熊本
の菊池恵楓園、東京の多磨全生園の自治会から三園長証言に対する抗議、多磨全生園での
「らい予防法改正促進委員会」の結成といった動きが現れ、「らい予防法改正」促進を図る
動きが活発になっていった（全国ハンセン氏病患者協議会編 2002：44-45、198-199）。1952
（昭和 27）年 12 月 4 日の厚生委員会における山口厚生省公衆衛生局長の「御指摘のよう
に癩予防法の改正につきましてはいろいろの要望が出ております。併し現在のところ私ど
もは現在の法律を改正する考えは持つておりません」とあるように、厚生省としては法改
正の動きはなかった。しかし、入所者の法改正を求める声に協力的であった社会党の長谷
川保議員らは「議員立法として全癩患協の主張に沿った法改正をおこなおうとした」（藤野
編 1996：217）。「しかし、厚生省はこうした議員立法の動きに反発」（同上 1996：218）、1953
（昭和 28）年 3 月第一次「らい予防法」改正案が国会に上程されたが、これは国会解散に
よって廃案となった。厚生省が作成した法案内容とは「患者とその家族に対する差別を禁
止しつつ、患者を診察した医師の届け出を義務付け、強制収容や三〇日以内の謹慎を含む
懲戒の規定を明記し、患者の外出を療養所長に許可したものの、退園規定はないという内
容」となっていた（同上 1996：218）。法案は「第五次吉田茂内閣のもとでの第十六回国会
100 
 
に再提出」された（同上 1996：218）。「隔離収容」「退所規定のない」枠組みが維持される
ことに対して、「らい予防法闘争」は展開されたのであった。その方法は厚生省前の座り込
み、ハンガーストライキなど「実力行使」をともなうものであった。  
B さんも「予防法闘争」に参加した一人であり、当時の状況を次のように語っている。  
 
B：それで私たちは（昭和） 28 年に予防法闘争に行くわけね。それで（昭和） 28 年
の 7 月 7 日だから、これは多磨でもって、やっぱり〇さんたちが親方になって、〇さ
んていう足袋作るところの人とね、自治会の多磨の連中が田無から押してトラックで
もって今の衆議院会館だね、が立つ前にそこにいち早くテントを張って、それでどん
ぱちやっとったね。そのときに東京都の衛生課の職員たちが完全武装して患者を捕ま
えてやろうと、誰一人として触る人はいなかったわけね。そこで栗生楽泉園では私た
ち含めて 8 人、要するに草津町に当時は車屋が、〇っていう車屋があってね、今でも
あるけどハイヤーが 2 台しかない。それで○○ぞうりはいた親父さんでね、東京都は
わからないということで、松戸まで行って、松戸からハイヤー拾って私たち国会まで
行くわけね。座り込みでいった。それで運転士が連れて行ったところが、ちょうど問
答してるところにいったんだね。（略）そこへ我々が入った。栗生代表はじめ入ったか
ら。（新田：そのときは B さんも行ったわけですよね）うん、行った。やってるうちに、
蜘蛛の子散らすように散ってしまったの。議員さんはバッジつけてないし、何のあれ
もないから、防備も何もなく来てるから。東京都の人たちびっくりしてみんな散らば
ってたね。そういう状況だった。そこで一週間座り込みをやって、らちが明かないと
いうことで、私は 1 名だけ多磨の、多磨に、19 日間あそこに座り込みして、とまって
ね、一緒に厚生省交渉をやったんだけどらちがあかない。それでまた家に帰ってきて
また 8 月、また行ったわけね。同じようなことをやって、これもだめで。それで 10 月
になって、たぶん 10 月だったと思うんだけど。今度は参議院の会館に入りまして、傍
聴に入ったわけね。それで 40 名くらいおりますから、それで堂森委員長さんが委員長
でございますから、三園長から我々のハンセン病について聞いてるからね。誰も発言
する人がなかった。そのときに 9 項目をつけましょうと。  
 
 9 項目の附帯決議とは、表 4-2 にまとめた内容となっている。全国ハンセン氏病患者協
議会編（2002）では、附帯決議の決定について「九項目の付帯決議は、要求のほとんどを
含んでおり、今後の運動の大きな足がかりであること、そしてさらに自らの組織が、この
国の福祉にたいし、政府の目を幾らかなりとも向けさせたこと、などが成果としてあげら
れるが、団結力の力を自覚し、政治は動かすことができるという教訓を得たことこそ、何
ものにもかえられない成果であった」と述べられている（全国ハンセン氏病患者協議会編
2002：62）。 
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表 4-2：らい予防法改正に関する附帯決議  
（全国ハンセン氏病患者協議会編 2002：241 より転記）  
一、患者の家族の生活保護については、生活保護法とは別建ての国庫負担による援護制
度を定め、昭和二十九年度から実施すること。  
二、国立のらいに関する研究所を設置することについても、同様、昭和二十九年度から
着手すること。  
三、患者並びにその親族に関する秘密の確保に努めると共に、入所患者の自由権を保護
し、文化生活のための福祉施設を整備すること。  
四、外出の制限、秩序の維持に関する規定については、適正慎重を期すること。  
五、強制診断、強制入所の処置については、人権尊重の建前にもとづきその運用に万全
の留意をなすこと。  
六、慰安金、作業慰労金、教養娯楽費、賄費等につき、今後その増額を考慮すること。  
七、退所者に対する更生福祉制度を確立し、更生資金支給の途を講ずること。  
八、病名変更については十分検討すること。  
九、職員の充実及びその待遇改善につき一段の努力をすること。  
 
以上の事項につき、近き将来本法の改正を期すると共に、本法施行に当たっては、そ
の趣旨の徹底、啓蒙、宣伝につき十分努力することを要望する。  
一九五三年八月六日 参議院厚生委員会  
 
「人権闘争」、「プロミン獲得運動」、「らい予防法闘争」をめぐっては、入所者が声を上
げ、ハンストや座り込みといった実践を展開したことで、かれらが療養所の状況に対して
「受け止める」だけの存在ではないことが厚生省や国会議員らに可視化された。このよう
な運動する入所者のうちに「受動性の下での能動化」の形成を指摘することができる。  
 
第 4 節 「らい予防法」下で固定化した「当事者性の客体化」  
 前節までに述べてきたように、戦後という時代のなかで、療養所は患者運動の場として
機能し、隔離政策の制約による受動性の下ではあったが、主として男性入所者は運動の担
い手として「能動的主体」としての役割を担っていたと捉えることができる。そのような
状況において、「当事者性の客体化」が払しょくされることはなかった。そのことを「優生
手術」の実施をめぐる入所者の受けとめ、「らい予防法」の廃止をめぐる入所者の意見の相
違、という点から示していく。   
 
（1）優生手術をめぐる入所者の受けとめから  
1970 年代に展開された障害者運動から見えてくることに関する立岩と市野川の対談の
なかで、優生保護法下で行われてきた優生手術について、それらのなかには「到底、容認
することができないようなケース」もあったことが指摘され、そのなかでハンセン病療養
所での優生手術について触れられている。立岩は全患協運動が戦後の劣悪な生活環境のな
かで「闘争」によって多くのものを勝ち取ってきたという事実がありつつも、療養所で半
ば強制的に行われてきた優生手術に対しては入所者のなかに「ためらわせるもの」があっ
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たこと、つまり「当事者の中にもその頃にはためらわせるものがあったんだと思うんだよ
ね。果敢な闘争を展開した人の中でも、にもかかわらず、ためらいというかがあったって
いうことは事実としてあるんだ」と指摘している（立岩 2000:170-171）。  
1980 年代から「らい予防法」、「優生保護法」に対する反対意見を表明してきた島比呂志
は「日本の恥部―癩政策と優生保護法」 64という論説のなかで、自身が 1948（昭和 23）年
７月に断種手術を受けていること、しかしながら、それは「充分納得したわけではなかっ
た」（島 1996：101）ことを述べている。島は自分が長男であること、子どもがなければ家
系が途絶えてしまうこと、故郷の両親が子どもの面倒を見てくれること等を園に伝えたが、
当時の園長の回答は島だけに例外を認めるわけにはいかないというものであった。「強硬
に自説を主張」した島に対して、「患者自治会からも副会長が来たり、評議員会の議長、副
議長なども来て、『みんな受けているのだから』と私を説得した」という（同上 1996：102）。 
このような入所者からの働きかけに対し、「病友に対しては、彼らがその受難に甘んじて
いるとなると、自分だけがその受難を避けようとするのは、利己的で、卑怯ではないかと
いう思いに責められる。そのうえ、この手術を受けない限り、夫婦は公認されず、共に生
活する部屋も与えられないという現実生活上の村八分的制約もあった」と述べている（同
上 1996：102）。島は結果として手術を受けたが、「そうした手術がいかなる法律に基づく
ものであるかなどということは、考えてもみなかった。おそらく、すべての病友が、まだ
園の処遇について、深く考えることのない時代だったのではないだろうか」と考察し、「私
たちの意識の中には、癩は不名誉な病気でしかも不治という思いがあって、癩に罹った以
上、どのような扱いを受けても仕方がないといった、一種の諦めがあった」と述べている
（同上 1996：102）。 
島の論説に書かれている断種手術に関する「自治会」の役割、当時はそうした手術が実
施される背景について入所者自身考えることがなかったこと、男性が断種手術を受けなけ
ればならないことを「諦め」と表現している点を、第 5 章で取り上げる A さんも語ってい
る。A さんは、結婚の条件として断種手術が行われていたことについて、「結婚するのに断
種するのが条件だったって、これは自治会がやってたんだから。園によっては、お前結婚
するなら断種せよって、自治会がそれを言ってたわけだから」と語った。  
そして、「断種」については以下のように話して下さった。  
 
A：断種に対して言えばさ、やっぱりなんていうんだろう、まああきらめも半分でそ
うするのが当たり前だと思って断種した人も結構いるのかなと思うんだよね。どうい
う気持ちだったんだろうって聞いてみたいとこあるんだけど、そんなこと聞けねえし
な。 
 
新田：そうですよね、なかなか踏み込んでは聞けないですよね。でもみんなそうい
うどこかしら思いをもって、大っぴらには言えないけれど  
 
                                                   
64初出は『解放教育』 1983 年 4 月号、本論文では『片居からの解放［増補版］』（ 1996）より引用して
いる。  
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A：そりゃあそうだよ。結婚の条件がな、ワゼクトミーだなんていうとさ、なんなん
だろうってやっぱり人権の問題だと、いまさらながら思うわけよ。当時はそんなこと
全然思ってないからさ。だけど、今思えば、全く全部すべてが人権問題ですよ、なあ、
やられてることは、いっさい。なにからなにまでそうだなあと思って 65。 
 
さらに、第 5 章で考察しているが、A さん自身、療養所入所者が子どもを産み育てるこ
とができない身体であることに対して「人間としてどうなんだろう」という葛藤、疑問を
自らのうちに抱き、パートナーへの優生手術の実施を納得せざるを得ない状況が現れてい
た。 
 また、療養所のある男性入所者は、入所者が社会復帰に踏み切れない理由の一つとして
「断種」を挙げて、次のように述べている。 
 
「断種」しているということなど、一例だがめったに人の口にしない隠れた事実だ結
婚のよろこびと引換えに人間の第一の生産能力を失っているのである。肢体健全でも片
輪者の意識はめぐまれまい。それにもまして人並みに「子の成長を楽しみに働く」とい
う将来への希望と夢を託すものがないとすればどこに住もうと同じだということになり
療養所定着へ心は傾く、その心情は汲まるべきだ。（全国ハンセン氏病患者協議会編
1987:421） 
 
ここには、「療養所定着」をする入所者の気持ちが、優生手術を施された身体をもつこと
と関連付けられて述べられている。男性入所者の声からは、「断種」手術を受けた身体が「生
産能力を失っている」ために「人並み」の社会生活を送ることができず、そのことが社会
復帰をせず、療養所で生活を続けるという状況につながっていることが示されている。  
女性の視点からは、第 7 章で取り上げる療養所入所者の女性の生をめぐって、「子どもを
産むことへのタブー」について論じている青山（ 2005）は、子どもを産み育てることが良
しとされない状況が「患者同士の結婚を認めて出産は認めないという、施設規則に対する
入所者の内面化と読みとれる」ことを指摘している（青山 2005：332）。  
優生手術を受けた「身体」を抱えて生きるということ、あるいは優生手術を受けなけれ
ばならない「身体」であることは、男性にとって、仕方のないこととして「あきらめ」を
もって受け止められ、療養所で生涯生活を送らなければならないことの決断にもつながっ
ていったし、パートナー（妻）が引き受けざるを得なかった手術の実施について納得せざ
るを得ない状況、女性にとっては産み、育てることを断念せざるを得ない状況として現れ
ていた。  
また、前述した立岩（ 2000）で全患協運動について触れられているが、その全患協運動
における優生保護法にもとづく強制堕胎（優生手術）の問題の位置付けについてみておき
たい。全患協では 1963 年に出された「らい予防法改正草案」のなかで、「その他」とし
て、「優生保護法」の中のらいに関する規定を削除することが求められた。具体的には、
「『優生保護法』によれば、ハンセン氏病は遺伝病であり、おそろしい病気であるかのよ
うに錯誤されます。ハンセン氏病は遺伝病ではありません。しかるに過去においては法の
                                                   
652016 年 2 月 12 日、 A さんへのインタビューより。  
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もとにハンセン氏病患者の『生殖を不能にする手術』を強制的に行い、患者に対して肉体
的及び精神的に深い損傷を負わせているのであります。従って他の遺伝病を対象とし『命
令をもって定める優生保護法』にハンセン氏病を含めることは不当でありますので、これ
を削除されたい」とする文言である。このときに出された要求では、強制的な優生手術に
よって患者が受けた肉体的精神的苦痛について触れてはいるが、「遺伝病」に「ハンセン
病」を含めることは適当ではないという理由で削除が求められている。  
優生保護法にもとづく強制堕胎の問題、それに関連する胎児標本の問題は国賠訴訟後の
ハンセン病問題検証会議の中で深刻な問題の一つとして指摘された。島は、「予防法を中心
にしたこの闘争の中で、家族断種に反対する訴えはあったとしても、その裏付けとなって
いる『優生保護法』にまで深くメスを入れることはしなかった。そしてその後三十年の患
者運動のなかで、『優生保護法』が大きな問題として取り上げられたことはなかったのでは
なかろうか」（同上 1996：103）と、1953（昭和 28）年当時の状況とその後の患者運動のな
かでも「優生手術」の問題が表立って取り上げられてこなかったことを問題提起している。
島や A さんが述べているように、入所者は優生手術の根拠法であった「優生保護法」の存
在を把握できる状況にはなかったし、そうした手術を「当たり前」のこととして引き受け
る状況があった。それはあまりにも強固に、「産めない」、「育てられない」身体であるがゆ
えに、優生手術を受けなければならないという「当事者性の客体化」が入所者に内面化さ
れてきたことの現れといえる。  
 
（2）「らい予防法」の改正と廃止をめぐる複雑な状況 
 「らい予防法」は 1996（平成 8）年 4 月 1 日に廃止された。明治 40 年に「癩予防ニ関ス
ル件」が制定され、病者の療養所への「隔離収容」政策が始まって以来、 1931（昭和 6）
年、1953（昭和 28）年の改正を経た「らい予防法」は多くのハンセン病者の人生を縛って
きた。ハンセン病の回復者として文筆活動をはじめ様々な活動を行っている伊波敏夫はそ
の著『花に逢はん』のなかで、らい予防法の改廃に関する入所者の思いを「自分自身の人
生と人権を全否定された法律を、最後の拠り所としなければならない。……何と不条理だ
ろうか？」（伊波 1997:310）と述べている。「らい予防法」の改廃をめぐる伊波のような見
解はこれまでにも指摘されてきた 66。自分たちがおかれた状況の不当さを訴え続け、「らい
予防法」の改正、療養所内の処遇改善を要求してきた全患協運動の担い手であった 3 名の
方からは、予防法の「改正」と「廃止」をめぐる入所者のおかれた複雑な状況が語られた。  
 
A さん 
新田：全患協運動、全療協運動って、予防法の改正っていうのはずっと言ってきたわ
けですよね。廃止っていうところまでは言わなかった？  
A：うん、そう。廃止なんて誰も考えてなかった。改正だった、ずっとな。何回も出し
                                                   
66 立岩は「ようやく『らい予防法』はなくなったんだけど、少なくともある時期、予防法撤廃ってい
うふうにストレートにはいけなかった部分っていうのはやっぱりあって。基本的に差別法だけど、そ
の中で自分たちがともあれ生きていける保障をしてる法律でもあるっていう認識が患者さん自身にも
あったから、ある意味でしょうがなかったし、僕らがとやかく言うようなことでもないと思うんで
す」と語っている（立岩 2000:172）。また、後藤においても、らい予防法改正をめぐって「法改正に
対する懸念が入園者の間に広く浸透しつつあった」ことが指摘されている（後藤 1996:233）。 
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てるけど、全部改正になってるよ。昭和 38 年にも出したでしょ。  
新田：なくそう、廃止させようっていうことまでは  
A：考えなかったな。  
新田：それはやっぱりなくなってしまったら自分たちの…  
A：いやだからね、そうそうそうそう。例えば、予防法を無くしちゃったら、改正する
のでもさ、改正すれば今受けてる処遇なり待遇ってのがな、なくなっちゃうんじゃな
いかっていう心配はしましたよ。当事者はもちろん。それとね、僕が一番、なるほど
な、そういうことなのかと思ったのは、予防法廃止になったときに、ある人のところ
へ実家からね、電話がかかってきたらしいんですよ。予防法がなくなったんだけど、
園から追い出されてさ、こっちへ帰ってくるんじゃないだろうなって、心配の電話が
かかってきた人がいるって。そんなことはないよって。法律にも今のままでいいんだ
って書いてあるよって、納得させたら、裁判が終わった後にまた電話がかかってきた
って。今度は裁判で勝って補償金もらったらさ、もうそこにはいられないんじゃない
のっていうことで、帰ってくるんじゃないのって言われたって。それでもそんなこと
ないよって言ったって、そういうことをね、いまだに言うっていう人もいるし 67。 
 
B さん 
B：一番大変だったのはね、らい予防法改正だね。平成になってからのね。このときは
私はちょうど副会長だったんだね。平成 7 年ね。7 年のときに副会長だから、ようす
るに療養所は統廃合、予防法は廃止ということで、全療協新聞に 2 か月にわたりまし
て記載したわけね。そうしたところ、みんなにたたかれて、謝罪文を出しなさいと言
われたけど、私はあくまでも個人の意見だから絶対に謝罪文は出しませんといったわ
け。それで今度は平成 8 年、8 年の段階では X 園の Y 荘（筆者注:面会人宿泊所）がで
きていましたから、ここに全国の療養所が集まりまして、結局文言を作って、いざ出
発と、3 月の 25 日か 6 日だったね。そのときに、 Z 園の代表は既得権を侵されるから
帰りますと、同じく W（筆者注：療養所）の代表も帰りますと、それで 11 名でもって
いくわけね。そうすると管さんがにこにこ笑いながらいるわけね。皆さんらい予防法
は改正ではありません、と。閣議で決定をいたしておりますと。あっけにとられたわ
けよ。それで結局予防法改正が廃止になって、「らい」という字を削除してもらえたら
新法をつくるために、「らい予防法」改正の新法をつくるために「らい」という字はカ
ットできないと。こうなったの。それで結局私たちは国会議員の諸先生たちにお世話
になって闘いやって、らい予防法改正を反対した、廃止したわけだから。  
 
予防法闘争のハンセン病の改正の時も、各支部では文言をいっぱい作ってやったけど
ね。うちは 4 地区に分けて、今は 2 地区しかないけど 4 区に分けまして、そこに集ま
ってもらってそこで私たちは説明をして、結局何人かの人は予防法によって、私たち
は守られてきたんだと主張する人がかなりいたんですよ。ところが私はそうじゃない
んだと、全療協の運動の力によってすべて要求が貫徹したんであるから、予防法によ
                                                   
672014 年 3 月 16 日、 A さんへのインタビューより。  
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って守られたんじゃないと。予防法の壁をやぶっていくには皆さんの力が必要なんだ
からぜひともご協力願いたいと説得して、うちは文言とらなかったの。  
 
C さん  
C：僕も全患協本部やめて非常勤の中執は何回もやったんですよ。だからいわゆる廃止
の時も集まってやったんだけど、その時はもう自用費ができてみんな安定してるもん
だから、○さんまでが「今やんないほうがいい、今やんないほうがいい」なんて、Ｘ
（療養所）なんか共産党の人がみんな反対して Y（療養所）も反対して、それで、私と
〇さんが資料館の資料集めに行ったら、○さんて、あれ共産党の人だけど、その人が
そういうあれのこと言うならば、もう予防法のこと言うならばもういますぐ帰ってく
れ、なんてそういうこと言われたんですよ。だからもう言わないからっつうんで、資
料集めに来たんだからって言ったんだけど、ところがらい予防法廃止になった途端に、
○さんやほかの自治会の連中はみんな腕くんで、橋のとこで写真撮って、自分たちが
闘ったから廃止さしたんだなんてこと言ってたから、ほんとにもう大笑いだったけど。
大谷先生 68はものすごく苦労したんですよ。各園をみんな回ってこのなかで何回も○
○（聞き取り不明）をついての話し合いして、鹿児島の在園者までここへ来てそれが
○○（聞き取り不明）してくれたり、日患の○会長までが反対したんですよ、いまは
時期が悪いと。そういうようなことでいったけど、Z（筆者注：療養所）の○さんはや
んなきゃだめだと、○○（聞き取り不明）と同じでらい予防法はよくないといって。
○さんはずっと言ってたんですよ。だから Y（療養所）の○さんは X（療養所）の連中
は全然駄目だったんですよ、そのときは。それがみんな廃止になった途端に元気にな
っちゃって、裁判起きたら原告団になったりして活躍するようになったんですけど。
目覚めるものがちょっとやっぱり、せっかく良くなってもらい予防法が廃止されたら
自分たちがみんな出されちゃうんじゃないか、それが既得権がみんな取られちゃうん
じゃないかって。そういう心配をみんなしたんです、大谷先生はそんなことは絶対さ
せない、大丈夫だから、大丈夫だからって、何回もこっちに来て言ってたんです。大
谷先生がいなければらい予防法は廃止されてないし、らい予防法が廃止されなければ
裁判は起きてないです。だかららい予防法廃止法をつくるときは、ちょうださんって
いって大臣官房にいる人がここへ何回も来て資料観たりして、大谷先生のあれを受け
て原案を作って、それを大谷先生が座長になって可決して、それで提出してあれがで
きたんですよね 69。 
 
 全患協運動が予防法の「廃止」ではなく、「改正」を訴え続けてきた点について、成田
（2009）では「予防法闘争中の全患協は、はじめは法の廃止を考えていた。しかし駿河療
養所長（のちに光田の後を受けて長島愛生園園長）高島重孝が、病気の無残と難治、そし
て家族からも絶縁されている悲惨を強調し、法の廃止よりも改正を含みに、福祉の向上を
期すことの方が肝要という意向を示し、それを駿河支部に伝えたところ、多くがこれに同
                                                   
68大谷藤郎（元厚生省医務局長）。  
692014 年 12 月 25 日、 C さんへのインタビューより。  
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調した。そのため結局は改正の方向に妥協し、不当な条項（殊に命令入所や秩序の維持）
の改廃と療養生活の向上などに主眼をうつしたとのことである」（成田 2009：363-364）と
述べられている。これは 1953（昭和 28）年の予防法改正闘争時のことであり、当時すでに
社会的受け皿が全くない状況下で「廃止」を訴えることの非現実性が療養所長および入所
者間で共有されていたことが把握できるとともに、予防法の「廃止」は非現実的であると
いうこと、そうした状況が入所者にとって予防法の廃止を強く主張できない状況につなが
っていたことを指摘できよう。  
 ここに見られる状況を立岩は、ハンセン病療養所が「多く人里離れた地にあったという
地理的な条件によって、そしてそもそもが閉鎖された空間であったこと、そして『偏見』
もあって、その全部にせよ、一部にせよ、別の人たちのために使うことにはならなかった」、
「その空間は、多くの人が残り、緩慢に減っていく中でともに護っていくものであったか
もしれない」と述べている（立岩 2016：10）。戦後、生活条件や治療環境の改善、らい予防
法改正をめぐる運動、療養所内の処遇改善を要求する運動が続けられてきた療養所という
場は、入所者の在所生活の長期化、高齢化という現実を迎えるなかで、運動の場から「と
もに護る」場へと変化していった。  
 そうしたなかで、予防法の「廃止」が必要であることを訴えたのが B さんである。B さ
んが「全療協ニュース」（ 1995 年 1 月 1 日号）に掲載した内容は、①入所者の減少がさら
に進む中で全療協の各ブロックを統廃合し、療養所を医療機関として存続させていく可能
性につなげること、②予防法が存続する限り、他の疾病の患者との共存は難しいこと、③
明治 40 年に制定された法律であるがゆえに、予防法は廃止すべきである、という３点であ
った。法律のもとで「隔離収容」された入所者自身が、法律の空洞化、死文化を自覚し、
時代にそぐわないことを認識していた。  
 戦前から続いた「癩予防法」、その後の「らい予防法」は、ハンセン病を病んだ人びとを
「隔離収容」し、社会との接点がつくられないままかれらを療養所に閉じ込めておくもの
だった。しかしながら、3 名の語りからも明らかなように、予防法を「廃止」することに対
して入所者のなかには、「既得権」が失われる、生活の基盤を持たないまま社会に放り出さ
れる、といった不安が少なからずあった。それは、社会から「隔離」されたことで、療養
所を終の棲家として心に定めなければならなかった入所者のおかれた複雑な環境、療養所
の外ではなく療養所の中に安定した生活の基盤、自分たちの場があるのだということを表
している。療養所という場があったからこそ、全患協運動という患者運動が成立し、様々
な要望を国に対して出し続け、運動の成果として療養所の処遇改善がもたらされたのであ
るが、入所者対国（厚生行政）という限定された関係においての成果であったともいえる。  
さらに、A さんの語りにあるように、予防法が廃止されたことで、家族のもとに帰って
くるのではないかという不安を入所者の家族が抱いていたということは、公的な場におい
ては理解された彼らの状況が、私的な場である家族には理解されていない、すなわち回復
することが非常に難しい家族や故郷との関係という現実を突きつけている。このような「ら
い予防法」の「改正」と「廃止」のはざまに、かれらの当事者性の回復の困難さを指摘す
ることができる。  
隔離政策という構造的な差別、抑圧状況におかれてきたハンセン病者の当事者性は隔離
政策の展開過程において「客体化」され、運動を通じた能動的な実践の過程には「客体」
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からの脱却にむけた動きが見出された。しかしながら、らい予防法の廃止にともなって想
定される生活の場の確保や家族との関係など、複雑な状況が療養所の入所者間、入所者と
家族の間にはできあがっており、自分の意志にそって主体的に生きようとすることの難し
さがあった。自分の意志にそって主体的に生きようとすることが困難である状況が生じて
いたことは、隔離政策下で「当事者性の客体化」の状態が固定化していたことを示してい
る。  
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第 5 章 全患協・全療協運動にたずさわること―「能動的主体」への契機①―  
 
A さん（全療協関係者） 70 
東北地方の出身。1943（昭和 18）年生まれ。A さん、母親、兄二人がハンセン病で療
養所に入所。 A さんは 1952（昭和 27）年に東北地方の療養所に母、兄と共に入所した。
入所してまもなく園内の教会で幼児洗礼を受けたキリスト教信徒である。1959（昭和 34）
年に岡山県立邑久高等学校新良田教室に入学、高校卒業後の 1963（昭和 38）年から入所
者自治会の書記として自治会活動に携わり、作業部、文化部長、庶務部長、渉外部長を
経て全療協において主要な役職を務め「全患協運動」その後の「全療協運動」の前面に
立ち続けてきた。  
 A さんは、戦後最大の患者運動といわれる 1953（昭和 28）年の「らい予防法改正闘争」
に直接参加してはいないが、幼かった彼の目に「異様な」ものとして焼き付いた当時の
園内の状況、高校に進学してから知ったハンセン病患者の置かれている状況、自治会活
動への参加といった体験を通して、患者運動の担い手としての自分の役割を自覚し、「人
権」に対する意識を強めていった人である。  
 本研究におけるインタビューでは、療養所での生活において A さんが経験してきた自
治会活動、「全患協運動」とともに、息子、夫、ハンセン病元患者、キリスト教信徒とい
う A さんの持つさまざまな側面からご本人の当事者性が語られた。  
 
第 1 節 入所～高校進学（ 1952～1959） 
【大変なことが起きている】  
 A さんが療養所に入所した翌年、「らい予防法改正闘争」が療養所で起きた。その時の状
況について次のように語って下さった。  
 
A：昭和 28 年に予防法があったときにさ、それを目の当たりにしてさ。昭和 28 年の
予防法闘争を 8 月にやった時に、B（療養所名）でやったデモ行進とか、いわゆるハン
ガーストライキをやったのをさ、実際に目の当たりにしちゃってな、なんか大変なこ
とが起きてるなっていうのが、自然に自分の心にうえてしまったんだなそのときには
別にそんな活動がどうのこうのって話じゃなかったんだけど。療養所のなかであんな
ことが行われてるってのはやっぱ大変なことなんだって。段々おっきくなり次第、お
かしいんだなって思い出すようになってさ。それが増幅していくわけよ。  
 
 A さんにとっては、療養所の先輩入所者たちの体をはった運動が非常にインパクトを持
って自分のなかに植え付けられたのである。かれが目の当たりにした先輩たちの様子とは、
「もう一週間たってかなり痩せこけて」、「髭ぼうぼうはやして真っ黒に、目くぼんじゃっ
てメガネかけて、サングラスみたいなのかけててさ、ものすごい形相」だった。そして、
「スローガンかなんかがあって、『予防法反対』とかって書いて、そこに白い装束、着物着
てさ鉢巻きして座ってる」先輩入所者たちの姿だった。  
                                                   
70A さんへのインタビューは、 2014 年 3 月 16 日、 23 日、 2016 年 2 月 12 日、計 3 回行った。  
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当時の A さんはまだ子どもで、園内で起きている「予防法闘争」の状況を理解してはお
らず、彼自身は園内で行われたデモ行進に子どもながら「先頭で歩いてた」、「子どもだけ
ど、なんでもそんな意識なんかないじゃん、面白がってやってるだけの話なんだけど」と
いう気持ちで参加していた。  
 
【高校進学、先輩の影響で「全患協」に関心をもつ、高校での「人権」意識の目覚め】  
 彼が自分の目で見た「予防法闘争」の意味を自分なりに理解できるようになったのは、
高校に入ってからのことだった。  
 
A：それでね、一番手っ取り早くわかったのは岡山に行ってからですよ、高校行って
から。高校行ってね、確かあれは 1、2 年の頃に持ち回りで本部を動いてたわけでし
ょ、ブロックごとに。で熊本に、九州にあってそっから長島へ来たんですよ、昭和 37
年かな。それで僕の先輩が本部の事務局に勤めるようになったの。そこでちょっとあ
れ、なんだ、全患協ってなんだってなって。思って、全患協ニュースが、たまたま高
校へ来てたから、図書室にあるわけよ。たまに行ってみると、おおえらいことになっ
てるぞ、みたいな話でさ。ようするにその、なんていうんだろ、昭和 37 年ちゅうとさ、
もう予防法なんかとっくに終わってるんだけど、あの一番強烈な印象は、藤本松夫が
処刑されてんだよ、昭和 37 年。長島に本部があったのは昭和 37 年ですよ。あれ C（療
養所名）で支部長会議やってる最中なんだけど、それはあとから知った話。だけど、
ニュースみたら、罪もない人間が殺されたって書いてあるでしょ。これは、今度そこ
でいよいよ考え出したんだよ。なんか知らんけど、人間回復って、人権奪われたとか
って、いってるんだけど、なんだこれ命まで奪われたんじゃねえかって話なんだよな。
それに気が付いたんだよ。（筆者：それがやっぱり強烈に）国は人の命まで奪ったのか
よと。そこでちょっとなんか目覚めたというか、興味持つように、全療協の運動にな。  
 
 「らい予防法」のなかで、「人のいのちが奪われる」ことを身近に感じた A さんは、さら
に、さまざまな知識を獲得するなかで、自分たちが通った高校が「予防法闘争」の成果と
してできたことを知る。 
 
A：だけど、やっぱり僕高校行ったでしょ、その歴史をずっと勉強してるとさなぜ高
校できたんだっていうのを考える訳だよ。そんな古い話じゃないから、昭和 30 年でし
ょ。高校できたのが、そうすると、それが予防法の結果、療養所の人たちは自分たち
じゃもうかなわないけど、若い人には勉強して知恵をつけて、社会復帰でも大学でも
行ってもらいたいっていう思いがさあったわけじゃない、闘争した人たちには。それ
で高校ができたと、なるほど、運動か、と。  
 
 幼かったころ、「面白がって」大人たちのデモ行進に交じっていた A さんは、「人のいの
ち」が国によって奪われるという現実に直面し、さらに、自分の通っていた高校が、先人
たちの闘いの結果として獲得されたものであったことを知ることによって、「運動」に関心
を持ち始めるようになったのである。  
111 
 
第 2 節 自治会活動に従事（ 1963～）、全患協運動の様子 
【高校を卒業してすぐに自治会活動へ】  
A さんは学業を終えた 1963（昭和 38）年 3 月に帰園したところ、「帰ってきたらすぐ待
ち構えてたのさ、誰かが。それですぐ自治会でしょ」と先輩入所者の働きかけで入所者自
治会の書記として自治会活動に関わることになった。 1964（昭和 39）年から 1967（昭和
42）年の 6 月までは、多磨全生園で全国ハンセン病患者協議会の本部の仕事に従事した。
A さんは全患協本部での仕事を引き受けることについて、 4 年間の高校生活で貴重な経験
ができたことに対する「恩返しみたいなことをしたって悪くないな」と思ったという。  
本部の仕事を終えて帰園後の 1968（昭和 43）年から、A さんは自治会の執行委員になっ
た。最初の仕事は「作業部」での作業管理であり、不自由者棟の付添人の振り分け、依頼
作業に携わった。園内の事情や入所者のことをあまり知らない状況のなかでの仕事は「一
番大変」だったといい、しかし、「これをやれば一人前になる」と人に言われて仕事にあた
っていたという。当時自治会の仕事に従事していた人たちは「 30 代か 40 代」で、20 代後
半だった A さんは若くして自治会メンバーとして働いていた。作業部の後は「文化部長」、
「庶務部長」、「渉外部長」を経験し、1975（昭和 50）年には全患協の中央執行委員として
再び多磨全生園で仕事をすることになり、 4 年間仕事を続けた。  
 
【エネルギーに満ち溢れた、からだをはった運動】  
 A さんは中央執行委員として働く以前の昭和 40 年代から全患協運動に参加していた。当
時の全患協運動は、「その頃はもう全患協ってのはすごい、厚労省のロビーで座り込んだり
なんかして」という状況にあった。 A さんもそうした運動に自分のいた園から「ほとんど
参加」したという。  
 
A：B（療養所）にいた 40 年代でもさ、その頃はもう全患協ってのはすごい、厚労省
のロビーで座り込んだりなんかして、それにほとんど参加してますよ。主席じゃなく
て、随行だよな。強化動員ていうか、頭数いなきゃいけないから。座り込みのな。強
化要員でな。そのとき行ってたな、ほとんど行ってますね。  
 
新田：B（療養所）からそのつど？  
 
A：そう、必ず 2～ 3 人いってたからね。  
 
新田：そのときの様子ってどんなだったんですか？座り込みの様子  
 
A：あのころは、一番最初の座り込みってなんだったかっていうと、課長に会わせろ
ってさ、玄関にばーってなだれこんで。ロビー座り込んじゃったわけだよ。もう警備
員が慌ててな。そりゃ綿密な計画で入ったわけだけど、あんなとこへ座ると思ってな
かったんだろな。ふつう、ほら、デモ隊とか座り込みっていうのは、表で座ってるじ
ゃない。おれたちは雨露しのがなきゃいけないからさ。それで暑いしな、7 月だもん、
たいがいな。それでロビー入ってると涼しいからな。それで課長に会わせろって 3 泊
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4 日だよ、だいたい。泊りがけ、それでもういろんな係りがいて、弁当買にいったり、
電報打ちに行ったり。あそこ座ってるのやだからさ、喜んでそういう係りを引き受け
てな。買い出し係やら、弁当食わなきゃしょうがないからな。東京駅まで行ってさ。
弁当買ってくるわけだよ。今は弁当屋があちこちにあるから電話すればすぐ来るんだ
と思うけど、あのころはそんなのねえから、駅弁を買いにいったもんですよ。それを
三度三度食ってるだろ、そしたら飽きちゃってな。でたまに多磨からさ、おにぎりと
きゅうりの糠漬けみたいなの持ってくると、これがまた何とも美味しくてな。そうい
う闘争やりました。やっぱりみんな若いから元気だったんだろうな。  
 
 当時の座り込みの状況は「 70 人とか 80 人座ってた」、「支部から 3、4 人」であり、 3 泊
4 日くらいの日程で座り込み活動を行っていた。運動の成果として、「結果的には課長に会
えるわけだけど、会ったってたいしたことないけど。会ったことが成果としてさ、大成功
だったといって」と話してくださった。また、「若いから元気だった」という振り返りにつ
いては、以下のようなエピソードも語ってくださった。  
 
新田：ハンセンのこの全患協運動、全療協運動って当事者の人たちが全面に立って
声を出してやってきたっていうことですよね。だからほかの病気の人たちとはまた違
う 
 
A：ただ他の病気でも、自分たちで物を言えないっていう病気もあるからさ。そうい
う病気もあるけれど、それははっきり言って我々もそうだけど結核なんかの日本患者
同盟なんていうのは、我々の先輩組織だから。見習う点は非常に多かったけど、やっ
ぱり今は日患もあるかないかわからない状況になってきてるからね。だけどまあ、あ
あいう人たちも含めて、ただ我々はね、私たちは、はっきり言って病気を持ってて、
病気そのものが体力的に非常にきつい病気だからさ、身体をはった運動ってできない
わけだよ。そこへいくとさ、我々はハンセン病以外で病気が無ければさ、ハンセン病
だから動けないっていう事がないわけだよ。これで命を落とす人はいないわけだから。 
 
新田：ある意味元気で病気を抱えながらも体を動かして  
 
A：そう体力勝負できる。だから１週間も座り込めるわけじゃないですか。まあ若さ
があったからだと思うけど。だから例えば支部長会議なんかやるわけでしょ。昔はね、
徹夜でやることを全然いとわないんだよ。朝方終わればさ、朝がた酒一杯ぐっと飲ん
でまた次の日ちゃんと 8 時半なら 8 時半に起きて会議やれるっていう、ものすごい体
力あって。日患の人たちは頭いいんだけど体力ないからね。頭の日患、体力の全患て
言われてさ。  
 
 年齢的に入所者が若く、体を動かせる体力があったことなどが、泊りがけの「座り込み」
運動を実行できた背景としてあげられる。また、ほかの運動からの学びとして、「朝日訴訟。
あれなんかもそうなんだけどさ。あれなんかは本当に我々も学ぶ点が多かったね。人間裁
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判なんて言われてな。ああいう人たちの例を勉強してな。教えてももらったし。全医労も
そうだけど、教えてもらいましたよ。それはわれわれが独自で考えたわけじゃなくて。い
ろんなことを教えられながら身についてきたんだしね」というように、当時、生活やいの
ちの保障を訴えて行われた裁判からの学び、全医労という組合からの学びによって「全患
協運動」の形がつくられていった。  
 
第 3 節 今、自らの人生を振り返って―運動の評価、運動による自身の内面の変化― 
1953（昭和 28）年の「らい予防法改正闘争」の時とは異なり、 A さんが運動に参加して
いた昭和 40 年代は療養所での生活改善を訴えた内容に変化していた。  
【療養所での生活改善が最優先課題、運動の評価】  
 
A：ほんとうからいうと、組織の結成目的は予防法の改廃にあったわけだけど、だけ
どそんなどこじゃなくて、それよりも自分たちが生活している状況を何とか改善した
いっていうのが先に出てね。根底には、組織を作ったのはそこにある。法の改正、人
間回復のためには法の改正しかないということだから、それで組織を作った目的はそ
こにあるわけだけど。しかし目の前の生活が非常に困窮してる、建物でもさっき言っ
たように、夫婦でもな、そういう個室に入れるような状況じゃないっていう。やっぱ
りそっちが優先されてな。生活保護より低い支給費でおさえられてたわけだから。そ
れをなんとかしようっていう話で。要求して、それが優先されたわけだよ。だから、
自分たちの生活、明日明後日の生活がどうなるかっていう問題だから。会員もやっぱ
り一生懸命になってさ。それは熱心に協力してくれたし、運動に参加してくれました
よ。 
 
このように目の前の生活を何とかしなければならない状況下で、 A さんたちは運動を続
けてきた。A さんは、当時の運動に対する評価を「運動のないところにいい暮らしはない、
成果はないわけだからさ、全部いまのわれわれが得ている生活っていうのは、運動の結果
ですよ。運動がもたらしたものですよ」と語る。  
それと同時に、当時の運動が「外との接点がまるきりない」状態での運動であったこと、
「大きな垣根があって、我々だけでやるしかないと思ってた」こと、しかしながら、今振
り返ると「国民にだって責任があるんだ、国民も巻き込んだ運動でないとだめだったはず
じゃないかっていう。今反省してるわけだ。」と、自分たちの運動のあり方を「反省」とい
う言葉で表している。ここから、当時の運動について社会の理解を得ることの難しさが語
られた。  
 
A：世に責任を訴えなかったってこれは確かにあるんだよ、これはわれわれの反省と
してあるわけだけど、ただ訴えたからってどうなったんだろうって、たとえ訴えたに
してもな、訴えてもどうなったんだろうっていうこと考えるとさ、そんなに熱心に取
り組んでもらえたのかなって、考えるとさ、あまりなんていうんだろう、重きを置い
て考えてもらえなかっていう可能性はあるなって思ったりしてさ、まあ予防法のこと
考えれば別だけど、生活の改善なんていうのはさ、いまだにさ、例えば療養所の暮ら
114 
 
しはいい暮らししてるなんて変な目で見る人もいないわけじゃないでしょ。だからあ
の当時はまだ世間には結構皆さん貧しい時代ですよ。そうするとね、我々の要求の正
当性があるのかどうかっていうことだって理解してもらうのに相当力、エネルギーを
費やさないと理解してもらえなかったんじゃないのかなって今思うんだ、今。それを。
ま確かにさ、訴えなかったていうことは問題であって自分たちだけの運動になってし
まったっていう反省はあるにしても、だからあの当時訴えてもね、ちゃんときちんと
受け止められてそうだそうだ、頑張りましょうって言ってもらえたかどうかっていう
とこは疑問あるんだな。 
 
【運動に関わったことによる自身の内面の変化、語ることの意味】  
 A さんは運動をしてきたなかで、病気との付き合い方が変化していく。  
 
A：例えばさ、手が悪いから遠慮するとか、普通の人なら。昔はね、手の悪い人が汽
車に乗って会議に来るなんて言うとさ、一昼夜汽車に乗ったまま、ポケットに手を入
れたままさ、飲み食いもしないできたっていう人が何人もいるんだよ。そこへいくと
僕なんかあつかましいくらいだよ。手が悪くたって、眉毛がなかったりしても全然関
係なく出て歩いたりなんかしてたから。最初僕はそうじゃなかった気もするんだけど、
やっぱりこういう運動してて、  
 
新田：自分が変わった？  
 
A：変わりましたよ。だって最初に自治会の会長なんかなった時は、最初ここにいた
ころは、手出すの嫌でさ、さげたままこうやってしゃべってたんだな。だけど、今度
慣れてさ、隠す必要ないなと思うようになってからはさ、堂々と手を見せてさ、これ
が後遺症の形なんだっていうことを示すのに、それが一番いいわけなんだよ。現物見
れるからさ。百聞は一見にしかずでな、見てもらうのが一番いいと思ってるから。堂々
と何のあれもしないで出すっていう。かえってそれが自然に見えてな。誰も何も言わ
ないしね。そういう気持ちってなかなかなれるもんじゃないと思うけど。  
 
 A さんは病者である自分について「あつかましいっていうか、手が悪かろうがなにしよ
うが平気で出て行って、人と接したりできるから」と語り、そのことについて「やっぱり
こういう気持ちっていうのはこういう運動してないとならないんじゃないか」と振り返っ
ている。そして、このような自身の変化を「自己偏見」との関わりから以下のように語っ
てくださった。  
 
A：自己偏見てなんだかわかる？自己偏見ていうのはさ、講演とかで自分の生き様を
話してくれと、生き様だけじゃなくてもハンセン病に関することをね、人権の問題を
話してくれって言われたときに、いやだって思うことあるんじゃないですか。なぜ嫌
だかっていう話になってくるでしょ。おれは自分の生き恥をさらすようなもんだから
嫌だとか、それが自己偏見だと思うんだよ僕は。堂々と話さなきゃだめですよ、自分
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が生きてきた足跡をさ、語りたくても語れない人いっぱいいるわけだよ。そういう機
会を与えてくれたのにさ、それを拒否するっていうのは、これは間違いなく自己偏見
じゃないか。自分のしたことを人にしゃべりたくないとかさ、みっともないよとかさ。
もしそれがあるとすれば、それこそが自己偏見じゃないですか。て自分は思うんだよ。  
 
新田：A さんにもそういう気持ちはあったんですか  
 
A：ないよ。いや、ないじゃない、あった。しゃべりたくないよ、って。それと自分
がまだ勉強不足でしゃべれないということもあったですよね。しゃべるっていうのは
さ、慣れないとたいへんですもん。今でこそ、しゃべるなって言われたってしゃべる
けど（笑）だから、そういうことで慣れなんだよね、やっぱり。最初は億劫に思うっ
ていうのもある意味では自己偏見の一つでしょう。  
 
 人前で初めて自分の体験を語ったころの A さんは、自分の後遺症を人に見られることを
嫌だと感じ、「心の葛藤」をもっていた。しかし、「語り」を重ねていく中で、「自己偏見」
に対する自分の認識が変化していき、今では「語る」ことを自らの「使命」として担って
いると語ってくださった。彼はそれを「仕事の賜物よ、こういう仕事してるから」と表現
している。  
 
【ハンセン病元患者であるということ】  
 A さんは自らの体験を語り始めたころの出来事として、難病患者に対する講演に招待さ
れたときのことを以下のように話してくださった。  
 
A：僕はね、昭和 60 年代の初めに、北海道へ行ったんだよね、北海道で難病の人た
ちがいて、その人たちの集まりに招待されたんだよ、一回。それが最初なんだけどね、
それはあの人たちの生活はすさまじいですよ、やっぱり。難病を抱えていてさ、国が
きっちり認定しない難病だってあるわけでしょこの人たちの生活だってわれわれのい
うとこじゃないものもあるんですよ、だけど、そうはいっても、われわれの 100 年の
歴史の中でさ、そらあんた、人間性をまったく、その人たちはさ難病であってもさ、
人間性を否定されてるわけじゃないですよ。いろんなことはできないっていうことは
あるけれど。だけども我々は法律でさ、おまえらは人間じゃないっていわれているよ
うなもんでしょ。そのことはね、やっぱりどんな状況であっても自分たちは訴えてい
かなきゃいけない話だよ。そこは理解してもらわなきゃいけないのよ。と思うよ。  
 
 A さんは難病患者と自分たちハンセン病元患者の置かれている状況の違いを「法律によ
って人間性を否定されてる」ことにあると認識している。  
 また、A さんはある講演会で自分の父親の葬式への参列拒否の体験を語っている。その
ことについて、身内にこそ偏見があると指摘している。 
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A：俺頭に来ちゃってるからね、頭に来たっていうかまさしく、偏見の。だから身内
にこそ偏見があるわけじゃないですか。  
 
 彼の父親は、妻（A さんの母親）が入所したのち、離婚し、その後「二回ぐらい再婚」し
たという。再婚相手だった女性（ A さんにとって義理の母親）には「生きてるときには非
常によくしてもらって、しょっちゅう行けば大歓迎」だった。 A さんは父親の再婚相手と
良好な関係をもっていた。あるとき、父親の訃報が彼のもとに届いた。  
 
A：そういう状況でなんのそのあれもなく連絡来たわけだ。父親が死んだって。僕は
父親が死んだって、今までのこと考えればこれは葬式に来いっていう意味だろうなっ
て思ったわけですよ。  
 
 訃報の連絡を受けた A さんは、葬式に出るため実家の所在地まで出かけて行った。そこ
には A さんと同じく療養所に入所していた兄も駆けつけていたのだが、 A さんも兄もとも
に通夜、葬式への参列を拒否された。  
 
A：で、お通夜は行かなかった、お通夜はどうだったって、ああ、お通夜は結構盛大
だったって。それで葬式には、って「いややっぱり」って、今度はお寺でやるわけだ
けど、それでやっぱり行けないなあって話して、悪いけどって言われて、行ったあと、
僕と兄貴と二人残ったわけよ。だまってじっとしててもしょうがないって、ちょっと
行ってみるべって、兄貴の車に乗って、寺まで行ったわけよ、そしたらお寺は時期的
には暑い時期だったんだな、戸が開いて見えた、お葬式の状況が見えるんですよ。こ
れはちょっと出て行って線香でもあげなきゃっていう思いにかられたりしたんだけど、
ぐっとこらえたんですよね。それは。兄貴なんかのこともあるから、場を壊すわけに
はいかないんだから。それでもうあきらめて帰った。兄貴も「行くべ」って言って。
というのは、僕が生まれた家は僕らが病院へ、療養所へこの病気で入った途端に家消
毒するでしょ。そういう状況になって、親戚が来て、うちの親父に、お前の家からこ
ういう病者が三人も出て療養所へ入っちゃったと、それは世間体でいえば完璧に村八
分になる。親戚としては、今この家を引っ越してもらわないと、親戚づきあいはでき
ないと言われたらしいですよ。だからね、身内にこそ偏見があるっていうのはそこな
んだけど。  
 
A さんは、葬儀への参列を拒否されたことについて、父親の家族たちは病気を嫌うよう
な人たちではないこと、ただ、「やっぱり親戚に対する、葬式に来るであろう、親戚に対す
る顔向けっていうかな、それで後遺症があるからすぐわかるじゃないですか」と、親戚の
存在を語った。A さんたちハンセン病元患者は法律によって「人間性を否定」された。そ
れは身内の葬儀への参列拒否という形で A さん固有の経験として現れた。このような葬儀
への参列拒否という経験は、家族・親族との関係においてかれらのハンセン病者としての
当事者性が不在化されていることを表しているといえる。  
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【母親のことを通して、病気になった人生のこと】  
 
A：ま、母親はさ、僕が生まれてもの心着いた時にはもう、手足に傷つくったりして、
特にずっと臥せってたから。病気だっていうのは間違いないんだ。だから感染する病
気だったとしたら俺は母親から移ってるんだ、間違いなくな。そりゃ抱かれて寝てて、
いればさ、うつりますよ。それはだからって母親を恨むわけにいかないしよ。恨んで
もしょうがないし、ある意味では今、こういう貴重な仕事をな、していられるってい
うのは病気になったからだって思ったりするからさ。（新田：貴重な仕事っていうのは、
今の全療協の仕事？）これは誰でもできる仕事じゃないし、誰でもやれる仕事じゃな
いんだから。聖書でいう「選ばれた人」なんだな。ある意味では。そういう仕事がね、
人のためにやれるっていうのは。まあ自分のためではもちろんありますよ。だけど僕
は人のためだと思ってないけども、突き詰めていけばみんなのためなんだよな。ハン
セン病療養所の、ハンセン病になった人の、全体のためだとなればさ、それなりに意
義のある仕事だと思うし。生き方だなと思うからさ。それはある意味では母親の病気
がうつって、うつさせられた、うつられた、おかげ、お陰って言ったら語弊があるか
な。結果がそういう風になっただけであって。自分が望んだわけじゃないけど。結果
がそういう結果になっていればな、あながちそのことを恨むっていう事自体も間違っ
てるんじゃないかって思うからさ。神様に選ばれた人間だと思えばな。  
 
【療養所で子どもを産み育てること】  
 療養所では結婚の前提条件として、男性入所者には「断種手術」が課せられ、女性が妊
娠した場合には中絶手術が強制的に実施された。しかしながら、 A さんのいた療養所では
A さんが入所してから、3 人の子どもが生まれた。3 人のうち、一人は生後間もなく亡くな
ったが、二人は生まれてすぐに施設に預けられた。そうした患者の子どもたちの生育環境
を見ながら、A さん自身は患者が子どもを産み育てることについて、「子どもを産む意味は
何なのかってよくわかんねんだな」と語ってくださった。  
 
A：だって取り上げられてある程度の年限が経たないと面会もさしてくれねえんだ
よ。うつるってことがあるから。俗に言われるでしょ、幼児期の接触が問題だって。
そればっかりじゃないって言われるようになったのはだいぶ後だけど。だけどもやっ
ぱりある程度の年限が経たないと面会もできない、遠目で見れたかもしれない。ほん
と子どもを産んで育てるっていうのはさ、その時が一番大事っていうかさ、親にして
みれば手がかかって大変だけども、後になって考えてみれば一番やっぱり懐かしい思
い出になるかもしれない、あのときはこうだったなとか思い出すのが普通でしょ。そ
このあいだがさ、欠落するわけよ、本人の記憶というか思い出から、子どもを産んだ
っていうだけで。これって人間としてどうなんだろうって。  
 
 A さん自身も、妻が妊娠したのだが「おろす」ことになったことを語ってくださった。
そのときの妻の心境について、彼は次のように語っている。  
 
118 
 
 
A：これは僕なんかね、そうやって思うよりも本人はさ、ものすごいやっぱり心の葛
藤あってな、こらあただならない心境で、たぶんそういうふうにやったんだろうと思
うから。これは責めることはできないなと思うわけです。僕自身そういうほら考え方
をもって、子どもを産むっていうのはなんなのかっていうことをずっと考えてたりな
んかしてたから、彼女もそれを言ってて、「子ども産んでもな、育てられない子どもを
産んでもどうするんだろう」ってよく言ってたんですよ。だからそれを考えたらな、
おれは彼女を責めるわけにはいかないなって。  
 
 妻が中絶手術を受けたことに対し、「責めることはできない」という思い、ハンセン病を
患った者として療養所で生活する自分たちには子どもを産み育てることはできないことを
当事者として強く自覚せざるをえなかった状況が、 A さんの言葉には表れている。  
 
【運動を続けてきた思い、先輩たちの意志を継ぐこと】  
 A さんは社会復帰をせず、運動の前面に立ち続けてきた。彼はそれを自分に与えられた
「天命」「神様に与えられた仕事」だという。そして、社会復帰をせず、運動を続けてきた
ことについて、以下のように話してくださった。  
 
新田：自分に与えられた仕事なんですか、全患協運動のしごとは？  
 
A：そうだよな。そう思わなきゃやってられないな。この年になってさ。  
 
新田：だって外に出る機会もあったわけですよね。  
 
A：なかったわけじゃないよ。〇さん（注：筆者と A さん共通の知人）もそうだけど、
なかったわけじゃないよな。  
 
新田：でも出ないでずっと運動をし続けようと思ったのは  
 
A：だって僕だってこの病気はさ、こういう今の状況はさ、中学校、高校行ったとき
はもうこんな状況だったからさ。それ以来そんな変わってないんだから。あのまま出
ればな、出れたと思うし。あつかましいっていうか、手が悪かろうがなにしようが平
気で出て行って、人と接したりできるから。ただね、やっぱりこういう気持ちってい
うのはこういう運動してないとならないんじゃないか。  
 
 さらに、運動を続けてきた理由について、「この人たちをほっぽって自分だけ楽しい思い
をしたり、いい暮らしをするっていうのは耐えられない」と、園でともに暮らしてきた療
友たちのことについて語り、療友の存在が社会復帰ではなく運動を続けていくきっかけと
なったと語った。  
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新田：それは自分が社会復帰して外で生活を送っていくっていうよりは、自分がこ
の病気にかかって、他にも全国で暮らしている人たちがいるっていう、その人たちの
ことを考え続けていくっていう  
 
A：やっぱり人の人生ね、社会に出てさ、普通の生産社会に参加するっていうのも一
つの生き方だし、今みたいなのをやってるのもね、やっぱり生き方の一つだろうと思
うよね。だから生活するために金もうけしようとかっていうのと違ってさ。そんな打
算はないんだよね、我々には。とにかく今のこの療養所をな、なんとかよくして最後
には例えば、いま年取って苦しんでる人、あるいは不自由なひとで人の世話になって
る人っていうのは、ほとんどが過去にな、療養所を運営していかなきゃいけないって
いうためにいろんな仕事したりさ、何かして体壊したり手悪くしたりした人がほとん
どじゃないですか。これはこの人たちにとって決して楽しい人生じゃなかったと思う
のよ。そんなこと考えてるのかどうかわからんし、我々考えればね、自分自身のこと
ふり返ってみると決して楽しい人生じゃなかったって思うわけね。やっぱり根っこは
つらいですよ、故郷（くに）には帰れない、子どもはもてなかった、社会復帰はでき
なかったってことであればさ。もうそれは考えただけでもぞっとする暗い社会で生活
する、暗くてつらい人生だっただろうなとしか思わないね。だから、せめて最後だけ
はな、ああ、やっぱり生きててよかったっていう風にね思えるような最後を迎えても
らいたい。そこしかないですよ、僕らの今の仕事の究極の目的は。  
 
第 4 節 ライフストーリーの考察―当事者性の様相をとらえる―  
（1）「受動性の下での能動化」の契機  
A さんは入所間もない頃に行われていた「予防法闘争」にかかわる療養所内のただなら
ない雰囲気、大人たちの様子を目の当たりにし、このときが入所者による運動の実際に触
れた最初だといえる。幼かった頃には運動の意味などわからず「面白がって」大人たちの
後ろをついていた A さんは、高校に進学したことで、ハンセン病患者である自分が置かれ
ている状況を認識した。かれが全患協ニュースで読んだ「藤本松夫」事件とは、以下のよ
うなものであった。  
 
藤本事件とは、1951 年に熊本県菊池郡水源村（現菊池市）で起きた 2 つの事件
（ダイナマイト事件、殺人事件）を呼ぶ。1951 年 8 月 1 日午前 2 時頃、ダイナマイト
による「殺人未遂」事件が発生し、この事件で藤本松夫（当時 29 歳）が逮捕された。
被害者がかつて村役場の衛生係をしていたとき、県衛生課の要請に対して彼を「らい」
患者として報告したことから、菊池恵楓園への入所勧告を受けることとなり、そのこ
とを恨んだ末の犯行とされたのであった。彼は無実を主張し、福岡高裁に控訴したが、
その控訴審中 1952 年 6 月 16 日、恵楓園内にある菊地拘置所を脱走した。ところが、
その 33 週間後の 7 月 7 日午前 7 時頃、路上で件の被害者が全身に 20 数ヶ所の切刺傷
を負い、殺害されているのが発見されたのであった。当然のように容疑は藤本松夫へ
と向けられ、大捜索が行われた結果、その 6 日後、実家近くの小屋にいるところを発
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見された。逃げようとした彼は、警察官に拳銃で撃たれ、倒れたところを「単純逃走、
殺人容疑」で逮捕された。1952 年 11 月 22 日に殺人罪で起訴され、5 回の公判の後、
熊本地裁（出張裁判）は、 1953 年 8 月 29 日、死刑の判決を言い渡した 71。 
 
 この事件について、『全患協運動史』では次のように記述されている。  
 
死刑の判決はショックであった。全国のハンセン氏病患者がこの裁判を注目して
いたが、特に恵楓園の入園者有志により、それは菊池支部自治会の、そして全患協の
問題とされていった。松夫の問題をわがこととする全患協傘下、患者すべてに、病気
になっただけで受けた迫害、差別、人権無視の覚えがあった。（全国ハンセン氏病患者
協議会編 2002：66）  
 
 先の A さんの語りに「だけど、ニュースみたら、罪もない人間が殺されたって書いてあ
るでしょ。これは、今度そこでいよいよ考え出したんだよ。なんか知らんけど、人間回復
って、人権奪われたとかって、いってるんだけど、なんだこれ命まで奪われたんじゃねえ
かって話なんだよな。それに気が付いたんだよ」とあるように、「藤本事件」の衝撃は A さ
んにとって自分たちのおかれた状況に疑問を抱くような「気づき」につながるものであっ
たといえる。さらに、自分が通った高校が先輩入所者の運動によって開校されたことも「な
るほど、運動か」というように「運動」の存在意義を認識することにつながっていった。
そして、高校卒業後に先輩入所者からの声かけで自治会活動に携わるようになった。  
 A さんの人生が運動を中心としたものになったのは、予防法闘争の実際を目にしたこと、
高校在学中に獲得した知識や先輩たちの経験知および実績、「不当」な裁判による死刑の執
行、先輩たちの背中をみながらの自治会活動、というように、大人たちの運動を見聞きす
る中で「受動性の下での能動化」という当事者性が A さん自身のなかに形成されていった
ことが背景にあると考えられる。また、運動に参加する動機には先輩たちへの「恩返し」
と表現されたように、自分の生が先人たちの歩みの積み重ねによってあることが強く意識
付けられたこともあるといえる。  
 
（2）「当事者性の客体化」が内面化される  
ハンセン病者が国によって隔離された療養所で生活を送ること、先述のように「不当」
な裁判が実施される状況を認識することは、かれら自身が国策によって「客体化される」
存在であることを内面化させていくものでもあったといえよう。そして A さん自身の個別
の体験として、親族から受けた葬儀への参列拒否という対応、子どもを産み育てることが
できない身であることに対して「人間としてどうなんだろう」という葛藤、疑問を抱き、
優生手術の実施を納得せざるを得ない状況には、図序-2 で示した「隔離政策下での制約に
よる受動性」の強さと関連して当事者が主体的に生きる可能性を弱められる構造が存在し
ていること、 A さん自身に「当事者性の客体化」が内面化されるような状況があったこと
が理解できる。  
                                                   
71https://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/hansen/kanren/dl/4a16a.pdf p.131 
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（3）「能動的主体」としての役割の形成  
 A さんは社会復帰することができる状況にありながら、療養所に残り、運動に関わり続
けていくことを選択した。そこには運動への関わりの始まりから今日に至るまで、先輩入
所者たちの存在があるように思われる。「いま年取って苦しんでる人、あるいは不自由なひ
とで人の世話になってる人っていうのは、ほとんどが過去にな、療養所を運営していかな
きゃいけないっていうためにいろんな仕事したりさ、何かして体壊したり手悪くしたりし
た人がほとんどじゃないですか」と言う語りや自分の通った高校が先輩入所者の運動の成
果としてあること、療養所で生活してきた友人知人、先輩との関係性が、彼の生き方や役
割を方向付けていったと捉えることができよう。そうした選びとりは、仕方なくするので
はなく、自らの意思で主体的に選択したものでもあり、 A さんにとっては運動に携わり続
けることを通じて「能動的主体」としての役割が形成されていったとみることができる。  
 A さんが語ってくださった「自己偏見」は、自らがハンセン病元患者であるゆえに自ら
に対する偏見のまなざしを内面化することであるといえる。そこには「病者としての当事
者性の受容」、「当事者性の客体化」という当事者性の様相が含まれている。A さんはじめ、
ハンセン病という病を抱えて生きてきた人のなかで「自己偏見」を抱いて生きてきた人た
ちがいることは、国賠訴訟や検証会議以降、回復者が語ることによって社会の中で次第に
顕在化されてきた。つまり、かれらが「自己偏見」を持ちながら生きざるをえないという
状況もまた社会からは不在化されてきたのである。「堂々と話さなきゃだめですよ、自分が
生きてきた足跡をさ、語りたくても語れない人いっぱいいるわけだよ。そういう機会を与
えてくれたのにさ、それを拒否するっていうのは、これは間違いなく自己偏見じゃないか」
と語る A さんからは、「語り部」活動を行うことによって、「自己偏見」をも主体的な生の
あり様につながるものとして捉え直し、自らの糧にしてきたという「能動的主体」として
の役割の形成をみることができるのではないだろうか。  
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第 6 章 入所者自治会活動にたずさわること―「能動的主体」への契機②―  
 
C さん 72（前 多磨全生園入所者自治会会長） 
日本統治時代の朝鮮で 1928（昭和 3）年に生まれた。幼い頃母に連れられ日本へ。1945
（昭和 20）年 3 月の東京大空襲で「焼き出され」、手足に大やけどを負う。その後ハン
セン病を発病し、千葉の大学病院で病気を宣告される。多磨全生園は定員オーバーであ
ったことと、戦時下のため、同年草津の栗生楽泉園に入所。1958（昭和 33）年に私立の
療養所に移った後、1964（昭和 39）年に多磨全生園に入所、以後、全生園での生活を続
けている。C さんは草津への入所当時から自治会活動に携わり、多磨に来てからは全患
協本部の仕事、『全患協運動史』、入所者自治会史『倶会一処』の編纂、ハンセン病資料
館の資料収集に携わり、インタビュー時において、入所者自治会会長をつとめていた。
入所以来、継続して患者運動や自治会活動に携わってきた。語り部としても活動してき
た。 
 
第 1 節 草津時代（1945～1958）―自治会活動への関わり― 
【義務看護に従事する日々】  
C さんは草津に入所した当時は 14 歳だった。C さん自身「手足に傷がある」状態だった
が、入所後すぐに患者作業（不自由者の義務看護）に従事させられる。その後、園内の様々
な患者作業に携わる。 C さんは「青春時代がちょうど草津」で過ごすことになった。  
 
C：それで草津の療養所へ入って 12 畳半に 3 組の、4 人部屋なんですけど、そこへ
入れてもらって。行ってもうすぐに手足に傷があるんだけど、作業やれと。いうこと
で、不自由者の義務看護、 4 人ぐらいいる不自由者のとこへ食事を食べさせたり、掃
除にいったり、そういう用事に 1 カ月くらい通って、そのあとに病棟の看護もやって
不自由者の看護もやって、それで、いろんな作業をやったんですよ。図書館の係りや
ったり、放送部へ出たり、当直もやったり、重監房 73のめし運びもやったり、そのとき
に、昭和 22 年の時に、世話係っていう職業をやってて、そのときは園内が 1,150 人ぐ
らいいたんですけど、30 地区ぐらいに分かれていて、一地区は 30 人から 50 人くらい
の入園者が住んでるんですけど、私は 5 舎受け持って、そのうち 1 舎は不自由舎が入
ってたんですよ。そこの看護をやる人を世話係が探さなきゃなんないんですよ。とこ
ろが昭和 22 年ごろになると、みんな断る人が出てきて、作業員がいなくて、それでし
ょうがないから、めっからない部屋は自分が朝早くいって代わりに食事食べさして、
また世話係の作業に行ったりして、だけど同じようなそういう世話係の人が三人ぐら
いいて、その人たちが皆でこれじゃ困ると、それで執行部に何とかしてしてくれって
いって、こんな俺たちがそこまで探して歩いてめっからなくて、自分たちが代わりに
                                                   
72C さんへのインタビューは 2014 年 12 月 25 日に行った（場所：国立ハンセン病資料館内）。 2018 年
逝去された。  
73重監房とは、栗生楽泉園内に設置された患者を対象とした懲罰用の建物。逃走や「不良性が高い」
とされた患者が収監された。正式名称は「特別病室」。 1938（昭和 13）年から 1947（昭和 22）年まで
使用されており、 93 名が収監されそのうち 23 名が亡くなったとされている。  
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やって、また作業に出て大変だから、何とかしてくれって言ってねじ込んだんですよ。  
【10 代で執行委員に】  
世話係のなり手がいない状況下で、療友たちと「生活改善同盟」をつくり、運動を始め
る。そして C さんは若くして自治会の執行委員になった。執行委員への就任を C さん自身
は「仕方なしにやるようになっちゃった」と語っている。  
 
C：それで執行委員と言い合になって、喧嘩みたいになって、それで自分たちで生活
改善同盟っていうのを独身舎の連中と自由地区の連中と皆でつくって、これは生活を
改善しなきゃダメだという運動をしようっていうことになったら、執行委員たちが、
そんなあれだったらお前たち勝手にやれといってみんな辞職しちゃったんですよ。そ
れで仕方なしに立候補しなきゃなんないっていうんで 10 人の人が立候補立てて、僕
もまだ数え年 16 か 17 だったんだけど、立候補させられて年ごまかして、立候補させ
られたら 10 人のうちの 7 番目くらいに当選しちゃって、仕方なしにやるようになっ
ちゃったんですよ。『風雪の紋』 74ていう草津のあれにも出てますけど、後にも先にも
10 代で執行委員やったのは C 一人だなんて書いてありますけど。それで配給部を担当
して、園内のいろんな配給ものを扱ったり、ララ物資が来たときは取られないように
公会堂へおいて 3 人ぐらいで当直をやって見守って、それでそれをみんな分けるのに
区別したんですよ。みんないろんなものが入ってて、落下傘の切れだとか、大きい上
着だとかズボンだとか、ネクタイのあれだとか、シャツだとかそれこそミルクなんか
もあったり、チョコレートも四つ入ってたりしてたんだけど、それをやるのに区分け
すんだけど、ちょうど会長が○○商船にでてる○さんていう人で、その人が英語が達
者で読めて、それでみんな通訳してくれて、これはなんだこれは何だっつうんで、や
って、みんな小分けして、それを 1,050～60 の会員の数に区分けしてくじ引きにした
んですよ。それをみんな配給したりして。そのときにララ物資の中に、南京虫が入っ
てたか何だかでそれが蔓延しちゃって部屋の中があちこちで南京虫だって大騒ぎして、
うちの部屋でも夜になると柱の割れ目から出てきてかじったりするんで、電気付けて
洗面器に水入れて、そこに南京虫を取って入れると、洗面器が真っ赤になるぐらいと
れたり何かして、それで DDT を頭の毛の中へ背中にみんな突っ込んだりなんかしても
らって、それで退治したりなんか、そんな思いもあるし、重官房のめし運びも半年間
やって、今やって生きてるのは僕一人だけど、そういう作業もやって、そのあとも 3
回ぐらい、全部で 4 回ぐらい草津で執行委員をやってるんですよ。  
 
 その後も C さんは、園内の青年会の活動に関わるなど、患者による園内の運営活動に携
わる立場にいつづけた。 
 
【朝鮮人患者殺人事件】  
 当時、草津には C さんの語りでは「50 人程」の在日・韓国朝鮮人患者がおり 75、かれら
                                                   
74栗生楽泉園入所者自治会史  
75『風雪の紋』および第 7 回国会厚生員会の議事録には 60 名と記載されている。  
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は日本人入所者の自治組織とは別に同胞による互助組織「協親会」を結成していた。この
組織内のもめごとが一因となって 1950（昭和 25）年に朝鮮人患者の殺人事件が起きた 76。
この話は栗生楽泉園入所者自治会史『風雪の紋』に詳細が掲載されているが、 C さん自身
も互助組織の一員であり、この事件を間近でみていた。C さんは、「互助会の、あれは『風
雪の紋』に書いてありますけど、あれはちょっと僕から見ると、ちがうんだね、編集委員
がみんな自治会関係者とか盲人会の関係者だとか、そういう互助会の人が一人も入ってな
いし、僕は当事者としてタッチしてるんですよ」と語った。  
 この事件では、他地域から草津に送られてきた 3 名の患者が殺害された。 3 名のうち 1
名の患者は在日韓国朝鮮人、1 名は奄美大島の出身、1 名は大阪から送られてきた者で「暴
力団関係の人、入れ墨もしているような」人物だった。 3 名の入所後、園内では 3 名によ
る暴行事件が起き、互助組織の間でも不穏な状況があったという。そのような状況であっ
たときに、1 月 16 日、3 名の内の 1 名が互助会の事務所になっていたある舎に「乗り込ん
で」、「ドスを抜き暴れだした」（栗生楽泉園患者自治会編 1982：284）。この騒動のなかで 3
名は殺害された。  
 その当時の状況について、 C さんは「（筆者注： 3 名の暴挙を）怖がってみんなが、これ
はだめだと、みんなで追っ払っちゃわなきゃダメだっつんで互助会の人が立ち上がって集
まれっつうんで、みんながスコップやなんかもってですね、それであれ、天理教にいるら
しいから行こうっていうんで、天理教行ったら、みんな逃げちゃっていないんですよ。そ
れで縁の下にいたのめっけて、それが逃げたやつを売店の坂でとっつかまえてみんなでた
たいて、一人は殺されて」、「その時はもう放送かかって、園内の消防団もみんなとび口も
って出てきて、ほれで『たたき殺せ』なんつって」と相当混乱した状況にあったことを語
った。 
この騒動のさなか、C さんは「そのときには僕なんか後ろの方でいたんだけど」という
立ち位置でいた。そして、「そのときは職員も大勢来てみんな見てたんですよ。それでその
ときに、あとで殺人事件だっつうんで警察が来て、だれがいたっつって、いったら○○や
なんかが、みんな入ってる人をあの人がこの人がいたって一番名指しの多い人が、一応犯
人の代表みたいにされちゃって、三人その犯人にされちゃったんです。それで簡易裁判を
あの中でやったんですけど、それみんな朝鮮の人なんですよ、主に。やったのは朝鮮の人
だけじゃなくて、消防団の人やほかの人もみな行ったんだけど、目立っていたから」と語
ってくださった。  
 C さんの語りにある「やったのは朝鮮の人だけじゃなくて、消防団の人やほかの人もみ
な行った」という点については、第 7 回国会厚生員会における厚生事務官久下の以下のよ
うな発言にも現れている。  
 
患者相互の間におきましても、朝鮮人の関係の協親会の人たちは、これはわれわ
れだけがやったことではない。療養所の職員、患者全体でやったことだ、こういうこ
とを言い、また一方の患者は、いやこれは朝鮮人の患者だけがやったことであるとい
                                                   
761 月 16 日に起きたため、『風雪の紋』では「一・一六」事件として記載されている。昭和 25 年 1 月
31 日の第 7 回国会厚生員会において、厚生事務官（当時）久下勝次から事件についての報告がなされ
ている。  
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うふうな、責任のなすり合いも若干起りつつあるのでありまして、今後の捜査の上に
おきましても、いろいろな困難が起るのではないかと考えておる次第であります。  
 
 C さん自身は、「僕はみんなタッチして、○殺されたときは見てるんですよ。目の前で見
てるし、分館へ行ったときは○さんがみんなに助けてくれって、○さんが叩かれそうにな
ったから、これこっちへ引っ張ってきたりなんかしたんですけど、そういういきさつもみ
んなありますけどね、とにかくあのときはすごく荒れてて、みんな気持ちがかさかさして
て」という当時の園内の「荒れて」いた状況を感じていた。  
この事件については C さん自身が「当事者」として間近にいながらも、楽泉園の入所者
自治会史は「編集委員がみんな自治会関係者とか盲人会の関係者だとか、そういう互助会
の人が一人も入ってない」なかで作成されたものであり、当時の編集作業には含まれなか
った当事者の視点が現れているととらえることができよう。  
C さんは、1958（昭和 33）年 7 月まで草津にいた後、妻と共に九州の療養所に行く予定
で園を出たが、知人が私立の療養所に入っており「ここへ入れ、ここへ入れって引き留め
られちゃって」そこで生活することになった。  
 
第 2 節 多磨全生園へ（1964～）―「勉強をさせてもらった」― 
 私立療養所に 6 年いた C さんは、1964（昭和 39）年に多磨全生園に移る。同年 10 月か
ら全患協本部が多磨におかれたこともあり、 C さんは頼まれて渉外を担当することになっ
た。本部での仕事について、C さんは「まあとにかく、草津ではいろんな思いをして、○○
（私立療養所）でも結構いろんな思いをして、ここへ来て全患協本部へ出るようになった
のは一つの目を開かれる大きなきっかっけだったんですよ」と語る。本部の仕事に携わっ
たことで、障害者団体等、ハンセン病以外の患者団体との交流や、全国の療養所にたくさ
んの友人ができることになった。  
 
【在日韓国朝鮮人ハンセン病患者同盟の結成】 
 1959（昭和 34）年、国民年金制度が開始されたが、在外患者たちは対象とならず、療養
所内では経済格差が生じた。そして同年 12 月「在日朝鮮人・韓国人ハ氏病患者同盟」が結
成された。「結成の趣旨は長年日本に在住し、不幸にも病におかされた 700 人の同胞療友の
親睦と横の連絡をはかるためであったが、その最大の目的は国民年金の施行以来、民族的、
経済的差別を強いられたことに対し、自らの生活と福祉を守るため団結して統一した運動
を進めることにあった」（全国ハンセン氏病患者協議会編 2002：144）。C さんはこの同盟に
事務局として長く携わってきた。年金問題では、全患協本部、各園の盲人会が協力して運
動に関わってくれた。  
 
C：（昭和）35 年から国民年金法ができて、（昭和）34 年ごろに駿河（療養所）で自
分たちも年金をもらおうじゃないかっていうことで集まってですね。そのときに、朝
鮮人ハンセン病患者同盟っていうのができたんです。その同盟の本部は草津でもやっ
たし、駿河（療養所）は最初の時だけで、あとは邑久光明園、長島、菊池、でも交代
でやって、それでまた多磨に 44,5 年くらいにもどってきたんだけど、それからはずっ
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と後は多磨なんですよ、その次は原告団のやった○さんと○さんが交代で会長をやっ
てて、私はずっと事務局。支部報はほとんど私が書いていて。  
 
 C さんは事務局で「支部報」の記録を続ける役割を担っていた。年金問題について、  
「全患協本部がやっぱり同じようにしなきゃだめだということと、盲人会、各園の盲人会
がやっぱりみんな一生懸命になってそれを同じようにしてくれっていう運動をしてくれて
ね、それが非常に大きな力になって」というように、療養所内の他の入所者組織からの協
力があった。当時の運動の様子について、「それで全患協が（昭和）39 年に看護切り替え
闘争のときに、一週間ぐらい厚生省のロビーに泊まり込んで陳情したんですけど、（昭和）
40 年から 46 年まで毎年、あの、真夏の暑いときに 6 月頃に泊まり込みを 3 日も 4 日もや
ったの。そのときに、同盟本部もずっと同行陳情してたんです。それで一緒にそこで要請
したり何かして」とあるように、全患協の陳情に同行し、一緒に運動を進めていた。  
 
【1 年間の労務外出、自分たちの収入から寄付金を】 
 C さんは 1973（昭和 48）年に 1 年間、労務外出 77に出た経験をもつ。そのときの大けが
の影響が後遺症として残った。  
 
C：園内で働いた人は元気だから年金がもらえるでしょ、一級のひとはもらえるけど、
韓国の人なんかは自用費が出るまでは、みんな差額はあったんですけど、それで労務
外出っていうのがはやってみんな外に働きに行くようになったんですよ。それで僕も
48 年に全患協をやめて、それで 1 年間、外へ働きに行ったんですよ、それで手が悪い
のに、みんなと同じように負けずに一輪車を押して泥を運んだり、それからパネルを、
鉄管を外したり、板を外したりそういう作業をやってて、それはもう朝早く行って夜
遅く帰ってきて、目がギラギラして、もう目方は今 65 キロくらいあるんですけど、当
時は 47、8 キロくらいしかなかったです。ほんとうに痩せちゃって。疲れきって、前
の日にエレベーターの中の鉄板を取ってたんだけど、これでくたびれて 20 時ころ帰
ってきて、それで次の日にすぐ、みぞれが降る日なんだけど、あそこは鉄筋建設の下
請けの○○電鉄っていうのがぼくたちをやとってくれたあれなんです。それが今日は
園の方で頼まれて、園の炊事場の屋根が漏るからそこを手伝ってやってくれっていう
んで、そこへあがってやってる間にですね、わけわかんなくなっちゃって、それで気
が付いたらベットの上なんですよ、それで何で俺ここにいるんだって言ったら、何言
ってんだ今日でもう 4 日目だ、って言って。今日眼覚めなきゃもう助からないって言
われたんだって言って、それで両足両手砂袋を 4 つも置いて、それで N 先生が動かす
なって言ってそうやってくれて（中略）そのときのあれで僕は耳がちょっと遠くなっ
て、それで目が、右目が見えなくなっちゃった。それで半年くらいは頭も夏になると
痛くてしょうがなかったんだけど。ちょっと寝なきゃだめだったんだけど、ようやく
それは取れてきて。よくなったんだけど、後遺症はやっぱりあると思うんですよね、
                                                   
77療養所の外で働くこと。所外作業。「仕事の内容は筋肉労働（建築労務）が主で、その他運転手、事
務手伝いなど軽作業もあったが大半は重労働であった」（多磨全生園患者自治会編 1993： 232）。園で
は「所内秩序維持」ということから労務外出を禁止していた（同上 1993： 233）。  
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その時のあれで、目や耳がちょっと不自由になってきたけど。  
 
 労務外出の背景には、プロミン治療の効果もあり軽快退所者が漸増していった 1965（昭
和 30）年以降、「菌陰性で労働力がありながらも、種々の事情で対処できない人も多く、
それらの人たちは社会復帰の希望を抱きながら、国民年金法施行後の経済的アンバランス
などに作用され、次第に労務外出をするようになった」という状況があった（多磨全生園
患者自治会編 1993：232）。そして、「オリンピック東京大会（ 39 年）以後、高度経済成長
政策によって公共事業、とくに建設関係労務者の需要は多く仕事はいくらでもあった。労
務外出をする直接の原因は、『経済的な潤いをもちたい』ということで、事実労外による収
入は所内の作業賃とは格段の差があった」（同上 1993：232）と記載されている。労務外出
に出た人たちは園内の作業のみに従事している人たちに比べ、収入が多かった。そのため
「ここでは労務外出する人は他の連中より、作業賃よりようけもらってるんだから、少し
寄付しろっつうんでみんな自治会へ寄付した」という。そうした寄付によって園内の道路
の舗装が行われた。その他にも納骨堂が入所者たちの募金によって建てられた。  
 
C：ここでは労務外出する人は他の連中より、作業賃よりようけもらってるんだから、
少し寄付しろっつうんでみんな自治会へ寄付したんですよ。そのお金を貯めたやつで、
道路の舗装をしてるんですよ、だからそこの八千代通りっていうのはみんな労務外出
の人が出し合ったお金でやってその向こうの神社通りのあれは一千万円以上かかって
るんですよ。それは豚舎をやめて、豚を売ったお金であすこを舗装してるんですよ。  
 
新田：じゃあ自分たちが稼いだお金をためて  
  
C：そうですね。うちの自治会は、他の園はみんな納骨堂なんかも国の整備費でやっ
てるけど、うちは自分たちがはいるとこだから、自分たちで建てようっていうんで募
金活動してですね、それで建てたんですよ。だからこの納骨堂は昭和 10 年に患者が全
部自分たちの手で作ったやつなんですけど、古くて小さいんで、作りなおそうって、
1.5 倍で同じ大きさの同じ形のやつを 3,600 万くらいかけて、あの、○○建設に頼ん
で作りなおしたんです。その時に私がちょうど自治会の厚生部担当をやってたんです
よ、それでみんな骨を上げて、新しいかたに入れる作業の指図をしたり、それでみん
な式典の用意をしたり、○○に頼んでテントを張ってもらったり、そういうことを担
当でやって、あとで墓碑をつくったんですよ、配るのに。納骨堂の中に眠ってる人の、
死んだ人のあれをずっと調べて、墓碑もつくって調べて渡したりなんかしたんですけ
ど。  
 
 園からは禁止されていた労務外出であったが、「無断労務外出者」が増加し、自治会では
1971（昭和 46）年 6 月 1 日に「所外作業に関する申し合わせ」が作成された（同上 1993：
234）。「無断労務外出者」が増加することについて、園と自治会は「「無許可の労務外出は
施設の社会的責任、園内秩序を問われ、地域住民の感情問題に発展することを恐れ、この
申し合わせによって届け出を義務づけ、給与金の調整をおこなって」問題解決を図ろうと
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した（同上 1993：235）。この後「労務外出問題は施設にまかされ、以後申告書にもとづい
て労務外出者の給与金調整が行われている」（同上 1993：235）という対応がなされた。 C
さんの語りにある道路の舗装や納骨堂の補修について『俱会一処』には「昭和 50 年 8 月に
は労務外出者が納めたお金 230 万円に、共同慰安金より 100 万円を足して園内の八千代通
り（夫婦舎地区）の道路約 300 米を完全舗装した」とある（同上 1993：235）。 
 高度経済成長期、社会全体が経済的な豊かさを求めていた状況は、療養所入所者のうち、
主として軽快退所が困難な人たちの経済的豊かさを志向する意志と結びついたことで「労
務外出」という働き方の一つを生み出したといえよう。  
 
【いろんな勉強をした、いい仕事をさせてもらった】  
 C さんは労務外出を終えた後、『全患協運動史』、全生園入所者自治会史である『俱会一
処』の編纂に携わった。 
 
新田：C さんは全生園に来てからは、39 年に来て 48 年まで全患協本部にいらして、
48 年からは労務外出で外に出られてて、 1 年終わったらあとは  
 
C：それ終わってからは、昭和 50 年から 52 年までは『全患協運動史』の編纂をやっ
てたんですよ、53 年、54 年は 70 年史の『俱会一処』の編纂をやったんです。そのあ
と、自治会出るようになったのはそのあと 57 年からですね。 57 年からはずっと自治
会出て、それこそ厚生だとか医療だとか、総務だとか、副会長が一番長いんですけど、
副会長、会長とやってないのは経理だけなんですよ。だからだいたいどの部も事情は
みんな知ってるから、自治会のことは何とか、みんなに指図もできるし。（新田：やっ
ぱりそういう園の中心的な入所者の中心的なところに携わってこられて。）まあ考え
てみると、運がいいのか悪いのか、そういうところの立場にずっといたもんで。（いろ
んなことが見えてきたわけですよね）そうそう。いい仕事さしてもらってるなと、そ
ういうふうに思いますよ、ほんと。  
 
C：まあ全患協本部入ってからいろんな勉強をしましたね、やっぱり、各園を回って
いろんなことを勉強して。それでまあ、『全患協運動史』を書くときと、それからその
あと、全生園の『俱会一処』を書くときに五人の委員で資料を調査して、本館の図書
館行って、いっぱい関係の資料をみんなもってきて、葬送者名簿だとか、監房に入れ
られた人のあれだとかいろんなものをもってきてみんな調査して、そういうものを参
考にしながら書いたんですよ。  
 
全患協の運動の歴史、多磨全生園の入所者の歴史の編集に関わることは「ほんとにそれ
がいい勉強になりましたね」という体験として C さんの糧になった。 
 
【自治会会長に就いて】  
 C さんは会長に就任する前は副会長として自治会活動を担っていた。当時会長だった委
員が病気療養のため会長職の継続が困難となり、「仕方なしに僕がやるようになっちゃっ
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て、それでもう 8 年目に入りますけど」と、以降 C さんが会長として活動を続けることに
なった。やり続けている状況について、以下のように語っている。  
 
C：本当に、やりたくないやつをやらされちゃったような感じで。だけど仕方ねえ、
全患協行って、自治会活動やって、これ、自治会っていうのはつぶしちゃだめだと、
これがあるから、自分たちの医療や生活やそういうものが守られているんだっていう、
ほんとに自治会があって文句を言わなければ職員は動いてくれないんですよ。  
 
 入所者の高齢化が進む現在の療養生活は、入所者数は減少していきつつも、心身の状況
から個別の丁寧なケアが必要な状況にある。  
  
C：人数は少なくなったけど、手数はうんとかかる、認知症の人がいっぱいでて、寝
たきりの人がいっぱい来て、特別食の人がいっぱいでてですね、それでもう手がかか
る。風呂なんかもう両手両足ぶらぶらで 2 人の人が抱えないと風呂に入れられない人
がいる。そういう不自由な人もいたりするんで。手はかかるんで職員は減らせないな
と。 
 
 こうした状況のなかで、「終焉は完全に見えてますね、もう完全にあと何年もつか」と、
療養所の「終わり」を見据えた言葉が語られた。C さん自身も 80 を超えて、決して若いと
はいえない状況にある。しかし、「70 代でも結構若い元気な人はいるんだけど。そういう
人たちが自治会出てくれない」という自治会運営の困難さが存在している。  
 
第 3 節 運動にたずさわり続けてきた人生に対して  
【働きに来たのかと思うような療養生活】  
 C さんは自治会活動、全患協本部の仕事、労務外出など、療養所の内外でさまざまな仕
事に携わってきた。そうした自分の人生を振り返って次のように語っている。  
 
C：とにかく、考えてみると、○○（筆者注：私立療養所）じゃ農作業だとか、山へ
行って木を切り出したとか、もう行った次の年が伊勢湾台風で全部橋も流れてがけも
崩れて、ひどい時だと胸まではいって。杉の木を倒して、その上を渡って、かせんを
張って食料を運んだり、あとからは下から石を○○で巻いて、それを石垣積も自分た
ちでみんなやったり、そういう作業ばっかりやってたんだけど、あとここへ来てから
は事務の仕事ばっかり、自治会とか、全患協だとか、そういう作業ばっかり放送部だ
とか、まあ一時労務外出だけはちょっとつらかったけど。あとは体力的にはそんなひ
どい作業はなかったんですけど、考えてみると療養所へ働きに来たのかなと、こうい
うような感じがする。ほんとに休みっていうのが、この資料館がやるときには、とく
に僕が事務局長みたいになって、全生園のなかに実行委員会をつくってですね、それ
で資料集めから点字から何から○さんと中心になって、全国を回って資料を集めたり
何かして。それで自治会もやめないで両方やってたんです。かけもちして、あるとき
手帳を調べたら、1 年間でまるまる休めたのは 27 日しかなかったんです。お前は馬鹿
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だって、職員だって 130 日も休んでるのに、馬鹿だって言われたんですけど。  
 
 C さんは自治会活動のほかにも、語り部としての活動にも携わってきた。そうした活動
を続けることについて、「今やらなければやる時間がないんですよ。私ももう 84 だし、も
う時間が残されてない。だから今語らなければ、もうあと語る時間がないっつうことでや
ってるんですけどね」と語った。  
 
【在日韓国・朝鮮人への偏見・差別について】  
 国立療養所において在日韓国・朝鮮人入所者は、出自の違いや生活保障の面などで、日
本人入所者と同等の位置づけや暮らしのあり方が困難であった。そうしたことは在日の入
所者に対する偏見・差別によるものでもあった。 C さんは自らが在日韓国・朝鮮人の入所
者として療養所生活の様々な活動に携わってきた。そのような経験をもっている C さんが
みずからと日本人入所者との関係については、以下の様に語ってくださった。  
 
新田：山田（昭次）先生の『生き抜いた証』にとか、『孤島』っていう邑久光明園の
在日の方たちの手記を読んでると、療養所のなかで在日の人たちのことが民族差別を
受けたっていうことがよく書かれるんですけども、 C さんはそうやって自治会や全患
協本部で携わってきて、そういうことを感じられてきたことはありましたか。  
 
C：それは盲人会の人なんかでも年金の問題でかばってくれたりしたけど、だけど部
分的にはそれは結構ありますよ、中でいろいろなことがあって、○さんもね自治会へ
出てる時にひどいめにあったことあるんですよ、それは炊事の人と何か話し合って駆
け引きやってるときに、結構きつく言ったら『お前は朝鮮だろって、お前に言われる
ことねえ、お前は帰れ』なんて言われて、それで怒っちゃって。それでほかの執行委
員の人たちがみんな怒って、本館へ座り込んだんですよ、僕も行って座り込んで、そ
れでその人はやめちゃって、すんじゃったけど、ほんとにそういう差別的な園の幹部
からもそういうことがあったりしましたしね、だから口には出さないけど  
 
 共に生活をしてきた同胞が日本人入所者から差別的な待遇をうけたこともあったことを
語りながら、 C さん自身はと言うと、「いじめられたことはない」と語った。  
 
C：僕はいじめられた覚えはないんですよね、小学校の時から逆にガキ大将だったと
思う。級長なんかやったりしたこともあるからあれだけど。剣道もやってたし。だか
らいじめられたことは  
 
C：まあいじめられたっていうことも、差別を受けたっていう感じが僕はあんまりな
いんだな。だからみんながあるだろあるだろっていうけど、他の人は結構あったと思
うし、そういう話も聞いてるけど、僕自身はほとんど療養所の中へ入ってもなかった。
ほとんどなかったな。（新田：嫌なことを言われたっていうことも）ほとんどなかった
な、○さんはああいうこといわれたけど、僕は言われたこともない。だからいつもど
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こへ出てもやっぱり青年会入ってても、演劇部入ってもすぐ副部長くらいになるかな、
ことやったり、口が達者だったとかうるさかったかもしれないけど、なんでもものを
言ったから。あんまりほかの人も嫌がってじゃなくてやっぱりすぐ友達になれたし、
○さんていう新潟の死んだ人なんかもずっと友達で僕がここへ来てからも毎年暮れに
は越乃寒梅贈ってくれて。そういう人たちもいたし。ほんとに恵まれてたんですよ、
友達には。ほんとに。ありがたいよね。  
 
 国立療養所での在日韓国・朝鮮人入所者の置かれた状況は常に「偏見・差別」との関連
で捉えられるが、C さん自身の人柄や人間関係の形成の仕方が、C さん自身の「僕自身はほ
とんど療養所の中へ入ってもなかった」、「ほんとに恵まれてた」という C さん固有の経験
として語りに現れているといえる。  
 
【社会復帰について】 
 C さんは、入所当初から自治会活動に携わり、全患協運動にも長くかかわって声を上げ
続けてきた。自身は社会復帰をせず、療養所生活を続けてきたことについて、以下のよう
に語っている。  
 
新田：C さんご自身はずっと自治会活動とか、運動の前面にたってこられて、ご自
身が退所する、社会復帰するっていうことはあまりお考えにならなかったんですか  
 
C：うーん、ちょっと考えたこともあるんですけど、やはり僕はもう左手 1 本なんで
すよね、右手はもう昭和 21 年から下がりっぱなしで全然いうこときかないし、こっち
の方もひょうそうでこれが駄目になってるし、お母さんが生きてるときはこれをきっ
ちゃって義手にしてそれで来いって言われたことがあるんですけど、だけどほかのい
ろいろな活動やってる間にですねそっちの方の仕事がおもしろくなってっていうか、
忙しくてそういうことを考えることがなくなってきちゃって、そっちの仕事のことば
っかり考えてたから、機会がなくなっちゃったんですけどね。まあ出てもいろいろ苦
労はするだろうけど、生きていくことはできただろうけど、やっぱりこのなかで患者
運動に、○さんがね、そう言ってるんですよ。自分は大島へ入ってやはり、患者運動
のためにつくそうと思って退院するのやめて、そういう活動に専念したって言ってる
けど、僕はそこまでの覚悟はなかったけど、やること自体がそういう活動を専念する
ようなことになっちゃって、資料館活動だとか、『運動史』や『俱会一処』書く仕事だ
とか、そういう自治会の活動とか、全療協の活動とか、あまりほかの人が経験しない
重監房のめし運びまでやったり、それで空襲で一回死に損なって、そのあと労務外出
で四日間も死に損なって、1990 年には全日空のハイジャックにあっちゃって、結構そ
ういう目にも何回もあったけど、いまだに死ねないで、それでまあ心筋梗塞になって、
リウマチになってもまだ死ねないでいるんで、ほんとにいつ死ねるかと。死ぬのを待
つだけなんだけど、寿命ってものがあるから簡単にはいかないかもしれない、だけど
コロッといくかもしれないし、それはわかんない。  
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 活動に携わる中で、彼自身が「おもしろく」なって、活動に専念するようになったので
ある。C さんのように、療養所入所者のなかで運動に携わってきた人の中には、自分が「ら
い」になって良かったと捉えている人もいる。 C さんは病気になったことについて、どの
ように捉えているかという問いかけに対しては、母親への思いを語ってくださった。  
 
新田：○さんが前に、自分がらいになってよかったと思うっておっしゃったことが
あったんですけど、C さんもずっと運動を続けてこられて、いろんな人と出会ったり
したっておっしゃってたし、恵まれてたってさっきもおっしゃってましたけど、 C さ
んもそういう気持ちって思ったことありますか、らいになってよかったって。  
 
C：まあ、ほんとに恵まれたし、いい友達もいっぱいいたし、いい仕事もいっぱいさ
してもらったけど、それでらいになってよかったとは思わないです。やっぱり僕がも
し、病気でなかったら、家族のため、お母さんのためにもう少し楽させてあげられた
ら、長男だったから。  
 
C さんには療養所入所後に生まれた弟、妹がいる。それらの兄妹たちは「みんなぼくが
療養所へはいっちゃってから知らない間にできた子ばっかり」だという。 C さんの父親は
韓国へ帰国した後朝鮮戦争で日本に戻ることができなくなった。母親はそうした状況のな
かで一人で苦労をしてきた。  
 
C：僕が草津へ行くときは、お母さんはもう、あんちゃん、死んだ方がいいよって、
この病気になったらこれだけ大変だから、死んだ方がいいよって、言われたんですけ
どね。だけど、僕はここで事故にあって 4 日間意識不明になってそのあと、妹が連れ
てここへ来たときはお母さんは物が言えなかった、じっとしてて、家へ帰っても妹が
お母さんもう 3 日間くらいはめしがのどを通らなかったみたいだったって、そんな話
してたけど。だからお母さんは僕が長男だったから、とくにどんな貧乏してもあんち
ゃんだけは大学へ行かせるからね、なんつって内職やっていっつも毛糸のもので編ん
だり、いろんな内職やったんですよ。それでほんとに僕のために一生懸命やってくれ
て。（中略）自分は食わないものあっても僕たちには食わしてくれて、ほんとにお母さ
んがものすごく苦労したと思うんですよね。だからもし、病気でなかったらばお母さ
んのためにもう少しやってやれたんじゃないかな、それだけがいつも心残りなんです
よ。だからお母さんが死ぬときは、子宮がんで死んだんですけど、ちょうど病院、お
母さんの見舞いに、入ったっていうんで見舞いに行こうって言ったら、その病院のそ
ばまで行ったらテレビで高松宮が亡くなったって、あれは 2 月の 3 日だったか、そう
いう放送があったと、その 1 時間後にお母さん亡くなったんですよ。そのときはほん
とに行ったら医者がいて、見ますかって、こんなでっかいあれがとれましたよって。
その前に見舞いに 2 回行って、その前行ったときにはものが言えなかったんだけど、
行ったらわかったと思って手をきっつく握って離さないでくれたから、ああわかって
んだなあと思っていたんですけど。ほんとにお母さんだけが一番苦労したと思うんで
ね。それだけがやっぱり心残りですね。だから、いろんな恵まれた園内生活だったけ
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ど、病気になってよかったとは絶対思わない。  
 
第 4 節 ライフストーリーの考察―当事者性の様相をとらえる―  
（1）「受動性の下での能動化」の契機  
 C さんは戦後の混乱状況にあった療養所において、「生活改善同盟」という組織に関わっ
て 10 代という若さながら先輩入所者と療養所の自治に貢献し、入所者の医療や生活を守
る基盤である自治会を築いてきた一人である。自治会の執行委員への就任について、 C さ
ん自身は「仕方なしにやるようになっちゃった」と語っていた。 C さんが入所した当時、
「あのときはすごく荒れてて、みんな気持ちがかさかさしてて」とあるように、栗生楽泉
園には県外からの様々な患者が移送され、なかには「殺人事件」の被害者となった患者の
ような人物もいた。落ち着いた療養環境が整わないなかで、入所者自身が生活の安定や療
養所内の自治を模索していた時期であった。「仕方なしに」やることになったとはいえ、「全
部で 4 回ぐらい草津で執行委員をやってる」とあるように、繰り返し執行委員に就任した
という経験は C さんの当事者性における「受動性の下での能動化」の形成につながるもの
であったといえよう。  
 また、「労務外出」による社会で働くという経験は、療養所入所という制約を抱えながら
も、経済的な面での豊かさや生活のあり方について、自らの選び取りを通して獲得された
ものである。そのような選び取りをするという点においても、 C さん自身の「受動性の下
での能動化」という当事者性が時代背景のなかで形成されていたと考えることができる。  
 
（2）「能動的主体」としての役割の形成  
 C さんが療養所の生活で担ってきた様々な役割のなかで、「執筆」することが「能動的主
体」としての役割を形成する基盤になったと考えることができる。運動史、自治会史の編
集作業、在日韓国朝鮮人ハンセン病患者同盟の事務局での「支部報」の作成は、記録をと
り、資料を集め、入所者から話を聴く、という作業によって進められている。自分たちの
活動を記録すること、自分たちの手で先人の生き抜いてきた歴史をたどることはハンセン
病という病を抱えて生きてきた当事者が国策に翻弄された姿、そのなかでも主体性をもっ
て能動的に生きようとした姿など、療養所入所者の生活を多面的に捉える視点につながっ
たと考えられるし、「語り部」として歴史を伝えるという C さん自身の役割を形成すること
にもつながっていったといえよう。  
 
（3）「当事者性の客体化」が与える葛藤  
 インタビューのなかで C さんは、「ほんとに恵まれたし、いい友達もいっぱいいたし、い
い仕事もいっぱいさしてもらったけど、それでらいになってよかったとは思わないです。
やっぱり僕がもし、病気でなかったら、家族のため、お母さんのためにもう少し楽させて
あげられたら、長男だったから」と語った。療養所で自らが主体性をもって能動的に生き
てきた経験を肯定的に評価しながらも、家族の存在を思ったときに、ハンセン病の患者に
ならなければ、長男としての役割を果たし、家族とくに母親に多くの苦労をかけないで済
んだという語りには、「当事者性の客体化」という当事者性の様相が本人の人生にもたらし
た葛藤や解決し得ない思いが現れているととらえることができる。  
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第 7 章 隔離政策下を生きる／た女性の当事者性  
第 1 節 ハンセン病問題における女性の当事者性―見落とされてきた「女性の視点」―  
 本章では、国立療養所で生きてきた女性の語りに焦点をあて、彼女たちの歴史を聞き取
ることの意義について考察する。療養所で生活する女性の存在や彼女たちが受けてきた
「産むこと」「育てる」ことの権利の剥奪といった歴史的事実が社会の中で可視化されて
こなかったこと、問題として強く認識されてこなかったことは、社会がハンセン病という
病を抱えながら生きてきた女性への人権侵害の事実を黙認してきたことに等しい。ハンセ
ン病療養所で生きてきた女性は、抑圧する構造によって、性と生殖に関する権利、母親と
して生きる経験を剥奪された。さらに社会の側の聞き手の不在によって、女性の語りは社
会から隔離され続けた。 
 療養所に「隔離収容」された女性は、母親や妻としての役割、子どもを産み育てる権利
など、療養所入所以前にもっていた役割や可能性を剥奪されることとなった。女性の身体
が国の施策によって管理され、優生手術が行われてきたことの問題性について社会の側か
らは、優生保護法改悪阻止連絡会（ SOSHIREN）が指摘をしている 78。 
 「ハンセン病事実検証調査事業  第 2 回検証会議・第 3 回検討会合同会議」ではハンセ
ン病問題において「ジェンダーの視点」をいれることの必要性について検討委員の松原洋
子から指摘がなされている 79。松原の指摘を受けて同じく委員であった藤野豊は同検証調
査事業第 4 回検討会議の場で、とくに「ハンセン病政策における性と生殖の管理というテ
ーマ」において、「ジェンダーの視点」をはっきりと示せるのではないかという提起をし
ている。このような議論からも明らかなように、これまでハンセン病問題においては「女
性の人権」への視点、「ジェンダー」の視点が欠如していたことを指摘できる。加納が女
性史の聞き書きについて「語り得ないまま歴史の闇に葬り去られる人びとの生きた軌跡を
聞き取り記録に残す」ことであり、「それは his-story としての歴史から消されてきた
her-story 発掘の営みでもあった」と述べる（加納 2009:12）ように、ハンセン病問題に
おいて女性の歴史を聞き取ること、残していくことの意義は「 her-story」への視点が欠
落していたことの問題性を社会的に共有することでもある。  
第 1 章で述べたように、1970 年代に入ると国立療養所入所者の運動史や自治会史が出
版されているし、その他にも隔離政策の問題性を指摘した当事者による文献や手記などが
出版されているが、その書き手の多くは男性 80である。隔離政策の問題点を論ずる既存文
献によって隔離政策下の療養所の実態が明らかになっていったが、それらは男性の手によ
って書きあげられてきたものがほとんどであり、女性の視点や声が必ずしも反映されたも
のではなかった。国立療養所が一般社会と同様に男性中心的な社会として存在してきたな
かで（入所者自治会は男性入所者を中心として構成されてきた）、女性の声は聞き取られ
                                                   
782001 年 5 月 20 日「 SOSHIREN」によって政府に対し控訴断念を求める要望書が発表された。 2006 年の
「 SOSHIREN ニュース」ではハンセン病胎児標本問題について取り上げられた。また 2006 年 10 月に実
施された「女（わたし）のからだから合宿」では「ハンセン病「胎児標本」が問いかける生と性の尊
厳」というテーマでの分科会が設定されている（ SOSHIREN 女のからだから  
http://www.soshiren.org/index.html 2013 年 12 月 28 日アクセス）。  
79ハンセン病事実検証調査事業  第 2 回検証会議・第 3 回検討会合同会議議事録より、 2014 年 1 月 4
日アクセス http://www.jlf.or.jp/work/gijiroku/hansen_giji3.pdf 
80伊奈教勝、伊波敏男、大竹章、谺雄二、国本衛、柴田良平、島比呂志、島田等、崔南龍、平沢保治、
松木信など  
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ることがなかった。序章では、「隔離政策の変遷において、ハンセン病者は生の当事者と
して社会に存在しながらも、隔離政策や優生思想がもたらした制約によって受動性を有
し、そうした制約が強固にかつ固定されていった」と述べたが、国立療養所に入所した女
性においては、「家父長制」という制約も加わり、重畳化した抑圧の構造下で生きてきた
といえる。ハンセン病者の「当事者性の不在化」には、「女性の視点」をいれなければみ
えてこない様相があるといえる。  
 上野（1998）は第二次世界大戦中の「従軍慰安婦」問題をめぐって、彼女たちの被害に
ついて「歴史の語られ方」という視点から、「語りについての問いはつねに二重性を持っ
ている。誰
、
が
、
語る
、 、
の
、
か
、
、という語り手の問題と、誰
、
に
、
向けて
、 、 、
語る
、 、
の
、
か
、
、という聞き手の問
題である。『被害者』の『証言』を誰が聞くのか。聞く耳がなければ誰もそれを語らな
い」（上野 1998：175）と述べる。本を書き、運動によって言葉を発してきた男性と異な
り、語る機会すらなく、言葉をもたなかった女性が自ら語り、社会の側が彼女たちの語り
を聞き取るという相互行為が生み出されたことには大きな意義がある。さらに、女性の語
りには第 4 節で示すように「被害」の経験に集約されない、抑圧の構造下で生き抜いてき
た主体的な「生」の契機の可能性が内包されている。そのような女性の「生の主体として
の当事者性」を「語り」を通して聞き取ることが、見落とされてきた「女性の視点」を取
り戻すことにつながるといえよう。  
 
第 2 節 女性の当事者性の回復につながる「語る」こと、「聞く」ことの意義  
（1）「被害」の語りの意味 
療養所で生活する女性が自らの経験を社会の人々に対して語るようになったのは、 1998
年に始まった国賠訴訟期以降である。女性たちは裁判の原告としてみずからの「被害の体
験」を証言した。蘭は訴訟期の療養所における支援者の会合の場で「これまで言葉をもて
なかった女性たちが、自分たちの経験を語る言葉とその機会をいまこそ獲得していると言
わんばかりの気迫であった」と、女性たちが抑圧されてきた過去を自らの言葉で語り始め
たこと、「原告女性たちにとって訴訟は自分の『生』の解放とエンパワーメントの絶好の
機会であった」ことを述べている（蘭 2004:297-298）。 
 国賠訴訟後、療養所入所者の「証言集」として、沖縄県ハンセン病証言集編集総務局編
『沖縄県ハンセン病証言集』（ 2006）、谺雄二・福岡安則・黒坂愛衣編『栗生楽泉園入所者
証言集（上・中・下）』（2009）が出版された。また、ハンセン病違憲国賠裁判全史編集委
員会編『ハンセン病違憲国賠裁判全史』（ 2006）には原告となった人たちの証言が記録さ
れており、そこに女性たちの証言記録が収められている。  
 「証言集」や「裁判記録」では「隔離政策」のもとでどのような被害を経験してきたの
か、「被害の語り」に焦点があてられる。国賠訴訟を通してかれらの語りが「被害の語
り」として聞き取られたことについて蘭は「弁護士による『被害』の聞き取りの経験は、
それまでほとんど語ったことのなかった自らの経験を言葉にする機会であっただろう。し
かも、その語りは、訴訟のための『証言』として、すべて肯定的に聞き取られた」（蘭
2004：312）と指摘する。言葉を持つことができなかった、かれらの人生を聞き取る受け
手が不在であった状況への大きな転換点として「証言集」や「裁判記録」のもつ意味は大
きいといえよう。  
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先述した上野（1998）では、「慰安婦」たちの証言が「当事者自身にとって深い意味を
持っている」ことが指摘されている。「被害」を証言することは女性たちにとって「当事
者の過去の空白、抑圧された記憶の回復という大きな変化が起きた。それがどんなネガテ
ィブな記憶であれ、自分の過去を『意味あるもの』として位置づけることで、彼女たちは
自己の全体性を回復したといえるだろう。抑圧された記憶がどんなに彼女たちを苦しめた
かを、多くの被害者は証言している。元『慰安婦』の女性に尊厳 dignity があるとした
ら、『証言』を語る行為のなかですでに彼女たちは尊厳を獲得している」（上野 1998：
171-172）という変化と意義をもたらしたのである 81。 
 またハンセン病問題とは異なるが、日本における DV 防止法の制定とそれによる DV の犯
罪化が明確化されたことについて戒能は「女性に対する暴力の被害者の多くに言えること
だが、被害の事実が認められ、被害者として受け止められることが被害からの回復への第
一歩なのである。『事実』が承認されて初めて、尊厳をもつ人間としての自己尊重感と自
己統制感の回復へと向かうことができる」と述べている（戒能 2006:84）。 
蘭（2004）、上野（ 1998）、戒能（2006）らの指摘において、ハンセン病という病を抱え
ながら生きてきた女性が隔離政策下で「隔離収容」されたこと、「堕胎手術」をまぬがれ
ることができなかったこと、といった「被害」の経験を「語る」ことは、女性が尊厳を獲
得し、自己尊重感をもてるという回復の枠組みとして当てはまると考えられる。  
 
（2）ライフストーリー、ライフヒストリーを聞くこと  
自らの人生を語ることが語り手にとってのエンパワーメントになることについて蘭
（2004）が「ライフヒストリーの聞き取りという方法で病者の語りに耳を傾け、その存在
を肯定的に受容し、聞き届けるという行為は、結果としてある種のモラル・ウィットネス
になることを意味し、語り手をエンパワーメントするのではなかろうか」（蘭 2004：51-
52）と指摘している。また桜井・小林（2005:114）は、エンパワーメントとしてのインタ
ビューについて「語り手にとってインタビューとは自己の経験を表現する場であるだけで
なく、その表現した経験をたしかに聞いてくれる人の存在する場でもある」と述べてい
る。 
国賠訴訟という大きな転換点をむかえる以前には男性が語り手としての役割を担ってい
たが、訴訟期以降、女性が語り手としての役割を得たことで、彼女たちが主体性をもって
能動的に生きようとする動きが現れていったといえよう。このように社会の中で「語り
手」と「聞き手」の相互行為の場が生み出されたことは女性のライフストーリー、ライフ
ヒストリーを聞き取っていく研究としてもあらわれている。  
女性のライフストーリー、ライフヒストリーに関する研究としては蘭由岐子『「病いの
経験」を聞き取る―ハンセン病者のライフヒストリー』（ 2004）、青山陽子「子どもをもつ
こと―ハンセン病療養所におけるタブー」（ 2005）、山本須美子・加藤尚子『ハンセン病療
養所のエスノグラフィ―「隔離」のなかの結婚とこども』（ 2008）、黒坂愛衣「7 ヵ月で堕
ろされた子どもを思い続けて―ハンセン病療養所『強制堕胎』を体験した 80 代女性の語
                                                   
81「語る」ことが女性たちの自己の全体性の回復につながることについては、蘭（ 2004）において上野
（ 1998）の指摘をもちいて論じられている。（蘭 2004： 298）  
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り」（2009）、福岡・黒坂・下西「逃走して産んだ子を 5 歳で亡くして―ハンセン病療養所
『星塚敬愛園』聞き取り」（2011）、福岡・黒坂「山の奥の奥まで入所勧奨は追いかけてき
た―ハンセン病療養所『星塚敬愛園』聞き取り」（2013）が挙げられる。  
蘭ではハンセン病者のライフヒストリーの聞き取りが行われており、そのなかで国立療
養所に入所している女性（ 1 名）の語り「『六つの名前』を生きる」（蘭 2004：177-196）
が収められている。同書ではハンセン病療養所入所者が本名とは異なる名前（偽名）を使
用してきた経験、ことに六つもの名前を用いながら生きてきた女性の「病いの経験」が聞
き取られている。聞き取りを行った女性が結婚と再婚により「改姓するというジェンダー
化された行為様式」によって実家の「家名」を使わず、「ハンセン病（の汚名）から実家
を引き離す」ことができたこと、「それぞれの名前につながって、彼女にとっての重要な
人生の同行者の存在があった」ことなど女性の固有の生のあり様が論じられている。  
青山は、ハンセン病隔離政策下での優生政策を取り上げ、療養所で出産した女性入所者
のライフヒストリーの聞き取りから、入所者たちが持っていた「子どもを産むことへのタ
ブー」意識について考察している。ライフヒストリーの聞き取りを通して青山は、子ども
を産み育てることが良しとされない状況が「患者同士の結婚を認めて出産は認めないとい
う、施設規則に対する入所者の内面化と読みとれる」こと、「断種・堕胎を入所者自身が
望んだため、それは自己決定だとすることがどんなに危うい判断か」ということを指摘す
る（青山 2005：332）。さらに「終生隔離という絶対的で物理的な強制として以上に、療
養所内における入所者自身の身体化により、入所者同士が共有するもの、共有すべきもの
としてあらわれている」として「子どもを産むことへのタブー」意識を「身体化された権
力」の顕在化として捉えている（同上 2005：332）。 
 山本・加藤では国立療養所で生活してきた女性たちにとっての「結婚」と「子ども」に
ついて、ライフストーリーの聞き取りと文献研究によって考察が行われている。同書では
「社会から隔離された状況で、子育てができないコミュニティにおいて、そこでの結婚と
はどのようなものであり、また子どもを産まないこと、産めないことはどのようにとらえ
られていたのかを明らかにすることは、入園者の暮らしの諸相を解明するためには不可欠
の課題である。本書では、ハンセン病療養所の暮らしの諸相とその変遷を、とくに結婚と
子どもに焦点を当てて明らかにする」（山本・加藤 2008:6）という目的が示されている。  
黒坂（2009）、福岡・黒坂・下西（ 2011）、福岡・黒坂（ 2013）では国立療養所で生活す
る女性たちについて、「強制堕胎」の経験、「子どもを亡くす」経験、「療養所入所」の経
験といったことに焦点があてられた聞き取りがなされている。  
ライフストーリー、ライフヒストリー研究の意義は、聞き取られてこなかった女性たち
の固有の生やハンセン病隔離政策の実態について明らかにすることにあるといえよう。さ
らに蘭が指摘する「被害」の語りに集約されないハンセン病者の主体的な「生」のありよ
う、かれらが「日々の生活を生き生きと主体的に生きてきたこと」が見出されることにあ
る（蘭 2004:314-315）。蘭の指摘からは、かれらの語りを聞くことについて、ハンセン病
隔離政策という抑圧状況のなかで、療養所で生きてきた一人ひとりのもつ、主体的に生き
ようとすることへの契機を明らかにし、言語化していくことの意義を見いだせる。このこ
とは、女性たちの語りのうちに「能動的主体」への契機を見出すことを、不在化されてき
た女性の当事者性を回復する試みとして位置づけることができよう。  
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次節では女性の語りを聞き取った文献を取り上げ、女性の当事者性の不在化がどのよう
な状況として現れていたのか整理を試みる。  
 
第 3 節 女性の声の現れ―既存文献から―  
（1）優生保護法に規定された「管理」「対象化」される身体・性  
 国立療養所で生きてきた女性たちについて論じる文献には、優生保護法下で彼女たちの
身体・性が「管理」「対象化」されてきたことの問題性を指摘するものがあり、上述した
第 2 節の先行研究では青山（2005）や黒坂（ 2009）において聞き取りがなされている。  
 『優生保護法が犯した罪―子どもをもつことを奪われた人々の証言』（2003）所収の古
川和子による「らい予防法と優生保護法」では、自身が療養所の介護職員であった古川が
「1998 年 12 月から 1999 年 7 月にかけて、私は、これまでほとんど明らかになっていな
い療養所内での『断種』の実態を明らかにするため、長島愛生園、星塚敬愛園、菊池恵楓
園、奄美和光園の 4 施設を訪問」して得られた 3 名の女性たちの証言が記述されている。
具体的には、夫が断種手術を受けたことで、社会復帰をして子どもを産み育てたいという
自己実現の可能性を奪われた女性、妊娠 3 カ月で「堕胎手術」、「不妊手術」を受けた女
性、「堕胎手術」は受けたが「不妊手術」は拒否した女性の経験が記述されている。「堕胎
手術」を受けることになった二人の女性からは療養所では妊娠しても産むことができな
い、手術することに迷いはない、外へ出て産むことも考えられなかったといった言葉が語
られている（古川 2003：125-127）。「不妊手術」を拒否した女性においては、拒否の理由
として、いつかは子どもを産むことができるかもしれないという彼女自身の希望が語られ
ている。  
古川は「らい予防法」と「優生保護法」の成立と存続の共通点について「この社会に存
在してはならない疾患を特定し、それらの対象者を社会から排除されていくことを合法化
していくための、社会防衛思想（差別）を根底にして成立した」ことにあると述べる。さ
らに国賠訴訟における熊本地裁判決が「『らい予防法』が医学的根拠を欠いた人権侵害の
法であったことを明確にしたと同時に、もう一方で、『優生保護法』もまさしく、医学的
根拠を欠いた人権侵害の法であったことを明確化したのではないだろうか」と指摘してい
る（古川 2003：133）。 
 佐々木雅子（2003）『ひいらぎの垣根をこえて  ハンセン病療養所の女性たち』では、
国立療養所で生活する 3 名の女性の語りが収められている。同書は直接的に優生手術や女
性の身体が「管理」「対象化」されてきたことへの問題を取り上げたものではないが、一
人ひとりの女性のライフヒストリーが語られるなかで「結婚」「優生手術」についての語
りが現れている。そのなかで一人の女性は子どもを産むことについて、「子どもだけは絶
対生んだらあかんと思った」（佐々木 2003：181）、「わたしは絶対生んじゃいけないんだ
と思ってました。もし生んだとしても、子どもを育てられないし」（佐々木 2003：183）
と語っている。さらに、妊娠 9 カ月目に強制的に「堕胎」された安述壬（あんすうにん）
さんは、妊娠したことについて「療養所で子どもをつくってはいけないのに、だいたい二
人で約束したとはいえ、つくってはいけないことをわたしがしたんだ。殺した婦長さんが
悪いかもしれないけれど、それ以前に、子どもを九カ月まで、人間の形までにしてしまっ
たわたしのほうがもっと悪い」と自らを責めている。安さんの語りからは、「産みたい」
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という彼女の主体的な希望が、「子どもを産むことは許されない」という「優生思想」に
よって実現できなかったことが明らかである。こうした女性の希望や可能性が抑圧の状況
下で剥奪されていくことに、女性の「当事者性の不在化」の様相を指摘できる。  
また『沖縄県ハンセン病証言集―沖縄愛楽園編』におさめられた女性たちの語りにも
「優生手術」（男性への断種、女性への「堕胎」）に対して「これが規則だから仕方なかっ
た」（沖縄県ハンセン病証言集編集総務局編 2006：51）、「もうあの世の中だからしょうが
なかったさー。これが当たり前みたいに」（同上 2006：115）、「あの時代は当たり前。逃
げるのできない世の中だった」（同上 2006：436-437）という語りや、子どもを産むこと
に対して「子供を生むのが駄目だった」（同上 2006:200）、「社会に育ててくれる人がおっ
たら生んでもいいということだったみたいだけど、育ててくれる人がおらんかったら、妊
娠してももう流産しかできないわけよね」（同上 2006：223-224）、といった声がおさめら
れている。こうした一人ひとりの語りから、女性たちが「産む」「育てる」権利、可能性
を奪われたことが読み取れる。  
 
（2）女性が奪われた固有性、可能性（母として生きる経験）  
 徳永進『隔離―故郷を追われたハンセン病者たち』（ 2001） 82は鳥取県出身の徳永進が
1968（昭和 43）年、大学のサークル活動で国立ハンセン病療養所を訪れたことをきっか
けとして、1972（昭和 47）年から国立ハンセン病療養所で生活する同郷の人たちの声を
聞き取ったものである。この書の中には 9 名の女性の語りが収められている。そのうち 3
名は自らが療養所に「隔離収容」されたことについての語り、 6 名については「隔離収
容」により入所以前に育てていた子どもと別れ、母であることを奪われたことについての
語りとなっている。  
 徳永は療養所へ「隔離収容」される以前に子どもを育ててきた女性たちについて「母と
子の営みは断絶し、消失したままとなり、らいを病んだ多くの母たちは、母であることを
完全に奪われてしまった。子どもの結婚式に出ることもなく、死人のように息をひそめて
生きてきたのだ」と述べる（徳永 2001：102）。 
 療養所で生活する女性の中には在日外国人の女性たちが存在する。その多くは在日韓
国・朝鮮人女性である。療養所の在日韓国・朝鮮人の聞き書きを収めた文献として、立教
大学史学科山田ゼミナール編（ 1989）『生きぬいた証に―ハンセン病療養所多磨全生園朝
鮮人・韓国人の記録』があげられる。同書は「らい予防法」が廃止される以前、つまりハ
ンセン病隔離政策の問題性が社会的に共有される以前に出版された貴重な文献といえる。
この中では「女として、母として生きる」という章のなかで 6 名の女性たちの聞き書きが
おさめられている。それぞれの聞き書きにつけられたタイトルは「女として、母としてた
どった苦生（コセン）」、「誰が私の心をわかるだろうか」、「今までたくさん涙を流してき
て」、「苦難の中のオモニの愛」、「耐える力だけは強くなった」、「こどもたちへの想い」と
いうものである。いずれの女性も 1910～20 年代に日本の統治時代の朝鮮で生まれ日本に
渡り、発病、療養所に入所している。その中の一人は佐々木（ 2003）にも聞き書きがおさ
                                                   
82同書は 1982 年にゆみる出版から出された『隔離―らいを病んだ故郷の人たち』が底本となってい
る。本研究では 2001 年に出版された岩波現代文庫を用いている。  
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められている安さんである。安さんは「戦後になって祖国が独立し、日本の国でなくなっ
てから、文句言うなら帰れ、というようなことを言われるようになりました。露骨には言
わないけど、共同生活の中で、皮肉めいたそうしたことを日本人に言われることがよくあ
りました」と「朝鮮人」に対する軽蔑のまなざしや言葉があったことを語っている。 6 名
の女性のうち、子どもがいた女性たちは療養所への入所と同時に子どもと離れた生活とな
ったが、その一方で子どもも発病し療養所に一緒に入所している女性もいる。  
 徳永（2001）や山田ら（1989）が聞き取ることのできた語りからは、療養所に「隔離収
容」された女性たちが同時代を生きる女性たちの多くが有していた母親として生きる経
験、つまり女性固有の可能性や権利を奪われたことの問題性をみることができよう。  
 福岡・黒坂・下西（ 2011）は療養所に入所していた男性と結婚後、夫婦で療養所を「逃
走」し、園外で出産した経験をもつ女性の語りである。彼女は子どもを連れて再入所した
ところ、子どもを「未感染児童保育所」に預けさせられ、 1 年後子どもは病気のため 5 歳
で亡くなった。当時、子どもを連れて入所した場合、子どもと母親を引き離すための「未
感染児童保育所」が設置されている療養所があった。子どもへの感染を防ぐためではあっ
たものの、一緒に療養所にいながら母としての役割を担うことが許されなかった女性たち
もまた女性の固有の権利、可能性を剥奪されたのだといえよう。  
 
第 4 節 女性の「能動的主体」への契機の可能性 
 本節では、女性の当事者性が不在化されてきた状況においても、主体的に生きようとし
た語りを取り上げ、抑圧の構造下での「能動的主体」への契機の可能性を示す。  
 
（1）優生思想への「抵抗」 
佐々木（2003）が聞きりを行った女性の一人、森元恵美子さんは父親が日本人、母親が
インドネシア人というインドネシア出身の女性である 83。19 歳の時父親に会うために来日
した。彼女は来日後、ハンセン病を発病し、治療のため療養所に入所した。彼女は療養所
にいるときに森元氏と出会い、結婚にいたるが、彼女の結婚や出産に対する語りには、療
養所の女性入所者たちに内面化された優生思想に対する「抵抗」、彼女自身の能動的な「生」
への意思があらわれている。  
 
結婚したあとがまた大変だったよ。毎日来るおばさんがいて、子どもつくっちゃだ
めだって言いに来るの。「苦労する」と言って。苦労するのはわたしのほうでしょ。だ
からわたし、怒って「あなたたちの時代がそうだったからといって、後になっても生
んじゃいけないって言うのはおかしい」って。毎日毎日来るの。わたし、頭おかしく
なりそうだった。悔しいよ。おばさんたちはそうされたわけでしょ。だからといって
これから結婚する人にむかって言うのは変だよ。あのころ、医者が言ったのと同じこ
とをおばさんは言うのよ。悲しいよ。（佐々木 2003：118）  
 
外に出た人みんな経済的にやっていけるようになると子どもをつくってるよ。そうだ
                                                   
83彼女は 2002 年に帰化し、日本国籍を取得している（佐々木 2003:151）。  
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よ。彼（筆者注：森元氏）の教え子にもそういう人いたよ。（佐々木 2003：119） 
 
だから子ども生んだら病気になるって脅すのはとんでもないことだよ。ここ（全生
園）の人たち、教えられた通りに、管理されていたときのまんまで、先のことばかり
心配する。わたしがそんなこと（赤ちゃんを生むこと）するなんてきっと理解できな
いの、その人たち。ここに幼いときに入って、長くいる人は逆らわないことが当然の
ことになっている。（同上 2003：120） 
 
わたし、子どもできたら奄美大島に行こうとね。当時、奄美和光園には、患者の子
どもたち用の小さな施設があってね。親が自由に会いに行くことができたようよ。自
分で育てることができなくてもいいと思って。子どもができたら奄美へ絶対に行こう
と思ってた。療養所によってちがうのかな。そうしたら、そんな育てることもできな
いで、とんでもないって言うの。（同上 2003：121） 
 
 森元さんの周囲にいた女性たちは長い療養所生活の中で「管理」される状況が常態化
し、さらには「優生思想」を内面化させてきた。そのような先輩入所者たちの意見や姿勢
に対して、森元さんは自らの生き方を訴えている。こうした語りのうちに、抑圧の構造に
抵抗しようとする女性の「能動的主体」としてのありようを指摘できるのではないだろう
か。 
 
（2）「能動的主体」としての役割を担って生きようとすること 
 山田ら（1989）に収められている金昌壬（キムチャンイム）さんは、 1921（大正 10）
年、慶尚北道で生まれ、1923（大正 12）年の関東大震災の後、母、兄、姉、妹とともに
日本に渡ってきた。金さんは 1937 年に名古屋で同胞の男性と結婚、女の子を授かった。
その後発病し、彼女は母親に娘を託して療養所に入所した。終戦を迎えた混乱のなか、彼
女の母親は孫と共に祖国へと帰国する。金さんは、祖国に帰国した母親と娘との再会を願
い、自ら GHQ に嘆願書を提出したり、娘の来日をかなえるために必要だった身元保証金を
工面するために仕事をしてお金を貯めた。その後彼女は娘との再会を果たすことができ
た。 
 また、戦後に従事していた「不自由舎」の女性患者の世話をするなかで、女性たちの不
自由な生活環境に対し、「生活改善運動」に取り組んだことが記されている。このような
金さんの経験は「娘との再会に全力を尽くしたことと共に金さんの積極的な生き方を伝え
るエピソード」（山田ら 1989：188）として紹介されている。  
 
 ここでとりあげた女性にみられた自らの人生の主体者として生きようとする姿勢、実践
は抑圧された環境下において「私の人生」を生きようとした、女性たちの「能動的主体」
への契機の可能性として示すことができる。 
 すでに述べたように隔離政策下における女性の当事者性の不在化とは、抑圧の構造と聞
き手の不在によって、女性の能動的に生きようとする営みや経験が社会から隔離され続け
てきたことを意味する。女性が置かれてきた抑圧の構造とは、「隔離政策」、「家父長制」、
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「優生思想」という重畳化されたものである。戦後、男性入所者が運動や自治会活動を通
して「能動的主体」としての役割を形成していくなかで、女性入所者の当事者性は、療養
所内の抑圧の構造によって「当事者性の客体化」の様相を強めていったと考えられる。  
 彼女たちを療養所に「隔離収容」する根拠は戦前の「癩予防法」、戦後においては「ら
い予防法」であり、ハンセン病を病んだ女性はこの法律によって、同時代を生きる女性た
ちの多くが有していた女性固有の可能性や権利をはく奪された。そして療養所内での結婚
における男性入所者（長老、自治会役員等）の介入 84、男性中心的に行われてきた自治会
や全患協の活動からは療養所が一般社会と同様に男性中心的な社会であったこと、言い換
えれば「家父長主義的イデオロギー」が共有されていた。ハンセン病者ゆえに女性が子ど
も産み、育てることが許されなかったという状況は、「家父長主義的イデオロギー」が支
配的な社会の側からみたときに、産むことが当然とされる社会において「産めない」身体
をもつことへの「負い目」となって女性たちを抑圧した。  
さらに女性たちが夫の断種手術を「仕方のないこと」としてとらえていたこと、療養所
では「子どもを産んではいけない」「産んでも育てることができない」と思っていたことな
ど、女性たちが優生思想を内面化する状況が作り出されていた。第 3 節で取り上げた山本・
加藤（2008）では女性入所者たちの「産まない」という選択を「『産まない』自己決定」と
し、そうした彼女たちの「自己決定」を、療養所では「子どもを育てる人がいないから子
どもを産まない」という「より主体的な判断」の現れと解釈している（山本・加藤 2008：
244-245）。しかしながら、このような女性たちの選択を「自己決定」とし、そこに女性た
ちの「主体性」を見出そうとすることは優生思想を内面化させる状況が作り上げられてい
たこと、女性たちの「せざるを得ない」選択であったことを不可視化させてしまう。  
また山田ら（ 1989）の聞き書きに現れている在日韓国・朝鮮人の人々に対する「民族」
への偏見は、隔離政策という抑圧状況において、日本人と在日韓国・朝鮮人というさらな
る抑圧の構造が存在していたことを示している。在日韓国・朝鮮人の女性入所者をめぐっ
ては、彼女たちをとりまく抑圧の構造のなかに、「民族」、「女性」という視点を加えて隔離
政策下で生きてきた一人ひとりの固有の歴史を読み解いていく必要がある。  
政策、制度、思想、民族、性別といった幾重にも重なっている抑圧の構造を、「女性史」
（her-story）の視点をもって読み解いていくところに、本節で示したような「私の人生」
を生きようとする女性の「能動的主体」への契機の可能性を見出すことができる。こうし
た点において、女性たちの語りを聞き、女性たちの歴史を聞き取ることの意義が示されて
いるといえるのではないだろうか。  
 
 
 
 
                                                   
84療養所での結婚について佐々木（ 2003）におさめられた森元恵美子さんは、他の療養所の話では入っ
たときにすでに結婚相手が決まっていることを語っている。（佐々木 2003： 122）。また『ハンセン病
問題に関する検証会議最終報告書』のなかで、療養所内での結婚や男女関係に関して長老や自治会が
介入していたことが述べられている（財団法人日弁連法務研究財団ハンセン病問題に関する検証会議
編 2007： 621）。  
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補論 韓国のハンセン病者の当事者性  
―韓国のハンセン病政策の特質と病者組織の位置づけから―  
第 1 節 韓国のハンセン病問題とハンセン病者の当事者性  
（1）先行研究にみる韓国のハンセン病問題  
韓国のハンセン病問題においては、日本の朝鮮総督府による植民地時代からの管理抑圧
的な歴史が関わっていることを見過ごすことは出来ない。朝鮮総督府により 1916 年、国立
小鹿島病院が開設されて 100 年が過ぎた。開設当時の小鹿島病院では日本人管理者による
非人権的な対応も行われていた。このような韓国のハンセン病者の歩んできた歴史は日本
の中で顧みられることがほとんどなかったといえる。  
しかしながら、2000 年代に入ると、日本において韓国のハンセン病問題および在日韓国・
朝鮮人回復者を対象とした先行研究の蓄積が見られ始める。歴史研究として滝尾英二（ 2001）
の『朝鮮ハンセン病史』、村落研究の分野において定着村を取り上げた杉原たまえ・周藤明
子（2002）「韓国におけるハンセン病患者・回復者による『定着村』の成立過程」、同じく
杉原・周藤（2004）「社会的不利状況にある人々による農村開発に関する研究―韓国の定着
村を事例として」、在日韓国朝鮮人および韓国人元患者を対象とするインタビュー調査を
行った佐瀬・神馬・若井（ 2004）「ハンセン病元患者インタビュー調査研究―在日韓国・朝
鮮人および韓国人元患者を中心に」、大町麻衣（ 2010）「韓国ハンセン病『定着村』とそこ
に生きる人々の視点」、吉田幸恵（ 2015）による博士論文『韓国ハンセン病者の現代史―韓
国定着村事業の検討を中心に』などがある。さらに、韓国国内では、国家人権委員会（ 2005）
による「ハンセン人人権実態調査」85や保健福祉部（2011）による「ハンセン人被害事件真
相調査」などの調査報告書も作成されている。こうした先行研究や調査報告書において、
解放後韓国のハンセン病政策の歴史とそのなかでの病者に対する人権侵害の実態が記録さ
れ、定着村事業の評価が示されている。  
序章で述べたように、日本では隔離政策の変遷という時間軸に沿ってハンセン病者が客
体化されていき、生の当事者として主体的に生きることを認められない状況があった。韓
国のハンセン病者もまた、政策の影響を強く受けて社会で生きざるを得ない存在であった
し、日本と同じようにその病は社会的差別・偏見の対象であった。ただし、韓国のハンセ
ン病者が影響を受けた政策とは、日本で行われた終生にわたる隔離収容政策とは異なって
いる。日本の植民地支配時代からの負の歴史を抱えながら、韓国のハンセン病政策は、国
立小鹿島病院での絶対隔離から「定着村事業」によるハンセン病者の自活を促すものへと
転換したという特徴をもつ。  
国立療養所での「隔離収容」とは異なる、ハンセン病者の自活を基盤とする定着村事業
とは、その内容からハンセン病者の人権を尊重するような実践にもみえる。しかしながら、
先行研究や調査報告書で論じられている定着村事業は、その事業によって可能となった隔
離状態からの解放、ハンセン病者の「自立」的な生活を必ずしも肯定的に評価できるとは
いえないということ、また、「小鹿島」から出る自由を与えたが、「半分の隔離、半分の自
                                                   
85韓国国家人権委員会は、「すべての個人が持つ不可侵の基本的人権を保護し、そのレベルを向上させ
ることにより、人間としての  尊厳と価値を実装して民主的基本秩序確立に資すること」を目的として
2001 年 11 月に発足した。  
http://www.humanrights.go.kr/05_sub/body01.jsp（ 2017 年 1 月 20 日閲覧）  
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由」（保健福祉部 2011：79）だったとして、評価の難しさが指摘されている。  
吉田幸恵（2015）では、定着村事業が「大韓民国成立や軍事クーデター」といった韓国
社会が混乱するなかで、ソロクトから逃走するハンセン病者の急増とかれらの浮浪が問題
視されはじめ、「1961 年に韓国政府が土地、家屋、職業（養豚、養鶏）をハンセン病者に
与え、国立病院から離れ自立生活を目指して展開された事業」であると述べられている。
そして、同時期の日本では「らい予防法」によるハンセン病者の隔離収容が「一般化した
まま」であったため、「定着村事業は日本において良策であると評されている」と述べる。
しかし、文献や当事者への聞き取りを通して、「少なくとも日本帝国主義からの解放経験、
また韓国の定着村事業を、隔離から地域移行の完全なる成功例、『自立』であると位置づけ
るのは、部分的評価であると言わざるをえないことが明らかになった」と指摘する。  
また吉田は「たしかに、現在の定着村は、隔離施設から経済的に自立した共同体になっ
た。だが、定着村は地域社会から隔絶した被差別集落としての性格を持ち続けている。こ
の状況を韓国ハンセン病政策の先行研究にあるように、そして日本のハンセン病者たちが
羨ましがる良策であると表現しきれるだろうか」と問うている。「『自立』と言い切ること
で損なわれてしまうハンセン病者の経験」は、「ハンセン病者たちにとっても、何をもって
隔離からの自立とするのか、いまだに明確な答えを出すことができない出来事である」と
し、「定着村とは、そのような問いが渦巻きながらも、病者自身が外部世界との境界線を引
き直し、自らの生の形を生み出そうとした、不可侵にして防衛する場所だったのかもしれ
ない」と述べる（吉田 2015:112）。 
国家人権委員会の「ハンセン人人権実態調査」では、「定着村の人権侵害（정착촌의  
인권침해）」について、「定着村は、社会復帰のための努力はあったがハンセン人だけ集ま
って住む一種の孤立した特殊な地域で、定着村設立時、多くの差別・忌避・暴行に遭い設
立後も地域住民とハンセン 2 世の分校の問題などで、多くのコンフリクトがあった。さら
に、定着村内の厳格な規律と統制方式は小鹿島の規律方式に倣い、定着村内で発生する人
権侵害や暴力事件もしばしばあった」と述べている（国家人権委員会 2005:Ⅴ）。 
そして同調査報告書では「ハンセン人への根深い偏見と差別の慣行は、何よりも日帝時
代に形成され、『らい患者』の強力な隔離政策と否定的な認識が大きく作用した。ハンセン
病の伝染力の誤った情報や社会的差別意識は一般社会からの強制隔離を当然のものとして
受け入れるようになった。残念ながら、日帝時代小鹿島更生院の非人間的な処遇と慣行は、
解放後も持続した。ハンセン人を疾病管理の対象であり、いつでも犯罪を犯すことができ
る危険な集団と見る社会的視線が政策実行の過程で、持続され、ハンセン人に対する差別
と偏見が完全に解消されたわけではない」として、根深い偏見・差別が日本の植民地支配
の歴史と切り離して考えることのできない被害の重さが述べられている（同上 2005:Ⅴ）。 
大町麻衣は、定着村について「『定着村』という名のもとで韓国社会の中に存在し続けて
きており、政策として『成功』の一面で捉えたり、反対に過去から未だ続く人権被害を受
けて『失敗』と捉えることもできよう」と指摘している。さらに「現在においても定着村
は、『ハンセン人村』であり、そのスティグマを子どもたちまでも抱えているという現実が
ある」と述べる（大町 2010：45,50）。 
このように、近年実施された韓国のハンセン病者に対する人権侵害の実態把握調査や定
着村に関する先行研究では、韓国の定着村が抱え続けてきた課題が指摘されており、それ
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は朝鮮総督府による統治時代から現代にまで引き続く韓国のハンセン病者の人権をめぐる
課題となって現れている。韓国のハンセン病者の当事者性を考えていくうえで、日本の植
民地支配がもたらした負の歴史を避けることはできない。  
次節では、韓国のハンセン病をめぐる社会的認識の現状を取り上げ、ハンセン病者の人
権をめぐる認識について改善はみられながらも、依然として差別・偏見が解消されない状
態にあることをみていく。  
 
（2）韓国におけるハンセン病をめぐる社会的認識の現状  
 韓国障害者団体総連盟 86（以下、KODAF）が 2013 年 4 月に発行した『障害者政策レポー
ト』291 号は、「ハンセン人の不都合な真実」と題して、韓国社会におけるハンセン病者の
現状を報告している。このなかで、「韓国の歴史の中でハンセンの人生は誤解と偏見、差別
の代名詞」として、ハンセン病者たちが病気による身体の不自由や国、社会、家族からの
排除に加え自分自身をも疎外してきたこと、高齢化と物理的な障害、劣悪な居住環境や医
療福祉、畜産業の衰退に経済的困難など、すべての国民に付与された基本権さえ剥奪され
てきたことが示されている（ KODAF2013:3）。現在はハンセン病者の高齢化が進んでいるこ
と、経済的支援なども必要な状況であるが、そうした支援が不十分であるため、ハンセン
病者のニーズに基づいたサービス提供や支援の強化の必要性が指摘されている（同上
2013：3）。 
 また、同レポートでは「一般国民はハンセン人をどのように考えているのか」という項
目をたてている。そのなかで「ハンセン病に対する偏見と差別は誤った認識と理解で発生
する」として「ハンセン病への理解度を調べる質問に『ハンセン病は治療が不可能な病気』
として理解している場合が 42.2％に達しており、また、『ハンセン病は子どもに遺伝する
病気』として理解している場合は、40.6％、『ハンセン病は伝染性が強い病気』として理解
している場合は、45.3％で表示される」という調査結果が述べられ、このようなハンセン
病に対する誤った理解が生じる理由として「過去から受け継がれてきたハンセン病に対す
る認識のため（39.7％）であるとみられ、次のようにハンセン病の教育と広報、マスコミ
の報道などを適切に接することができなかったこと（ 27.6％）、ハンセン病への関心の不足
（15.4％）」があるという結果が示されている（同上 2013:16）。 
 さらに、「ハンセン病とハンセン人、社会的距離感はまだ存在」として、「ハンセン人に
対する一般人の社会的差別と人権状況は、メディアや各種の認識調査で見られるように、
徐々に改善」されている状況や、「マスコミと国家人権委員会の国民の認識調査とハンセン
差別の調査結果と比較すると、多くの部分の改善がなされている」状況であることが示さ
れているが、風呂や理髪店などの生活施設をハンセン病者と一緒に利用すること、ハンセ
ン病者の子どもとの結婚といった、個人が直接的にハンセン病者と関わる場面においては
根強い差別があることが指摘されている（同上 2013：17）。そして、こうしたハンセン病
者への差別、偏見の解消のためには、「ハンセンに関する正確な情報の提供のための広報や
教育が体系的かつ継続的に行われること」、「各種福祉政策の強化を通じてハンセンが地域
                                                   
86韓国障害者団体総連盟（韓国障総）は、障害者団体の連帯、障害の権益増進と人権擁護を目的とし
て障害者によって設立された団体。「韓国ハンセン総連合会」は KODAF の会員団体である。
http://www.kodaf.or.kr/kodaf/kodaf.asp?v=info 
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社会の様々な参加との関係を介して解消することができる方法を講じなければならない」
（同上 2013：19）と述べられており、ハンセン病者の人権をめぐる社会的認識の改善には
いまだ課題があるといえる。  
 韓国のハンセン病者をめぐっては、国家人権委員会によるハンセン病者への人権実態調
査の実施と調査結果の公表、2007 年のハンセン特別法の制定や、日本でのハンセン病補償
法（2001 年成立）に基づいて起こされた「韓国ソロクト・台湾楽生院訴訟」、「ハンセン被
害事件の真相究明と被害者の生活支援等に関する法律」 87にもとづいて保健福祉部の下に
設置された「ハンセン被害事件真相究明委員会」による「ハンセン被害事件真相調査」な
ど、ハンセン病問題を人権問題としてとらえていこうとする動きが現れており、社会の人
権認識に変化がみられるが、先述した KODAF の報告からは、ハンセン病者への理解は一定
程度進んできているが、病者と病者ではない人が直接かかわるような場合においては、差
別や偏見意識が残っていることがわかる。  
 
第 2 節 韓国のハンセン病政策の展開  
 韓国では日本で 1931（昭和 6）年に制定された「癩予防法」、「癩予防法施行規則」を「模
倣」し、朝鮮総督府統治下の 1935 年に「朝鮮癩予防令」及び「朝鮮癩予防令施行規則」が
制定され、「小鹿島慈恵医院」（現国立小鹿島病院）への隔離収容が進められたほか、療養
所長に懲戒検束権が付与された。（国家人権委員会 2005：Ⅰ）。同法令は解放後の 1954 年
に廃止、新たに「伝染病予防法」が制定され、ハンセン病は第三種伝染病に規定された 88。
そして 1958 年から患者登録事業が開始された（同上 2005：166）。現在は「中央登録制度」
と呼ばれ、「保健福祉部傘下の疾病管理本部により患者管理を依頼されたハンセン福祉協
会（以前、癩管理協会）がコンピュータシステムを通して集中管理している」（同上 2005：
175）。また、この登録制度によって韓国のハンセン病者は「すべてがハンセン福祉協会に
登録されている」（同上 2005：Ⅵ,170）状態にある 89。 
先の「伝染病予防法」は 1963 年に改正され、感染の恐れのある者への隔離規定は残され
つつも、病者に対する強制隔離収容関連法は廃止された（同上 2005:67）。日本では 1996
（平成 8）年に「らい予防法」が廃止されるまで隔離収容の法的根拠は存続していたが、
韓国では 1963 年の時点で強制隔離法が廃止され、移動診療による在宅療養、定着村による
自活、国立および私立療養所での療養生活、といったいくつかの療養形態のもとでハンセ
ン病政策は進められていったのである。韓国のハンセン病医療福祉事業を行っている韓国
ハンセン福祉協会によると、 2015 年現在「国内居住形態別ハンセン現況」において、「ハ
ンセン事業対象者」10,843 名の内訳は、在宅が 6,399 名、定着村が 3,490 名、国立小鹿島
病院及び民間保護施設が 954 名、平均年齢は 73 歳となっている 90。 
                                                   
87同法は「ハンセン被害事件に関する真相を把握して、この事件と関連し、被害者への支援をするこ
とにより、それらの人権と生活の安定を図ることを目的」として、 2010 年 12 月から施行されてい
る。  
88第三種とは、「伝染力の低い伝染病として規定された」（保健福祉部 2011： 56）ということを意味し
ている。  
89国家人権委員会では韓国の登録制度が「人権保護と差別」の両側面を持っているため、ハンセン病
者の自己決定を通じた登録制度への転換の必要性が指摘されている。（国家人権委員会 2005：Ⅶ）  
90韓国ハンセン福祉協会「ハンセン事業対象者の現状」より（ 2016 年 10 月 20 日閲覧）
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 韓国でも日本と同様、ハンセン病者は社会の中で長らく偏見・差別の対象であった。韓
国で 1970 年代からハンセン病者に対する「救癩」事業に取り組んできた韓国キリスト教救
癩会（現韓国キリスト教ハンセン人宣教会）が編纂した 40 年史には「韓国の場合、近代化
以前のハンセン病患者たちの生活は全く対策がない悲惨な状況であった。 大体、人びとは
この病気を恐れ、ハンセン病患者のそばにいても伝染すると考え、この病人たちを生活空
間の中で追放、あるいは隔離する方式で生きてきた。長い間継続されてきたハンセン病患
者に対する誤った認識により、人々はハンセン病患者を‘ムンドゥンイ（문둥이）'、'ヨ
ンチョンベギ（용천배기）'と呼んでおり、蔑んで忌避してきた」と述べられている（韓国
キリスト教救癩会 2012:29）91。先述したように、第二次世界大戦中、日本の統治下にあっ
た韓国では、病者たちは小鹿島に建設された「慈恵医院」に隔離収容され、管理・抑圧さ
れた中で生きてきた。日本による統治から解放された後も、朝鮮戦争後の混乱と国内の疲
弊状況下ではハンセン病者に対する治療や生活支援もほとんどなされず、さらにハンセン
病に対する誤った社会的認識にも変化が見られなかった（同上 2012：29）。 
しかし、こうした状況のなかで 1963 年には「伝染病予防法」が改正され、国による絶対
隔離政策は大きな転換点を迎えた。1963 年は韓国において朴正煕大統領による第三共和国
が成立した年でもあるが、この朴政権時代に、韓国のハンセン病政策においては病者の自
活を目指し政府によって定着村事業が進められていった。第 1 節第 1 項で述べたように近
年のハンセン病研究や韓国の国家機関による調査報告書においては、定着村事業を肯定的
な側面だけで評価することの難しさが指摘されている。このことは、ハンセン病者の経済
的な自立や子どもを産み育てることが可能であったという事業推進の結果としてあらわれ
た事象のみを取り上げるのではなく、当時の社会経済的状況とその下でのハンセン病政策
という枠組みのなかで定着村事業を位置づけることの必要性を表している。そこには、病
者に対する「恩恵」的な韓国特有の政策の進め方がみてとれる。  
次節では、定着村事業の先行研究、韓国の資料および文献、朴政権時代の「救護行政」
に関する先行研究をもとに、絶対隔離政策から相対的隔離政策への転換、定着村での経済
的自立といった韓国ハンセン病政策における特質が、政府主導による「保護－恩恵」とい
う構造のなかで進められてきたことを論じる。  
 
第 3 節 定着村事業の特徴と限界―韓国のハンセン病政策の特質との関連―  
「定着村（정착촌）」は、2014 年現在、韓国国内に 84 ヶ所存在している。その形成過程
をみると、1948 年から形成され始め 1950 年までに 10 か所、1950 年には 34 か所、1960 年
代には 43 か所、1970 年代には 12 か所、1980 年代に 1 か所（または 2 か所）がつくられて
きた（国家人権委員会 2005:Ⅷ）。最も多い時期には 101 ヶ所が韓国国内に存在していた。 
 本節ではまず、定着村事業の推進に大きな影響を与えた人物である柳駿（유준）博士と
彼の果たした役割および、ハンセン病者に対する定着村事業の政策化に至る社会経済的状
                                                   
http://www.khwa.or.kr/sub.asp?maincode=482&sub_sequence=529&sub_sub_sequence=&strBoardID=ku
i_529&exec=VIEW&intPage=&intCategory=0&strSearchCategory=|s_name|s_subject|&strSearchWord=&
intSeq=1206 
91 「용천배기」とは、ハンセン病、癲癇（てんかん）などを通称する言葉のヨンチョンに、人を俗に
言う事のベギをつけて作った合成語のこと。（イゴンスク： 2007）。こうした呼称以外に、日本語の
「癩病」にあたるものとして「나병」という呼称が用いられていた。  
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況として、朝鮮戦争後から第三共和国に至る生活困窮者への韓国政府の対策について述べ
る。次に、先行研究における定着村事業の評価もふまえながら、定着村事業を支えた韓国
のハンセン病政策の特質を論じる。  
 
（1）定着村事業の政策化の過程 
韓国のハンセン病医学において重要な役割を担ったのは柳博士である。柳博士は「1952
年日本の九州大学でハンセン菌分野の研究により医学博士を、 1955 年米国の UCLA 大学で
ハンセン病の病因論研究により博士学位 (PH.D.)を取得した。彼の学問分野は、ハンセン菌
を含む抗酸菌の研究であり、ハンセン病の早期診断のための細菌学的研究、ハンセン病治
療剤の開発、ハンセン菌および結核菌など抗酸菌研究に適合した実験動物開発などに関す
る数多くの論文を国内外の学会に発表したことで、癩学の発展に貢献した。」（韓国キリス
ト教救癩会 2012:31）という人物である。ハンセン病治療の確立のみならず、ハンセン病
に関わる社会活動にも精力的に取り組んでおり、1947 年に「大韓癩協会」を設立、解放直
後の 1948 年からソウルの「忘優里」という地で「希望村運動」、「集団部落運動」として定
着村事業を進め「6.25 動乱（朝鮮戦争、1950 年）前まで全国に 16 個の自活村を設立して、
5 千余名の放浪生活をしていたハンセン病患者達のほとんどすべてを定着させることがで
きた」という（柳 2010：23）。柳博士による「希望村運動」、「集団部落運動」事業の背景に
あったのは、「1945 年、解放後の無秩序だった情勢の中で、看過できない社会現象」とし
て日帝統治時代に強制隔離を逃れて隠れていたハンセン病者たちが、「解放後、自由を謳歌
しようとして街に出てきた」ことで放浪する患者が増加し、社会問題となった（同上 2010：
64）というものである 92。 
しかしながら、この「希望村運動」、「集団部落運動」によって形成された定着村は 6.25
動乱の影響により消滅してしまった（同上 2010:23）。その後、いったん韓国を離れて帰国
した後、柳博士は 6.25 動乱下で「うやむや」になってしまった「大韓癩協会」の再建にと
りかかり、当時の保健社会部長官であったチャン・ヒソプの協力によって 1961 年正式に公
認された。  
柳博士が定着村事業の根底においていたのは「患友たちが集団的に作業訓練を受け、か
つ自活できる場所として荒地を開墾し、神様から与えられた人間としての権威と幸福を自
ら守る人生を生きる」という「基本哲学」と、「彼らが他人に迷惑をかけずに、韓国市民の
一人として、また母国再建の一員として堂々と生きていける機会を彼らに用意すること、
そしてさらに、彼らが自分達よりももっと不幸な境遇にある人の力になれるような生き方
をしてほしい」という理想であった（同上 2010:44）。柳博士は病気が治癒した者について
は自らの労働力によって働き、自活し、国家のために奉仕する、という考えを重視してい
たのであるが、このようにハンセン病者のなかで病気が回復し、労働可能な者に土地を与
えて自活させるという方法は、朝鮮戦争後の混乱状況下で、生活困窮に苦しむ国民への救
                                                   
92杉原・周藤は定着村成立過程を「第 1 期：施設収容推進期  1909～ 1945 年」、「第 2 期：定着促進期  
1945～ 1961 年」、「第 3 期  定着推進期  1961～ 1980 年」、「第 4 期  発展・分化期  1980 年代以降」
に区分しており、「第 2 期」の日帝統治からの解放後に「小鹿島を脱出した人々が浮浪患者として都市
に流出し、患者数・浮浪患者数ともにピークに達した」という当時の状況を述べている（杉原・周藤
2002： 14）。  
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護事業の一環として進められた「難民定着事業」93や「開墾定着事業」といった事業の中に
反映されていた。  
1960 年代前半に行われた「救護行政」改革 94について詳細な研究を行っている金早雪は、
朴正煕大統領時代の特徴を「軍事革命政権期から第三共和国初期に至る 60 年代前半は、建
国以来の外国援助への全面的な依存から脱却し、自律的な国家建設を行おうとする強い意
志が表明され、実行に移された時期である」と述べ（金 2014:58）、そうした外国援助とし
ては欧米のキリスト教組織からのものが中心となっていた（同上 2014:71）。その活動は「各
種厚生施設の設立・運営、戦争被災者や生活窮乏者への食糧・生活物資の配布、医療支援、
戦争難民の再定着事業、教育支援、戦災復興事業など、極めて幅広い範囲に及んでいた」
（同上 2014：71）。こうした外国援助組織の一つとして当時、韓国の戦災孤児のために援
助活動を行っていたのが「宣明会（ワールドビジョン）」 95であり、同団体は韓国における
「救癩」活動にも深く関わった。1960 年代から開始された定着事業においては「定着農園
後援機関である‘宣明会の定着福祉館 'を通じ子ども、学生、高齢者など多様な階層のハン
セン病患者たちを支援したが、その中でも定着農園の子どもたちを助けるためのハンセン
の子どもたちの血縁後援事業(Child Care Project)はハンセン病の解決に大きな一助にな
った。」という（韓国キリスト教救癩会 2012：32-33）。当時の韓国における外国援助は、ハ
ンセン病者の定着村事業にも提供されていたのである。  
外国援助依存からの脱却を図り、自律的な国家建設をめざすという第三共和国では、「無
原則に拡大していた『救護』の対象を労働能力のない者に限定するとともに、生活政策分
野に対する国家財政の配分を最小限にとどめ、軍事予算と経済建設のための投資を最優先
する」という考え方に立脚していた（金 2014：57）。このような社会経済的状況の下、ハン
セン病者のなかで労働能力のある者について、自活の道を促すために定着村事業は推進さ
れた。それは 1960 年代初期に労働能力者のなかで生活に困窮している人を対象とする事
業のひとつとして行われた「開墾定着事業」にハンセン病の「陰性患者」が対象として入
っていた（同上 2014：76）ことに現れている。「開墾定着事業」とは、取り締まりの対象と
なった路上生活者を全国各地で選定した未開墾地に送り、「営農定着」を目的とした事業で
あった（同上 2014：76）。保健福祉部の『ハンセン人被害事件真相調査』（ 2011 年 7 月）に
よれば、ハンセン病者への定着村事業は 1950 年代後半の「難民定着事業」の一分野とし
て、慶尚南道のある地域に試験的に居住地を選定し、施設資材、農牛、農機具などを与え
てリハビリテーションと職業補導を実施した後、継続的に推進され、1962 年の朴政権下で
国家政策的に実施されたことが述べられている（保健福祉部 2011：61）。  
さらに、保健福祉部の報告書では、「陰性患者」への対策として「定着村制度」が政府事
                                                   
93「難民定着事業」とは、朝鮮戦争によって生み出された戦争罹災者、避難民の救護のために 1952 年
から社会部によって実施された開墾事業の一つ（申 2010:26）。  
94金は「救護行政」改革について、「 1961 年に成立した軍事革命政権（ 1961～ 1963）とそれに続く第三
共和国政権（ 1963～ 1972）」という「本格的な国家の再建と自立経済の建設が着手」された時期に、国
家再建の一環として行われたものであると述べる。  
95「宣明会」とは、「朝鮮戦争で発生した韓国孤児たちを助けるため、韓国で作られたが、その設立の
主導者は米国人で、初期の大半の救護基金も、米国のクリスチャンたちが送ってくれた後援金で運営
された」（韓国キリスト教救癩会 2012:32）。同団体の初期の活動は戦災孤児のための施設支援事業で
あったが、 1950 年代から 90 年代までは、柳博士が設立に携わったハンセン病者のためのスキンクリ
ニックにおける医療支援に関わり韓国のハンセン病者のための活動に従事した（同上 2012:32）。  
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業として採用された経緯について、当時の韓国政府と世界保健機関の間で意見の相違があ
り、西欧の専門家たちは集団治療と患者の早期発見、特殊診療所の設置によって「完全社
会復帰」を推薦していたが、「癩協会」をはじめとする専門家は定着村制度という相対的な
社会復帰制度の採用を主張し、最終的には韓国側の関係者の立場が政策として実現された
（保健福祉部 2011：61）と述べられている 96。 
杉原・周藤は定着村事業が推進された背景と評価について、「朝鮮戦争からの復興や経済
発展を最重要課題とした韓国では、すべてのハンセン病患者を強制隔離の対象として収容
しておくだけの財政的余裕はなかった」とし、「その政策的含意は積極的な農村開発や福祉
政策というよりは、いかに社会のお荷物であるハンセン病患者・回復者を社会的に有用な
存在たらしめるかという程度のものであった」が、「社会から排除されてきた人々にとって、
定着することで住民票を取得し、韓国国民としての義務と責任を負うとともに韓国国民が
受ける一般福祉の対象となったこと、農業政策などでも定着村を差別、排除することなく
その他の村と同等の扱いが行われたこと自体が重要であった」と述べる（杉原・周藤 2002：
22）。 
こうした指摘や、ハンセン病者を対象とする定着村事業が「難民定着事業」の一分野と
して試験的に実施されたという保健福祉部 (2011)の記述、「開墾定着事業」の対象に「陰性
患者」が含まれていたこと（金 2014）などからすると、労働能力のある者の定着自活をす
すめるという当時の韓国政府の方針は、ハンセン病者のうち労働能力のある者たちへの定
着村事業としても具体化されていったとみることができよう。そこには先述したように当
時の「救癩事業」に携わった専門家たちの意見も反映されていた。そして、1962 年以降ハ
ンセン病者への定着村事業は政府による事業として本格的に進められていった。  
定着村で生活を営んできたハンセン病者にとっては、政府の方針として能動化しなけれ
ば生きていくことができない状況であったといえる。  
 
（2）定着村事業にみる韓国ハンセン病政策の特質  
 前項で述べてきた定着村事業推進期の社会経済的状況と先行研究から、定着村事業推進
の背景として、①朝鮮戦争後の混乱とそこからの復興・再建という状況が目指されるなか、
国家による絶対隔離政策の維持が財政的に困難であったこと、②当時問題となっていた「浮
浪患者」への対応と、自活可能な病者の経済的自立を可能にするための方針であった、と
いう２点を挙げることができる。定着村事業とは、そうした国家の課題解決の一つとして
推進されたのであるが、結果としては近隣住民からの差別とコンフリクトの経験や子ども
たちの教育問題、現在に至っては高齢化による生計維持にともなう経済的困難といった新
たな課題が生じている。  
韓国のハンセン病政策の特徴とその評価について、保健福祉部の報告書による以下の指
                                                   
96柳博士は「 1963 年、第三共和国（朴正煕大統領を首班とする新政権）が樹立すると、ハンセン病患
者強制収容法の廃止を建議し、その間の実態調査から明らかになった、労働力がある者とない者とを
区分して、人間の生命の尊厳性という次元から治療可能者と不可能者を判別し、労働力がある患者は
自ら自活できるように対策を立てるべきであると要請」、「共和党政府は私の建議を受け入れて全国に
収容されているハンセン病患者、約二万人に対する身体検査を実施して、彼らの身体条件を分類しま
した。これはハンセン病患者の社会復帰を目的とした新しい流れでした」と回顧している（柳
2010:44-45）。  
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摘は興味深い。  
 
定着村制度に対する評価は非常に難しい。1950 年代に韓国のハンセン病政策につい
て、世界保健機関やハンセン病関連団体の支援が多く行われた。1962 年国家主導の定
着事業を開始するとき、世界保健機関（ WHO）は、これに反対したが、国の財政状況、
国民の偏見、病者自身が一般社会に出ることを避けることに対する「段階的」アプロ
ーチの方針が採択された。これは、相対的隔離、経済的自立として特徴づけられた。
事実上、これを後ろで支持したのは政治的保護―恩恵の構造であった。国は、患者た
ちに医療サービスと土地を提供し、援助物資に基づいた畜産業の技術と市場を提供し
た一方、社会的運動を防止し、政治的な支持を得た。しかし、「漸進的・段階的」解決
は、もうこれ以上進展しなかった。定着農場のいくらかの特権は、建築や畜産業の面
で現れたが、ハンセン人らの相対的な隔離、差別の持続は 2 世の教育を受ける権利や
婚姻の問題に影響を及ぼした。（保健福祉部 2011：76）、（下線筆者） 
 
1962 年から行われた国家主導の定着事業は、ハンセン人に「監獄である小鹿島」か
ら離れることができる自由を与えたが、半分の隔離、半分の自由を提供した。当時、
この定着事業は非常に進歩的な措置だったが、今日の観点から見ると、多くの問題を
残した政策であった。（保健福祉部 2011：79）、（下線筆者）  
 
保健福祉部の報告書によると、定着村事業とは国家の財政状態、国民による偏見、病者
自身が社会に出ることを忌避することに対する「段階的アプローチ」として採用された方
針であったことを述べ、結果として「相対的隔離」と「経済的自活」が達成されたが、こ
れは「政治的保護-恩恵」の構造によって支えられていたこと、そのような構造においてハ
ンセン病者たちによる社会運動が防止されていたことが指摘されている（保健福祉部
2011：76）。 
 第 4 章で述べたように、日本では、国立療養所入所者によって結成された「全患協」が、
1953（昭和 28）年に「らい予防法」の改正を求め、座り込みやハンストなど激しい運動を
展開、その後も療養所内の生活改善を求め、厚生省（当時）に対して陳情行動を繰り返し
行うなど、入所者の声やニーズを国に表明する運動体としての役割を常に担ってきた。「全
患協運動」とよばれた入所者による運動は、強制性を有する「隔離収容」によって社会と
隔絶された療養生活を強いられたことへの怒り、当時の劣悪な生活環境に対する不満を国
に対して訴えるものであった。「全患協運動」は、隔離政策という制約による「受動性の下
での能動化」の動きとして捉えられ、戦後の民主化を契機とする人権認識に根差して展開
された運動であったといえる。これに対し韓国のハンセン病政策では病者の経済的自立が
定着村事業によって実現したものの、そうした定着村事業の推進過程においては、政府に
よって与えられる「保護」を「恩恵」として受けるという国と病者の関係が固定化された
とみることができる 97。次節ではこうした「保護－恩恵」関係を現すものとして、定着村事
                                                   
97「保護―恩恵」関係を作り上げた一つとして、朴大統領夫人である陸英修（ユクヨンス）女史が果た
した役割についても今後、検討していく必要がある。  
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業推進における政府と病者団体との関係について先行研究をふまえて論じる。  
 
第 4 節 定着村事業におけるハンセン病者団体の果たしてきた役割  
 現在、韓国のハンセン病者によって運営される団体として「韓国ハンセン総連合会（以
下、ハンセン総連合会）」がある。同団体は「ハンセン人の人権回復と福祉の増進」、「ハン
セン病歴者のための健康増進と自立基盤の拡充」を目的として活動しており 98、2002 年に
設立された「ハンビッ福祉協会」が改称し現在の名称となっている。2016 年 2 月に実施し
た「ハンセン総連合会」へのインタビューでは、同団体が「定着村の代弁者として、人権、
福祉、その他の意見などを政府に訴える」役割を担っていると語られた。国家人権委員会
（2005：190）では、「韓国でハンセン人の団体は、日本の『全患協』のような運動組織と
は異なり、政府系組織と自助組織の中間の形で存在してきた」と述べられている。以下、
国家人権委員会の「人権実態調査」から病者団体のあゆみを論じ、政府による定着事業推
進過程において韓国ではハンセン病者による団体が政府から委託を受けて「浮浪患者」の
取り締まりを行うハンセン病政策の「補完」的役割を担っていた一方で、当時進められて
いた定着村事業によって労働可能な病者たちの自活と経済的利益の増大を目指すという、
当事者組織の特徴を指摘する。  
国家人権委員会によれば、韓国のハンセン病者による団体は 1943 年に発足した「相助会
（상조회）」 99を起源としている。「相助会」は 1930 年代に有名無実化していたものの、解
放後の 1948 年に、小鹿島から出て浮浪や物乞いをしていた病者らによって「相助会運動」
が始まり、同年 3 月、小鹿島、麗水愛養園、慶尚地域、ソウル -京畿地域、江原地域、忠清
地域、全羅地域の患者団体の代表が集まって「星座会（성좌회）」という団体が結成された
（国家人権委員会 2005：190）。当時の患者団体は「偏見解消のための自助活動と権益擁護
活動」を行っていた（同上 2005：190）。1961 年に本格的に推進された政府の定着事業によ
って全国には 66 ヶ所以上の定着村が誕生した。政府による定着村事業では世帯当たり５
千ウォンの定着金を支給して治癒者中心の定着村事業が進められた（同上 2005：191）。こ
のような政府主導の定着村事業推進期にあたる 1969 年 10 月に「ハンセン人連合会
（한센인연합회）」が結成されており、同連合会は政府事業の委託を受けて、「浮浪患者を
取り締まり、善導（선도）、啓蒙して移送する」役割を担っていた（同上 2005：191） 100。
同連合会結成には、1968 年末にいくつかの国立病院が廃止されたことで、それまで国立病
院が担っていた機能の一部をハンセン人に移転する必要が生じた、という背景があった（同
上 2005：191-192）。その後 1971 年に「ハンセン人連合会」から「ハンソン協会（한성협회）」
へ、1974 年に「ハンソン協同会（한성협동회）」へと改称された（同上 2005：192）。 
「ハンソン協同会」は本部をソウルにおき、1975 年から京畿道をはじめとして各市・道
支部を設立して全国的な組織として整備され、保健社会部の社会団体として登録、1989 年
10 月には社団法人に昇格し、病歴者の代表団体となった（同上 2005：192）。「ハンソン協
同会」は全国で養鶏、養豚に従事していた病歴者の要求にこたえる役割を担っており、飼
                                                   
98ハンセン総連合会 http://www.hansenkorea.org/より。（ 2017 年 1 月 25 日閲覧）  
99杉原・周藤（ 2002:17）では「相助会」という訳語が用いられており、本補論でもそれにならう。  
100善導（선도）とは、浮浪患者を取り締まることを意味する。日帝統治時代には「強送（강송）」とい
う呼称で、強制的に小鹿島病院や国立病院に送ることを指していた（国家人権委員会 2005： 67）。  
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料工場の建設なども行った。こうした「ハンソン協同会」について国家人権委員会では「政
府のハンセン人の制御及び管理の代理組織であり、同時に定着農場のハンセン人の利益を
代表する自助的利益団体という二重の性格をもつ」という特徴が指摘されている（同上
2005：193）。また、「ハンソン協同会」の主要事業のひとつであった「善導」は、自発的な
事業というよりも、政府の予算支援を受けるための「受動的事業」であった（同上 2005：
195）。1980 年代に入ると「ハンソン協同会」は「善導」よりも定着農場の経済的発展と会
員の所得増大に力を入れるようになった（同上 2005：195）。しかし、ハンセン人 1 世の高
齢化や 2 世たちの抱える内的葛藤などが深刻化し、定着村における経済状況は厳しい状況
に置かれるようになり、次第に土地と建物を利用した賃貸業が成長するようになっていっ
た（同上 2005：230）。1990 年代には畜産農家が減少、住民の高齢化と労働力不足、家畜の
疾病など様々な課題が定着村の畜産業の衰退をもたらすことになった（同上 2005：230）。
こうした状況のなかで起こった IMF 危機が定着村の経済と配合飼料工場に大きな打撃を与
えた。さらに畜産廃棄物の処理も大きな問題として抱えており、こうした問題の蓄積によ
って「ハンソン協同会」は機能停止に追い込まれ、結果として組織の解体に至った（同上
2005：230-232）。その後、当事者団体の必要性を感じた人たちによって 2002 年に「ハンビ
ッ福祉協会（한빛복지협회）」が設立された（同上 2005：197）。 
国家人権委員会で述べられているように、韓国のハンセン病政策とは、国による絶対隔
離制度を廃止しながらも、基本的には国が病者を管理する体制の下で進められていたので
あり、その管理機能を病者団体に肩代わりさせる形で定着村事業は進められていったとい
える。戦後、日本の国立療養所下での国と入所者の関係が「らい予防法」の改正、療養所
の生活改善をめぐって主として対立的なものであったのに対し、韓国においてはすべての
病者が国の管理下におかれていたことで、国の隔離収容から解放された病者たちの生活も
結果としては、国家の「恩恵」的な政策下で「保護」され、病者団体は国家の「補完」的
機関として機能せざるをえなかったのである。こうした構造は、病者が自分たちの置かれ
ている状況に対する不当性や人権問題としての認識を深め、国家に対して運動を通じて要
求する力を育ちにくくさせたと考えられる。  
 
第 5 節 定着村にみるハンセン病者の生活、当事者性の回復をめぐる課題  
ここまでみてきたように、韓国の定着村事業の主たる目的は、労働能力のあるハンセン
病者の経済的自立をめざすことにあった。多い時には 101 ヶ所が国内に存在していたが、
その形成過程においては、近隣住民とのコンフリクトや差別を経験してきた。本節では、
定着村の現状を示したうえで、定着村形成時にかれらが経験した多様な課題が現在にまで
引き継がれ当事者性の回復を困難にさせる課題となっていることについて、韓国のハンセ
ン病者による団体「ハンセン総連合会」へのインタビュー 101、国家人権委員会の「人権実
態調査」、そのほか先行研究によって示していく。  
 第 1 節第 2 項で取り上げた KODAF では、2010 年に疾病管理本部が行った定着村の実態調
査結果として、「性別比」、「年齢」を掲載している。それによると、定着村住民の性別比は
「男性 41.4％（1,902 人）、女性 58.66％（2,689 人）」、年齢別にみると「60 歳以下 10.0%
                                                   
1012016 年 2 月 29 日、韓国ハンセン総連合会の専務理事に対してインタビューを行った。  
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（459 人）、61-64 歳 12.1%（554 人）、65 歳以上 77.9%（3,578 人）」となっており、定着村
住民の高齢化が進んでいることがわかる（ KODAF2013：4）。また、2011 年疾病管理本部の
定着村実態調査結果から定着村住民の就労状況をみると、定着村居住世帯 3,356 世帯中、
「農業 167 世帯（5.0%）、畜産業 414 世帯（12.3%）、賃貸業 409 世帯（12.2％）、無職 2,366
世帯（70.5％）」となっており、仕事をしていない世帯が最も多いこと、こうしたことから
「定着村に居住するハンセン人の 84.2%が生活費の支援を受けている」状況にある（同上
2013：8）。「ハンセン総連合会」へのインタビューにおいても、現在の定着村が抱えている
課題として、住民の平均年齢が 76 歳となっているいま、畜産業に従事することができない
状況が挙げられていた。そのほか、インタビューを通して語られた定着村が抱えてきた課
題、ハンセン病者の人権をめぐる課題を表補 -1 に整理した。  
 
 
 
定着村形成時に近隣住民とのコンフリクトを経験したという点は、すでに先行研究にお
いても明らかとなっていることだが、今回のインタビューでは、近隣住民との葛藤は現在
でも続いており、解決が容易ではない問題であることが語られた。「ハンセン総連合会」と
いう名称変更の意味を質問した際、それはカミングアウトするためである、との答えが返
ってきた。そして、人権について議論するときは、カミングアウトすることが前提にある、
と専務理事は語っていた。  
 本補論において取り上げた調査では、ハンセン総連合会本部でのインタビューのほか、
京畿道にある定着村を訪問した。ここは、1960 年代に形成された定着村であり、畜産業を
中心として発展してきた経緯をもっている。当時は定着村のなかで畜産組合をつくって、
表補-１：定着村、ハンセン病者の人権をめぐる課題
「定着村での自活」について
・韓国の場合は、自活の基盤になる定着村があるのだが、それは自活という言葉が、みずから克服すると
いうことが大前提なので政府からは基本的なものしか得ることができない。たとえば、住環境、それ以外に
国がやっているのは生活施設を提供する、たとえばソロクトだが、ソロクト以外の定着村については全部個
人の所有の土地なので、基盤は与えられているけれどもみずから克服しなければならないということが日
本と大きな違い。
「定着村の問題」について
・定着村は、安定して楽な生活ではない。問題点がどんどん出てくるのが定着村。近隣地域住民との葛
藤、子どもたちの教育問題、経済的な自活問題、政府からの定着村に対する政策など、子どもたちが一般
の子どもたちと一緒に勉強することができなかったので、本当につらいことが多かった。
・定着村を建設することによって、いろいろな問題がどんどん出てきたし、さらに暴力事件も結構あった。
・私達の子どもは近隣の小学校に入ったり、中学校に入ったり、その親（一般の子どもの）の反対によって
勉強することもできなくて大変だった。義務教育にもかかわらず勉強することはできなかった。
・政府が定着村の中に小さい学校をつくってそこでハンセン人の子どもたちが勉強するという方針を出した
のだが、それにしてもやはり先生たちがその学校に行こうとしない、だから勉強するのが大変だった。そう
いう対策として政府は小さい学校で働く先生には手当を出した。
・韓国の定着事業というのは、私の個人的な意見としては、成功ではないと思う。まだまだ、いまでも問題を
持っているし、これからも継続し、100年が経っても韓国の定着村は解決できない、歴史として残るのでは
ないかと思う。韓国社会における、（韓国社会が）考えなければならない一番の課題（宿題）ではないかと
思う。ハンセン人が定着村で生活して、亡くなってハンセン人がいなくなったとしても、その村自体はこれか
らもハンセン人村というふうにしか残らないと思う。その痛みを全部家族が抱えるのではないか。その問題
を政府と私たちは、一緒に考えなければならないのではないか。子ども、孫、ひ孫、それを全部繰り返しな
がらその問題を抱えるのは本当に残念なこと。
「家族の抱えてきた問題」について
・当事者はハンセン人という理由で差別や偏見を受けてきたとしたら、家族は何の理由もないのに、ただハ
ンセン人の家族という理由で差別を受けた。特に子どもたちは本当に大変だった。非ハンセン人でも定着
村で経済的な目的で生活している人もいる。そういう人もやはりハンセン人と同じ扱いで差別や偏見を受け
るのが韓国社会の構造。
「人権」について
・人権は二つに分けて要約することができるが、日本とか台湾、その他のハンセン人がいる他の国々に対
して独特な特徴があるのは、韓国はハンセン人自らが心の扉を閉じて被害意識が強いので他の人がそれ
を開ける、それを待っている人がいる。そういうところが結果的には、ハンセン人当事者がカミングアウトを
しなければならない。そのところを克服しなければならないと思う。もう一つは、政府が広報、政策をしてハ
ンセン病に対する偏見をなくす、その両方をすることで人権的には進歩することができるのではないか。
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飼料を世帯ごとに共同購入していたという。インタビューに応じてくれた 1 世の定着住民
の方からは、現在では生活も良くなったが、定着しようとした頃は近隣住民とのコンフリ
クトを経験したこと、中学校、高校に通おうと思ったが私立は受け入れてもらえなかった
ことなど当時の差別経験が語られた。この定着村は、現在韓国でも有名な家具団地となっ
ており、外国人労働者の流入により、住民の構成も変化している。また、現在ではこの定
着村がハンセン病者によって形成された村であることを知らない人も多いとのことであっ
た。 
 韓国の定着村で生活してきた病者たちは、国立あるいは私立病院での保護的、管理的な
「隔離収容」生活から解放され、経済的な自活の道を歩み、子どもを産み育てることが可
能となった。しかしながら、一般社会との接触がもたらした近隣住民とのコンフリクト、
子どもの教育問題といったハンセン病者への差別経験は、今なお病者にとって「心の壁」
となって残されているといえよう。インタビューでは「人権に関しては、過去より非常に
良くなった」と語られたが、韓国のハンセン事業が「管理」「登録」制度を基本として進め
られてきたこと、韓国のハンセン病政策の特質としてあげた「保護－恩恵」という構造は、
病者自身が国から「恩恵」を受けるという受動的な位置づけとして社会の中で生きていく
ことを引き受けざるをえないような結果をもたらしたといえるのではないだろうか。こう
した点から、韓国のハンセン病者の当事者性は、国との関係において客体化を強め、定着
村における地域住民とのコンフリクトを経験した過去の事例から、回復者が「心の壁」を
抱えているという、かれらの当事者性の回復の困難さを指摘することができる。  
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終章 ハンセン病者の当事者性を回復することの困難さの今日的所在  
第 1 節 現在のハンセン病者の当事者性の社会的位置づけと「解放」  
（1）ハンセン病者の当事者性の回復と「解放」  
第 1 章から第 7 章において、隔離政策の変遷に沿ってハンセン病者の当事者性とその不
在化の様相をみてきた。ここまでの議論を通して、終章では日本のハンセン病者の当事者
性とその不在化の様相の検討は、ハンセン病者をめぐる人権認識の社会的共有の課題につ
ながるものであったことを指摘する。  
すなわち、日本や韓国ではハンセン病者一人ひとりの人生に対してかれらの人権を尊重
する、隔離や社会の偏見・差別からの解放を社会正義として捉える、という視点が社会に
おいて欠落していたということである。それは、戦後の療養所入所者の間でみられた軽快
退所という現象が入所者および療養所ケースワーカーの間で「社会復帰」という言葉でと
らえられていた点から説明することが出来る。  
第 3 章で取り上げた『国立療養所史（らい編）』に掲載されている「らい百年史年表」に
は、1957（昭和 32）年に「らい患者退所基準を厚生省で作製」（厚生省編 1975：31）、1962
（昭和 37）年に「らい療養所軽快退所等在宅療養指導要領を各府県に通達」（同上 1975：
32）、1964（昭和 39）年に「軽快退所者に対する就労助成金計上」（同上 1975:33）、という
「軽快退所」が可能な入所者に関する基準がつくられたことが記されている。多磨全生園
園長であった成田稔は同書で「らいのリハビリテーション」という論稿を執筆しており、
「わが国のらい対策は、治らい剤の効果が確認された 1950 年代にいたるまで、絶対隔離が
その基本になっていた。もっともこの基本については、現在もなお本質的にはあらためら
れていないが、社会復帰者は 1960 年をピークに急増し、らい療養所も外見上は著しく開放
的になった」と述べている（同上 1975:55）。 
このような「軽快退所」の動きは、入所者や療養所に配置されたケースワーカーの間で
も論点となり、『全患協ニュース』では 1956 年頃から 1962 年頃にかけてたびたび誌面で取
り上げられた。『全患協ニュース』第 102 号（1958 年 2 月 1 日）では、ケースワーカーの
佐藤献が「“社会復帰”問題の意味するもの」と題する論稿で「私は“社会復帰”という言
葉はらい療養所中心主義ともいうべきハンゼン
 マ マ
氏病予防方策からくる極めて誤った不合理
な理念から生み出されたものとして使わないことにしています」と述べ、「更生指導―リハ
ビリテイション」を用いるとしている。佐藤のいう「更生指導」の定義とは「身心の状態
をよりよく社会に適応できるように復帰させること」である。佐藤の見解に対して、ある
入所者は「佐藤さんの強調される更生の原理は、私たちの欠陥であり、充分に指摘しても
らっていいと思いますが、更生という問題の解決を、患者個人とその周囲（医療者、ケー
スワーカー、家族）の努力にまつていて全面的に達成できるでしょうか」という疑問を呈
している 102。 
「社会復帰」とは入所者が入所前に生活していた社会に復帰することであり 103、「復帰」
                                                   
102「原則と現実  佐藤ケースワーカーの論文をよんで」根来育（全国ハンセン氏病患者協議会編
1987:532）  
103坂田は「社会復帰」を入所者の「隔離に抗う実践」として捉え、「療養所の内的世界に回収されそう
になりながらも、それに収斂しない複数の関係性と自己の構築を試みる実践」であったとし「〈社会復
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とは佐藤の述べる「更生」すなわち社会への「適応」である。国は隔離政策を継続させつ
つ、「軽快退所」というわずかな隙間を開けて、快復した入所者を社会へと「復帰」させた。
「社会復帰」を促し、その実現に向けた実践を担ったのは療養所のケースワーカーであっ
た。入所以前に暮らしていた社会に「復帰」することは、個人の選択や意思にもとづいて
行われるものである。しかし、ハンセン病に対する社会の偏見・差別の根強さ、隔離政策
の方針が変わらないなかで、当時の「社会復帰」とは隔離政策下での制約による受動性の
下での個別の事象に留まらざるを得ず、社会を変革する、という視点や動きにはつながら
なかったという限界があった。  
社会で不在化されたハンセン病者の当事者性が回復されることとは、ソーシャルワーク
の定義で示される「人権と社会正義」を根本にすえた社会において、ハンセン病回復者の
エンパワーメントと解放を促していくことだといえる 104。そのことは、木原（ 2007:50）が
述べるように「個人の解放だけでなく、社会の変革へ必然的に向かう」ものである。本研
究がめざす点からいえば、ハンセン病者の当事者性を不在化させた社会を、当事者の痛み
の共有を可能とする社会へと変革していくことである。わたしたちの社会が「痛みの共有」
という視点をもつことは、近代社会の中心に位置づけられてきた強い主体を捉え直し、痛
みや苦しみを引き受けて生きる受動的主体の存在を社会的に受けとめることにつながる。
受動的主体の存在を受けとめる社会の実現に向けて、ソーシャルワークの価値を問い直す
ことの重要性があるといえる。  
木原は社会福祉研究において、「共感共苦」と訳される「コンパッション（ compassion）」
を福祉原理の根源として位置づけてその意義を示した研究者である 105。「解放のソーシャ
ルワーク」では「コンパッションこそ、解放思想の原点（あるいは原動力）であり、当事
者の立場からのラディカルな発想である」と主張する（木原 2007:65）。本研究は木原の示
す福祉原理の根源であり、解放思想の原点として位置づけられるコンパッションをハンセ
ン病者の当事者性の回復を可能とする社会を形成していくための価値として提起したい。
次項では、木原（2007）が示した「解放」概念をハンセン病者の当事者性の回復を可能と
する要素におき、ハンセン病者の社会的位置づけを考察する。  
 
（2）ハンセン病者の当事者性の社会的位置づけ 
本章では、序章で紹介した木原（ 2007）による「解放」概念を、ハンセン病者の当事者
性の回復を可能にする要素として考察してみたい。まず、現在におけるハンセン病者の当
事者性の社会的な位置づけについて述べる。  
木原は「解放の神学」の先駆者であるグスタボ・グティエレスの論を用いて、解放の概
念を「ミクロレベルとマクロレベルの両方の視座から展開」している（木原 2007:43）。ミ
                                                   
帰〉」と表現する（坂田 2012:96）。  
104木原は IFSW によるソーシャルワークの定義の中で「人権と社会正義がより鮮明にリアリティを持っ
てくるのは、実は、『解放』という思想とリンクしている点ではないだろうか。つまり、人権と社会正
義をベースにして、その先に向かおうとする方向性が人間の解放ということになるのである」と指摘
する（ 2007:49）。本研究でも木原の指摘を受けてハンセン病者の「エンパワーメントと解放」が実現
するような「人権と社会正義」を基盤とする社会のあり方を考察する。  
105木原活信（ 2005）「福祉原理の根源としての『コンパッション』の思想と哲学」『社会福祉学』 46-
2,3-16。  
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クロレベルの解放とは、「内的解放（心理学的地平）」であり、マクロレベルの解放とは「外
的解放（社会的地平）」のことを示している（木原 2007：43）。本章では、木原が用いてい
るグティエレスの「外的解放性」と「内的解放性」に示唆を得て、「ハンセン病者の当事者
性の社会的位置づけ」を考えるための枠組みを設定した。縦軸に「外的解放」を促す事柄
として、「社会によるハンセン病者の『生』の解放性」の高低を、横軸に「内的解放」につ
ながる事柄として、「ハンセン病者の社会への変革性」の高低を設定した（図終-1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 2 章および第 3 章で取り上げたように、隔離政策が実施され、感染する病として社会
からの隔離が求められた明治期以降、ハンセン病者は「隔離収容」の対象として客体化さ
れ、家や地域社会から不在化した。この時代は病者による社会への変革性は弱い。そして、
社会にはハンセン病への偏見・差別が存在し、病者の「隔離収容」は当然視された。社会
によるハンセン病者の「生」の解放性は低い状態にあった。この状況においては、「隔離収
容」が疑問視されることもなく、ハンセン病者の当事者性の不在化状況は社会的に潜在化
していた（第Ⅲ象限）。 
戦後においても隔離政策は継続され、社会の偏見・差別にも変化は見られなかった。こ
うした時期に、第 4 章で取り上げた「全患協運動」の実践と運動の経験をまとめた運動史
や自治会活動をまとめた自治会史の発刊、入所者による手記や作品の出版など、隔離政策
の制約による「受動性の下での能動化」の動きが現れた。こうした動きはハンセン病者に
よる社会への変革性が高まった状態であり、当事者性の回復に向けた当事者組織の基盤形
成につながった。しかしながら、「全患協」運動は社会を変革するまでの動きにはつながら
なかった。また、入所者の書いたものも社会の受け手の不在によって、社会によるハンセ
ン病者の「生」の解放性は低い状態にあった（第Ⅳ象限）。  
「らい予防法」が廃止され、その後の国賠訴訟、検証期には、隔離政策の終結と社会の
認識の改善が見られた。そのことによって、当事者性の不在化状況は社会で顕在化した。
そして弁護士や支援団体といった多様な主体によって「ハンセン病問題基本法」の制定を
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図終-１：ハンセン病者の当事者性の社会的位置づけ 
Ⅲ 
Ⅱ Ⅰ 
Ⅳ 
社会の否定的態度→当事者性の回復困難さ 当事者の痛みの共有 
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めざす運動が展開されるなど、当事者をとりまく社会の状況は変化した（第Ⅱ象限）。その
ような状況が形成されたとはいえ、回復者が社会の人びとと直接的に出会うような場面に
おいては、社会からの否定的な対応もみられた。  
それを示す事例として、2003 年 11 月に熊本県にある温泉ホテルが国立療養所入所者の
宿泊を拒否した事件を取り上げてみたい。この事件は、熊本県が実施していた国立療養所
入所者に対する「ふるさと訪問事業」の実施にともなって起きた。2003 年 11 月 18 日の朝
日新聞（東京版）には、ホテル側の宿泊拒否について、「県は今年 9 月、このホテルに 11
月 18 日に 1 泊する予約を申し込んだ。同月 7 日には、ハンセン病元患者らであることを
説明した。ところが、その後、ホテル側から『ほかの宿泊客に迷惑なので、遠慮して欲し
い』と電話があったという」と書かれている。さらに、県から感染の恐れがないことが繰
り返し説明され、県知事名で抗議文書が提出されたが、同ホテルは宿泊を断った。記事に
は同ホテル総支配人の「病気が伝染しないことが、必ずしも世間全てで認識されていると
は限らない。ホテルのイメージダウンにもつながる可能性もある。方針を変えるつもりは
今のところない」とのコメントも掲載されている 106。記事掲載の翌々日の 11 月 20 日には
「ホテル側一転謝罪」の見出しで記事が掲載された。  
こうした経緯から、ハンセン病という病に対する負の意味づけが、現代社会においても
強固に維持されていること、そのことが「イメージダウンにつながる」というホテル経営
上の問題と関連付けられて宿泊拒否がなされたといえる。ハンセン病者の被ってきた人権
侵害の事実が、ハンセン病者と直接的に出会い、関わるときには、人権問題として「共有
された認識」ではなく、そうした認識を否定するような行いとして表面化することの現れ
といえる。 
第 4 章や第 5 章で取り上げた A さんは、親族の葬式への参列を拒否された話、「らい予
防法」が廃止となって郷里へ帰ってくるのではないかと不安にかられた家族がいたことを
語っていた。家や地域社会に不在となった本人を、家族や親族が受け入れない事例が生じ
ている。家族や親族といった身近な関係性から一般社会にいたるまで、ハンセン病者の当
事者性の回復の困難さを示す状況が顕在化した。 
宿泊拒否事件に関する一連のマスコミ報道の後、宿泊を拒否された入所者自治会には抗
議文書が届くようになった。それは、ホテル側の謝罪を入所者が受け入れなかったことが
報道されたことによるものだった。好井裕明と蘭由岐子は、入所者自治会が抗議文書をま
とめた「差別文書綴り」を分析し、ハンセン病者を差別し、排除する論理を示した。蘭は
この事例について、「ホテルの宿泊拒否に続くもう 1 つの差別現象の出現であった」と述べ
ている（好井編 2009：171）。 
療養所入所者に対する抗議文書の作成、送付という行為は、生の主体として生きようと
する入所者の当事者性が社会の人から受け入れられないということでもある。宿泊拒否事
件とそれに関わる「差別文書綴り」とは、蘭の指摘にある「日本のハンセン病をめぐる状
況が大きく変化し、一般の人々にハンセン病の世界が『見える』ようになってハンセン病
への理解が進んだ半面、あからさまな差別現象が現れた」（同上 2009：166）ことによって
起きた事例であった。宿泊拒否事件、「差別文書綴り」という社会の側からの行為は、当事
                                                   
1062003 年 11 月 18 日朝日新聞（東京版）より引用。  
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者性の回復に向けた社会的基盤形成ができあがってきた状況においてもなお、当事者性の
回復の困難さがあるということを現している。  
現在のハンセン病者の当事者性の社会的位置づけは、第Ⅱ象限にあると仮説する。ハン
セン病問題についての検証事業が進められて以降、ハンセン病回復者の被害からの回復等
を趣旨とする「ハンセン病問題基本法」の制定を求める動きが現れた。回復者、支援団体、
弁護団、療養所の所在自治体などによって署名活動が行われ、「ハンセン病問題基本法」（以
下、基本法）は成立した。「らい予防法廃止」が療養所入所者、厚生行政、療養所という限
られた主体のなかで具体化された状況とは異なり、国賠訴訟をめぐって国の控訴断念を求
める訴えや、「ハンセン病問題基本法」制定に向けた動きは「らい予防法」の廃止時よりも
多様な主体が関わって社会の中で展開された。このような多様な主体との協力関係のもと
にすすめられた「基本法」制定を求める活発な動きは、「人権」を根底に据えたものであり、
排除する行為によって持続される当事者性の不在化状況を変えていこうという実践として
位置付けられる。  
「基本法」をふまえて各療養所入所者自治会では、将来構想計画の策定や取り組みの具
体化に向けての歩みが進められた。しかしながら、国が責任をもって各療養所の将来構想
計画を策定するものではない 107という限界を有していること、立地条件、入所者の高齢化
といった課題があることによって、将来構想計画の進捗状況は療養所ごとに異なっている。
さらに、療養所の地域開放という趣旨をもつ将来構想の具体化は、地域住民の理解や協力
が求められるのであり、地域との関係によってハンセン病者の「外的解放」の実現可能性
は高まる。ただ、このような地域住民の理解や協力という点も、将来構想の実現にむけた
課題である。ハンセン病をめぐって長く問題となってきた社会の偏見・差別のあり様が、
「ハンセン病者による社会の変革性」を低くする要因になると考えられる。  
次節では、本研究において実施した国立療養所の将来構想に関する実態調査をもとに、
ハンセン病者の当事者性の回復の困難さの今日的所在を考察する。  
 
第 2 節 国立療養所の将来構想に関する調査にみる将来構想計画の状況と課題  
（1）国立療養所の将来構想 
先述のように、ハンセン病問題をめぐっては、その根本的な解決を目指して 2009 年 4 月
から「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」（通称ハンセン病問題基本法）が施行さ
れている。その前文には「ハンセン病の患者であった者等が、地域社会から孤立すること
なく、良好かつ平穏な生活を営むことができるようにするための基盤整備は喫緊の課題」
であることが明記されている。このことを具体的にするものとして、国立ハンセン病療養
所の将来構想があり、各園では将来構想計画の策定についての話し合いや、策定された計
画をもとに実現に向けた話し合いが進められてきた。とくに、療養所の土地、建物、設備
等を地域住民に対して利用提供する「療養所の地域開放」、「療養所の社会化」の取り組み
が、ハンセン病問題における被害回復のための重要な取り組みとして入所者や関係団体、
所在自治体に認識された。しかし、入所者の高齢化、各療養所の立地条件、将来構想実現
                                                   
107ハンセン病国賠訴訟西日本弁護団代表徳田靖之（ 2010）「わたしたちにできること」『菊池野』
60(3)、 p.19（シンポジウム「菊池恵楓園将来構想」における講演録）。  
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に対する国の消極的な取り組み姿勢という現状を前に、各園それぞれの将来構想計画実現
にはさまざまな課題が存在する。  
本節では、2011 年に国立ハンセン病療養所 13 園の入所者自治会に対して実施した、将
来構想に関するアンケート調査の結果をもとに、将来構想計画の状況と課題を示す。  
 
（2）調査の目的と概要  
隔離政策による被害回復およびハンセン病回復者の支援は社会的な取り組み課題である。
そのことの共有に向けて国立療養所 13 園の将来構想が重要な意味をもっていると考え、
実態把握のための調査を実施した。  
調査は 2011 年 12 月 22 日～2012 年 1 月 20 日にかけて全国 13 園の国立療養所入所者自
治会を対象に郵送自記式で行った。その結果、入所者自治会が休会中の 1 か所を除く、12
の自治会から回答を得た。  
調査項目は、回答者の属性【問 1】、入所者数、入所者の平均年齢【問 2】、療養所と地域、
外部組織との現状について【問 3、問 4】、将来構想への取り組み時期について【問 5】、療
養所と地域のあり方について【問 6、問 7】、将来構想を検討するための組織について【問
8-1、問 8-2】、将来構想計画の進捗状況について【問 9】、将来構想を検討するための取り
組みについて【問 10】、将来構想について重視していること【問 11】、将来構想を実行する
ための担い手について（問 12）、将来構想についての議論や計画の情報提供について【問
13】、将来構想についての現在の課題や今後期待することについて（自由記述）【問 14】で
ある。調査票は巻末資料として掲載している。 
 
（3）調査から見えたこと―将来構想計画の難しさ―  
 本節では、将来構想に関するアンケート調査のなかで、「療養所と地域、外部組織との現
状について」、「療養所と地域のあり方について」、「将来構想を検討するための取り組みに
ついて」、「将来構想について重視していること」、という 5 つの質問項目に対する回答から
見えてきた将来構想計画の状況と課題を示す。  
1）療養所と地域、外部組織との現状について  
 この質問項目については「入所者と地域住民の現状」、「入所者自治会、園と外部組織／
団体との関係」を尋ねた。「入所者と地域住民の現状」については、「地域の小・中学生が
授業の一環として交流に訪れる」（ 10）、「入所者が地域の学校や施設でハンセン病を理解す
るための講演を実施している」（ 10）が最も多かった。次いで多かったのは「園内でボラン
ティア活動をしている人たちと入所者の間で交流がある」（ 8）であり、現在の療養所は地
域住民と入所者の間に良好な関係が形成されていることが把握できた。  
 「入所者自治会、園と外部組織 /団体との関係」では、「将来構想の話題以外で、園の現
状のことを入所者自治会と園と所在自治体（市、町）が話しあう場がある」（8）が最も多
かった。次いで多かったのは「将来構想の話題以外で、園の現状のことを入所者自治会と
園と所在自治体（都、府、県）が話しあう場がある」（ 6）であった。これらの回答から、
療養所の現状については自治体や広域自治体のレベルでの話し合いとなっており、入所者
にとって身近な存在である地元住民との関係はそれほど強くないことが指摘できる。この
ことは、療養所の将来構想を実行していくために、どのような団体や組織の関わりが必要
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だと思うかという問いに対して自治体の関わりの重要性が高かったこととも関連している
と思われる。また、「現在のところ、将来構想の話題以外で外部の組織、団体と意見交換を
する場はない」（4）、「現在のところ、将来構想の話題以外で外部の組織、団体と一緒に取
り組んでいることはない」（ 3）という回答もあり、将来構想を具体化するための関係形成
に困難さがみられた。  
2）療養所と地域のあり方について  
「療養所と周辺地域のあり方について今後希望すること」として、「療養所を人権につい
て学ぶ場として活用してもらいたい」（ 12）が最も多く、次いで多かったのは「できるだけ
園を訪れる人が増えてほしいが、入所者の生活を尊重してほしい」（ 10）であった。3 番目
に多かったのは「地元の町内会や自治会と連携し、地域の人たちが療養所に来やすい環境
を作りたい」（9）であった。学びの場、訪問の場となることについて、否定的な捉え方は
みられなかった。  
3）将来構想計画の進捗状況について  
 将来構想計画の進捗状況については、「将来構想計画を策定し、実行委員会をつくって計
画の実行を進めている」（ 6）が最も多く、次いで多かったのは「将来構想計画は策定した
が、厚生労働省が積極的に動かないため計画を実行に移すことが出来ていない」（ 5）であ
った。3 番目に多かったのは「将来構想計画を策定し、策定した組織や委員会のメンバー
で計画の実行を進めている」（ 4）であった。調査を実施した時点では、計画策定にあたっ
て動きがみられることが把握できた。  
4）将来構想を検討するための取り組みについて  
 療養所の将来構想を検討するために実施した取り組みについては、「入所者自治会、園、
自治体が協力的な関係をつくり、課題を共有しながら将来構想の検討を進めてきた」（ 10）
が最も多く、次いで多かったのは「入所者自治会や将来構想を検討する組織（検討委員会
等）が入所者にアンケート調査を実施した」（ 8）であった。3 番目に多かったのは「支援団
体など外部の協力を得て検討を進めてきた」（ 5）、「入所者自治会や将来構想を検討する組
織（検討員会等）が地域住民の要望を把握する調査を実施した（ 5）であった。入所者をサ
ポートする体制づくりが出来上がっていると考えられる。  
5）将来構想について重視していること  
 将来構想について重視していることについて、最も多かったのは「医師、看護師、及び
介護員の確保等、療養所における医療及び介護に関する体制の整備」（ 11）であった。次い
で多かったのは、「入所者に対する療養サービスの充実」（ 8）、「資料館の設置、歴史的建造
物の保存等ハンセン病及びハンセン病対策の歴史に関する正しい知識の普及啓発」（ 8）、
「納骨堂の管理および納められている遺骨の供養」（ 8）、3 番目に多かったのは「入所者の
生活が地域社会から孤立しない環境づくりとしての国立ハンセン病療養所の土地、建物、
設備等の利用提供」（7）であった。入所者の高齢化が進んでいるなかで、生活環境の整備
を望む声が多くあげられるとともに、「地域社会から孤立しない環境づくり」に重きがおか
れていた。  
6）将来構想について、現在の課題や今後期待することについて（自由記述）  
将来構想に関し、自由記述のなかから課題として示されたものを以下に示す。  
（下線、筆者）  
163 
 
 
①本来、療養所の将来構想問題は 2001 年のハンセン病国賠訴訟熊本地裁判決確定
により判決で認められた、国の法的責任に課せられたものである。現在の各療養所自
治会等による将来構想策定作業は国が「ハンセン病基本法」を店晒しにしているため、
止むなく各自治会が中心となって行われているものであり、この点、原告団、弁護団、
全療協三者による統一交渉団は、厚労省に対し、この点厳しく追及している現状であ
る。  
②医療施設として地域に開放、医療機器の共同利用を地域医師会と施設長が話し合い
進行中であり、地域の方々が現在どのような施設を誘致したらよいのか市にお願いし
ている。（中略）将来構想については入所者の減少と超高齢化があり今後、医師の減少、
看護師、介護員の削減等があり入所者の集約一つ取っても困難な状況であり、将来構
想の具体的な策定にはもう少し時間が必要と思われる。  
③園の将来構想は医療・看護、介護・共生・啓発、を構想の柱としている。ハンセン
病療養所は国の医療機関であり、厚労省は入所者の意向に沿った将来構想を実現する
責務がある。またハンセン病問題の解決の促進に関する法律制定の意義、その理念や
目的、ハンセン病政策の歴史的経緯を踏まえ、将来構想を実行性のあるものとし、施
設と自治会は協力し国においては積極的な姿勢を示してもらいたい。ハンセン病基本
法が法制化され、あらゆることが可能になると一時は思われた。しかし、法はできて
も法にあらず、魂すら入れることもできない。高齢化してゆく入所者の大部分は安心
して生活できるのか、残り少ない時間本当に生きていて良かったと思いながら終焉を
迎えられたらと。将来構想については自治会が存続することが必要不可欠です。  
④入園者の高齢化が著しく進んできたことと、減少により入園者自治会運営の存続が
深刻な状況になっております。今後は、国が中心となって将来構想の推進を図ってい
ただくことを希望します。  
 
 ①、③の記述から、入所者自治会は国が責任をもって将来構想を進めていくことを重視
していることがわかる。②、③、④の記述では入所者の高齢化、減少によって自治会運営
が危ぶまれていることが示されている。「全患協運動」が積極性をもって進められていた時
代と異なり、現在の入所者は「動く」ことが難しい状況にある。かれらの願いを受けとめ
て、その願いを具体化することを委ねられているのは、調査では国、自治体といった行政
であった。行政側が入所者の願いを聴き、地域に開かれた療養所としていくための環境整
備においてイニシアチブをとることが求められていることが示唆されているといえよう。  
 
（4）将来構想の現状 
 2011 年の調査実施時以降、ハンセン病療養所の将来構想計画の進展について、朝日新聞
記事検索サービス「聞蔵」を用いて検索を行った。「ハンセン病療養所＆将来構想」という
ワードで、2011 年 1 月 1 日から 2018 年 9 月 11 日までの期間を設定して検索したところ該
当した記事は 17 件であった 108。このうち、将来構想計画について具体的に取り上げられて
                                                   
1082018 年 9 月 11 日検索実施。  
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いるものとしては、以下の表にまとめた 5 件であった。園内に社会福祉施設が建設された
ものとして、星塚敬愛園（鹿児島県）に障害者支援施設、邑久光明園（岡山県）に特別養
護老人ホーム、多磨全生園（東京都）に保育所、となっており、長島愛生園と邑久光明園
に関わる事柄として、 2 園の所在地である瀬戸内市が世界遺産登録を目指す動きが掲載さ
れている。一方で、香川県の大島青松園に関する記事（ 2014 年 8 月 22 日）では、同園の
交通の便の悪さが影響し、将来構想計画の策定に至っていない現状が伝えられている。  
 
表終-1 新聞記事見出しにみる将来構想計画の現状  
 記事見出し  掲載年月  
1 星塚敬愛園敷地に障害者施設を新築  地域との共生めざす／鹿児島県  20171108 
2 ハンセン病療養所の世界遺産化を提唱  瀬戸内市長、国に要請の考え  20150511 
3 生きた証し、写真に残す  大島青松園の人々、太田さん撮影  出版・大阪で展示  20140822 
4 ハンセン病療養所・邑久光明園に特養、 6 月にも着工  全国で初、交流期待  20140117 
5 療養所、子の成長と歩む  多磨全生園に保育園  ハンセン病隔離違憲判決 10 年  20110514 
 
 2011 年に実施した調査の質問のうち「療養所と周辺地域のあり方について今後希望する
こと」に対する回答では、療養所を「人権について学ぶ場として活用してほしい」との回
答が多くみられた。このように、療養所が閉ざされた場ではなく、多くの人の学びの場と
して活用されることを願う入所者自治会の思いがあり、こうした思いは本研究で重視して
きた不在化された当事者性の回復を志向する視点として捉えられる。  
 表終-1 に示した新聞記事のうち、2014 年 1 月 17 日（岡山全県版）の「邑久光明園に特
養」には、以下のように記述されている。 
 
   瀬戸内市の高齢化率は 29%と高く、市として特養老人ホームの整備を早急に進める
必要に迫られている事情があった。入所者にも、地域住民との交流を通じてハンセン
病に対する偏見や差別の解消につなげたいという思いがあり、同市と同園の入所者自
治会は 2011 年、園の将来構想の中に特養老人ホームの誘致を盛り込んでいた。  
 
この文章を読むと、2011 年に実施した調査の回答にあったように、入所者自治会側は偏
見や差別の解消という「人権」の視点での地域開放を望んでいる。しかしながら、一方の
瀬戸内市は、高齢者施設の早急な整備が求められているという状況において、国立ハンセ
ン病療養所の地域開放の取り組みを活用したと読むことができる。入所者の願いと所在自
治体の思惑が重なって、高齢者施設の誘致、建設が実現したわけであるが、療養所の地域
開放と入所者の「人権」という視点がどこまで反映されているのだろうか。  
2011 年 5 月 14 日「多磨全生園来春にも保育園」の記事には、多磨全生園を 28 歳で退所
した 70 代の男性の声が紹介されている。この男性は、「熊本地裁判決の後、東京での訴訟
に原告として加わり、園と再びつながりをもった」という。彼は「まだ社会は変わったと
はいえないが、自分の心境は変わった」と語る。これまで遠くの病院で受けてきた健康診
断を家の近くで受け、「既往症はハンセン病と告げた」と書かれている。  
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この 2 つの記事から読み取ることができるのは、療養所の地域開放に対する入所者の思
いと所在自治体の考えとの間にみられる差異、退所者の感じる「まだ社会は変わったとは
いえない」という社会が変わることの難しさである。そうした点は、本研究で論じてきた
ハンセン病者の当事者性が社会の側にいまだ受けとめられていない現状を示唆していると
いえる。  
補論で取り上げた韓国におけるハンセン病者の当事者性においても、韓国社会ではハン
セン病者に対する人権認識の改善がみられてはいるが、日本と同様、直接的に病者と出会
うような場面においては、偏見・差別が顕在化する。また、韓国の定着村におけるハンセ
ン病者の生活とは、地域住民とのコンフリクトや教育の機会からの排除など、度重なる偏
見・差別の事象を繰り返し受けながら獲得されたものであった。さらに、当事者へのイン
タビューで語られた以下の言葉は、日本のハンセン病者の当事者性の回復がいかにして可
能となるのかを考えていくうえで、非常に重要な意味を持つ。  
 
    韓国の定着事業というのは、私の個人的な意見としては、成功ではないと思う。
まだまだ、いまでも問題を持っているし、これからも継続し、 100 年が経っても韓国
の定着村は解決できない、歴史として残るのではないかと思う。韓国社会における、
（韓国社会が）考えなければならない一番の課題（宿題）ではないかと思う。ハンセ
ン人が定着村で生活して、亡くなってハンセン人がいなくなったとしても、その村自
体はこれからもハンセン人村というふうにしか残らないと思う。その痛みを全部家族
が抱えるのではないか。その問題を政府と私たちは、一緒に考えなければならないの
ではないか。子ども、孫、ひ孫、それを全部繰り返しながらその問題を抱えるのは本
当に残念なこと 109。 
  
ハンセン病回復者の生活していた場所であるということは、当事者が亡くなった後も、
地域や社会の人たちに引き継がれる負のイメージであり、それは回復者やその家族にとっ
て痛みとして継承されていく。療養所の地域開放の取り組みを通して当事者性の回復を考
えることとは、韓国において示された、「痛み」の歴史を回復者が不在となった後も家族が
継承していかなければならないことの重みについて、わたしたちが共有していくことだと
いえるのではないだろうか。つまり、本章の冒頭で述べたように、当事者の痛みの共有が
可能となる社会を形成していくということが、当事者性の回復を可能にするのではないか
ということである。  
 
第 3 節 ハンセン病者の当事者性の継承―語り手の不在という将来を見据える―  
（1）療養所の今後のあり方―歴史の継承―  
 第 5 章で語りを取り上げた A さんは、療養所の将来のあり方について、以下のように語
っている。  
 
A：今はね、もう一つ大事なのは、療養施設を、いろんな施設があるでしょ、それを
                                                   
109補論に掲載した当事者のインタビューより。  
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やっぱり永久保存するべきだと。これも一つの大きなテーマだよ、今は。（新田：史料
として）今はな。それはほら、ハンセン病をきちっと正しく語り継ぐっていう、語り
伝えるっていう使命を使命っていうか、今のわれわれにはあるし、それを代々語り継
ぐ、今の若い人たちにそれを知らしめるっていう研修、ある意味の研修の場が必要な
わけだよ。だから歴史を風化させないために、正しく語り伝えるための研修施設とし
て園を永久保存すると、こういう名目だよな。これも大事だなと思う。ただこれが今、
これも厚労省もその気になって、最初は皆さんの面倒は、入所者がいて、いなくなる
までの間が私たちの仕事だって、言ってきたんだよな。ところがそういう問題じゃな
いだろうって。ちょっとそれはそれでそうだけど、だけどその歴史をどうするのって
いう。風化させる訳にいかないでしょって。そうするとそれを語り継ぐ場が必要なわ
けだから。それをきちんと人を育てなきゃいけない、我々がいつまでもやっていられ
るわけじゃないんだから。育てるためには、やっぱり研修の場所っていうのは必要じ
ゃないか、療養所ごとにな。それがいまボランティアでやったりなんかいろいろある
から、研修したりなんかして、語り部の研修会なんかもやってるわけだし。それを今
まさに厚労省も議論して作業部会やって議論してるんですよ 110。 
 
 療養所の将来のあり方について、「歴史を風化させないために、正しく語り伝える」こと
が望まれる点について、国の姿勢が変化し、語りを受け継ぐボランティアの育成や研修の
議論に関わるようになっていることが語られている。A さん自身、「我々がいつまでもやっ
ていられるわけじゃない」として、新たな語り部の育成の必要性を感じている。それぞれ
の療養所がおかれている立地条件、自治会の運営状況、所在自治体や支援団体との連携の
あり方は、同じではない。歴史の継承に取り組む方法や場づくりについて、「やっぱり個々
の施設で考えるべきでそこにゆだねるしかない、うち（筆者注：全療協）でああせいこう
せいっていえない、将来構想の問題と同じだよ」ということも語られた。  
 A さんの語りにあるように、「ハンセン病をきちっと正しく語り継ぐ」こと、「歴史を風
化させないために、正しく語り伝える」ことは、ハンセン病回復者の願いを表す言葉であ
る。それとともに、語り継ぐ「歴史」にどのような視点を入れて、具体的に何を語り継い
でいくのか、ということは「個々の施設」の考えに委ねられるという点を、語りを受け継
ぐ側は認識しなければならないだろう。  
このことは、坂田（2012）が多磨全生園の入所者がすすめてきた「ふるさとの森」の取
り組み 111と、全生園が近年所在自治体である東村山市や協力団体などと進めている「人権
の森」構想をめぐって入所者が抱く違和感について触れていることに現れている。坂田
（2012）は次のように述べる。  
 
    しかし近年、ハンセン病をめぐる問題が社会的関心を集め、この森に焦点が当て
られた結果、そこに託されたさまざまな思いが「国家権力による重大な人権侵害」と
いった特定の側面に還元して理解される状況が進んでいる。（坂田 2012：173） 
                                                   
1102016 年 2 月、 A さんへのインタビューより。  
111 「園創立七十年を記念した記録集『俱会一処』を出版してから三年後の一九八二年、自治会は緑化
活動の一環として『一人一木』という試みを提唱する」というものである（坂田 2012： 162）  
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    ハンセン病者に対する隔離政策は国家権力による重大な人権侵害であり、それは
ハンセン病をめぐる問題を考える際に欠くことができない視点だ。だが、そうした困
難を生きるなかで彼らがおこなってきた営みもまた無視できない事実であり、全生園
の森をハンセン病者が生きてきた歴史として記憶し継承するのであれば、彼らがなぜ
緑化活動を「ふるさとの森」作りと名づけ、その取り組みにどのような思いを託して
きたかを検討する作業が必要だろう。（同上 2012：173） 
 
 歴史を語り継ぐこととは、歴史を引き継ぎ、継承していく側が、「被害」や「検証」とい
った側面に集約されない、当事者性の現れを認識することであるといえよう。  
 
（2）地域との関係のあり方がもたらすもの  
前項で触れた全生園の「人権の森」構想については、第 6 章で取り上げた多磨全生園で
入所者自治会会長を担った C さんの語りのなかでも将来構想との関連で触れられた。全生
園の所在自治体である東村山市について、「それで（筆者注：基本法制定を求める）署名活
動なんか始めたときはほんとにもうみんな一生懸命でしたよ、ほんと東村山市も一生懸命
で」と熱心な協力があったことを語っている。  
 さらに、その後の園の状況について、  
 
C：うちはいま保育園ができて「人権の森構想」っていうのを将来構想でやってます
けど、東村山市がものすごく熱心になって自治会に協力してああいうポスターを 4 種
類作って、東京都の 2,100 校の小学校に無料で配ったり、DVD を 40 分のやつをつくっ
てそれもみんな配ったり、今、写真集をつくって、これは二月にできるんですけどそ
れも 2,500 くらいつくって配るって言ってやってるし。NPO のまちづくりも毎月来て、
今日も来てますよ、山吹舎の掃除やったり、やってくれたり。緑を守る市民協議会も
ここの剪定をしてくれたり、除草してくれたり、そういう活動をみんながやってくれ
るんでほんとに助かって。自分たちが昔は全部やったんだけど、今はできなくなった
から、市で募集したり、市報で募集したり新聞で募集したら、東京の東村山 13 町ある
んですけど 12 町から参加して。都下の 15 の市、〇市だとか〇市だとか 15 の市から
もくるし都内の 8 つの区からも〇区とか〇区とか 8 つの区からくるし、〇市からも来
るんですよ。人権の森を守ろうって言って。それで 165，6 人集まって清掃や、ごみ集
めやみんなやってくれて。ほんとに助かってます。ワッペン、人権の森のワッペンを
つくったり、バッジつくったり。配ってくれたり、ほんといろんなことやってくれま
すね。  
 
 「人権の森構想」について、東村山市のホームページには、以下のように説明されてい
る。 
 
多磨全生園では、望郷の念にかられながら故郷の山河、家族への思いを託して、昭
和 23（1948）年から緑化委員会を組織し、植樹活動を行ってきました。戦後、自然解
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消していた緑化委員会でしたが、昭和 46（1971）年に再度設置し、ふるさとの森造り
計画（昭和 58（1983）年）を立て、一人一木運動や県木の森など、様々な緑化活動を
行ってきました。252 種、3 万本もの園内の緑、そのほとんどは入所者の方々が「将来、
自分たちがいなくなった時も、自分たちを受け入れてくれたこの緑の地を東村山の市
民に残そう」との思いを込めて植え、育ててきたものであり、これらの木々の成長は、
多磨全生園の 100 年余の歴史と重なり合っています。  
   入所者自治会は、このハンセン病の歴史・人権の歴史とともにある豊かな緑、ハン
セン病資料館、共同生活を営んできた寮や館、神社、納骨堂などの歴史的価値を持つ
建造物や史跡、これらすべてをハンセン病記念公園「人権の森」として保全・保存し、
後世に伝えようと、平成 14（2002）年、「人権の森」構想を立ち上げました。  
   これを療養所の将来構想として、国へ要請し、東村山市とともにこの構想の実現に
向けた活動をしています 112。 
 
 入所者自治会が立ち上げた「人権の森」構想は、全生園の将来構想として位置づけられ、
NPO や市民団体の協力をえながら、園内の清掃や木々の剪定などの活動が進められている。
ハンセン病回復者にとって地域社会とは、かつて自分たちを不在化した場であり、自分た
ちを受け入れなかった場である。その地域社会とそこで暮らす住民との関わりは、回復者
自身のエンパワーメントと解放を促すことにつながっているのではないか。「人権」という
キーワードによって結びついた多様な人や団体、自治体がそれぞれの役割を担いながら、
漠然と捉えられていた「人権」を、当事者の生きてきた歴史とそこからの学びを通して体
得される「痛みの共有」という具体的な〈人権〉に変化させることができたとき、当事者
性の回復の可能性が見えてくると考える。坂田（2012）が指摘するように、過去の積み重
ねのなかで入所者の思いや実践がどのように形作られてきたのかを理解することと、現在
行われている取り組みを切り離すのではなく、つなげていく試みを通して、ハンセン病者
をめぐる人権認識の社会的共有と、当事者性の回復はようやく具体化していくのではない
だろうか。  
 
（3）当事者の「エンパワーメントと解放」を可能にする社会変革の担い手  
 第 5 章と第 6 章では A さんと C さんのライフストーリーを分析した。本項ではあらため
て、かれらの生き方を「エンパワーメントと解放」という視点で捉えてみたい。 A さんの
療養所で「らい予防法」改正闘争に関わっていた大人たちは、ハンセン病者を不在化させ
る社会の変化を求めて運動を展開していた。そのような大人たちと生活を共に続けること
で、A さん自身の内に自分が置かれている状況の不当さやハンセン病者の人権への視点が
育まれたと考えられる。このことは入所当初から自治会活動に携わってきた C さんにおい
ても、同様に捉えることができる。また、A さんは語り部として活動することで聴き手と
出会い、A さん自身が「自己偏見」と向き合うという変化につながった。A さん、C さんは、
療養所生活のなかで先輩や仲間、社会の側の聴き手と関わり、そのことによってかれらの
                                                   
112東村山市 HP より転載
https://www.city.higashimurayama.tokyo.jp/shisei/danjo/jinken/jinkennomorikousou/jinkennomo
ri.html 
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エンパワーメントが高められたといえる。つまり図終-1 で示した「ハンセン病者の社会へ
の変革性」（内的解放性）が高まる契機として捉えることができる。  
けれども、そうした体験はかれらを隔離政策という抑圧状況から「解放」することにつ
ながらなかった。第 4 章で「隔離政策の継続は、戦後の日本社会が生活支援を担う福祉関
係者を含め、療養所の外の社会にいるわたしたちが、生存や人生に関わる療養所入所者の
切実な声を受けとめることができなかったことを意味している」と指摘した。わたしたち
は、戦後の隔離政策継続下で当事者と共に社会を変革する担い手が不在であったという問
題を考えなければならない。第 4 章では「らい予防法」の廃止が実現する段階において入
所者の間で意見の相違があったことを論じた。入所者が抱えていた葛藤を受けとめ、かれ
らの後ろ盾となって入所者の「エンパワーメントと解放」を担う主体として、福祉専門職
や社会福祉研究者が十分に機能し得なかったことが大きな問題であったことを指摘したい。 
 
（4）聴き手の内に育つ「共感的理解」と社会への変革性  
 本章の第 1 節第 2 項では図終-1「ハンセン病者の当事者性の社会的位置づけ」をもとに、
現在は第 2 象限に位置づくことを述べた。今後、第 2 象限から第 3 象限へと変化するため
には、ハンセン病回復者の声やかれらが生きてきた歴史を受けとめる聴き手の内に「共感
的理解」が育ち、ハンセン病者の当事者性の回復につながる社会への変革性をもった実践
として現れることが求められる。  
 蘭（2004）において、ハンセン病者が語りを通してエンパワーメントされることが示さ
れたように、語る―聴くという相互行為は語り手にとって自己の解放につながる。それと
同時に、聴き手にもたらされる変化とは、似田貝（ 2008）が阪神・淡路大震災の被災者の
自立を支援する支援者たちの実践と被災者との共同行為について主題として論じた「〈受
動的主体の主体化〉」からとらえることができる。似田貝では、「苦しみ pathos に偶然、出
会う人間（支援者）が、この『苦しみ』と〈居合わせる co-presence〉ことにより、自らも
受難＝受動の様相に置かれ、そこで提起された被災者の自立にかかわる問題、課題やテー
マに対し、否応なく立ち上がり、当事者との新たなる共同的な主体、すなわち〈われわれ〉
という〈主体の複数性〉を形成していく可能性について問う」こと（似田貝 2008:ⅰ）が研
究を通して行われた。  
 序章では日本のハンセン病者を対象とした隔離政策が近代化過程で進められてきたこと、
それは近代社会の中心におかれた「強い主体」の下でハンセン病者を客体化させたと述べ
た。本研究で論じてきたハンセン病者の当事者性は、「強い主体」像や「生産性」の有無で
主体の存在価値を判断する社会に強く影響を受けてきたともいえる。当事者が「らい予防
法」を生存・生活の砦として認識せざるをえなかったこと、優生思想を内面化せざるをえ
なかったこと、ハンセン病者であることの葛藤を抱え続けることなど、資本主義社会が前
提とする「強い主体」像のもたらした弊害をかれらは抱えてきたのである。戦後も隔離政
策が継続されたとき、福祉実践者や社会福祉研究が、ハンセン病者を隔離政策から解放で
きなかったことは、わたしたちの社会における「福祉」が政策、実践、研究のいずれにお
いても「強い主体」への疑問をもたず、痛みや苦しみを引き受けて生きる受動的主体の存
在価値を認識できなかったということである。それは「福祉」が真の聴き手となり得なか
ったことを現している。 
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語りを通して回復者がエンパワーメントされることや、本章第 3 節第 2 項で述べた多磨
全生園の「人権の森」構想に対する協力者の現れは、語る―聴くという相互行為によって
受け手（聴き手）の内に「共感的理解」が育まれていることが示されたといえよう。「共感
的理解」とは、聴き手にとって他者であるハンセン病回復者の「受難＝受動」の様相に出
会うことで、聴き手自身が「受難＝受動」の様相に置かれることによって生じるものであ
り、木原の示した福祉の根源としての「コンパッション」につながるものとして捉えるこ
とができるのではないか。わたしたちの社会がハンセン病回復者という語り手が不在とな
る将来をむかえるうえで、聴き手の内に育つ「共感的理解」が受動的主体の存在価値を認
め、社会の変革をもたらす基盤となることを指摘したい。  
 
（5）本研究の限界と今後の課題 
 最後に、本研究の限界と今後の課題を示す。一つ目は、療養所という場の取り上げ方で
ある。ハンセン病者が隔離収容された療養所は連合府県立から国立へと移管され、全国に
13 ヶ所存在する。各療養所は時代状況や地域特性において「国立療養所」としてひとくく
りに捉えることはできない多様性をもつが、本研究ではハンセン病者の当事者性に影響を
与える要素として「国・公・私療養所」を位置づけ、療養所という場のもつ役割に着目し
た。第 2 章では戦前期における私立療養所を取り上げて地域社会との関わりについて触れ
ているが、隔離政策下での各療養所の独自性や多様性を捉えるには限界がある。  
二つ目は、国立療養所ケースワーカーの果たした役割の検証である。本研究では福祉専
門職および社会福祉研究の見落としを指摘しつつ、ハンセン病者の当事者性に焦点をあて
ているため、隔離政策下の国立療養所で働くケースワーカーが行った実践や療養所ケース
ワーカーの社会的位置づけについては検証することができていない。療養所ケースワーカ
ーの果たした役割の詳細な検証は今後の課題である。  
三つ目は、コンパッションをソーシャルワークの実践において活用できる概念として精
緻化するという課題である。本研究では社会福祉研究において「コンパッション」および
「解放のソーシャルワーク」の研究を進めてきた木原活信に倣い、当事者の痛みの共有を
可能とする社会の形成に向けた視座に関わる検討を終章で行った。今後は「コンパッショ
ン」をソーシャルワークの新たな価値として位置づけることができるように、コンパッシ
ョンに関わる先行研究を整理し、ハンセン病問題のみならず、昨今社会福祉研究の対象と
もなっている社会的バルネラブルクラスの問題とも重ね合わせながら、現代社会における
ソーシャルワーク実践の価値として共有化されることを目指していく。  
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【巻末資料】 
 
アンケート調査の結果 
 
回答者の属性について  
問１．回答者について  
属性 回答数 
自治会会長  12 
自治会副会長  1 
 
入所者数、入所者の平均年齢について  
問２．貴園の入所者数および入所者の平均年齢についてご回答をお願いいたします。  
 
療養所と地域、外部の組織との現状について  
問３．貴園の入所者と地域住民の現状について（複数回答可） 
問３．入所者と地域住民の現状  回答数 
地域の小・中学生が授業の一環として交流に訪れる。  
入所者が地域の学校や施設でハンセン病を理解するための講演を実施して
いる。  
園内でボランティア活動をしている人たちと入所者の間で交流がある。  
園内の文化祭に療養所の周辺地域住民が来てくれることで以前から入所者
と地域住民との交流がある。  
各種サークル活動を通じ入所者と周辺地域住民とは以前から交流がある。  
外来診療を実施しており、地域住民の利用がある。  
地域の園児（幼稚園、保育所）が遊び場として利用するために療養所を訪れ
る。  
園内外の美化運動や緑化推進運動など園の日常的な取り組みに対して地域
住民の協力を得ている。  
園内で文化祭等文化活動を開催しているが、周辺地域住民が足を運ぶことは
あまりない。  
その他  
NA 
10 
10 
 
8 
7 
 
6 
4 
4 
3 
 
1 
 
1 
1 
 
問４．貴園（入所者自治会、園）と外部組織 /団体との関係について（複数回答可） 
問４．入所者自治会、園）と外部組織 /団体との関係について 回答数 
将来構想の話題以外で、園の現状のことを入所者自治会と園と所在自治体
（市、町）が話し合う場がある。  
将来構想の話題以外で、園の現状のことを入所者自治会と園と所在自治体
（都、府、県）が話し合う場がある。  
8 
 
6 
 
185 
 
現在のところ、将来構想の話題以外で外部の組織・団体と意見交換をする場
はない。  
将来構想の話題以外で、園の現状のことを入所者自治会と有識者の間で話し
合う場がある。  
将来構想の話題以外で、入所者自治会が所在自治体及び自治体関係者に直接
意見を伝える場がある。  
将来構想の話題以外で、入所者自治会と地元町内会や地元自治会が話し合う
場がある。  
現在のところ、将来構想の話題以外で外部の組織、団体と一緒に取り組んで
いることはない。  
地元町内会・自治会に対して園内外の美化運動、緑化推進運動など日常的な
取り組みについて園（または自治会）から協力を要請することがある。  
将来構想の話題以外で、園と地元町内会や地元自治会が話し合う場がある。 
4 
 
3 
 
3 
 
3 
 
3 
 
2 
 
2 
 
将来構想への取り組み時期について  
問５．貴園の将来構想を検討するための取り組みについて、所在自治体や地域の団体など
外部組織が加わって話し合うようになったのはいつ頃ですか。（１つに○）  
問５．将来構想について外部組織が加わって話し合うようになった時期  回答数 
「基本法」制定に向けた動きの中で外部を交えて話し合いをするようになっ
た。  
「基本法」制定に向けた動きが始まる前から外部を交えて話し合いを進めて
いた。  
⇒平成 12（2000）年以降  
⇒昭和 60（1985）年代～  
⇒昭和 50（1975）年代～  
⇒その他  
「基本法」が成立してから、外部を交えて話し合いをするようになった。  
8 
 
 
6 
2 
1 
2 
3 
 
療養所と地域のあり方について  
問６．療養所を地域に開放することについて（１つに○）  
問６．療養所を地域に開放することについて  回答数 
賛成している  
大いに賛成している  
反対ではないが、積極的に賛成しているわけではない  
6 
4 
2 
 
問７．貴園と周辺地域のありかたについて今後どのようなことを希望していますか（複数 
回答可） 
問７．園と周辺地域のありかたについて今後希望すること  回答数 
療養所を人権について学ぶ場として活用してもらいたい。  12 
186 
 
できるだけ園を訪れる人が増えてほしいが、入所者の生活を尊重してほし
い。  
地元の町内会や自治会と連携し、地域の人たちが療養所に来やすい環境をつ
くりたい。  
保育所や高齢者施設の開設など地域住民のニーズに応えたい。  
療養所周辺の地域住民のなかにはまだ根強い偏見・差別の思いがあるので、
療養所で暮らす入所者と関わりを持ってほしい。  
地域住民が主体的に療養所の将来のありかた、入所者への支援について等、
入所者と意見交換をしてほしい。  
退所希望者が退所して周辺地域で暮らせるように、所在自治体と協力して条
件や環境を整えたい。  
10 
9 
 
6 
5 
 
5 
 
4 
 
 
将来構想を検討するための組織について  
問８-１.貴園の将来構想を検討するための組織（委員会等）について（１つに○）  
問８-１.貴園の将来構想を検討するための組織（委員会等）  回答数 
検討する組織や委員会がある  
検討する組織や委員会が以前はあったが、今はない。  
9 
2 
 
問８ -２．将来構想を検討するための組織や委員会はどのようなきっかけで立ち上がりま
したか（複数回答可） 
問８-２．将来構想を検討するための組織や委員会設立のきっかけ  回答数 
入所者自治会の働きかけに関係機関（園、自治体、支援団体など）が応じて
立ち上がった。  
全療協の組織決定を受けて入所者自治会が立ち上げた。  
全療協の組織決定がなされる以前に、入所者自治会が中心となって立ち上げ
た。 
関係機関（園、自治体、支援団体など）の働きかけに応じて入所者自治会が
中心となって立ち上げた。  
8 
 
6 
3 
2 
 
将来構想計画の進捗状況について  
問９．貴園の将来構想計画の現状について（複数回答可） 
問９．将来構想計画の現状について  回答数 
将来構想計画を策定し、実行委員会をつくって計画の実行を進めている。  
将来構想計画は策定したが、厚生労働省が積極的に動かないため計画を実行
に移すことができていない。  
将来構想計画を策定し、策定した組織や委員会のメンバーで計画の実行を進
めている。  
将来構想計画は国が責任を持って策定すべきであると考えており、計画を策
定していない。  
6 
5 
 
4 
 
2 
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将来構想計画は策定したが、実行委員会が出来ておらず、計画を実行に移す
ことができていない。  
現在、将来構想計画を策定中である。  
療養所までの交通の便が悪い等、立地条件が影響して将来構想計画を策定で
きていない。  
1 
 
1 
1 
 
将来構想を検討するための取り組みについて  
問 10．貴園の将来構想を検討するためにどのようなことを実施しましたか。（複数回答可） 
問 10．貴園の将来構想を検討するために実施したこと  回答数 
入所者自治会、園、自治体が協力的な関係をつくり、課題を共有しながら将
来構想の検討を進めてきた。  
外部の研究機関などに委託して地域住民の要望を把握する調査を実施した。 
支援団体など外部の協力を得て検討を進めてきた。  
入所者自治会や将来構想を検討する組織（検討委員会等）が地域住民の要望
を把握する調査を実施した。  
入所者自治会役員が中心となって、検討を進めてきた。  
外部の研究機関などに委託して地域住民の要望を把握する調査を実施した。 
外部の研究機関などに委託して入所者にアンケート調査を実施した。  
地域住民と共に将来構想を考えるためのシンポジウムを開催した。  
園が入所者自治会に申し入れをして検討を進めてきた。  
10 
 
8 
5 
5 
 
4 
4 
3 
3 
1 
 
将来構想について重視していること  
問 11．貴園の将来構想について、どのようなことを重視していますか。（３つまで○） 
問 11.園の将来構想について重視していること  回答数 
医師、看護師及び介護員の確保等、療養所における医療及び介護に関する体
制の整備。  
入所者に対する療養サービスの充実。  
資料館の設置、歴史的建造物の保存等ハンセン病及びハンセン病対策の歴史
に関する正しい知識の普及啓発。  
納骨堂の管理および納められている遺骨の供養。  
入所者の生活が地域社会から孤立しない環境づくりとしての国立ハンセン
病療養所の土地、建物、設備等の利用提供。  
退所者及び非入所者が、国立ハンセン病療養所等及びそれ以外の医療機関に
おいて、安心してハンセン病及びその後遺症その他の関連疾患の治療を受け
られるような医療体制の整備。  
退所者及び非入所者が日常生活又は社会生活を円滑に営むことができるよ
うにするための相談体制、情報提供の整備。  
入所者の福利増進。  
11 
 
8 
8 
 
8 
7 
 
3 
 
 
2 
 
1 
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将来構想を実行するための担い手について  
問 12．貴園の将来構想計画を実行していくために、どのような団体や組織の関わりが必要
だと思いますか。また、これから関わってほしいと思いますか。（５つまで○） 
問 12．貴園の将来構想計画を実行していくために必要な担い手  回答数 
所在自治体（市、町）  
所在自治体（県）  
弁護士会  
国会議員懇談会  
全医労 
ハンセン病市民学会  
有識者 
市議会/町議会 
大学などの研究機関  
NPO 法人 
退所者（および退所者の会）  
社会福祉協議会  
社会福祉法人  
商工会 
企業 
その他 
12 
11 
8 
7 
6 
5 
4 
3 
2 
2 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
 
将来構想についての議論や計画の情報提供について  
問 13．貴園の将来構想に関する情報提供について。（複数回答可） 
問 13．園の将来構想に関する情報提供について  回答数 
将来構想についての会議録や策定された計画等についての情報提供を積極
的にはしていないが、問い合わせがあれば応じている。  
将来構想についての会議録や策定された計画等は療養所のホームページに
掲載している。  
将来構想についての会議録や策定された計画等は所在自治体のホームペー
ジや市報に掲載している。  
将来構想についての会議録や策定された計画等についての情報提供はして
いない。  
その他  
7 
 
1 
 
1 
 
1 
 
1 
 
問 14．貴園の将来構想について、現在の課題や今後期待することなどがありましたらご自  
由にご記入ください。  
 
 
 
 
189 
 
調査票 
 
国立ハンセン病療養所将来構想計画と地域の関係についての調査  
 国立療養所○○園の将来構想と地域の関係についてお伺いします。以下の 14 項目の質
問にお答えください。よろしくお願いいたします。なお、「ハンセン病問題の解決の促進に
関する法律」は「基本法」と略記しています。（※回答数につきましては、各設問の指示に
従ってください）  
 
回答者の属性について  
問１．回答者についておたずねします。以下の１）～３）のなかで、あてはまる番号に○
をつけて下さい。  
１）自治会会長     ２）自治会副会長    
３）その他（↓に役職をご記入ください）  
 
 
入所者数、入所者の平均年齢について  
問２．貴園の入所者数および入所者の平均年齢についてご回答をお願いいたします。  
入所者数：（                ）名 
平均年齢：（                ）歳 
 
療養所と地域、外部の組織との現状について  
問３．貴園の入所者と地域住民の現状について、以下の１）～１２）の中からあてはまる
番号に○をつけてください（複数回答可）。 
 
１）園内の文化祭に療養所の周辺地域住民が来てくれることで以前から入所者と地域住民
との交流がある。  
２）各種サークル活動を通じ入所者と周辺地域住民とは以前から交流がある。  
３）園内で文化祭等文化活動を開催しているが、周辺地域住民が足を運ぶことはあまりな
い。  
４）園内で文化祭等を開催していないので、周辺地域住民が園内を訪れることはあまりな
い。 
５）外来診療を実施しており、地域住民の利用がある。  
６）園内でボランティア活動をしている人たちと入所者の間で交流がある。  
７）園内外の美化運動や緑化推進運動など園の日常的な取り組みに対して地域住民の協力
を得ている。  
８）地域の小・中学生が授業の一環として交流に訪れる。  
９）地域の園児（幼稚園、保育所）が遊び場として利用するために療養所を訪れる。  
10）入所者が地域の学校や施設でハンセン病を理解するための講演を実施している。  
11）地域住民の理解が得られず、交流がなかなか進まない。  
12）その他（↓の空欄にご記入ください）  
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問４．貴園（入所者自治会、園）と外部組織 /団体との関係について以下の１）～１０）の
中からあてはまる番号に○をつけて下さい。（複数回答可） 
 
１）地元町内会・自治会に対して園内外の美化運動、緑化推進運動など日常的な取り組み
について園（または自治会）から協力を要請することがある。  
２）将来構想の話題以外で、園の現状のことを入所者自治会と園と所在自治体（市、町）
が話し合う場がある。  
３）将来構想の話題以外で、園の現状のことを入所者自治会と園と所在自治体（都、府、
県）が話し合う場がある。  
４）将来構想の話題以外で、園の現状のことを入所者自治会と有識者の間で話し合う場が
ある。 
５）将来構想の話題以外で、入所者自治会が所在自治体及び自治体関係者に直接意見を伝
える場がある。  
６）将来構想の話題以外で、園と地元町内会や地元自治会が話し合う場がある。  
７）将来構想の話題以外で、入所者自治会と地元町内会や地元自治会が話し合う場がある。  
８）現在のところ、将来構想の話題以外で外部の組織・団体と意見交換をする場はない。  
９）現在のところ、将来構想の話題以外で外部の組織、団体と一緒に取り組んでいること
はない。  
10）その他（↓空欄にご記入下さい）  
 
 
 
将来構想への取り組み時期について  
問５．現在議論されている将来構想問題の前提に、全療協のなかでは 1965（昭和 40）年代 
から療養所の将来構想を議論する動きがありました。貴園の将来構想を検討するための取  
り組みについて、所在自治体や地域の団体など外部組織が加わって話し合うようになった  
のはいつ頃ですか。以下の１）～３）の中からあてはまる番号に一つ○をつけてください。 
 
１）「基本法」制定に向けた動きが始まる前から外部を交えて話し合いを進めていた。  
⇒時期はいつ頃ですか？①～⑤のなかであてはまる番号に○をつけて下さい。  
①  昭和 40（1965）年代～  
②  昭和 50（1975）年代～  
③  昭和 60（1985）年代～  
④  平成 7（1995）年代～  
⑤  平成 12（2000）年以降  
 ⑥その他（↓の空欄にご記入ください）  
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２）「基本法」制定に向けた動きの中で外部を交えて話し合いをするようになった。  
３）「基本法」が成立してから、外部を交えて話し合いをするようになった。  
 
療養所と地域のあり方について  
問６．「基本法」第 12 条で「国は、（中略）国立ハンセン病療養所の土地、建物、設備等を  
地方公共団体又は地域住民等の利用に供する等必要な措置を講ずることができる」とあり  
ますが、療養所を地域に開放することについて、以下の１）～５）の中からあてはまる番  
号に一つ○をつけてください。  
 
１）大いに賛成している 
２）賛成している  
３）反対ではないが、積極的に賛成しているわけではない  
４）反対している  
５）賛成、反対、どちらともいえない  
問７．貴園と周辺地域のありかたについて今後どのようなことを希望していますか。以下  
の１）～８）の中からあてはまる番号に○をつけてください（複数回答可）。 
 
１）地元の町内会や自治会と連携し、地域の人たちが療養所に来やすい環境をつくりたい。  
２）療養所周辺の地域住民のなかにはまだ根強い偏見・差別の思いがあるので、療養所で
暮らす入所者と関わりを持ってほしい。  
３）療養所を人権について学ぶ場として活用してもらいたい。  
４）保育所や高齢者施設の開設など地域住民のニーズに応えたい。  
５）地域住民が主体的に療養所の将来のありかた、入所者への支援について等、入所者と
意見交換をしてほしい。  
６）できるだけ園を訪れる人が増えてほしいが、入所者の生活を尊重してほしい。  
７）退所希望者が退所して周辺地域で暮らせるように、所在自治体と協力して条件や環境
を整えたい。  
８）その他（↓の空欄にご記入ください）  
 
 
 
将来構想を検討するための組織について  
問８-１．貴園の将来構想を検討するための組織（委員会等）について、以下の１）～３）
の中であてはまる番号に一つ○をつけて下さい。  
１）検討する組織や委員会がある⇒下の問８ -２へお進みください。 
２）検討する組織や委員会が以前はあったが、今はない。⇒下の問８ -２へお進みください。 
３）検討する組織や委員会はない⇒次ページの問９へお進みください。  
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問８ -２．将来構想を検討するための組織や委員会はどのようなきっかけで立ち上がりま
したか。以下の１）～５）の中からあてはまるものに○をつけてください（複数回
答可）。 
１）全療協の組織決定を受けて入所者自治会が立ち上げた。  
２）全療協の組織決定がなされる以前に、入所者自治会が中心となって立ち上げた。  
３）入所者自治会の働きかけに関係機関（園、自治体、支援団体など）が応じて立ち上が
った。 
４）関係機関（園、自治体、支援団体など）の働きかけに応じて入所者自治会が中心とな
って立ち上げた。  
５）その他（↓の空欄にご記入ください）  
 
 
 
 
将来構想計画の進捗状況について  
問９．貴園の将来構想計画について、以下の１）～９）の中で現在の状況にあてはまる番
号に○をつけて下さい。（複数回答可） 
 
１）将来構想計画を策定し、実行委員会をつくって計画の実行を進めている。  
２）将来構想計画を策定し、策定した組織や委員会のメンバーで計画の実行を進めている。  
３）将来構想計画を策定し、現在、実行委員会を準備している。  
４）将来構想計画は策定したが、厚生労働省が積極的に動かないため計画を実行に移すこ
とができていない。  
５）将来構想計画は策定したが、実行委員会が出来ておらず、計画を実行に移すことがで
きていない。  
６）現在、将来構想計画を策定中である。  
７）療養所までの交通の便が悪い等、立地条件が影響して将来構想計画を策定できていな
い。  
８）将来構想計画は国が責任を持って策定すべきであると考えており、計画を策定してい
ない。  
９）その他（↓の空欄にご記入ください）  
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将来構想を検討するための取り組みについて  
問 10．貴園の将来構想を検討するためにどのようなことを実施しましたか、以下の１）～  
１０）の中からあてはまる番号に○をつけてください（複数回答可）。 
 
１）入所者自治会、園、自治体が協力的な関係をつくり、課題を共有しながら将来構想の
検討を進めてきた。  
２）入所者自治会役員が中心となって、検討を進めてきた。  
３）支援団体など外部の協力を得て検討を進めてきた。  
４）園が入所者自治会に申し入れをして検討を進めてきた。  
５）入所者自治会や将来構想を検討する組織（検討委員会等）が入所者にアンケート調査
を実施した。  
６）外部の研究機関などに委託して入所者にアンケート調査を実施した。  
７）入所者自治会や将来構想を検討する組織（検討委員会等）が地域住民の要望を把握す
る調査を実施した。  
８）外部の研究機関などに委託して地域住民の要望を把握する調査を実施した。  
９）地域住民と共に将来構想を考えるためのシンポジウムを開催した。  
10）その他（↓の空欄にご記入ください）  
 
 
 
将来構想について重視していること  
問 11．貴園の将来構想について、どのようなことを重視していますか。以下の１）～８）
の中からあてはまる番号に○をつけてください（３つまで） 
 
１）入所者に対する療養サービスの充実。  
２）医師、看護師及び介護員の確保等、療養所における医療及び介護に関する体制の整備。  
３）入所者の生活が地域社会から孤立しない環境づくりとしての国立ハンセン病療養所の
土地、建物、設備等の利用提供。  
４）入所者の福利増進。 
５）退所者及び非入所者が、国立ハンセン病療養所等及びそれ以外の医療機関において、
安心してハンセン病及びその後遺症その他の関連疾患の治療を受けられるような医療
体制の整備。  
６）退所者及び非入所者が日常生活又は社会生活を円滑に営むことができるようにするた
めの相談体制、情報提供の整備。  
７）資料館の設置、歴史的建造物の保存等ハンセン病及びハンセン病対策の歴史に関する
正しい知識の普及啓発。 
８）納骨堂の管理および納められている遺骨の供養。  
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将来構想を実行するための担い手について  
問 12．貴園の将来構想計画を実行していくために、どのような団体や組織の関わりが必要
だと思いますか。また、これから関わってほしいと思いますか。以下の１）～２３）
の中からあてはまる番号に○をつけてください（５つまで）。 
 
１）所在自治体（県）   ２）所在自治体（市、町）  
３）地元自治会・町内会 ４）教育委員会 ５）退所者（および退所者の会）   
６）全医労  ７）家族会  ８）弁護士会  ９）有識者  10）マスコミ  
11）大学などの研究機関  12）市議会/町議会  13）宗教団体  
14）国会議員懇談会  15）社会福祉協議会   16）社会福祉法人  
17）NPO 法人  18）民生委員（民生委員協議会）  19）社会福祉士会  
20）商工会   21）企業   22）ハンセン病市民学会  
23）その他（↓の空欄にご記入ください）  
 
 
 
将来構想についての議論や計画の情報提供について  
問 13．貴園の将来構想に関する情報提供について、以下の１）～５）の中からあてはまる
番号に○をつけてください。（複数回答可） 
 
１）将来構想についての会議録や策定された計画等は療養所のホームページに掲載してい
る。 
２）将来構想についての会議録や策定された計画等は所在自治体のホームページや市報に
掲載している。  
３）将来構想についての会議録や策定された計画等についての情報提供を積極的にはして
いないが、問い合わせがあれば応じている。  
４）将来構想についての会議録や策定された計画等についての情報提供はしていない。  
５）その他（↓の空欄にご記入ください）  
 
 
 
 
問 14．貴園の将来構想について、現在の課題や今後期待することなどがありましたらご自
由にご記入ください。  
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お忙しいなか、アンケート調査にご協力いただきましてありがとうございます。                              
差支えないようでしたら、アンケート回答者のお名前を以下にご記入いただけますようお  
願いいたします。  
アンケート回答者のお名前  
 
 
 
（お願い）貴園の将来構想計画に関する資料をご提供いただけるようでしたら、本調査用
紙と一緒に同封の返信用封筒（レターパック）にてご送付いただけますようお願い申し上
げます。  
また、このアンケート調査の回収後、不明点等をおたずねする場合がございます。その  
際には、ご協力をお願い申し上げます。  
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2014 年○月○日  
 
国立療養所○○園入所者自治会  
会長 ○○ ○○ 様  
東日本国際大学 福祉環境学部  
新田 さやか  
 
「国立ハンセン病療養所の入所者自治会活動に従事された方への聞き取り調査」  
ご協力のお願い  
 
拝啓  
初秋の候 本年五月に全療協の神美知宏会長、全原協の谺雄二会長が相次いでご逝去
されましたことを心よりお悔やみ申し上げます。入所者自治会および各療養所の入所者の
皆様におかれましては、大きな喪失感とともに将来の方向性に対する不安のうちに日々を
お過ごしのことと存じます。今回、表題に記載の調査にご協力をお願いいたしたく、ご依
頼文書を同封させて頂きました。  
 
本調査は、新田が「ハンセン病回復者における『当事者性の不在』を通した福祉実践の
課題に関する研究」として平成 25 年度～平成 28 年度まで日本学術振興会科学研究費補
助金を受け実施するものです。調査の趣旨につきましては別紙に記載させて頂きました内
容の通りです。  
 
なお、研究成果につきましては論文や学会発表等において報告を予定しております。お
忙しいなか大変お手数をおかけいたしますが、本調査の趣旨をご理解いただき、聞き取り
調査へのご協力をお願い申し上げます。  
敬具  
 
 
 
【調査に関する問い合わせ先】  
〒970-8023 福島県いわき市平鎌田字寿金沢 37  
東日本国際大学 福祉環境学部  
新田 さやか  
携帯電話：090-3914-7964 
e-mail：nitta@tonichi-kokusai-u.ac.jp 
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当事者運動における国立ハンセン病療養所の入所者自治会の果たした役割  
～隔離政策下を生きてきた当事者として～  
 
東日本国際大学 新田さやか  
 
【調査の趣旨及びお聞きしたい内容】  
 私はこれまで社会福祉学の立場から、ハンセン病回復者の方が自分らしく生きられる社
会や支援のあり方について研究を進めてまいりました。  
 日本では療養所への「隔離収容」によって、患者さんたちの生活が家族や社会から切り
離されてきました。戦中及び戦後間もない時代の療養所では、劣悪な環境の中で患者さん
たちが付き添い看護や様々な患者作業を担って自らの療養生活を維持しなければならない
状況があったこと、また、園名の使用、外出の制限、懲戒検束規定など園からの管理、制
約のもとに生活を送る状況が強いられたこと、そうした状況は、患者さんたちが、人生の
意味を問うほどの大きな苦痛や深い悲しみ、怒りをもたらしたと思います。  
 私は、患者さんたちの中にあった、自分たちの置かれている環境の不当さを認識し、自
分たちのいのち、生活は自分たちで守るという意識が当事者運動につながったのではない
かと考えています。そのために各園の入所者自治会は、患者さんたちが人間らしく生きる
ことを求めて、園や国と直接交渉していくための基盤として大きな意義をもっていたと考
えます。  
 
今回の聞き取り調査では、自治会活動を担ってこられた皆様に、  
➢ハンセン病隔離政策下での患者運動の歴史（概略）  
➢入所者自治会が患者さん（当時）たちの生活改善や生活保障に対して  
果たした役割  
➢ご自身が入所者自治会活動に参加するきっかけとなったもの  
➢自治会の経験がご自身の生き方にどのような影響を与えたのか  
について、お聞かせいただきたいと思っております。  
また、ご自身が療養所で生活されてこられたなかで、  
 
➢ご自身が置かれた状況をどのように捉えていたのか  
➢これまでの人生をどのような思いで生きてこられたのか、  
ということについてもお聞かせいただきたいと思っております。  
 
【倫理的配慮について】  
 
 今回の聞き取り調査では、上記の内容についてお話をおうかがいいたします。しかしな
がら、ご自身がお話になりたくないことにつきましては、ご回答を拒否してくださってか
まいません。また、お聞かせいただいた内容については、個人が特定されないように個人
名は明記いたしません。またプライバシーや人権の侵害にあたるようなことがないように
情報の取り扱いにつきましては十分に配慮いたします。  
198 
 
第７号（第２条関係）  
インタビューへの同意書  
 
 このたびはインタビューに応じて頂き、誠にありがとうございます。  
今回応じて頂くインタビューでは、自治会活動を担ってこられた皆様に、ハンセン病隔
離政策下での患者運動の歴史、入所者自治会が患者さん（当時）たちの生活改善や生活保
障に対して果たした役割、ご自身が入所者自治会活動に参加するきっかけとなったもの、
自治会の経験がご自身の生き方にどのような影響を与えたのか、ということをお聞かせい
ただきたいと思っております。また、ご自身が療養所で生活されてこられたなかで、ご自
身が置かれた状況をどのように捉えていたのか、これまでの人生をどのような思いで生き
てこられたのかということについてもお聞かせいただきたいと思っております。そして以
下のことを確認して頂いた上で、本同意書へのサインをお願いできればと思います。  
 
１．  インタビューの際に、答えたくない事項がありましたら、拒否をしてください。  
２．  インタビューはいつでも中断いたしますので、中断を希望される場合は遠慮なく
仰ってください。  
３．  今回のインタビュー内容は、  立教大学  に  新田  さやか  が提出する  博士
論文（それに関連する投稿論文、学会発表）  を執筆するためのみに用います。  
４．  博士論文（それに関連する投稿論文、学会発表）を提出する前に、インタビューに
係わる箇所を確認していただき、加筆・削除・修正等のご希望を伺う場合があります。  
５．  貴重なご発言を精確に記したいとの目的により、インタビューを IC レコーダーに
記録させていただきたいのですが、実際に使用するか否かは、ご意思に従います。  
６．  IC レコーダーを使用した場合は、データの複写は一切せず、鍵のかかる引き出し
に保管した上で、新田のみが再生いたします。また、博士論文を提出した直後に、IC
レコーダーの情報をすべて削除いたします。  
 
 なお本同意書の控えとともに、同意書撤回要望書もお渡しいたします。後日、上記の内
容に関しまして疑問等を感じられ、同意書の撤回をご希望される場合は、遠慮なく撤回要
望書をお送り下さい。ただし、博士論文（それに関連する投稿論文、学会発表）として提
出後の撤回には応じかねますことを御了承下さい。  
 
東日本国際大学  新田 さやか 
連絡先住所：〒970-8023 福島県いわき市平鎌田字寿金沢 37 
   電話： 090-3914-7964 
 
以上の内容に同意しました。  
                        年  月  日 
ご住所：  
 
お名前：  
